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第１会務報告

平成８年
４月１日
～４曰

国際病院連盟汎地域会議（香港）に高橋副会長と牧野参与が出席。２日に開かれたアジア

病院連盟（ＡＨＦ）理事会で、昨年から今回にかけてオーストラリア、ベトナム、マレー

シア、タイ、香港がＡＨＦに加盟し、計10か国となる。

平成８年春の桜を見る会に織本委員長が出席。新宿御苑にて、橋本総理主催。

菅厚生大臣を諸橋会長、中山・高橋副会長が訪問。医薬品問題を中心に懇談。薬価差ゼロ

を目ざす省内プロジェクト設置案を受け、後日、曰病の見解を提出（５月９日、薬価差解

消問題に対する曰病の見解)。

日本医師会の坪井新会長を諸橋会長、中山副会長が表敬訪問。

医療審議会・基本問題検討委員会が「今後の医療提供体制の在り方について（意見)」を

まとめ、菅厚相に提出。大道副会長が参画。のち第三次医療法改正案として、１１月に高齢

者介護保険法案の関連法案で国会提出。

新進党・介護問題プロジェクトの介護政策についてのヒアリングに川合理事が出席し、意

見交換。

厚生省・病院経営指標策定等検討委員会の報告書が完成（３月27曰最終委員会)、梶原監

事が４月27日の合同理事会に報告。約1,700医療法人病院のデータをもとにした経営指標。

通信教育養成課程の診療録管理士を、診療情報管理士に名称変更することを合同理事会で

承認。また(助医療研修推進財団と共同認定とした。従来の認定者には補講と試験で対応。

第44回診療録管理士の認定証授与式をダイヤモンドホテルで実施。８２名を認定し、累計で

2,314名となる。

平成８年春の叙勲で当会推薦の竹本元副会長が動三等瑞宝章を受章。

１０日

１９日

24曰

25日

25曰

27日

27日

27曰

29曰

５月14曰総務庁の行政改革委員会・規制緩和小委員会第４グループ（医療・福祉分野）のヒアリン

グに池澤常任理事が出席。中医協の委員構成問題等を指摘。

１８日代議員会・総会を東條会館で開き、平成７年度事業報告と収支決算を承認。理事の補充

（５名）と顧問（３名）を委嘱。終了後、行天参与の特別講演「医療とマスコミ」。

２９日平成８年春の園遊会に登内顧問が出席。天皇・皇后両陛下招待、赤坂御苑にて。

６月６日第46回曰本病院学会を藤澤副会長を学会長に福井市で開催。３日間延べ5,200人が参加。
～８曰

「２１世紀の医療への挑戦一ロマンと人間回復」をテーマに、一般演題310題、特別講演、

公開講演、シンポジウム、医療人の集い等。

２６曰曰医・医業税制対策本部の初会合に池澤常任理事が出席。消費税率の改正を控え、９月目

－１－



途に医療の損税解消策を検討。

７月４曰’96国際モダンホスピタルショウを池袋サンシャインシティ文化会館で開催。海外10社含
～６曰

む168社が出展。３日間計52,510人が来場。併設のセミナー、研究会も盛会。

１７日自民党の平成９年度予算並びに政策要望ヒアリングに池澤常任理事出席。診療報酬改定、

消費税のゼロ税率適用、施設サービスを含む介護保険制度創設など５項目の要望。

２７日診療報酬改定の影響度調査結果速報を統計調査委員会（中後委員長）が発表。３月と４月

の比較で454病院から回答、新規項目に対する病院の対応も集計。経営実態調査ふくめ報

告書は11月刊行。

２９日国民医療総合政策会議の第１回会合が開かれ、大道副会長が出席。厚生事務次官の私的懇

談会で、各審議会で同時多発的に検討されている制度改革を横断的にまとめようとする趣

旨。医療制度、医療保険制度の両面から検討。

８月３曰病院長・幹部職員セミナーをダイヤモンドホテルで開催。日野原重明氏らの特別講演、医
～４曰

療費改定・病院機能評価等のシンポジウムで、193名が参加。

１６日公衆衛生審議会の伝染病予防部会・非血友病ＨＩＶ感染小委員会に中山副会長が参考人と

して出席。医療機関名公表後のフォローアップの問題等を指摘。

２４日「中医協に曰本病院会が参加することを要請する」という厚生大臣あて文書をまとめる。

診療側代表とは医療施設の開設者であり、病院の問題は病院団体だけが熟知しているとい

う趣旨。

２４日平成７年度厚生科学研究の分担研究者として、瀬田常任理事が「エイズ診療拠点病院の整

備に関する研究」をまとめる。エイズ対策本部の諸活動等を記載。

２９曰第37回曰本人間ドック学会を熊本市で開催。小山和作日本赤十字社熊本健康管理センター
～30日

所長を学会長に、「人間ドックルネッサンス（新時代の健康像を求めて)」のテーマで、一

般演題190題ほか特別講演等。1,500人参加。

９月２曰医療審議会に医業経営と患者サービス向上に関する小委員会を設置し初会合。大道副会長

が参画。行革委・規制緩和小委の企業による病院経営参加等「論点公開」に対し、反規制

緩和の立場で理論武装する目的。

１７日中医協に曰病代表の参加要請・第２弾を、全病団連名でまとめ、厚生省、中医協委員、曰

医、健保連、国保中央会、国会議員、マスコミ論説委員等に提出。高度医療、組織医療の

代表を、委員増などで対応すべきという趣旨。
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１９日第２２回日本診療録管理学会を名古屋市で開催。山内－信名大医学部付属病院医療情報部教
～20曰

授を学会長に、「豊かな健康社会をつくる記録と情報」のテーマで、750人が参加。一般演

題41題ほか特別講演等。

１９日同学会総会で「病院における診療録管理体制強化に関するアピール」（木村明理事長）を

採択。薬害エイズ問題に関連し、診療録保管の現行法規定の不備の放置責任を指摘。これ

をもとに、１０月３日厚生省あて保管期間の10年延長、診療報酬上の評価等を要望。

２０日第29回台湾病院協会の定例総会に池澤常任理事が出席。

２５日阪神・淡路大震災の被災者の医療、保健活動に対し厚生大臣感謝状が曰病に贈られ、２５曰

の授与式に高橋副会長が出席。

２８曰事務長養成課程通信教育の第17回認定式がダイヤモンドホテルで行われ、１６人を認定、累

計197人となった。

10月９曰大韓民国医療施設視察ツアーを実施。国際委員会委員で、国立医療・病院管理研究所の筧
～１３曰

淳夫氏を団長に、高橋・藤澤副会長、岡山顧問ら21名が参加。日本医療福祉建築協会との

共同企画で、大韓病院協会関係者との曰韓セミナーも開催。

２６曰第45回診療録管理士課程の認定証授与式をダイヤモンドホテルで実施。今回107名を認定、

累計2,421名。

３０曰厚生省．血液行政のあり方に関する懇談会の初会合、藤田常任理事が参画。薬害エイズの

反省から、血液製剤の安全性の確保対策、血漿分画製剤の国内自給の基本方針について検

討。

11月３曰平成８年秋の叙勲が発令。依田顧問、寺田参与、藤田常任理事ら役員関係者と会員病院職

員多数が受章。

７日行革委・規制緩和小委員会主催の規制緩和に関する公開ディスカッションが総務庁で行わ

れ、当会から池澤常任理事と石井医療経済・税制委員が出席、見解表明。薬価のあり方と

病床規制の見直しがテーマ。

１１曰諸橋会長の「エイズ薬害事件に思う」の論文が社会保険旬報11月11曰号に掲載。

12曰日本顕彰会の平成８年度社会貢献者表彰に当会推薦の嶋崎佐智子看護管理研究会委員が受

賞し、１２日都内で表彰式が挙行。

１３日国民医療総合政策会議が「２１世紀初頭における医療提供体制について」の中間報告。かか

りつけ医に始まる医療提供体制の整備方針を打ち出し、医療審、中医協等の関係審議会に

議論を引継ぐ。当会から大道副会長が参画。

１８曰医療保険制度改革について、当会役員、関係委員の意見をまとめ社会保険老人保健委員会
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（藤田委員長）が会長へ答申。患者、国民の一部負担増だけでなく抜本的な制度改革が必

要、高齢者対象の新保険制度導入など提言。

２０日自民党の平成９年度税制改正に関する医療等関係団体協議会に池澤常任理事が出席。消費

税の損税解消、医療法人の税率改善、事業税特例措置の存続など要望。

２０曰大韓病院協会年次総会およびアジア病院連盟理事会がソウルで開かれ、牧野参与が出席。
～21日

ＡＨＦの次期会長選は次の理事会まで現韓国会長が留任。

２１日「中医協委員の見直し要望」を小泉厚相あて提出、第三弾。経済審議会の行動計画委員会

が発表した医療、福祉分野の構造改革素案を受け、新大臣に提出したもの。

２７曰医療保険審議会が「今後の医療保険制度のあり方と平成９年改正について」の建議害をま

とめる。高齢者１割、健保本人２割、薬剤３割等負担の方向を打ち出したが、改革の長期

展望はふれられず。３０日の当会合同理事会に河北理事から報告。

２９曰介護保険法案が医療法改正等関連法案とともに国会提出。在宅と施設サービスの同時実施、

平成12年４月施行等の内容。

12月１曰日本病院会のインターネット・ホームページを開設。エイズ対策、健康情報、インフォー

ムドコンセントなど一般向けと、会員向け情報で構成、広報委員会（廣田委員長）と事務

局が企画検討。

５曰行革委・規制緩和小委員会が、中医協の委員構成は医療構造、社会構造を反映したものに

変更すべきと５日の報告書で提言。

２０曰厚生省・准看護婦問題調査検討会が報告書をまとめる。「２１世紀に向けた准看護婦養成の

あり方」として、現行の准看養成課程の内容を看護婦養成課程の内容に達するまでに改善

し、２１世紀初頭の早い段階を目途に、看護婦養成制度の統合に努めることを提言。当会諸

橋会長が参画。

平成９年

１月７曰 医療保険改革の政府与党案の薬剤1種類１日15円負担は事務処理上からも問題多く反対と

関係方面へ提出。社会保険老人保健委員会の７曰の答申をもとに作成。

曰医坪井会長の私的懇談会「病院医療懇談会」の初会合、中山副会長が参画。既存の委員

会だけでなく多角的な意見、緊急性から設置という趣旨。

曰本医療機能評価機構が平成９年度開始の病院機能評価受審申込み病院を発表。年間計画

240病院に対し30日現在で40病院（うち当会会員29)。また当会推薦のサーベイヤーは計５９

名の登録。

20日

30日
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２月３曰消費税率引上げに伴う診療報酬改定について要望書をまとめ、厚生省保険局長へ提出。固

定資産の取得に関わる消費税の扱いについて点数加算の明示を求めたもので、医療経済・

税制委員会が検討。

２０曰東京都病院協会が設立総会。曰病都支部をふくむ都内の６病院団体の統一的協会を設立す

る目的で、病院の個別加盟。荘進氏を会長に選出、４月正式発足。

２１曰中医協が診療報酬点数改定の諮問、答申。消費税率の引上げに伴う臨時特例的改定で、実

質038％の点数配分。４月１日実施。２２日の当会合同理事会で諸橋会長が当局との折衝経

過等報告。

３日言語療法士の国家資格制定に関する要望書を厚生省に提出。当会役員の提言で、病院医療

に必要な職種として資格化を求めた。

10日医薬品流通近代化協議会に、諸橋会長と藤澤副会長の連名で「今後の医薬品流通等の問題

について」を提出。メーカーの高収益、病院と卸との取引き商行為の問題、薬価差問題等

について、意見表明。

10曰曰病・公私病連共同の平成８年度病院運営実態調査の結果を発表。1,140病院の集計で、

平均在院曰数の短縮化傾向等。統計調査委員会（中後委員長）が調査。

15曰米国アナハイムでの心臓病学会参加ツアーを５名で実施。当会国際委員会委員の林洋氏が

コーディネータ。２１日までの日程。

18日東京で開かれた定例調理研究会で、教育委員会の８年度研究会が終了。年間合計すると、

定例研は13回．1,015人、全国研は16回。1,429人、セミナー４回．571人の参加者であっ

た。

22日労務・福利厚生・用度委員会（武田惇委員長）が、病院の人事労務施策に関する報告書を

会長あて提出。

22日教育委員会（藤澤委員長）が21曰の会議で研究会の統廃合を打出し、２２日の常任理事会に

報告、了承。経済性、参加者数等を勘案し、現行の18研究会を廃止３，継続７，８研究会

を統廃合して３，計10研究会とし、平成９年度から実施。

22曰代議員会・総会をダイヤモンドホテルで開催。平成９年度事業計画及び予算案を承認。定

年等で３月31日退任する理事８名と代議員会議長１名の後任候補者を選出、高橋副会長の

顧問委嘱も承認。終了後松田参与から「医療保険制度の改定と病院経営に及ぼす影響」の

特別講演。

３月３日
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庶務・人事

1．副会長

（退任）

高橋勝三 武蔵野赤十字病院長 9年３月31日院長退任

2．常任理事

（新任）

梅田典嗣

北條慶一

福田浩三

（退任）

遠藤良一

伊賀六一

藤田仁

廣田耕三

国立国際医療センター院長

公立昭和病院長

上飯田第二病院長

8年６月５曰

〃

〃

白河厚生総合病院長

東京都済生会中央病院長

大津赤十字病院長

大浜第一病院長

9年３月31曰院長退任

〃〃

〃″

〃 ″

3．理事

（新任）

平幸雄

奈良昌治

栗山康介

（退任）

宗雪武

伊藤信孝

玉尾博泰

重松授

仙台市立病院長

足利赤十字病院長

名古屋第二赤十字病院長

8年５月18日

″

〃

横浜赤十字病院長

岐阜県立多治見病院長

香川県立中央病院長

愛媛県立中央病院長

9年３月31日院長退任

〃〃

〃〃

″″

4．代議員会議長

（退任）

向野榮 福井赤十字病院長 9年３月31日院長退任

－６－



5．代議員

（新任）

藤田孟

山浦伊裟吉

岡井清士

崎原宏

松本常男

加藤幹夫

門屋昭一郎

白石恒雄

高橋功

幸田弘

松本文六

古泉桂四郎

小林武彦

井関良夫

赤坂裕二

石田豊

（退任）

奈良昌治

木田恵三

幸田和男

村上穆

佐藤雅昭

福田榮

高橋勝

門屋昭一郎

松森茂

岡田康男

胄森労災病院・青森

九段坂病院・東京

都立大久保病院・東京

永寿総合病院・東京

遠山病院・三重

高槻赤十字病院・大阪

山口赤十字病院・山口

松山赤十字病院・愛媛

高知県立中央病院・高知

唐津赤十字病院・佐賀

天心堂へつぎ病院・大分

大田原赤十字病院・栃木

小林記念病院・愛知

済生会和歌山病院・和歌山

京都府立与謝の海病院・京都

金光病院・岡山

8年４月27曰

〃

″

″

″

″

8年４月27日

″

″

″

″

8年６月５曰

″

″

8年７月27日

8年10月26日

足利赤十字病院・栃木

新見中央病院・岡山

釧路赤十字病院・北海道

国立水戸病院・茨城

東京共済病院・東京

静岡赤十字病院・静岡

松江赤十字病院・島根

山口赤十字病院・山口

小松島赤十字病院・徳島

姫路赤十字病院・兵庫

理事立候補

死亡

理事立候補

院長退任

″

理事立候補

″

院長退任

〃

〃

曰
曰
曰

７
２
１

１
２
３

月
月
月
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

５
６
３

年
年
年

８
８
９

6．顧問

（就任）

竹本吉夫 秋田赤十字病院名誉院長 8年５月18日

－７－



8年５月18曰

〃

岡山赤十字病院名誉院長

日本医師会長

依田忠雄

坪井栄孝

7．参与

（就任）

鴨下重彦国立国際医療センター総長 8年５月18日

8．平成８年春の叙勲・褒章受章者（発令曰：

〔動三等瑞宝章〕竹本吉夫

〔〃〕島田恒治

〔勲四等瑞宝章〕井戸豊彦

〔〃〕竹内正也

〔勲五等双光旭曰章〕高山不二雄

〔勲五等瑞宝章〕下田つる子

〔勲六等宝冠章〕岡部タケ

〔〃〕小堀和子

〔〃〕小松京子
ためなが

〔藍綬褒章〕為永清吾

４月29日）

元秋田赤十字病院長（元副会長）

元市立島田市民病院長（元理事）

元岐阜赤十字病院長（元代議員）

元いわき市立常磐病院長（元理事）

秋田７０

静岡７０

岐阜７０

福島７１

山梨７２

岐阜６６

神奈川６９

茨城６０

宮城６１

大阪６６

高山病院長（元代議員）

慈恵中央病院看護婦

総合川崎臨港病院総婦長
すいふ

国公共済水府病院看護部長

東北厚生年金病院総婦長

清順堂為永温泉病院長

9．平成８年秋の叙勲受章者（発令曰：１１月３曰）

〔動三等瑞宝章〕寺田守元公立陶生病院長（参与）
あっし

〔〃〕藤田仁大津赤十字病院長（常任理事）

〔勲四等旭曰小綬章〕依田忠雄元岡山赤十字病院長（顧問）

〔勲四等瑞宝章〕岩井宏方元岩井総合病院長（元代議員）
もりやす

〔勲五等王猯宝章〕赤坂守保元旭中央病院高Ｉ看護部長
となん

〔〃〕佐々木房子社保都南総合病院総婦長
あらため

〔〃〕佐藤セイ新田目病院婦長
みほこ

〔〃〕西本己保子済生会富田林病院看護部長

〔勲六等宝冠章〕佐藤ミチ江前橋赤十字病院看護部長

〔〃〕杉嶋千代子高の原中央病院総婦長

〔〃〕野本光子大津赤十字病院看護婦長

愛知７０

滋賀７０

岡山７０

東京７４

千葉６１

東京６１

福島７４

大阪６０

群馬６１

祭良６４

滋賀６０

10．平成８年度社会貢献者表彰の受賞者（11月12曰表彰式）

嶋崎佐智子北里大学保健衛生専門学院副学院長（曰病看護管理研究会委員）

－８－



役員所掌分担の－覧
平成８年４月～９年３月

二侯壯今三眉（膣

９コ

－９－

役職氏名 所掌委員会・部会等（日病関係） 審議会、委日会等（厚生省他）

〔会長〕

諸橋芳夫

総括 ｜准看護婦問題調査検討会

政治連盟委員長、全病団連代表幹事、ＡＨＦ理事 ｉ日本医療機能評価機構

￣－－J￣~￣￣￣ｒ－－－－－－－－－－－－－－－－－－－-－－

〔副会長〕｜通信教育、学術、広報、総務・企画規程検討（長）

中山耕作

高橋勝三

大道學

藤澤正漬

施設、老人保健施設、学会

計担当、政治連盟（副)、全病団連（常任）

、 医療経済・税制、国際（長)、エイズ対策

夕、ホスピタル、看護教育（副)、幹部医会、

政治連盟（副)、ＩＨＦ理事、ＡＨＦ理事

医擦制度、統計調査、医療事故対策、防災対策

労務・福利厚生・用度、組織、私的病院

政治連盟（副)、全病団連（常任）

給食、勤務医、教育（長)、社会保険・老人保健

中小病院、４６回日本病院学会長

政治連盟（高１１)、全病団連（常任）

医療研修推進財団、他

「
１
口
■
０
１
１

日本医療機能評価機構

日本医療保険事務協会

救急医療研究試験財団

血液製剤調査機構

医療関連サービス振興会

医療審議会

国民医療総合政策会議

医療経済研究機構、日本経営協会

医薬品流通近代化協議会

〔常任理事〕

西村昭男 勤務医委員会（副） 曰医・病院機能評価、メディカル給食協会

林雅人

遠藤良

広報委員会（副）

教育委員会（副）

医療関連サービス振興会

日医・社会保険診療報酬検討委員会

原田充善 給食委員会、組織委員会（副） 医療関連サービス振興会、メディカル給食協会、医療食協会

梅田典嗣

北條慶

伊賀六一

学術委員会（副）

医療制度委員会

勤務医委員会

薬剤師実務研修受入れ体制整備検討委員会

日医・社会保険研究委員会、医療情報システム開発センター

内科系学会社会保険連合

瀬田克孝

池澤康郎

土屋章

小澤寛

福田浩三

藤田仁

中後勝

北村行彦

村田寿太郎

井手道雄

福井順

廣田耕三

エイズ対策部会

医療経済・税制委員会

日本医療機能評価機構・改定部会

医僚機能評lmi機構、日医･医療経済経営検討委員会・日医･医業税制対策本部

私的病院部会

医療事故対策委員会

私的病院部会（副）

医療関連サービス基本問題検討会、同振興会

；国立医療・病管研・医療廃棄物処理システム研究会

社会保険・老人保健委員会血液問題検討会・血液行政のあり方懇談会

統計調査委員会

防災対策委員会

社会保険・老人保健委員会（副）

Ｉ病院防災計両作成小委員会、消防庁関係委員会

看護教育施設部会

医療制度委員会（副）

広報委員会

_ﾄtii鐘11空室i運把握検討会

病院委員会

〔理事､監事〕’

木村明丁
_し

通信教育委員会、日本診療録管理学会理事長

河北博文 |医療保険審議会

星 --和英T季布萎頁曹■－

_￣
｣｣塁家向Ｉﾅ医療用具流近協、医療関連サービス

医療機能評価機構・長期療養機能評価検討委員会

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－'－－－－－－－－－－－－－－－－－－J－－－－－－－－－‐

梶原優 医療法人制度に関する懇談会

〔顧問、他〕

依田忠雄 臨床予防医学委員会、日本人間ドック学会理事長

し

織本ＩＥ慶 中小病院委員会 迭業経営コンサルタント協会

毛浩之 情報センター、ホスピタルショウ、統計調査（副） Ｒ医・レセプト電算処理基本マスター懇談会

牧野 水 城 ＡＩIF理事



第２ 会員 状況

日本病院会の会員数は、平成８年

度１年間で、新規に入会した会員が108

病院、一方、閉院等で退会した会員が

24病院、差し引き84病院の増となり、

平成９年３月末で2,587病院である。

全国の病院数の減少がまだ続いており、

黙っていては組織が弱体化するばかり

と、組織委員会が全役員あげての会員

増強をくり返し提言し、多数の会員増

をみた。

2,587会員の病床数は698,124床で、

会員は開設者の全てを網羅しており、

公私別では病院数において公的964病

院（37.3％）対私的1,623病院（62.7％)、

病床数において公的363,043床（52.0

％）対私的335.081床（48.0％）とな

る。病床種別では一般が2,475病院・

607,748床、精神は80％以上精神病床

を含めると107病院・58,425床などと

なる。病床規模別では50床以上400床

未満の病院の占める率が高く、200床

未満と200床以上に分けると約46％対

54％と半数ずつに近い。

なお、全国の病院数（平成８年９月

現在、9,490病院、1,664,854床）と比

較すると、曰本病院会の組織率は病院

数において27.3％、病床数では419％

である。一般病床（全国1,262,932床）

については48.1％の組織率となる。

1．開設者別会員数 (９．３．３１）

院数 万Ｉ木薮

－１０－

開設者別 病院数 病床数

総数
2,587

(100.0）

698,124

(100.0）

国

厚生省

文部省

労働福祉事業団

その他

(国・小計）

227

５

3０

８

270

92,675

4,189

13,027

1,747

111,638

都道府県

市町村

(自治体・小計）

9６

269

365

４
０
４

５
１
６

８
６
４

７
７
７

９
３
３

３
９
３
１

曰赤

済生会

北海道社会事業協会

厚生連

国民健康保険団体連合会

全国社会保険協会連合会

厚生団

船員保険会

健康保険組合及び連合会

共済組合及び連合会

国民健康保険組合

(その他公的・小計）

２
２

９
６

２
１７

２
７３
４
３
５
０

１
４

１
９２３

４
１
５
４
０
７
９
０
６
５
０
１

２
５
５
０
１
５
１
４
５
０
２
４

７
５
５
５
４
０
０
９
１
７
３
９

●
●

■
〃

ロ
グ
Ｃ
夕

Ｃ
Ｊ
Ｂ
Ｆ

Ｇ
夕

９
８

８
１
２

３
２

７

３
１

２
１

１
１１

公的・計
964

(37.3）

363,043

(520）

公益法人

医療法人

学校法人

会社

その他法人

個人

９
５
６
１
２

５
３
４
５
９

１
０

１

０４２

１
１
０
１
７
１

４
６
３
２
６
６

５
１
７
０
８
７

７
，
？
７
７
７

５
９
５
３
２
８

４
８
３
１
２
２

１

私的・計
1,623

(62.7）

335,081

(480）



都道府県別会員数

（９．３．３１）

3．病床種別会員数２．

(９．３．３１）

▲雨 ２５８７－ 病床数

６０７７４８

５９６２

６９８１２４

4．病床規模別会員数

(９．３．３１）

病床規模別

5．賛助会員

種別

－１１－

病床種別 病院数内訳 病床数

股 2,475 607,748

精神 107
100％８１

８０％上２６
58,425

結核 ４
100％3

80％上１
25,989

伝染 １１００％１ 5,962

計 2,587 698,124

全国 2,587

道
森
手
城
田

海北
青
岩
宮
秋

１
５
９
７
８

９
２
１
２
２

形
島
城
木
馬

山
福
茨
栃
群

７
９
４
７
３

１
３
５
２
４

玉
葉
京
川
潟

奈

埼
千
東
神
新

6７

119

262

140

7１

山
川
井
梨
野

富
石
福
山
長

８
１
２
５
７

２
２
２
２
３

阜
岡
知
重
賀

岐
静
愛
三
滋

4０

８０

140

4２

２９

都
阪
庫
良
山歌

京
大
兵
奈
和

8１

209

157

4１

６５

取
根
山
島
口

鳥
島
岡
広
山

７
３
１
０
３

１
１
７
５
３

島
川
媛
知
岡

徳
香
愛
高
福

８
９
４
４
０

１
３
４
０
１

賀
崎
本
分
崎

佐
長
熊
大
宮

９
４
３
９
４

４
３
１
１

鹿児島

沖縄

９
４

１
１

病床規模別 病院数構成比 病床数構成比

床９
９
９
９
９
９
９
９
９
９

２
３
４
９
９
９
９
９
９
９

１
２
３
４
５
６

一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

２
３
４
５
０
０
０
０
０
０
０

１
２
３
４
５
６
７

Ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
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第３ 議

会

第１回総会

平成８年５月18曰仕）東條会館

総

出席者81名

1．平成７年度事業報告の承認に関する件

原案どおり承認

2．平成７年度収支決算の承認に関する件

原案どおり承認

(一般会計）

収入の部

１．会費収入

２．事業収入

３．賛助会員会費並に寄付金

４．負担令収入

(単位：円）

271,011,710

148,701,565

26,418,850

4,980,000

22,509,713

1,267,520

15,260,000

490,149,358

132,054,577

622,203,935

４．負担金収入

５．雑収入

６．他会計より繰入金収入

７．敷金戻り収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費

２．負担金

３．会議費

４．事務諸費

５．他会計へ繰入金支出

６．差入敷金支出

７．予備費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

278,063,278

41,584,800

25,710,645

163,285,342

0

33,350,000

0

541,994,065

51,844,707

80,209,870

△
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(特別会計）

Ａ基本財産

収入の部

１．雑収入

２．一般会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｂ、退職手当積立金

収入の部

１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｃ、ＩＨＦ国際交流基金

収入の部

１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費

２．負担金

3,340,686

0

3,340,686

180,358,710

183,699,396

０

3,340,686

183,699,396

818,244

0

818,244

39,343,222

40,161,466

1,286,525

△468,281

38,874,941

1,378,020

0

1,378,020

145,203,645

146,581,665

2,375,780

1,302,699

－１３－



3．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

０

3,678,479

△2,300,459

142,903,186

※特別講演

「医療とマスコミ」 日本病院会参与 行天良雄

第２回総会

平成９年３月22仕）ダイヤモンドホテル出席者119名

1．平成９年度事業計画（案）の承認に関する件

原案どおり承認

2．平成９年度収支予算（案）の承認に関する件

原案どおり承認

（一般会計）

収入の部

１．会費収入

２．事業収入

３．賛助会員会費並に寄付金

４．雑収入

５．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費

２．負担金

３．会議費

４．事務諸費

５．他会計へ繰入金支出

６．予備費

当期支出合計

当期収支差額

(単位：円）

274,952,000

142,748,000

26,086,000

14,041,000

3,000

457,830,000

73,926,000

531,756,000

303,362,000

1,800,000

28,490,000

183,999,000

10,001,000

2,000,000

529,652,000

△71,822,000
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次期繰越収支差額

(特別会計）

Ａ・基本財産特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｂ・退職手当積立金特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｃ、ＩＨＦ国際交流基金特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

2,104,000

1,486,000

185,465,000

186,951,000

2,000

1,484,000

186,949,000

5,377,000

39,297,000

44,674,000

2,000

5,375,000

44,672,000

6,385,000

141,264,000

147,649,000

5,000,000

1,385,000

142,649,000

※特別講演

｢医療保険制度の改革と病院経営に及ぼす影響」

曰本病院会参与 松田 朗

代議員会

第１回代議員会

平成８年５月18曰仕）東條会館出席者27名

１．平成７年度事業報告の承認に関する件

原案どおり承認

－１５－



2．平成７年度収支決算の承認に関する件

原案どおり承認（第１回総会を参照）

3．欠員理事の選出に関する件

理事５名の選出を承認

梅田典嗣（東京都・国立国際医療センター院長・国）

北條慶一（東京都・公立昭和病院長・市町村）

平幸雄（宮城県・仙台市立病院長・市町村）

奈良昌治（栃木県・足利赤十字病院長・日赤）

栗山康介（愛知県・名古屋第二赤十字病院長・日赤）

4．顧問及び参与の委嘱に関する件

（顧問）

竹本吉夫（秋田赤十字病院名誉院長）

依田忠雄（岡山赤十字病院名誉院長）

坪井栄孝（日本医師会会長）

（参与）

鴨下重彦（国立国際医療センター総長）

第２回代議員会

平成９年３月22曰仕）ダイヤモンドホテル出席者50名

１．平成９年度事業計画（案）の承認に関する件

原案どおり承認

２．平成９年度収支予算（案）の承認に関する件

原案どおり承認（第２回総会を参照）

（追加議案）理事・代議員会議長の補充について

３月31曰退任の公的病院長等の役員退任に伴う後任理事８名と代議員会議長の選出を承

認（任期は４月１曰から１年間）

（理事）

中野哲（岐阜県・大垣市民病院長・自治体）

瀬戸山元一（島根県・島根県立中央病院長・自治体）

福田栄（静岡県・静岡赤十字病院長・曰赤）

幸田和男（北海道・釧路赤十字病院長・曰赤）

高橋勝（島根県・松江赤十字病院長・曰赤）

山本修三（神奈111県・済生会神奈川県病院長・済生会）

－１６－



久野邦義（愛知県・愛知県厚生連更生病院長・厚生連）

天願勇（沖縄県・ハートライフ病院理事長・医療法人）

（代議員会議長）

島田宴（長野県・諏訪赤十字病院長・日赤）

(追加議案）顧問の委嘱について

高橋勝三（武蔵野赤十字病院長）４月１日から

事会

第１回理事会（常任理事会と合同）

平成８年４月27日(士）曰病会議室出席者48名

理

1．会員の入退会について

正会員入会39件と退会２件及び賛助会員入退会各４件が承認

（４月27曰現在、正会員2540会員、賛助会員441会員）

２．－泊人間ドック（短期人間ドック）施設の指定について

下記施設の指定を承認

（－泊人間ドック）

１）埼玉医科大学附属病院（埼玉県・１床）

２）日本歯科大学歯学部附属病院（東京都・５床）

３）佐々木外科病院（山口県・２床）

（一曰人間ドック）

１）大野クリニック（大阪府）

２）中村クリニック（大阪府）

３）神奈川成人病検診センター（神奈川県）

４）大分労働衛生管理センター（大分県）

５）東京実業健康保険組合総合健診センター（東京都）

６）フェニックス健診センター（東京都）

3．診療録管理士の名称及び資格認定の変更について

通信教育で養成している診療録管理士について、通信教育で養成している診療録管理士について、名称を「診療情報管理士」に変更し、資

格認定は現在の当会に加え、(財)医療研修推進財団との共同認定とすることの提案があり、了

承。
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4．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

ｌ）平成８年度「看護の曰」及び「看護週間」の協賛

依頼元：厚生省事務次官

２）平成８年度「愛の血液助け合い運動」の後援

依頼元：厚生省薬務局長

３）がん痙痛緩和と医療麻薬の適正使用推進の講習会の後援

依頼元：日本公定書協会

４）第45回曰本理学療法学会の後援

依頼元：全国病院理学療法協会

５）「患者サービスとアメニティーー今変革の時代を先取りする」セミナーの後援

依頼元：日本医療企画

６）「第18回ＭＥ技術講習会」の協賛

依頼元：日本エム・イー学会他

５．５月18日開催の代議員会・総会に提出する議案について

下記議案を承認、代議員会に上程

１）平成７年度事業報告（案）に関する件

２）平成７年度収支決算報告（案）及び監査報告に関する件

３）理事の退任と後任理事の選出に関する件

（理事退任者は鴨下・小山田常任理事、浅野・竹本・依田理事で、いずれも後任は

選出母体からの推薦で５月18日提出）

４）顧問の委嘱に関する件

（竹本・依田元副会長と曰医坪井会長を推薦）

6．自民党「社会福祉団体協議会」への参加について

自民党が従来の各種団体からの要望聴取を組織化することになり、当会が政治連盟とし

て社会福祉団体協議会に参加することを了承

7．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承
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8．医療審議会の開催報告について

４月25曰基本問題検討委員会、総会が開催、今後の医療提供体制のあり方について意見

をまとめ、５月10日の審議会で確定して、医療法改正案を介護保険の関連法案として国会

提出する予定と報告を了承（大道副会長出席）

9．病院経営指標策定等検討委員会の開催報告について

３月27日開催、検討委員会の報告書完成の報告を了承（梶原監事出席）

10．曰医・病院機能評価検討委員会報告について

西村常任理事から、報告書完成の報告を了承

11．曰本医療機能評価機構・評議員会の開催報告について

３月28日開催、評議員会における運用調査実施状況、賛助会員の募集、英文名表記等に

つき報告を了承（中山副会長出席）

12．新進党・介護政策についてのヒアリングへの出席報告について

４月25日開催、川合理事から報告、了承

13．全国病院団体連合・平成８年度総会の開催報告について

４月18日開催、諸橋会長から総会報告、了承

14．国際病院連盟、アジア病院連盟の会議報告について

高橋副会長から報告、了承

４月２日～４日国際病院連盟汎地域会議

３月31曰国際病院連盟理事会

４月２日アジア病院連盟理事会

15．第46回日本病院学会の開催について

６月６曰～８曰福井市で開かれる第46回学会について、学会長の藤澤副会長からプログ

ラム集とともに説明、了承

16．平成８年度病院長・幹部職員セミナーの開催について

高橋副会長から、８月３日～４日開催される病院長・幹部職員セミナーのプログラム案
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について説明、了承

代議員の交代について

【青森県】

（新）藤田孟（青森労災病院院長）

（前）津嶋恵輔（国立弘前病院院長）

【東京都】

（新）山浦伊裟吉（九段坂病院院長）

（新）岡井清士（都立大久保病院院長）

（新）崎原宏（永寿総合病院院長）

（前）中根晃（都立梅ケ丘病院院長）

（前）高昌弘（都立台東病院院長）

【三重県】

（新）松本常男（遠山病院理事長）

（前）柳瀬垣範（柳瀬病院院長）

【大阪府】

（新）加藤幹夫（高槻赤十字病院院長）

（前）内野治人（大阪赤十字病院院長）

【山口県】

（新）門屋昭一郎（山口赤十字病院院長）

（前）ポロ田一成（小野田赤十字病院院長）

【愛媛県】

（新）白石恒雄（松山赤十字病院院長）

（前）桑島恵一（松山赤十字病院院長）

【高知県】

（新）高橋功（高知県立中央病院院長）

（前）山本彰芳（高知市立市民病院院長）

【佐賀県】

（新）幸田弘（唐津赤十字病院院長）

（前）花田基典（唐津赤十字病院院長）

【大分県】

（新）松本文六（天心堂へつぎ病院院長）

（前）和田秀夫（上人病院院長）

17.

平成８年３月31日退職

欠員の補充

平成７年５月31日

平成７年５月31日

退職

退職

平成８年３月31曰診療所に変更

平成８年３月31曰退職

平成８年３月31日退職

平成８年３月31日退職

平成８年３月31日退職

平成８年３月31曰退職

平成８年３月９日死亡
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以上について了承

18．その他

４月29曰発令の平成８年春叙勲・褒章受章者として、当会推薦の竹本元副会長の動三等

瑞宝章等を発表

19．診療報酬改定について

今回の診療報酬改定に対する評価として各界の意見を諸橋会長から説明、近来になくキ

メ細かい配慮があったと一応の評価

20．医療費、医薬品について

諸橋会長から４月19日、中山・高橋副会長と共に菅厚相を訪問し、薬剤問題を中心に懇

談した旨の報告

21．医療法改正について

諸橋会長から、病院薬剤師の定数について医療法の見直しがあり、４０％位減少するとの

ことで、病院薬剤師会斎藤会長から相談を受け、病団連に加入してもらった経緯等を説明

22．医療制度、医療保険制度について

資料説明で了承

23．介護保険について

資料説明で了承

24．病院経営について

資料説明で了承

25．医師、看護婦について

資料説明で了承

26．平成８年度「社会貢献者表彰」候補者の推薦について

当会、看護管理研究会委員の嶋崎佐智子氏を推薦することで了承
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２７．５月代議員会・総会及び６月合同理事会の開催曰程について

５月18曰は常任理事会終了後､代議員会・総会､特別講演の予定。６月５曰は福井市での

第46回日本病院学会の前曰に合同理事会と、学会長招宴の曰程を説明、了承

第２回理事会（常任理事会と合同）

平成８年６月５日(zk）ユアーズホテルフクイ出席者42名

1．会員の入退会について

正会員入会10件と退会３件及び賛助会員入会１件と退会２件が承認

（６月５日現在、正会員2551会員、賛助会員440会員）

2．日本病院学会評議員の推薦について

学会会則第12条にしたがい、この３月～５月に新理事になった８名と、退任者の推薦に

よる２名、計10名の評議員推薦を承認

3．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

１）(財)聖ルカ・ライフ・サイエンス研究所の発起人就任

依頼元：日野原重明氏

諸橋会長に発起人就任の依頼があり承認

２）第25回日本病院設備学会の後援

依頼元：日本病院設備協会他

３）平成８年度医療ガス保安管理技術者講習会の後援

依頼元：医療機器センター

4．第46回曰本病院学会の開催について

藤澤学会長から本日、及び明曰以降の学会日程について説明、了承

5．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

6．医療審議会の開催報告について

６月４曰予定が急遼６月７日に変更となった。医療法改正案の審議だが、介護保険法案

の行方次第であり、まだはっきりしていない旨の報告を了承（大道副会長出席）
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7．准看護婦問題調査検討会の開催報告について

５月31日開催、准看問題の実態調査の結果について、膨大な統計の分析、一覧表につい

て説明を受けた旨の報告を了承（諸橋会長出席）

8．行政改革委員会・規制緩和小委員会の第２回ヒアリング結果について

５月26曰開催、第２回ヒアリングの報告、説明を了承（池澤常任理事出席）

9．曰医執行部披露パーティヘの出席報告について

５月21日開催、諸橋会長から報告、了承

10．曰本医療食協会理事会の開催報告について

５月30曰開催、諸橋会長から、先月の当会役員会で、同協会理事を退任する旨の了承を

えていたが、理事を半分に減らしても、理事のなりてがいない等で慰留され、受け入れる

旨の説明を了承

11．代議員の交代について

【栃木県】

（新）古泉桂四郎（大田原赤十字病院院長）

（前）奈良昌治（足利赤十字病院院長）

【愛知県】

（新）小林武彦（小林記念病院院長）

（前）佐藤太一郎（八千代病院理事長）

【和歌山県】

（新）井関良夫（済生会和歌山病院院長）

（前）藤田一郎（海南市民病院院長）

平成８年５月18曰理事就任

平成８年３月23曰理事就任

平成８年３月31曰退職

以上を了承

12．その他

３月23曰の総会で質問提案のあった、曰病にインターネットのホームページを開設する

件について、中山副会長から説明
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13．診療報酬改定について

４月診療報酬改定の概要、中医協・診療報酬基本問題小委員会における来年の消費税率

５％引き上げに伴う薬価、診療報酬の取扱いの論議等資料説明

14．平成７年度における医薬品メーカー等の所得状況について

医薬品メーカーの７年度所得50社の集計資料を提出し、説明

15．医療費、医薬品について

「国際医薬品情報」の卸市場に関する業界人の記事を紹介し、各理事の情報交換

16．医療制度、医療保険制度について

医療保険制度の見直し問題について論議

17．介護保険について

法案提出がなされるのかどうか、しっかりした案が出てから、論議し直すことで了承

18．病院経営について

医療法人1692病院の６年度決算を集計、分析した病院経営指標の策定、黒字・赤字の要

因分析等や、病院倒産データ、国立病院再編等の資料説明

19．医師、看護婦について

学会認定医、専門医の状況、文部省の医学部入試見直し等の資料説明

20．常任理事の選出及び業務分掌について

伊藤研氏の後任に福田浩三理事（私的病院部会副部会長を担当)、鴨下重彦氏の後任に

梅田典嗣理事（学術委員会副委員長、厚生省・薬斉Ｉ師実務研修受入れ体制整備検討会委員

を担当)、小山田恵氏の後任に北條慶一理事（医療制度委員長を担当）をそれぞれ確定

第３回理事会（常任理事会と合同）

平成８年11月30曰仕）曰病会議室出席者50名

１．会員の入退会について

正会員入会８件と退会２件及び賛助会員退会２件が承認

（11月30曰現在、正会員2572会員、賛助会員436会員）
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２．－泊人間ドック施設の指定について

下記施設の指定を承認

１）上都賀総合病院（栃木県・６床）

２）宇治徳洲会病院（京都府・１床）

3．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

１）第３回治療食献立・調理技術コンテストに対する後援及び賞状交付

依頼元：曰本メディカル給食協会

２）運動療法機能訓練技能講習会の後援

依頼元：全国病院理学療法協会

３）(助聖ルカ・ライフ・サイエンス研究所の賛助会員加入

依頼元：同研究所

4．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

5．国民医療総合政策会議の開催報告について

１１月８日、１１月13曰開催、１１月13日にまとめた中間報告における改革の基本的方向とし

て医療機関の体系化、かかりつけ医機能の向上、急性期医療の充実、病床数の適正化、医

師・歯科医師等の需給の見直しと資質の向上、医療における情報提供の推進等の項目につ

いて解説がなされた（大道副会長出席）

6．准看護婦問題調査検討会の開催報告について

１１月29曰開催、諸橋会長から報告了承

7．血液行政の在り方に関する懇談会の開催報告について

１０月30曰に初会合、藤田常任理事が参画した

8．規制緩和に関する公開ディスカッションの出席報告について

１１月７日開催、総務庁の行革委員会規制緩和小委員会の主催で当会から池澤常任理事と

石井医療経済税制委員が出席した
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9．自民党・平成９年度税制改正に関する団体協議会の出席報告について

１１月20日開催、平成９年度社会福祉、医療、医薬等関係団体との税制改正に関する協議

会が、５０団体ほどが集まり開かれた旨の報告を了承（池澤常任理事出席）

10．曰本医療機能評価機構について

河北理事から、平成９年４月本格実施となる病院機能評価事業について説明、了承

11．第49回曰本医師会設立記念医学大会の出席報告について

１１月１曰開催、曰医最高優功賞等表彰の式典と講演、懇親会が曰医会館で開かれ、高橋

副会長が出席した旨の報告を了承

12．国民医療を守る医師総決起大会の出席報告について

１１月19日開催、医療保険改革の方向を批判し、曰医の決起大会に高橋副会長と、東京都

支部から織本支部長ら30名が出席したことの報告を了承

13．アジア病院連盟理事会及び第１２回大韓病院協会年次総会の出席報告について

１１月20日開催、高橋副会長から報告、了承

14．平成８年診療報酬改定の影響度調査・経営実態調査の報告について

統計調査委員会がまとめた報告書について中後委員長から説明、了承

15．平成８年秋の叙勲受章者及び祝賀会の開催について

当会役員、会員病院職員現職等の受章者11名について記念品、祝詞等を11月３日発令曰

付で交付した旨の報告を了承

16．医療制度、医療保険制度について

医療保険審議会委員の河北理事から、審議会の全体の流れについて説明、薬価基準の廃

止をふくめ見直しの必要性に言及したことなど報告、了承

17．病院経営について

諸橋会長から、医療施設近代化整備事業の平成９年度補助による建替え等の資料説明
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18．エイズ、院内感染について

社会保険旬報11月11日号に掲載された「エイズ薬害事件に思う」の会長論文を紹介

19．平成９年度事業計画（案）について

前回提出した役員会開催計画の中で、５月常任理事会及び代議員会・総会の開催曰を１

週繰り上げて５月17曰(士)とすること等の説明

20．その他

高橋副会長から第47回曰本病院学会の案内と演題募集の冊子について説明、平成９年６

月12日～14曰会期で東京・武蔵野市民文化会館をメイン会場。演題申込み締切は１月１０曰

と説明、了解

第４回理事会（常任理事会と合同）

平成９年２月22日(土）曰病会議室出席者46名

1．会員の入退会について

正会員入会９件、賛助会員入会５件と退会１件が承認

（２月22日現在、正会員2583会員、賛助会員446会員）

2．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

１）医療情報システム開発センター評議員の候補者推薦

依頼元：同センター

被推薦者：北條慶一常任理事

２）第45回曰本医療社会事業全国大会ならびに第１7回日本医療社会事業学会の後援

依頼元：日本医療社会事業協会

３）第46回日本理学療法学会の後援

依頼元：全国病院理学療法協会

３．３月代議員会・総会に提出する議案について

下記議案について承認、３月22日の代議員会・総会に上程

１）平成９年度事業計画（案）に関する件

２）平成９年度予算（案）に関する件
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4．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

5．血液行政の在り方に関する懇談会の開催報告について

２月５曰開催、第３回の懇談会を公開討議した旨の報告を了承（藤田常任理事出席出席）

6．日本医療保険事務協会理事会の開催報告について

２月６曰開催、第５回の診療報酬請求事務能力認定試験の結果について報告、了承

（中山副会長出席）

7．日本医療機能評価機構・企画運営委員会の開催報告について

１月29曰、２月19日開催、これまでの運用調査の結果、書面審査票の一部改訂を行う

ことや、平成９年度からの受審申込み病院40のリストと説明会の予定等について報告、了

承（中山副会長出席）

8．曰本医療機能評価機構・改定部会の開催報告について

２月13日開催、企画運営委員会に上がった議題に対して、改定部会が答えを出すという

仕組みで、精神病院もＡとＢの種別に区分する等の討議を行った旨の報告、了承（瀬田

常任理事出席）

9．曰医・病院機能評価検討委員会の開催報告について

２月17曰開催、診療の基本姿勢について、特に病院と医師のあり方を議題に討議した旨

の報告、了承（西村常任理事出席）

10．第23回曰本診療録管理学会の開催について

西村昭男学会長から、９月18曰～19曰札幌市で開かれる診療録管理学会の開催案内と演

題募集の説明、了承

11．診療報酬改定について

前日夜、中医協で諮問・答申の行われた診療報酬改定の概要、点数表を配布し、各項目

について検討を行った
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12．医療費、医薬品について

医薬品卸連が「非常識な医薬品取引先リストを開示する」

に対し問題視

と決定したと報じられたこと

13．医療制度、医療保険制度について

資料説明で議了

14．介護保険について

資料説明で議了

15．病院経営について

資料説明で議了

１６．３月代議員会・総会の会議日程について

３月22曰出の曰程について、下記を了承

１２時40分～14時40分常任理事会日本病院会会議室

１５時～15時50分代議員会・総会ダイヤモンドホテル

１６時～17時特別講演同上

「医療保険制度の改定と病院経営に及ぼす影響」

松田 朗参与

17．その他

織本委員長・都支部長から、東京都病院協会の設立経過について報告

常任理事会

第１回常任理事会

平成８年４月27曰(士）曰病会議室

第１回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第２回常任理事会

平成８年５月18曰山曰病会議室出席者16名

１．会員の入退会について

正会員入会７件、正会員退会３件が承認
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(５月18曰現在、正会員2,544会員、賛助会員441会員）

２．－曰人間ドック（自動化健診）施設の指定について

下記施設を承認

（－泊人間ドック）

関越中央病院（群馬県・８床）

（一日人間ドック）

曰立製作所水戸総合病院総合健診センター（茨城県）

3．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を推薦、承認

１）日本医師会・委員会委員の推薦（依頼元：曰本医師会）

①社会保険研究委員会北條慶一常任理事

②社会保険診療報酬検討委員会遠藤良一常任理事

③病院委員会廣田耕三常任理事

④医療経済・経営検討委員会池澤康郎常任理事

⑤病院機能評価検討委員会西村昭男常任理事

２）第18回第２種ＭＥ技術実力検定試験の協賛

依頼元：日本エム・イー学会

4．参与の委嘱について

下記１名の委嘱を承認

鴨下重彦（国立国際医療センター総長）

5．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

6．曰医・医業税制対策本部の開催報告について

５月８曰開催、課税、診療報酬の増額等５つの方策が検討され、

にどうこうするのは敬遠したい雰囲気で、６月中には結論を出ｕ

事出席）

5つの方策が検討され、全体として、消費税が上がる度

６月中には結論を出したい旨の報告を了承（池澤常任理

－３０－



7．自民党「社会福祉団体協議会」設立総会への出席報告について

５月９日開催、医療、福祉、薬業、環境等全体で52団体が参加。自民党と各種団体を以て組織し、

団体の提言、政策要望等を政治の場に反映させると共に、相互の連携強化を図るための協議機関と

するという会則等を作成した旨の報告を了承（池澤常任理事出席）

8．日本病院学会の平成10年、平成11年の開催地について

平成10年については京都で武田隆男理事、平成11年は北海道で西村常任理事が引き受けることが

発表され了承

9．その他

５月16曰開催の行政改革委員会・規制緩和小委員会第４グループ（医療・福祉分野）のヒアリン

グの報告を了承（池澤常任理事出席）

10．診療報酬改定について

今回の改定結果について、各理事から３月と４月分の比較、４月分の前年同月比等を報告、議了

11．医療費、医薬品について

諸橋会長から、５月９曰付けで薬価差益解消に対する見解をまとめ菅厚相に提出した旨の報告、

薬価に関する経過等をまとめ、薬価差全面解消に危倶を抱く旨の見解。議了

12．医療法改正について

大道副会長から、５月10日予定の医療審議会は延期となり日程も未定。介護関連法案なので６月

１９曰の会期末まで医療法改正案も提出できるか微妙という情勢の報告を了承、議了

13．医療制度、医療保険制度について

医療保険の負担、給付等改革問題で論議。医療機能評価機構から、平成８年度のサーベイヤー及

び運用調査病院の推薦依頼があり、サーベイヤーについて何人かの推薦を決め議了

14．介護保険について

在宅サービスで先行等の自民党案が出て、法案の行方もわからず、もう少し情勢の動くのを待つ

こととし議了

15．老人保健制度、老人保健施設について
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今回の点数改定で、老人保健施設療養費の３カ月経過後の再入所の期間が延びたことについて論

議、中間施設であるとはいえ３カ月でリハビリ等やってもどうか等の論議

16．病院税制について

来年度、国税の法人税率を37.5％から35％に引下げ、地方税の法人事業税も見直し、減収分は課

税対象の拡大で穴埋めしようという政府方針が報道されている新聞資料を論議

17．医師、看護婦について

諸橋会長から、准看護婦問題についてアンケートをとり、近く検討会を開く予定と報告、了承

18．竹本先生の叙勲祝賀会について

７月27日の常任理事会後に開催する予定の報告を了承

19．理事、常任理事の補充について

欠員理事５名の補充は本日の代議員会で選出。後任候補者として梅田典嗣（国立国際医療センター

院長)、北條慶一（公立昭和病院長)、平幸雄（仙台市立病院長)、奈良昌治（足利赤十字病院長)、

栗山康介（名古屋第二赤十字病院長）の５名が推薦されている。常任理事３名の補充は６月５日合

同理事会で選出することを了承

第３回常任理事会

平成８年６月５日(水）ユアーズホテルフクイ

第２回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第４回常任理事会

平成８年７月27曰仕）曰病会議室出席者23名

１．会員の人退会について

正会員入会17件と退会４件、国立療養所の統廃合が１件あり、差し引き12病院プラス、賛助会員

は入退会各３件が承認

（７月27曰現在、正会員2,563会員、賛助会員440会員）

２．－泊人間ドック、一日人間ドック施設の指定について

下記の施設を承認

（－泊人間ドック）
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１）済生会山形済生病院（山形県・指定５床）

２）西能病院（富山県・指定３床）

(一日人間ドック）

アルコクリニック（東京都）

3．診療録管理士の診療情報管理士への資格認定実施要領について

木村委員長から、本年４月からの診療情報管理士への移行に伴い、それ以前の診療録管理士に対

しては新カリキュラム追加課目の補講及び試験を行って、合格者に資格認定する旨の説明を了承

4．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

１）国民医療総合政策会議の委員委嘱

依頼元：厚生省

被委嘱者：大道學副会長

２）曰本医療機能評価機構・改定部会の部会員委嘱

依頼元：同評価機構

被委嘱者：瀬田克孝常任理事

３）第８回「国民の健康会議」の協賛

依頼元：全国公私病院連盟

４）第25回日本病院設備学会併設「ＨＯＳＰＥＸＪＡＰＡＮ」の協賛

依頼元：日本病院設備協会他

５）第16回医療情報学連合大会の協賛

依頼元：同大会組織委員長

６）健保連・健康強調月間に伴う協力

依頼元：健保連

７）医薬品の臨床試験の実施に関する基準（ＧＣＰ）説明会の後援

依頼元：厚生省

5．第一四半期一般会計及び特別会計の収支・監査報告について

平成８年４月～６月までの収支報告、監査報告について承認

6．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承
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7．国民医療総合政策会議の開催について

新発足の国民医療総合政策会議の趣旨説明があり、各審議会で同時多発的に改革検討されている

ことを制度横断的にまとめようという会議で、１０月には中間報告をまとめようという急ピッチの日

程になっている旨の報告を了承（大道副会長出席）

8．准看護婦問題調査検討会の開催報告について

最近の検討会の動向について説明があり、厚生大臣は年内に解決したいとの意向だが、今の段階

ではどう結論が出るのかはっきりしない状況である旨の報告を了承（諸橋会長出席）

9．自民党・社会福祉関係団体協議会懇談会の開催報告について

７月17曰開催、自民党本部で開かれた医療医薬病院等関係団体の平成９年度予算並びに政策要望

ヒアリングについて、診療報酬改定、消費税のゼロ税率適用、施設サービスを含めた介護保険制度

の創設等５項目の要望を行った旨の報告を了承（池澤常任理事出席）

10．日本医療機能評価機構・理事会、評議員会の開催報告について

６月21曰開催、平成７年度の事業実績、収支決算報告等を審議した旨の報告を了承（諸橋会長、

中山副会長出席）

11．日本医療機能評価機構・研修委員会の開催報告について

７月15曰開催、平成８年度第１回のサーベイヤー研修会参加者委嘱等について開催したことと、

委員会のあり方について論議した旨の報告を了承（池澤常任理事出席）

12．曰医・病院機能評価検討委員会の開催報告について

７月５日開催、平成８年度継続して委員会を開催することになり、曰医担当役員は坪井会長から

高坂常任理事に交代したことと、平成９年度からの評価手数料設定に関する説明等が行われた旨の

報告を了承（西村常任理事出席）

13．曰医・医業税制対策本部会議の開催報告について

６月12曰、２６日開催、現在非課税扱いになっている社会保険診療報酬等の医療関係の消費税につ

いて、ゼロ税率による課税に改めるよう求めた報告書についての説明を了承（池澤常任理事出席）

14．曰医・医療経済・経営検討委員会の開催報告について

７月４日開催、委員会への諮問として、２１世紀を目前にした医療環境、日本の国内経済と国民医
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療費の動向をふまえて、それに対応した診療所、病院の経営の諸例について検討されたい、とする

曰医会長からの諮問事項についての報告を了承（池澤常任理事出席）

15．曰医・社会保険診療報酬検討委員会の開催報告について

７月３曰開催、曰医会長からの諮問として、医療機関の機能、特質に応じた診療報酬のあり方、

という内容について報告を了承（遠藤常任理事出席）

16．曰医・社会保険研究委員会の開催報告について

７月10日開催、曰医会長より、社会保障制度における医療保険の位置付けという諮問がなされた

旨の報告を了承（北條常任理事出席）

17．日本医療保険事務協会・理事会の開催報告について

５月29曰開催、平成７年度事業報告・決算報告と、８年度予算等の理事会報告。診療報酬請求事

務能力認定試験の結果について、７年度２回行われた医科の合格率は267％、２９％と低い数値であっ

た旨の報告を了承（中山副会長出席）

18．診療報酬改定の影響度調査結果について

中後常任理事から、統計調査委員会で実施した調査結果の一部を説明、了承

19.,96国際モダンホスピタルショウの開催報告について

７月４曰～６曰池袋で開かれ、３日間会期で52,510人が来場し、168社の出展と、講演会・セミ

ナーも盛況であった旨の報告を了承

20．第46回曰本病院学会の開催報告について

６月６日～８曰福井フェニックス・プラザで開催した学会報告を了承

21．第37回日本人間ドック学会の開催について

小山和作学会長（日本赤十字社熊本健康管理センター所長）が出席し、来る８月29日・３０日熊本

市のニュースカイホテルで開かれる第37回曰本人間ドック学会のプログラム内容を説明、一般演題

も過去最高の204題集まっており、多数参加いただきたい旨の挨拶を了承

22．第２２回曰本診療録管理学会の開催について

山内一信学会長（名古屋大学医学部付属病院医療情報部教授）が出席し、９月19日・２０曰名古屋
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国際会議場で開かれる第２２回日本診療録管理学会の開催概要と趣旨説明を了承

23．代議員の交代について

下記について了承

く京都府＞

（新）赤坂裕三京都府立与謝の海病院

（前）藤田洋一公立南丹病院３月31曰院長退任

24．診療報酬改定について

資料一読で了承

25．医療費、医薬品について

薬価差の現状を論議、議了

26．医療法改正について

資料一読で了承

27．エイズ、院内感染について

資料一読で了承

２８．８月・常任理事会の会議日程について

下記の会議日程について了承

日時８月24曰仕）午後１時～５時

１時～３時50分常任理事会

４時～５時特別講演「アメアメリカからみた日本の医療」（仮題）

前ニューヨーク医科大学臨床外科教授 広瀬輝夫氏

場所日本病院会会議室

(講演）

「インターネットとは？－どのようなものか」

（インターネットの可能性と問題点）

三宅委員長から、日本病院会が平成８年10月から、インターネッニモ会員氏から、日本ﾂ丙院会か半成８年10月から、インターネットのホームページを開設す

る計画があり、この関連で基本的なシステムと問題点について講演をいただいた
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第５回常任理事会

平成８年８月24日出曰病会議室出席者24名

1．会員の人退会について

正会員入会４件、賛助会員は入退会各１件が承認

（８月24日現在、正会員2,567会員、賛助会員440会員）

2．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

１）「救急フェア’96」の後援

依頼元：日本救急医療研究・試験財団

２）日本医業経営コンサルタント協会・第１回研究発表大会の後援

依頼元：日本医業経営コンサルタント協会

３）平成８年度臨床検査月間の協賛

依頼元：日本衛生検査所協会

４）医療廃棄物処理講習会の協賛

依頼元：日本臨床衛生検査技師会

3．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

4．国民医療総合政策会議の開催報告について

７月29日開催、医療制度、医療保険制度の両面から検討するのが目的で、１０月中旬には中間報告

を出す予定。当会では医療制度委員会を中心に検討していく旨の報告を了承（大道副会長出席）

5．公衆衛生審議会伝染病予防会・非血友病ＨＩＶ感染小委員会への出席報告について

８月16日開催、他の病院団体等と共に参考人として出席、第Ⅸ、第Ⅷ因子製剤の調査結果の説明

を受けた旨の報告を了承（中山副会長出席）

6．日本医療機能評価機構・企画運営委員会の開催報告について

８月９日開催、平成９年度から正式なスタートになるが、今年10月から、手上げ方式により受付

けたいということと、手数料と公表の問題の２点に論議が絞られた旨の報告を了承（中山副会長出

席）
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7．曰医・医業税制対策本部会議の開催報告について

７月31曰開催、ゼロ税率課税の方針を打ち出したが、７月17日の自民党に対する各団体の要望で

は歯科医師会、薬剤師会の意見が分かれたことと、改めて厚生省担当官から消費税の診療報酬加算

について説明を聞いた旨の報告を了承（池澤常任理事出席）

8．平成８年度病院長・幹部職員セミナーの開催結果について

８月３曰・４曰ダイヤモンドホテルで２曰間開催のセミナーの報告を了承

9．平成７年度厚生省エイズ対策研究推進事業の研究報告について

昨年に続き、南谷幹夫氏を主任研究者とする、エイズの医療体制に関する研究報告書を刊行した

ことの報告を了承

10.日病政連常任理事会の開催報告について

８月24曰に衆議院総選挙に対する基本方針等を検討、討議するため開催した旨の説明を了承

11．その他

中山副会長が９月１日付で、聖隷浜松病院長を辞し、総長に就任することと、曰病会員、役員と

しては引き続き総長の名で参加する旨の説明を了承

12．診療報酬改定について

厚生省が検討をはじめたという急性期病院の入院医療包括化、各県における集団的個別指導の状

況、薬袋に記載した医薬品情報例等について資料説明

13．医療費、医薬品について

病院の昨年同月における診療収益比較について情報交換、議了

14．医療法改正について

医療審議会の状況について説明、国民医療総合政策会議の発足に合わせ再調整する必要があり、

９月中に会議を開く予定であること等を説明、了承

15．医療制度、医療保険制度について

医療保険制度の改革に関する各審議会の資料と各界の意見をもとに論議、議了
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16．介護保険について

介護保険法案について、今少し事態がはっきりするまで静観したいということで了承

17．老人保健制度、老人保健施設について

老健施設整備の第一次内示によると全国的に多数の計画があり、既設分と合計すると18万床となっ

て目標達成まであと10万床位となる旨の説明、了承

18．病院経営について

人事院勧告の発表資料の説明等を了承

19．病院税制について

消費税のゼロ税率課税を実現するようにという要望書の説明、了承

20．医師・看護婦について

医師の卒後研修必修化の論議と、准看護婦制度の問題について状況報告、議了

第６回常任理事会

平成８年９月28曰仕）曰病会議室出席者21名

１．会員の入退会について

正会員入会１件、賛助会員は入退会各１件が承認

（９月28曰現在、正会員2,568会員、賛助会員440会員）

2．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を推薦、承認

ｌ）医療施設内における医療廃棄物処理システムに関する研究会委員推薦

依頼元：国立医療・病院管理研究所

被推薦者：福田浩三常任理事

２）第９回「子どもの周りの無煙環境づくりの啓発事業」の後援

依頼元：同推薦協議会

３）ＢＡＲＲＩＥＲＦＲＥＥ９７（バリア・フリー97、福祉機器展）の後援

依頼元：大阪府社会福祉協議会

４）コージェネレーションシンポジウム’9６（第12回）の協賛

依頼元：同研究会
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５）第18回フード・ケータリングショー／シンポジウムの協賛

依頼元：曰本能率協会

６）「あなたと家族のためのナースフォーラム」の後援

依頼元：日本看護協会

７）血液行政のあり方に関する懇談会委員の推薦

依頼元：厚生省薬務局長

被推薦者：藤田仁常任理事

８）秋田県病院大会の後援

依頼元：秋田県病院協会

3．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を承認

4．医療審議会の開催報告について

医業経営と患者サービス向上に関する小委員会で、９月２日に初会合、企業による病院経営参加

要求に対し、反規制緩和の立場で理論武装しようとするもので、その中で企業立病院のあり方も論

議していく旨の報告を了承（大道副会長出席）

5．国民医療総合政策会議の開催報告について

９月20日開催、検討の基本的視点及び論点として、前回の論点メモを更に整理した案が提示され

た。次回までフリーディスカッションの報告を了承（大道副会長出席）

6．准看護婦問題調査検討会の開催報告について

９月４曰開催、検討会による調査集計をふまえて、准看護婦の保助看法違反の実態があると注意

喚起されている問題に対し、真剣に対応するよう質問した旨の報告を了承（諸橋会長出席）

7．日本医療機能評価機構・研修委員会の開催報告について

９月６曰開催、平成８年度サーベイヤーの委嘱について、参加者48名の全員を承認した旨の報告

を了承（池澤常任理事出席）

8．日本医療機能評価機構・企画運営委員会の開催報告について

９月27曰開催、病院機能評価の評価料と、認定証の発行について協議した旨の報告を了承（中山

副会長出席）
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9．曰医・医療政策連絡協議会の開催報告について

９月25日開催、厚生省の各種審議会、協議会委員等で意見交換を行う目的で設置、行革委規制緩

和小委員会、国民医療総合政策会議の論点について協議し、特に営利企業の病院経営参画について

反対の意思表示を行った旨の報告を了承（大道副会長出席）

10．曰医・病院機能評価検討委員会の開催報告について

９月２曰開催、評価結果の扱いと、手数料について論議し、この結果が企画運営委員会に反映し

て結論が出た旨の説明を了承（西村常任理事出席）

11．曰医・社会保険診療報酬検討委員会の開催報告について

９月４日開催、診療報酬の不合理な点、改善すべき点など各委員から提出され、今後まとめの作

業を行う旨の報告を了承（遠藤常任理事出席）

12．曰医・医療経済・経営検討委員会の開催報告について

９月26日開催、国民医療費について、医療経済研究機構研究部副部長の講演を受けたことの報告

を了承（池澤常任理事出席）

13．日本医療保険事務協会理事会の開催報告について

９月５日開催、第４回請求事務能力認定試験の結果について合否判定を行い、医科の合格率は

３４６％、歯科の合格率54.9％と、過去最高の合格率であった旨の報告を了承（中山副会長出席）

14．医療法人制度に関する懇談会の開催報告について

９月20日開催、第三次医療法改正と医療法人問題について討議した旨の報告を了承（梶原監事出

席）

15．第29回台湾病院協会年次総会の出席報告について

池澤常任理事から、会長代理で９月20曰台北で開かれた総会に出席した旨の報告を了承

16．第37回曰本人間ドック学会の開催報告について

８月29日・30日の両曰、熊本ニュースカイホテルを会場に、小山和作学会長（曰赤熊本健康管理

センター所長）のもと開催されたドック学会の報告を了承
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17．第２２回曰本診療録管理学会の開催報告について

９月19曰．20日の両曰、名古屋国際会議場を会場に、山内一信学会長（名古屋大学医学部付属病

院医療情報部教授）のもと開催された診療録管理学会の報告を了承

18．被災者の医療・保健活動に対する厚生大臣感謝状の受賞について

阪神・淡路大震災の被災者に対し医療、保健活動を行い、功績が特に顕著な団体として23団体が

受賞し、授与式が９月25曰行われた旨の報告を了承

19．中医協の病院代表について

中医協に曰病代表の参加要請を８月24日付で菅厚相あて提出したが、更に９月17日付全病団連名

で同じ趣旨の要望書を関係各方面へ提出した旨の報告等が行われ、議了

20．診療報酬改定について

医療費改定の影響度、差額ベッドに関する新聞解説等の資料説明

21．医療費、医薬品について

国民医療費、医療保険医療費等の統計資料と、高額医療レセプトの資料、医薬品メーカー、卸の

業績等資料説明

22．医療制度、医療保険制度について

医療保険審議会の議論の動向、ほか厚生省の平成９年度予算概算要求等資料説明

23．老人保健制度、老人保健施設について

総務庁の老人医療費の適性化対策をもとに、くすりの老人に対する処方量などを議論

24．病院経営について

今年の年末年始は12月28日、１月４日とも土曜曰なので、９曰連休とした場合の対応について、

半分に分けて勤務する例などを紹介、議了

25．第41回衆議院総選挙に対する対応について

本部推薦として（旧）顧問議員団を中心とする厚生関係議員の候補者23名を確定した
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第７回常任理事会

平成８年10月26曰(土）曰病会議室出席者19名

１．会員の入退会について

正会員入会２件と退会４件及び賛助会員入会２件と退会４件を承認

（10月26日現在、正会員2,566会員、賛助会員438会員）

２．－泊人間ドック及び－曰人間ドック施設の指定について

下記施設の指定を承認

（－泊人間ドック）

１）大洗海岸病院（茨城県・２床）

２）半蔵門病院（東京都・２床）

３）総合病院千鳥橋病院（福岡市・１床）

（一日人間ドック）

，）（財）関西労働保健協会付属千里ＬＣ健診センター（豊中市）

２）（財）健康医学予防協会付属診療所（新潟市）

3．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

１）第５回アジアメディカルショーの後援

依頼元：九州医科器械団体連合会、他

２）第７回公開討論会「民病研フォーラム’96」の後援

依頼元：民間病院問題研究所

4．第２四半期一般会計及び特別会計の収支・監査報告について

平成８年７月～９月までの第２四半期収支報告、監査報告について承認

5．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

6．医療審議会の開催報告について

医業経営と患者サービス向上に関する小委員会が10月18曰開催、総務庁の行政改革委員会規制緩

和小委員会の論点公開の問題点について議論。企業の病院経営参入は反対、医療法人の理事長資格

の医師限定は守る、地域医療計画の病床規制の見直しは時期尚早という方向で臨むことで了承され
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た旨の報告（大道副会長出席）

7．国民医療総合政策会議の開催報告について

９月、１０月と集中的に会議を開催（９月30日、１０月７日・’7日)、会議のテーマである医療制度

と医療保険制度の両面から医療のあり方を検討しようとする意見を総合調整し、会議に臨んでいる

状況、１１月中旬に中間報告をまとめる予定等の報告を了承（大道副会長出席）

８．准看護婦問題調査検討会の開催報告について

１０月18日開催、准看問題のアンケート調査の集計結果をふまえた論点整理メモ（案）に対する検

討会委員の意見を列挙した資格報告を了承（諸橋会長出席）

9．行政改革委員会規制緩和小委員会ヒアリングの出席報告について

１０月４曰開催、病床規制の見直しと薬価のあり方をテーマに論議した旨の報告を了承（池澤常任

理事出席）

10．曰医・医業税制対策本部会議の開催報告について

１０月９日開催、衆議院選挙の期間中の会議となったために論議は中断（池澤常任理事出席）

11．曰医・医療経済・経営検討委員会の開催報告について

１０月24日開催、２１世紀を目前にした医療環境、曰本の国内経済と国民医療費の動向をふまえて、

それに対応した診療所、病院の経営の諸例について検討するという趣旨でフリートーキングを行っ

た旨の報告を了承（池澤常任理事出席）

12．曰医・病院委員会の開催報告について

７月11日、９月26曰開催、地域における医療施設の役割と医療計画についてというテーマで、有

床診療所、療養型病床群、地域医療支援病院等の関係や、それらのあり方について論議した旨の報

告を了承（廣田常任理事出席）

13．曰医・病院機能評価検討委員会の開催報告について

１０月21曰開催、病院機能評価を受けた施設の認定証の発行について、意欲づけの狙いであってラ

ンクづけではない。改善を必要とされた場合は１年以内の再審査を行うという方針について論議し

た旨の報告を了承（西村常任理事出席）
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14．血液製剤調査機構・血液製剤需給状況調査評価委員会の開催報告について

１０月４曰開催、血液製剤使用適正症例別マニュアルの作成について、厚生省の委託事業で検討中

であり、特に新鮮凍結血漿の使用目的の適正化について指摘がなされた旨の報告を了承（高橋副会

長出席）

15．大韓民国医療施設視察ツアーの開催報告について

１０月９日～13曰のスケジュールで国立医療病院管理研究所の筧淳夫氏を団長に21名が参加、医療

福祉建築協会との共同企画で開催した旨の報告を了承

16．平成８年度社会貢献者表彰受賞者の決定について

財団法人日本顕彰会の社会貢献者表彰に当会推薦の嶋崎佐智子北里大学保健衛生専門学院副学院

長（当会看護管理研究会委員）が受賞し、１１月12曰東京で表彰式が行われる。

17．代議員の交代について

下記の代議員の交代を承認

（岡山県）

（新）石田豊（金光病院）

（旧）木田恵三（新見中央病院） ６月22曰死亡

18．第４１回衆議院議員総選挙の結果について

日本病院回政治連盟として本部推薦候補が22名と、各地元における理事からの推薦等を合わせ計

７４名を推薦し、投票結果としては73名のうち57名が当選、７８％の当選率となった旨の報告を了承

19．その他

平成８年秋の叙勲（11月３曰発令）で、依田顧問が曰赤本社から、寺田参与が全自病協からのそ

れぞれ推薦で受章されることを報告

20．診療報酬改定について

病院と診療所の点数格差、中医協の病院団体代表不在等の記事を紹介

21．医療費、医薬品について

日本の薬剤への疑問と改良について、曰米薬剤の比較から（提言）という論文資料を紹介
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22．医療制度、医療保険制度について

医療保険審議会の議論資料等紹介、曰医が11月19曰都内で医療保険改革問題等をテーマに開く全

国医師決起大会に、曰病から20名の派遣要請に応え、都支部に人選を要請、了承

23．老人保健制度、老人保健施設について

老人診療報酬体系を今後どう変えるかのテーマで、諸橋会長出席の討論掲載誌について紹介

24．平成９年度事業計画（案）について

報告を了承

第８回常任理事会

平成８年11月30曰仕）曰病会議室

第３回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第９回常任理事会

平成８年12月21曰仕）曰病会議室出席者20名

１．会員の入退会について

正会員入退会各２件、退会届の慰留による撤回１件と、賛助会員の退会２件を承認

（12月21日現在、正会員2,572会員、賛助会員434会員）

2．事務局職員のベースアップについて

人事院勧告の通達に添って、ベースアップを行う旨の説明があり承認

3．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

4．准看護婦問題調査検討会の開催報告について

１２月11日、１２月20日開催、小委員会５回、全体委員会11会を経て、昨曰（12月20日）決着したこ

とを報告、了承（諸橋会長出席）

5．血液行政の在り方に関する懇談会の開催報告について

12月13日開催、諸外国の血液事業の実態について資料説明と議論がなされた旨の報告を了承（藤

田常任理事出席）
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6．曰医・病院機能評価検討委員会の開催報告について

１２月６日開催、長期療養施設の評価体系について検討した旨の報告を了承（西村常任理事出席）

7．曰医・医療経済・経営検討委員会の開催報告について

１２月19日開催、今年曰医が行った第２２回医療経済実態調査の中間報告がなされた旨の報告を了承

（池澤常任理事出席）

8．その他

織本委員長（曰病東京都支部長）から、東京都病院協会の設立発起人会を12月３曰開催した旨の

報告を了承

9．診療報酬改定について

健保本人２割、老人外来１回500円、薬剤外来１種類につき１日15円負担等の政府与党の医療保

険制度改革案に対し、事務の簡素化等の観点を含め曰病として１月の通常国会までに意見をまとめ

るよう諸橋会長から藤田社保老健委員長に諮問がなされ、了承

10．医療費、医薬品について

製薬企業の中間決算で業績安定という資料や、納入価の交渉状況について論議

11．医療法改正について

医療法人理事長の医師要件緩和について論議、第三次改正に上がっている地域支援病院の概要説

明

12．医療制度、医療保険制度について

医療保険制度改革の与党案についての見通し、医療機能評価機構の動向、臓器移植法案の行方等

で論議

13．介護保険について

介護保険法案について資料説明を了承

14．老人保健制度、老人保健施設について

老健施設の申請認可順位について論議
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15．病院経営について

病院建て替え時の１人当り床面積の大きさで論議

16．医師、看護婦について

厚生省研究班で臨床研修指定病院の基準見直しの検討に着手したことと、資格のない「副看護婦」

の問題提起について資料説明

17．平成９年度事業計画（案）について

原案どおり承認

18．平成９年度予算（案）について

原案どおり承認

19．その他

１）平成９年秋の叙勲候補者の推薦について、藤澤正漬副会長の推薦を承認

２）賛助会員未加入のうち製薬、卸、機器、材料の約100社に入会案内を送付。

定年で退任されるので曰赤に後任理事推薦の依頼を行う旨の説明を了承

高橋副会長が来年

第10回常任理事会

平成９年１月25曰仕）曰病会議室出席者16名

１．会員の入退会について

正会員入会３件、正会員退会１件及び賛助会員入会８件が承認

（１月25曰現在、正会員2,574会員、賛助会員442会員）

２．－泊人間ドック及び－日人間ドック施設の指定について

下記施設の指定を承認

（一泊人間ドック）

１）上武呼吸器科内科病院（群馬県・２床）

２）佐野厚生総合病院（栃木県・４床）

３）大田原赤十字病院（栃木県・３床）

４）尼崎中央病院（兵庫県・２床）

（一曰人間ドック）

１）東名厚木メディカルサテライト（神奈川県）
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2）平塚胃腸クリニック（東京都）

3）スズキ病院健診センター（東京都）

3．第３四半期一般会計及び特別会計の収支・監査報告について

平成８年10月～12月までの第３四半期収支報告、監査報告について承認

4．厚生省及び各団体からの依頼について

下記依頼を承認

１）生活習'慣病（成人病）予防週間の後援

依頼元：厚生事務次官

２）防災情報新聞創刊推進委員会委員の委嘱

依頼元：委員会代表石原信雄

３）自治体総合フェア’97の協賛

依頼元：日本経営協会

5．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

6．医療審議会の開催報告について

医業経営と患者サービス向上に関する小委員会が１月22曰開催、行政改革委員会の規制緩和の提

言で、企業の病院経営参入、医療法人の理事長要件、病床規制の見直しの３点に対しては反対であ

ることを委員のほとんどが合意。ただし理事長の医師要件の見直しが進んでいる旨の報告を了承

（大道副会長出席）

7．病院医療懇談会の開催報告について

１月20日開催、曰医坪井会長の私的な懇談会として四病院団体会長等を召集、医療保険制度改革

に対する考え、規制緩和における理事長の医師要件、地域医療支援病院の対象病院等についてフリー

ディスカッションした旨の報告を了承（中山副会長出席）

8．曰医・病院機能評価検討委員会の開催報告について

１月13日開催、平成９年４月開始の評価事業に対する応募は現在まで30病院足らず、積極的な対

応を要請された旨の報告を了承（西村常任理事出席）
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9．曰医・病院委員会の開催報告について

１１月14日、１月16日開催、第三次医療法改正の法律案要綱に示された地域医療支援病院のあり方

について討議した旨の報告を了承（廣田常任理事出席）

10．曰医・医療経済・経営検討委員会の開催報告について

１月23日開催、診療報酬改定と、医療保険制度改革についての論議に集中した旨の報告を了承

（池澤常任理事出席）

11．その他

１月23曰開催の曰本医療機能評価機構の第一回改定部会の開催報告を了承

（瀬田常任理事出席）

12．診療報酬改定について

中医協合意を受けて決着した消費税率引き上げに伴う診療報酬改定について論議

13．医療費、医薬品について

最近の医療費、患者数の動向、都道府県別老人医療費の動向、医薬品業界の決算状況など資料説

明

14．医療法改正について

療養型病床群転換の成功例について資料説明。民間病院の生き残り策として、第三次医療法改正

案に示された地域医療支援病院を過大視するような論調に疑問提示

15．医療制度、医療保険制度について

2010年の提供体制予想として、病院病床が現在の167万床から130万床に減り、療養型病床群が１８

万床、老健施設30～32万床、特養33～35万床等と施設体系再編予測の資料説明

16．病院経営について

医療経済実態調査による開設者別の医業収支率、最近数年間の病医院倒産推移等の資料説明

17．医師、看護婦について

「准看護婦制度の発展的解消について」という諸橋会長の論文の趣旨説明
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18．平成９年度事業計画（案）について

原案どおり承認

19．平成９年度予算（案）について

原案どおり承認

20．その他

１）三宅委員長から平成９年度国際モダンホスピタルショウの開催期間、将来臨海副都心への移転

開催も検討中等と報告、了承

2）高橋副会長から国際委員会の海外視察企画の紹介、了承

第１１回常任理事会

平成９年２月22日(士）曰病会議室

第４回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第１２回常任理事会

平成９年３月22曰仕）曰病会議室出席者17名

１．会員の入退会について

正会員入会５件と退会１件及び賛助会員入会４件と退会８件が承認

（３月22日現在、正会員2,587会員、賛助会員442会員）

２．－泊人間ドック施設の指定について

下記施設を承認

（－泊人間ドック）

栃木県・県南総合病院（栃木県・５床）

（一日人間ドック）

鐘紡記念病院健康管理センター（兵庫県）

3．各委員会、研究研修会の開催報告について

報告を了承

4．医薬品流通近代化協議会の開催報告について

３月10日開催、委員として出席した諸橋会長と藤澤副会長の連名により「今後の医薬品流通等の

－５１－



問題について」を提出した旨の報告を了承（諸橋会長、藤澤副会長出席）

5．日本医療機能評価機構理事会・評議員会合同会議の開催報告

２月28日開催、本年４月開始の病院機能評価申込数等についての報告を了承（中山副会長出席）

6．日本医療保険事務協会理事会の開催報告について

３月17曰開催、平成９年度事業計画と予算、及び役員人事について協議した旨の報告を了承（中

山副会長出席）

7．曰医・医療経済・経営検討委員会の開催報告について

２月27日開催、医療施設経営の諸例について、医療費構造の曰米比較について、協議した旨の報

告を了承（池澤常任理事出席）

8．曰医・社会保険診療報酬検討委員会の開催報告について

３月５曰開催、病院・診療所の機能別診療報酬体系等について検討した旨の報告を了承（遠藤常

任理事出席）

9．全病団連・常任幹事会の開催報告について

３月19曰開催、病院団体代表の中医協参加要望等の経過説明と、会計収支の中間報告等について

の報告を了承

10．言語療法士の国家資格制定に関する要望について

大道副会長から、３月３日付で厚生省当局へ提出した旨の報告を了承

11．事務長養成課程カリキュラムの一部改訂について

２年前に新カリキュラムに移行し、今回再度見直し、検討した結果の「実施要綱」についての報

告を了承

12．その他

１）３月17日開催の日本医療機能評価機構の長期療養機能の評価方法に関する検討委員会の第一回

会合について報告、了承（川合理事出席）

２）医療審議会委員について、大道副会長が４期交代のため、梶原監事を推薦する旨の報告、了解
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13．代議員会・総会における会長挨拶について

１）日本病院会のめざすもの２）組織の強化３）４月１日からの医療費改定４）健保法等改

正案（薬剤１日１種類15円案は撤回すべき）５）中医協への病院団体代表の参加６）消費税問

題７）医療法の改正（企業の病院経営参入は反対）８）病院の第三者機能評価機構への参加

９）介護保険について１０）ストップ・エイズのキャンペーン１１）准看護婦制度の発展的解消に

ついて12）曰本病院学会等３学会の予定１３）医薬品問題１４）まとめ、の各項目を説明し、了

承

14．診療報酬改定について

入院診療計画書、退院療養計画書に患者のサインが不要になったこと、輸血には患者同意書が義

務化されたこと等について注意喚起

15．医療費、医薬品について

曰本病院薬剤師会の斎藤会長（当会参与）から、４月１曰施行の改正薬剤師法について説明、了

承

16．病院経営について

資料説明で了承

17．役員の退任と補充について

３月31日で定年のため病院長を退職し、曰病役員を退任する人が自治体で伊藤・玉尾理事の２名、

日赤で高橋副会長、藤田常任理事、宗雪理事、向野代議員会議長の４名、済生会で伊賀常任理事、

厚生連で遠藤常任理事の公的８名がおり、それぞれ補充を各推薦母体から候補者を出し、私的で廣

田常任理事が退任され、後任には沖縄県から推薦いただき、本日の代議員会で承認されれば、事務

簡素化で４月１日から新役員に就任いただく旨の提案と、高橋副会長を顧問に委嘱するを了承、代

議員会にかけることにした。
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第４委員会・部会

〔委員会〕

1．医療制度委員会

１．開催回数５回

２．出席者数４４名（延べ人員）

３．協議事項１）規制緩和に関する要望事項の取りまとめ

２）介護保険に関連する諸問題について

３）地域医療支援病院に関する意見調整とアンケート調査

４）医療審議会への対応について

４．総評

医療審議会での審議内容に曰本病院会の意見をできるだけ反映させるべく、同審議会の進渉状

況を踏まえながら、本委員会を開催した。

地域医療支援病院についてのアンケート

該当する回答枝に○印をお付けください

①賛成②反対③どちらでもない1．地域医療支援病院について

｢反対」の理由（ ）

①はい（条件付きを含む）②いいえ③未定2．貴施設は手あげされますか？

｢はい」の条件（ ）

｢いいえ」の理由（ ）

－５４－

経営主体①公的②私的

病床規模①100床未満②100～200床未満③200～300床未満

④300～500床未満⑤500床以上

総合病院である ①はい ②いいえ

臨床研修指定病院である ①はい ②いいえ



3．地域医療支援病院の要件について ①緩和すべき ②強化すべき

）｢緩和」すべき項目（

）｢強化」すべき項目（

4．外来の紹介率は何％程度が適当だとお考えですか？

①30％②40％③50％④60％⑤70％以上

5．その他、地域医療支援病院に関してご意見があればお聞かせください

）（

ご多忙のところご協力ありがとうございました

（ＦＡＸＯ３－３２３０－２８９８曰本病院会大内までお送りください）

平成９年３月10曰（月）必着

2．統計調査委員会

１．開催回数６回

２．出席者数３３名（延べ人数）

３．協議項目（１）今年度の委員会活動について

（２）病院経営実態定点観測調査について

（３）平成８年４月診療報酬改定影響度調査結果について

（４）平成９年４月診療報酬改定影響度調査の実施について

（５）その他

4．総評

本年度は、例年とおり「平成８年度病院運営実態分析調査」を実施し「病院概況調査報告書」

としてまとめた。

更に、定点観測の第１回目として「平成８年診療報酬改定の影響度・経営実態調査報告書」と

して取りまとめた。

また、平成９年４月より診療報酬の改定が予定されており、その改定によってどの程度病院経

営等に反映されるのか、影響度を早急に調査することに決定した。
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3．医療事故対策委員会

１．開催回数２回

２．出席者数１０名（延べ人員）

３．協議項目１）７月、１１月開催のセミナーについて

４．総評

主にセミナー運営についての検討を行い、内容もこれまでの医療側からの立場に限らず、受診

者側から見た状況も取り入れての医療事故対策を考えていくこととなった。

4．防災対策委員会

１．開催回数６回

２．出席者数３９名（延べ人数）

３．協議項目（１）今年度の委員会活動について

（２）病院災害復興・計画実態調査について

（３）平成８年度の病院防災セミナーの開催について

（４）平成９年度の病院防災セミナーの開催について

（５）その他

４．総評

阪神・淡路大震災の被災病院のみを対象とした調査を実施したが調査協力病院が少なく、不充

分な調査結果となった。

そこで来年度は「病院防災計画等実態調査」として全国規模の再調査をする予定である。

また、今年度は病院防災セミナーを国際モダンホスピタルショウの関連セミナーとして東京に

て開催し盛況であった。

5．労務・福利厚生・用度委員会

１．開催回数４回

２．出席者数延べ16名

３．協議事項１）組織医療の在り方について

２）企業の医療参入について

３）曰本病院会と日本医師会の関係について

４．総評

病院における労働条件の実態把握、改善施策の調査研究という当委員会の目的遂行にあたって、

無視できない社会の流れとして平成９年４月から本格実施される週40時間労働の対応がある。

更に、最近の顕著な傾向として、一般社会と同じように病院職員についても労働に対する価値
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観の多様性がみられ、一律にナイチンゲール精神に象徴される職業意識を鼓舞しても職員の労働

意欲の向上を図ることができない実態がある。

しかも、病院の大部分は人員増を図りた〈とも、人材を選別しようにも、病院の支払い能力と

不可分の関係があり、収入が社会保険診療収入という公定価格で、自前で支出に見合う価格を設

定しようとしても裁量できない制度上の問題がある。

病院における新しい労務管理の在り方を考えていくに、これら診療報酬の問題があり、診療報

酬額の決定機関として中医協の問題、医療保険制度の問題があり、どうしても現状の病院を取り

巻く環境、現制度に関する議論が避けて通れない。

今回２年間の委員会議論を踏まえ、武田委員長が新しい労働体系、賃金体系の提言という意見

書（後掲）をまとめ諸橋会長へ建議した。内容は専ら労務管理に関するものであるが、背景とし

て、前記の問題、今後の病院経営の安定的発展を図るには、現行制度の改変なくしてはできない

という委員長の強い問題意識が根底にみられる。

詳細は報告書の委員長コメントを一読願うとして、ここでは「一人は万人のため、万人は－人

のためという矛盾命題に取り組み、日本病院会が名実ともわが国の病院の最高代表機関としての

機能を発揮することを希求する｡」という曰本病院会に対する思い入れを紹介し結びとしたい。

平成９年３月２２日

社団法人日本病院会

会長諸橋芳夫殿

労務・福利厚生・用度委員会

委員長武田惇

労務・福利厚生・用度委員会報告（提言）

当委員会で病院の人事労務施策に関し、鋭意検討を加えた結果を、別紙報告書として

とりまとめましたので提出いたします。
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はじめに

今日、わが国は、活力ある高齢社会に向けての取組み、国際的な経済秩序の変化へ

の対応など内外に多くの課題を抱え、新たな社会経済の枠組みの再構築に迫られてい

る。殊に、医療分野では、財政健全化のため医療保険改革が優先的事項として取り上

げられており、２１世紀に向け社会保障制度のあり方の見直しが強く求められている。

このような状況のなかで、病院が与えられた使命を果たし、地域住民にこたえてい

くには、これを担う病院職員がそれぞれの分野において、高い士気の下に職務に精励

することが必要である。

まだまだ多くの病院において、直接的な医療行為以外の部門の管理・運営について

は軽視しがちであるが、医療の質の高揚を図り、患者サービスの向上に努めるには、

まずサービスの主体者である病院職員の労働条件の改善、整備に充たらねばならない

Ｏ

そのためには、適正な給与その(也の勤務条件を確保するとともに、社会情勢の変化

に適応した人事労務施策の積極的な展開を図ることが肝要である。

今回、当委員会では、今後の病院職員の賃金のあり方として、

①より一層成績主義を反映した給与システム、社会環境の変化に対応した職種別の

給与の導入、

②地域・生活関連手当の見直しを図り直接賃金支払い一本化への移行

を提案する。

賃金を年齢により一律に遇するという労働慣行が果たして公正、公平かという問題

提起もさることながら、現下の診療報酬で、職場の労使関係の安定に寄与し、多様な

人材を確保し、将来にわたって病院経営の安定的運営を図るための基盤作りの努力と

して、院内では何ができるかという危機感からの出発でもある。

今、まさに医療は大きな節目を迎えている。この際ひとりでも多くの医療人が問題

意識を持ち、将来を考えて行く検討材料になればと思う。

平成９年３月２２日

労務・福利厚生・用度委員会

委員長武田惇大阪府済生会泉尾病院長

委員大石洋司練馬総合病院事務長

委員北村信一東京都済生会向島病院長

委員武田隆男医療法人医仁会会長

委員六鹿直視半田市立半田病院長
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一般論としての「賃金」の流れ

労組の代表格である「連合」は、その賃金政策の基本視点として「ゆとり、豊かさ

、社会的公正」の実現をめざし、賃上げ、時短、政策・制度の改善を３本柱としてい

る。そして、その環境認識として、「若年労働力の供給減、高齢化の進行、女性の進

出、産業社会の国際化、技術革新や産業構造の高度化、人間性に立脚した労働、１８００

時間社会の進展」を指摘し、従来にまして社会環境の変化を予測している。

連合の指摘している環境変化予測に関しては医療界をはじめとする多くの業界でも

同意が得られよう。２１世紀の日本の共通課題である。

しかし、問題はその変化に適応させるための方法論である。

総理府による「今後の新しい働きかたに関する世論調査」（平成７年）では、“年

功序列制，，に関して「最近、一部の企業では、従来の年功序列中心の賃金制度から、

個人の能力を中心とする賃金制度に切り換えられつつあるが、好ましい傾向だと思う

か聞いたところ、『好ましい傾向だと思う」と答えた者の割合が６３．０％、『好ましい

傾向だとは思わない」が、１９．６％となっている」。

続いて「好ましい傾向」と答えた者に、個人の能力を中心とする賃金制度の導入に

関し、能力の評価に応じてどの程度まで賃金を変動させるのがよいか聞いたものがく

表ｌ＞である。

能力給を採用した場合の賃金変動

（「好ましい傾向だと思う」と答えた者に）

表１

０）：

４０～４９

）房

資料：総理府「今後の新しい働きかたに関する世論調査」平成７年

－５９－

該当者数

上限と下限

を設けて、

賃金を変動

させる

下限のみを

設けて、賃

金を変動さ

せる

特に制限を

設けずに、

賃金を変動

させる

その他

わからない

総数

[有無職・性］

有職者

男性

女性

無職者

有職者の年代別

20～２９歳

30～３９歳

40～４９歳

50～５９歳

60歳以上

人
６

１
７
７
０
４
５
０
５
３
４

６
３
２
１
２
３
４
４
５
６

２
６
９
７
６
２
３
４
３
２

９
１

２
１

Ⅱ
３
５
５
４
１
６
３
３
３

４
０
●
、
●

０
●
●
０
０

５
０
１
９
２
２
６
９
４

０

６
４
４
５
４
４
４
４
４
４

４ Ⅱ
３
１
０
５
６
２
７
３
９

２
０
０
０
０

０
●
０
０
０

・
３
８
７
９
９
１
１
８
６

２
３
３
２
２
３
４
３
２
２

３ Ｘ
７
３
５
６
２
３
５
８
０

８
０
０
０
０

０
０
０
０
０

・
７
９
５
４
６
５
７
７
２

６
１
１
１
１
１
１
１
１
２

１ Ｘ５
８
１
９
６
１
９
５
５
８

０
０
●
０
０

０
●
●
０
０

４
３
２
５
６
２
０
４
４
６



能力評価による賃金決定の流れは予想以上に労働組合に定着し、ある産別労連の調

査では「￣律値上げ方式（年功賃金）」支持が約２０％に比し、「個別賃上げ方式（能

力賃金）」支持率は５５％に達している。

つまり、「個人間の賃金水準には格差があって当然であり、その格差の基準を何に

求めるのが公正・公平で合理的か、そしてその格差をどの程度に設定するのが妥当か

」ということである。（雇用・労働問題アナリスト鍋田周一氏）

「中小企業白書」（平成８年版）でもこの年功的労働慣行の見通しにふれている。

「大企業における今後の雇用慣行についての見通しは、年功賃金については『すでに

崩壊』「近い将来崩壊』とする企業が併せて４割強であり、又、能力主義については

『すでに定着」『近い将来定着』とする企業が併せて９割強にのぼっている」。能力

給システムへの変化傾向を数字で示しているものがく表２＞である。

調査対象とした２０～２４歳のグループと５０～54歳グループの比較に見られるように、

いずれの「学歴」群においても、年功制が強く見られる年令間賃金格差は縮小してい

る。

表２年令問賃金格差の変化（男子産業計）

王Ｉ昭和５９２

0９．６ ８２－４

、－６

、９

資料：労働省「賃金構造基本統計調査」平成６年

(注）年功制が強くみられる男子労働者について分析

所定内給与で２０～24歳の水準を100とした場合の５０～54歳の指数

近年の賃金問題をみる限りでは、「労働者による個別賃金要求（注：能力給中心）

の取組みを進めるなかで賃金体系の整備が－つの課題となっている。一方で経営サイ

ドからは能力給重視の観点から、賃金改定が逆提案される事項が増えており、…」（

金属機械）［注は筆者］が－つの中心論議になっている。労使それぞれに「個別賃金

」、「能力給」と使用用語は異なるが、その意味に大差はない。問題は労使相互の立

場を踏まえたうえでの“コミュニケーション，,、ある意味で対立矛盾を認めあったう

えでの協議・協調制度の確立が必要となる。

労働省の官房政策調査部の報告（平成７年）「日本の労使コミュニケーションの現

状」ではそのための制度として下記のものがある。

－６０－

昭和５９年

３０９．

２７０．

２１４．

１５７．

６

６

２

５

大卒

高専・短大卒

高卒

中卒

平成６年

４
８
２
３

●
●
●
●

２
７
９
４

８
３
０
５

２
２
２
１



①労使協議会：溢置事務所５Ｍ%、うち労組ありの企業で８０．７%、労組なしの企業で

３１．６％･

同協議会の成果評価は「かなりの成果があった」６９．７%、

「あまり成果がない」３．８%、「どちらともいえない」２６．２%である。

なお、同協議会に付議する主要事項割合は「労働時間・休日・休暇」

８６．８%、「職場の安全衛生」８３．４％、「勤務態様の変更」８１．６％

「福利厚生」８０．４％、「賃金・一時金」７５．３%等である。

②職場懇談会：有り６９．８%、かなりの成果があった７０．６％

③小集団活動：有り４７．９%、小集団活動への年間参加割合８Ｍ％

④苦情処理機関：有り２０．３%、因みに、会社への苦情処理方法は「上司を通して」が

７３．５%、「労組を通して」１９．５%。

⑤提案制度：有り５６．７%､年間提案内容は、「生産・事務効率化」８０．７%、

「安全衛生」５１．１%、「福利厚生」３７．１％等。

⑥自己申告制：有り４０１％

わが国の病院は多職種専門職により構成され、多くの職能団体、労組が混在・重層

化している。従って、個別院内コミュニケーションはもとより、それらをベースとす

る病院界全体のコミュニケーションも困難で複雑なものがあると想像できる。そこで

、労組の有無とは関係なく常設の院内労使協議会（コミュニケーション委員会でも可

）の設立の検討・導入を試みては如何だろうか。

福利厚生の問題

＜表３＞は日経連がまとめた加盟企業４８６社の総額人件費の報告である。給与以

外の人件費の割合の大きさ、さらには高齢社会の進展に伴う諸政策から来る企業負担

分の増は無視出来ないものがある。

表３総額人件費（－人当たり月平均）の内訳（全産業計）

所定内給与

時間外手当

賞与・一時金

退職金等

法定福利費

法定外福利費

現物給与

教育訓練費

その他

(100.0）

（９．９）

（３９．２）

（８．９）

（１Ｍ）

（５．８）

（１．１）

（０．６）

（１．２）

円
円
円
円
円
円
円
円
円

５
０
８
２
６
３
５
６
４

４
２
１
４
７
９
１
２
４

９
２
８
２
２
６
２
７
５

９
９
７
リ
リ
９
０
９
９

５
０
９
７
９
７
３
１
３

０
３
１
２
４
１

３
１一Ｆ現金給与総額

４５５，９８３円

（１４９，０）「総額人件費

５５８，６７９円

（１８２．６） 現金給与以外

の人件費

１０２，６９６円

（３３．６）

注：１９９４年度の数値

－６１－



そのなかで大きな割合をもつ「福利厚生費」について検討する。「福利厚生制度は

高齢化社会の突入を契機に様々な側面から模索・論議されている。これからの福祉は

、本人の“自助努力”“公的福祉”“企業ベースの福祉提供”の三本柱で進めるとし

ながらも、その中心は企業福祉におかれる」（大阪府産業労働政策推進会議平成４年

度報告書「２１世紀に向けた新しい労働福祉政策のあり方について」）。

企業の福祉施策には、

イ)健康維持・増進対策

ロ)文化・体育・余暇施設

ハ)社宅施設

二)貯蓄援助制度

ホ)持家援助制度

へ)通勤対策

ト)育児援助施策

チ)介護援助施策

リ)転勤者に対する援助対策

ヌ）自己啓発援助制度

ル)退職準備施策

ヲ)定年退職者の福利厚生対策

ワ)労災付加給付施策

等が主要なものである．（資料：労働行政研究所「賃金・労働時間制度及び福祉施

設・制度の実態」平成７年）

前述の大阪府産業労働政策推進会議「企業福祉に関する勤労者調査」を見てみる。

基本的な考え方は、

①「わが国では、社会保障制度等の公的な福祉制度が不十分であるので、企業福祉を

もっと充実すべきである」４９．８％。

なお、この考え方は大企業・中小企業ともに共通するものであり、自己の福祉向上

を企業に依存している。

②「労働者の福祉向上をあまり企業福祉に頼ると、企業によって格差が生じるので企

業福祉に過大な期待をすべきではない」２４６％

③「企業福祉に全部を期待するのは無理」１４．１％

④「自律的な個人生活にとって好ましくない」７．０％

等の順となっている。

つまり、国家・公的福祉の補完としての企業福祉依頼が約５割、反対に、②③④の

考え方である企業福祉に依存することに消極的に反対する層も約５割と二分割されて

いる。

この結果をどうみるか。「株式会社日本」への信頼か、それとも「企業にとって

メリットがない福祉施策は実行されない」ことへの不安か興味のあるところである。

－６２－



この問題をさらに進めるため、「企業福祉がカバーすべき範囲」を示したのがく表

４＞である。

表４企業福祉がカバーすべき範囲（期間、企業規模別）

企業調査欄は回答事務所の比率を、労組調査欄は回答労組数を示す。

平成４年度大阪府産業労働政策推進会議報告書

「２１世紀に向けた新しい労働福祉政策のあり方について」より

「企業が実施する以上、従業員の在職中に限定すべきである」が４１．１％、反対に

｢企業は従業員の退職後についても、何らかの配慮をすべき」５５．４%。

ここでも「企業福祉」への認識はほぼ２分割されている。

－６３－

在職中に限定す

べき

退職後にも配慮

すべき

無回答 二△、
計ロ

５ ～少 9人 4７

４８．０％

3９

３９．８％

1２

１２．２％

9８

１００．０％

10～２９人 3１

５０．８％

2７

４４．３％

３

４９％

6１

100.0％

３０～９９人 2１５

４４．２％

2５６

５２．７％

1５

３．１％

4８６

100.0％

100～１９９人 2８０

４６．８％

2９９

５０．０％

1９

３．２％

5９８

１００．０％

２００～２９９人 1３７

４５．１％

1５６

５１．３％

1０

３．３％

3０４

100.0％

３００～４９９人 104

３５．６％

1７９

６１．３％

９

３．１％

2９２

100,0％

５００～９９９人 9８

３９．８％

1４２

５７，７％

６

２．４％

2４６

100.0％

1000人以上 9７

２６．２％

2６７

７２．２％

６

Ｌ６％

3７０

100.0％

無回答 11

４０．７％

1１

４０．７％

５

１８．５％

2７

１００．０％

合計 lｐ０２０

４１．１％

Ｌ３７６

５５．４％

8５

３，４％

2，４８２

１００．０％

企業調査 ７７．９％ １９．２％ ２８％ １００．０％

労組調査 ４

１４．３％

2４

８５．７％

０ 2８

100.0％



そのなかで特徴的事項は、

企業と労組の見解が大きく相違していることである。企業側は「在職中に限定」
７７．９％、他方、労組調査では「退職後も配慮」Ｍ７％を示している。

企業側は「在職中に限定すべき」と考えているのに対し、労組側は「退職後も」と
主張、労使の利害対立の実例の一つである。

他方、企業福祉の内容に関しては、勤労者の最も多い意見は、「経済的側面及び健

康面のみならず、精神面（心のゆとりや、豊かさ）についても配慮すべき」５９．１％、

労組調査では８２．１％である。企業側でも５８．３%。つまり、「ゆとりとか心の豊かさを

追求する時代において、企業福祉においても精神的側面を配慮することを労使共に
期待している」ことは認めざるを得ない。

－６４－



新しい労働体系、賃金体系の提言

1．高齢社会の進行と低成長（またはマイナス成長）の経済のなかで、日本人の基本

的な価値観が着実に変化し始めている。

医療社会においても、医療の福祉化と同時に混在している福祉の医療化の流れの

なか、医療もサービス産業であるという見方が定着しつつある。

病院の労務管理・福利厚生の有り様を考えた場合、例えば職員の要望する「時短

」や「週休二日制」の実施は止むを得ないとしても、それを実行する際にかかるマ

ンパワーやコストさらには休日緊急時の対応システムをどうするか問題である。

そして、それ以上に大きな流れとして、現代社会そのものが「２４時間生活社会

」化しつつあることからくる新規事業があり、病院にとって、それらに従事する者

に対する診療機能保持のための諸費用の手当て・人材の確保などが必要となる。

生命、健康管理も第一義的には個人的責任であるとして、「病院の休日に病気や

ケガをしないように曰頃から心がけよう」という姿勢を示すのも一つの考えである

が、又、「３６５日」、「２４時間社会」に対応できるマンパワー、経費、システ

ムを国家・国民に要求することももう一つの考え方である。

労務・福利厚生への取組みも上記の二つの方針、考え方のいずれを重視するかに

尽きよう。

つまり、国のレベルでいえば、国民に高負担を求め高福祉を提供するという「大

きな政府」か、低負担に見合う福祉しか提供できない「小さな政府」かの問題であ

り、企業施策レベルで表現すれば、「福利厚生の重視」か「直接賃金支払い重視」

かの選択である。

一般的には「直接給与」のほぼ同額に近い費用が企業の福利・厚生費として負担

されている。福利・厚生の理念は、基本に労働環境の整備、労働意欲への刺激策で

あるが、同時に、企業の思想、即ち企業への帰属意識の助長策でもある。

しかし、本来は労働者個人の労働力を買っているにもかかわらず、間接的な関係

しかない「家族手当」、「住宅手当」、「通勤手当」等の支給があり「同一労働」

にも拘らず実質手取り額に個人差が生じている。ある意味で不公平感が残る。

支払い原資はそのままにして、支払方法を直接賃金に一本化を図るように検討す

る必要はないのであろうか。福祉を保障するのは基本的には国・公共団体の第一義

の責任である。

また、労働力に対して平等に受け取った賃金の使途は、企業の提案するメニュー

に従うのではなく、個人のライフスタイルにより自由に行う道こそ自立した市民の

欲するものと思う。

配偶者控除や扶養控除という所得税法上の問題、また福利厚生費の控除制度等部

分的には検討課題は多いが、労使関係の将来像を考えたとき、特に、昨今規制緩和

の流れのなか、労働者の雇用形態もバリエーションが生じ、手当ての対象者をアレ

コレ考えるより、国際化も含めて、「直接賃金支払」一本化の道もあることを視野

にいれる必要がある。
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２また、女性労働者の社会進出とその評価についても真剣に討議しなければならな

い。若年労働者の減少と反比例して女性労働者の位置は高まっていく。

古い体質が根強い政界ですら女性議員のクオーター制が要望されている。

女性労働者の割合が高いのが医療の社会である。この特質を生かした女性経営・

管理者の医療界版クオーター制の実現が待たれる。

３．ボーダーレスの国際化に対応する「外国人」労働力の受入れ体制の整備に関して

は、高齢社会が必要とするマンパワーの確保以前の国際交流・国際常識さらにはマ

ルチ文化との共存等の視点を重視し積極的に取り組むべき課題である。

もとより、「安上がりの労働力」の導入という発想は、「我が国労働市場の新た

な二重構造の発生」が予測されるもっとも避けるべきことであることはいうまでも

ない。

４．全員参加型の病院経営の推進も職員の労働意欲向上、職場環境の民主化のため留

意すべき問題である。

病院という多種専門家集団組織の運営最高責任者を医師資格保持者のみに限ると

いう規定は今後検討されるべき問題である。

「多様な労働力が持てる能力を最大限に発揮しつつ、長期化する職業生涯を充実

させていくことが求められている」（平成８年：労働白書）

そのためにも「機会均等」「人材教育」は基本的ルールである。

加えて、－職種が組織の管理・運営の全てに亘り責任を負うことにより、かえっ

て他の職種の甘えの土壌を生んでいる側面も見逃すことができない。

５．年金財政の急速な悪化は、すでに一部の企業年金の廃止がみられるなど焦眉の問

題となっている。

幸い医療・福祉界（含む・関連サービス）では、雇用創出力が高く、当面は安定

成長がみられるが、基本的財源となる医療費の圧縮、国民負担率の上昇の動きのな

かで病院負担の増加は必至である。併せて－部産業にみられる就業者の数を超える

退職者（年金生活者）の存在は高齢社会に共通する課題であり、抜本的な改革策が

必要である。

６．社会・文化構造の転換にともなう医療サービスの「質」が問われ、患者さんの「

納得」を前提とする医療界に緊急の課題は、「人材の育成」、「能力開発」、「再

訓練」である。

これらとともに情報化社会、ハイテク技術の利用、多様なサービスの提供等に具

体的に対応できるシステムの構築こそ日本病院会が一体となり取り組むべき経営

課題である。
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委員長コメント

当委員会の－年間にわたる審議に先だち、委員間で確認したことは、「タブー無き

論議」「－市民にかえっての自由討議」の二点であった。

主たるテーマは次ぎのようなものである。

・医療サービスの公益性について

・営利企業の医療参入問題

・病院人に求められる職業意識

・曰本病院会と曰医の関係

・組織医療とはなにか

これらのテーマはかならずしも当委員会の担当分野内のものではない。しかし、各

委員がより真剣に熱をもって論議したのは、直接的な課題であった「労務」「福利・

厚生」ではなく、「構造的大転換」にたつ医療界の危機意識を前提にした「常識」「

慣習」への問いかけであった。

私たちが直面している状況は、私達医療人自らも“身を切り，，“血を流す”ことの

覚悟なくしては切り抜けることはできないと信じる。

医療人の心のどこかに残っている「医療聖域論」に論拠を求め、厚生省や健保連を

ある種の仮想敵国視し、自らの権利の主張・正当性を“死守，，することのできる時代

は既に終わったとも考える。

医療制度、医療保険制度の改革は国民の生活に直結する問題であり、当然に国民的

同意がなによりも必要である。

「脳死」問題に代表されるが、「生命」と「死」、「高齢者医療・福祉」と「シビ

ルミニマム」の関係、あるいは病院にとって死活の関連をもつ「出来高払い」制、「

診療報酬制度」の根本的改訂等々をめぐっては、医療人の主張と同時に広く国民の英

知に問いかけることを忘れてはならない。

日本病院会は今日では約２，６００病院の参加を得て、日本の病院界の代表的組織

となっている。

しかし、構成員の規模、経営母体、運営理念等の点で多様性が著しく、具体的なテ

ーマではそれぞれの「有志」病院群、「専門」病院群、あるいは「個別」病院の自主

解決、自由行動を尊重する傾向を示さざるを得ない部分を内在している。

そこで、少し古い表現であるが、「－人は万人のため、万人は－人のため」という

矛盾命題に取り組み、日本病院会が名実ともわが国の病院の最高代表機関としての機

能を発揮することを希求する。

惇委員長武田
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6．給食委員会

本年度は教育委員会傘下の研究会に活動を委ね、委員会としての活動は特に行わなかった。

7．勤務医委員会

本年度は病院幹部医会に企画運営を任せ、委員会としての活動は特に行わなかった。

教育委員会

1．開催回数１回

2．出席者数５名

3．協議項目ｌ）平成８年度研究研修会事業（中間）報告について

２）平成９年度事業計画（案）の策定について

３）教育委員会傘下の研究研修会、セミナーのあり方について

４）その他

（１）研究会委員の在任状況について

4．総評

研究会の効率性、経済性を重視した運営を図るため現行の18ある研究会の統廃合を検討した。

研究会については７研究会の継続、８研究会の統廃合、３研究会の廃止とし、５セミナーは、２

セミナーを継続させて３つのセミナーの廃止を了承した。（詳細は後掲のとおり）

８．
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放射線研究会

臨床検査管理研究会
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【射線行帥蒔

9．通信教育委員会

1．開催回数３回

２．出席者数１５名（延べ人数）

３．協議項目

第1回平成８年６月29曰山午前11時～午後１時

１）診療録管理士の診療情報管理士への資格認定について

既に診療録管理士として認定されている者の中で診療情報管理士の資格取得を希望する

者に対する経過措置について検討を行った。

細部は、診療録管理士の診療情報管理士への資格認定実施要領（案）のとおりとする。

２）その他

カリキュラム、教授内容等について見直しを行った。

第２回平成８年９月28曰仕）午前10時～午前12時

１）第２回（第45回）診療情報管理課程合否判定について（8825実施）

東京・大阪・福岡３会場において実施した期末試験について合否判定を行った。

受験者合格者不合格者合格率

認定試験９９９４５９５％

進級試験１００８５１５８５％

２）平成８年度診療情報管理課程認定試験合否判定について（8.97実施）
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川崎医療福祉大学において実施した認定試験について合否判定を行った。

受験者合格者不合格者合格率

認定試験１５１３２８６％

３）第２回（第45回）診療情報管理士認定証授与式について

平成８年10月26日(士)午後17時10分～東京：ダイヤモンドホテルにて行う。

今回認定者107名認定者累計2421名

４）診療録管理士から診療情報管理士への補講及び試験実施について

診療情報管理士への補講及び試験を次のとおり実施することとした。

実施期間：平成８年10月～平成９年６月（各会場１～３回程度）

補講課目：医学概論、医療情報学

細部は別紙「診療録管理士の診療情報管理士への補講について」のとおりとする。

５）事務長養成課程前期試験の合否判定について（8.6.30実施）

東京において実施した。１年次後期試験結果について検討し下記のとおり単位取得とした。

対象者全単位取得者単位取得率

１８回生(1年後期）２４１９７９％

６）事務長養成課程カリキュラム見直し小委員会について

事務長養成課程通信教育実施要綱（平成６年度版）及び担当講師等について見直しを行

うため検討小委員会を設置する。検討結果は、平成８年３月までに通信教育委員会に報

告することとした。

小委員会名称：事務長養成課程カリキュラム検討小委員会

委員長：黒田幸男（国家公務員等共済組合連合会本部常勤参与）

委員：３名程度

期間：平成８年10月～平成９年３月（開催２～３回）

検討事項：．事務長養成課程通信教育実施要綱（平成６年度版）

・担当講師

・その他

第３回平成９年３月21曰仕)１７：３０～１９：３０

千代田区いきいきプラザー番町

１）第３回（第46回）診療情報管理課程合否判定について（9.2.実施）

東京・大阪・福岡３会場において実施した期末試験について合否判定を行った。

受験者合格者不合格者合格率

認定試験１０３９０１３８７

進級試験８０６６１４８２
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２）診療情報管理課程補講実施結果について

ア東京・名古屋・大阪・福岡の４会場において７回実施した。

受験者数750名

イ次回東京会場９年６月22曰(日)を予定する。

3）診療情報管理課程通信教育専門課程編入学科追加申請について

既に専門課程編入指定校（医療秘書学科平成２年４月１曰指定承認）である豊島医療秘

書福祉専門学校からあらたに病院事務学科を編入学科指定申請があり検討した。

4）事務長養成課程小委員会報告について

事務長養成課程カリキュラム見直しのための検討委員会において平成６年４月制定の

「事務長養成課程通信教育実施要綱・同細則」について検討を行った結果、同改正（案）

を平成９年４月より実施することとし、曰本病院会常任理事会に別紙「事務長養成課程

通信教育実施要綱一部改正について（報告)」のとおり報告した。

5）その他
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平成９年３月１２}Tｌ

社Ｍ法人ｌ]本病院会

会長諦橘芳夫

通信剴血育委員

委員長木村

事務長養成課程臨

検討小委員

委員長黒田幸

41F務艮養成課程通信教育実施要綱一郎改正について（報告）

本件については、平成６年４月設置された事務長養成課程通信教育に関する検討

小委員会において、標記について検討した結果、下記のとおり改正したいので報告

する。

記

１．耶務長育成の意義と重要性

わが国、医療制度の変遷の中で、とくに、目覚ましい発展をとげたのは病院医療

である。

今日の医療は、多くの専門医集団と看護婦および．・メディカルスタッフなど、

多数の専門Nilにより組織的に行われるようになり、これまでにない高度医療や総合

診療の実現が可能になった。それとともに、より良質の医療を効率的に提供するた

めには、経常符理機能の果たす役割が非常に重要となり、その充実が求められてい

る。

わが国の病院は、病院長が病院経営責任者としてすべての賀任を果たしてきたが、

絲営管理を担当する専ｉｉ１家である事務長が、管理スタッフとして、その補佐に当た

る仕組が確立され、今日では、その役割に専念するに至った。しかし、事務長の役

ｖｉＩを考えると、高度i官i機能化した医療体制と病院組織の充実強化が求められる新時

代にあっては、これまでの経験だけによる業務知識では、広範な役削をもつ事務長

の職務を果たすことは不可能になってきた。そのため、病院維営に必要な基礎的な

知識として、医学概論や医療経済、社会保障、医療法規、診療報酬制度などの内容

を知悉し、また、管理技術理論と実務に裏付けれれた病院経営管理手法などの専門

課程各科目を修得するとともに、病院業務全般にわたる広く深い知識と業務の実情

を理解することが要求されるようになってきた。
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２．本委員会で検討した１１｢項

zMjIl度設立後、２０（Fをﾙf過し、この''１１、医療法、医旅保険法など各種医旅関連

法規の改正、病院管理業務への趣算機導入により医療機関のニーズも大きく変化し

てきている。このような事態に対応するため通信教育委員会では、ヅ丙院Ii1i勢に適応

した新カリキュラムに編成替えし、平成６年度より実施してきた。

今回は、新カリキュラムに移行後２年を経過したが今般、フォローアップを行っ

たところ医旅機関のニーズ、受iilI生のアンケートをもとに科目、教授内容（盃１h選目

標）、時間配分等の返複や過不足および一部字句修正などについて検討した。

検討した結果は別紙のとおりである。

(参考）

事務長養成課程小委員会委員名簿（敬称略：五十音順）

委員長黒田幸男（国家公務員共済組合連合会本

委貝イ『塚１１(11ﾘ１（A５場記念病院事務次｣jａ

常勤参与）委員艮

委負

幸ｿ｝（国家公務員共済組合連合会Ⅶ

１１(11ﾘ１（A５場記念病院醜務次｣ｊａ

紀之（財団法人筑波ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ病院

黒田

ｲｶﾞ塚

鈴木 事務部長）〃

添付書緬：事務長養成課程通信教育実施要綱・同細１１１１修正案

（修正部分は、アンダーラインで表示した。）
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診療録管理士の診療'情報管理士への資格認定試験実施要綱

1．目的

既に診療録管理士として認定されている者に対し診療情報等新カリキュラム追加課
目について補講及び試験を行い、合格者に「診療情報管理士」の資格を付与する。

2．対象

社団法人日本病院会が既に診療録管理士として認定している者の中で「診療情報管
理士」の資格取得を希望する者。

3．補講、試験実施期間

（１）平成８年10月～平成９年６月

（２）補講、試験は受講者の便宜を図るため各会場とも複数回実施

（３）当該期間中に受験できなかった者は、診療情報管理課程スクーリング時、認定

試験受験資格を付与するので認定試験を受験する。ただし、認定試験は全課目受

験するものとする。

4．会場

（１）東京・名古屋・大阪・福岡

5．補讃

（１）医学概論（インフォームド・コンセント、病院機能評価）

（２）医療情報学（情報マネージャーに求められる情報管理の知識と技術）

6.試験

（１）課目医学概論、医療情報学

（２）形式小論文

ただし、次に該当する者は、試験の一部を免除することができる。

・診療録管理業務専従10年以上で、かつ日本診療録管理学会において演者として

１回以上、共同演者であることを含め３回以上研究発表を行った者。

7．受講料

２０，０００－（教材費含む）

診療録管理士の診療情報管理士への資格認定試験実施要綱内部規定

1．診療録管理業務の定義

診療録管理室、診療情報管理室、病歴室等において診療録等の管理、コーディング

（ＩＣＤ分類等）それらに基づく疾病統計を始めとする各種医療統計作成業務をい

う。（以下「診療録管理業務」という｡）

2．特例の審査

（１）実施要綱６項(2)号の業務経験については、病院長の発行する証明書を提出する

ものとする。

（２）同研究発表については、第○回学会、発表スタイル、発表者名（共同演者名も

含めて）を記載したものを提出するものとする。

（３）通信教育委員会で前１，２号の内容を審査して決定を通知する。

※再試験不合格者に対する再試験については、別途指示する。
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臨床予防医学委員会

1．開催回数１０回

①委員会６回

②全体委員会１回

③実査委員会１回

④在京小委員会１回

⑤人間ドック判定に関するガイドライン作成小委員会１回

2．出席者数９９名（延べ出席者数）

3．協議項目

１）－泊人間ドック（短期人間ドック）について

①契約書、協定書の改定について

②検査項目について

（a）梅毒反応の検査方法について

③健診料金について

④指定に関する内規、運用規定について

⑤指定申請書の見直しについて

⑥人間ドック実施病院実査委員の補充について

⑦実施指定病院調査の集計結果について

⑧受診者数の動向調査の集計結果について

２）－曰人間ドック（自動化健診）について

①協定書の改定、検査項目について

②健診料金について

３）来年度（平成９年度）健保連との交渉について

４）－泊人間ドック（短期人間ドック)、－曰人間ドック（自動化健診）

５）臨床予防医学委員会報告（平成７年版）について

の「やさしい保健シリーズ」について

７）人間ドック実施病院実査委員会について

８）日本人間ドック学会について

①理事・評議員の異動について

②学会会則、施行細則について

９）曰本臨床化学会よりの承認依頼について

１０）衛生学公衆衛生学関連学会による英文誌共同刊行について

１１）標準値（判定基準値）の作成について

10.

の契約名称について
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①人間ドック・健診施設における判定の現状について

②人間ドック成績の判定基準に関する調査について

（a）高齢者の基準域作成方について

の）用語の使用方について

（c）基準範囲上限値の取り扱いについて

（d）学会勧告値の取り扱いについて

（e）施設間差の対応について

（f）調査報告について

4．総評

Ｌ本年度の当委員会活動は、予防医学に対する会員各位の関心の高まりとともに、－泊人間ドッ

ク（短期人間ドック)、一日人間ドック（自動化健診）の検査項目、健診料金、内規等に関す

る検討事項が山積みとなり、非常に多忙をきわめた。

（１）－泊人間ドック（短期人間ドック）

①契約書

現行契約書前文の一部を削除するほか、第５条は独占禁止法に抵触することを避ける意

味から、平成８年11月８曰付で契約書の一部を改定することに合意した。

②検査項目

「ガラス板法または凝集法択一｣、「尿糖」を追加した。

③健診料金

健保連からの意向文書にもとづき、指定病院が健診料金を回答する契約要領に改めた。

④内規、運用規定

病院が管理・管轄している付属医療機関も指定対象に含めることで、内規、運用規定を

見なおすこととなった。

（２）一日人間ドック（自動化健診）

①検査項目

一泊人間ドックの検査項目と整合性をもたせる意味から改定することに合意した。なお、

婦人科健診は子宮細胞診とし、検診内容は子宮頚がん検診に限定した。

②健診料金

一泊人間ドックと同様に、健保連からの意向文書にもとづき、指定病院が健診料金を回

答する契約要領に改めた。

Ⅱ人間ドックの受診結果判定および事後指導にドック担当医の個人差（施設間差）を少なくす

るために、人間ドック成績の判定基準の見直しをすることが急務であるとの認識から、当委員

会の傘下に信頼のおける基準範囲の作成を目的とする人間ドック判定に関するガイドライン作

成小委員会を設けた。
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人間ドック判定に関するガイドライン作成小委員会

□委員会

名誉

副委員

問名誉院長

□実行委員会

委員．．

11．社会保険・老人保健委員会

１．開催回数７回

２．出席者数２４名（延べ人数）

３．協議項目（１）医療保険制度改革について

（２）診療報酬改定説明会の開催について

（３）その他

４．総評

医療保険制度改革について、役員・関係委員の意見を取りまとめ９月に中間報告、１１月に会長

へ答申した。

また、平成９年度より実施される予定の一部負担金の改定に対しても意見を取りまとめ、関係

方面に配布した。

－７８－

委員長 依田忠雄 総合病院岡山赤十字病院 名誉院長 086-222-8811

副委員長 中山耕作 総合病院聖隷浜松病院 総長 053-473-2150

委員 河合忠 国際臨床病理センター 所長 03-3414-9395（自宅）

後藤由夫 東北厚生年金病院 顧問･名誉院長 022-221-3714（自宅）

中井利昭 筑波大学臨床医学系臨床病理学 教授 0298-53-3713

鈴木豊明 東京警察病院 顧問 03-3263-1371

清瀬闇 新東京病院 顧問 03-3300-3690（自宅）

笹森典雄 牧田総合病院付属健診センター 院長 03-3762-3430

奈良昌治 総合病院足利赤十字病院 院長 0284-21-0121

日野原茂雄 聖銘加国際病院予防医療センター 所長 03-3541-5151

ﾉ」 、 山和作 日本赤十字社熊本健康管理センター 所長 096-384-2111

菅沼源 曰本総合健診施設協議会 標準化部会会長 03-3414-4801（自宅）

委員長 清瀬闇 新東京病院 顧問 03-3300-3690（自宅）

委員 野呂光子 東京医科大学病院総合健診センター 講師 03-3993-2759（自宅）

村井哲夫 聖路加国際病院臨床病理科 部長 03-5550-7090

吉田勝美 聖マリアンナ医科大学公衆衛生学教室 教授 0４４－９７７－８１１１



Ｌ医療保険制度改革アンケート

〈にＰｒｌ三岳1幸艮望芒「＞

日本病院会会長・副会長・常任理事・理事・監事

医療制度委員会委員・医療経済（税制）委員会委員

社会保険・老人保健委員

計７９名

依頼先

平成８年８月８日配布／８月３１日締切回答期日等

：３４名（９月１０日現在）回答者 回答率４３％

：自由に意見を記入して頂いた為（賛成意見）．（反対意見）

．（仕方なし）.（どちらでもない）を主軸に選り分けた他

（部分的賛成）。（全２割）等、あいまいもしくは、はっきり

回答されたものにはそのまま人数を記入しました。

また、回答の重複意見については●をつけました。

集計方法等

二i二'二匠五茎去ノ、日二zlさこｿ声rIS完全号

会ぞ{呆１３夷一三壱三ノ、征呆ｲ固聿三三三塁三k会ぞ二社二会ぞ｛呆[;夷
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医療保険制度改革アンケート

△Ｌ＿匡亘叛崇劃是ｲﾆ』=iﾐｲ本市Ijo＞｣莞Ｌ正ヨニしし=-つし、_て

社会的入院の解消、病床数の見直し等について

（賛成意見）１９
●木当の弱者たる老人（公的年金を満額支給されている等の豊かな老人を除く）に対する救済制度を

確立を前提とする。

●病院から退院し、在宅療養できない人のために療養型病床群、老人保健施設、老人ホーム等の施設
充実が急務である。

○急性期、療養型等の病床機能別に病床数を見直すべきである。
○社会的入院は本来あってはならないこと、入院日数の短縮が病床数の削減につながる。
○社会的入院に対しては「病病連携」システムを確立して、解消の方向に向けていくべきである。
○これからの医療の動向を考えると病床数は増やすべきでなく病院の性格・目標に応じて効率的な活
用を計画すべきである。

●社会的入院は保腿、福祉、介護などの整備と歩調をあわせ徐々に解消されるべきもの、必要病床数
の見直しについては必要病床数の計算方法等納得の行く公平なもの、また余り変更があるようでは
申請者にとって不公平となる。

●介護保険創設に伴い、療養型病床群や老人病院が介護施設に転換することは自然、急性期について
も平均在院日数が短くなれば病床は過剰となろう。病床の削減を進めるには、２週間までの入院料
を大幅に引き上げ、病床削減により収入が減らないような施策が必要。

●社会的入院が存在するのは、後方施設の充足が出来ていないからであり、老健、特養の枠を拡大す
る必要がある。病床数は特殊な科、二次救命医療以外は増やす必要なし、病床利用率は今より減少
するのは明らかである。

●社会的入院といわれるものの分析と対策が必要で、介護を要する患者の収容施設や、在宅療養困難
な患者の支援体制の整備などが先決になるであろう、その意味をふまえての病床数の見直しには賛
成だが、基本的には有床診療所を含めた、入院施設の公共性が問題になると思う。

○介護保険制度と受け皿に歩調をあわせる。医療計画の見直しは必然。
○介護保険制度成立実施（在宅のみの見切り発車でも止むなし）療養型病床群、老健施設、特養等々
への転換はベッド減少とする。

○老人に限らず入院医療を必要としない患者を入院させておくべきではない、また在宅療養が困難な
老人を、そのまま放置するようなことがあってはならない、病院以外の施設、即ち介護病床の拡充
が先決である。従って必要病床数の見直しは、医療病床数と介護病床数の策定を今後考えるべきで
あり、その意味できめ細かい地域の保健医療福祉計画の策定に努力する必要がある。

○高齢者の慢性病入院は、医療費用上限設定と包括化を組み合わせたものとし、長期入院患者の多い
（全病床の５０％以上）病院については、看護料体系と別立てとする。

一般病院から長期療養型へ補助金を受けないで転換した病院も許可病床の権利に制限を儲ける。
○救急を主として治療する病院において社会的入院が多くなれば、空床がなくなり、救急入院が制限
される。在院日数を少なくする努力を極力しても転送先の病院が少ない。この解消のためには長期
療養型病院や介護施設の増設が必要である。

①社会的入院の解消、

(どちらでもない）１１

●基本的には介護保険の活用により、医療保険の削減を図るべき、当然病床数の見直しにつながる。
○急性期、慢性期の区別がないことが問題、慢性期施設の受け入れ体制の不備で、転院・転棟はやむ
をえない。

○昭和４８年供給体制の整備もせずに老人医蕨無料化を実施したための「つけ」が社会的入院となっ
て１１１現し、また現在も残っている。に'''１１１施設、老人ホーム等々をもっと早く整鯛すべきであった、
受皿なくして病院に社会的入院の責を押しつけるのは納得できない。
病床利用率の低いところのベッド（空ベッド）は必要病床数の中から抜いて、現実に利用している
病床について議論し、その地域に欠けている診療科の病床を整備したらよい。
●社会的入院はそもそも福祉の面を病院がカバーしていたもので、公的介護保険が充実すれば施設に
移るべきものであると思う。この問題と病床数の見直しは必ずしも連動しないと思う、在院日数を
短くすることによって入院待ち患者を減らす努力をしている病院の現状もあることを忘れないでほ
しい。

○社会的入院でない後期高齢入院患者が著しく多くなっており、在宅の前に何か方策が必要である、
術後リハビリ病棟等の移行病棟の増設が重要。
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○|【|:会的入院は公的介iNl【保険で介禰施殺に紙移させることで解消していくだろうが、老人収祥比'M}'<の
iWiいﾂﾞIii院は、ケアミックスや介iMl【施設併設等の対策が必要になる、さもないとAu者の流失で経営危
機に陥る。

●病床数は見直しせずとも、医娠費抑制政策で減少している。第１次医療法改正時にマーケテングも
せずに駆け込み燗床したところが、経営が逼迫し減少している現実がある。自由開業のままで放置

しても経済効果で自然に整理される。

○日本の社会的入院は①患者サイド、②医師サイドの両面の問題がある。①核家族化、少子化による
家族介護の困難さと福祉施設の不足による基盤の課題に、尚且つ自己負担が低すぎるという安易利

用もみられた。②医師サイドは入院後もいりよ上の処置は殆ど不要な例が多いにもかかわらず、検
査、投薬、点滴を中心として，，診療'，を主として行い、本来必要とされる生活面も含めたリハビリ

あるいは介護が従的に行われるか、あるいは殆どなされず徒に寝たきり化をはかってきた傾向があ
る。この事が診療報酬指数と医療費の乖離の原因の１つでもある。
病床数は少なくとも大都市近郊では過剰である。

（仕方なし）２

○時代、社会背景から考えてそうすべきだろう。

(反対意見）

②医師数の見直しについて
（賛成意見）２２

○保険医の資格取得を試験制度にするほうが容易ではないか、保険医の定数制の方が合理的であろう
老齢の保険医の診療単価は低いであろうし、定年後の保証が必要になるので、定年制はとるべきで
ない。

●学業途中での進路変更を積極的に進め、卒業者数の減少を図るべき。
●人口１０万対１８０～２００人を守るべし、保険医の定年制は７０～７５才で先ず必要と思う。

○もっと協力にすすめるべし、保険医の定年制は７５才以上とすべき、各地域における定数制は守ら
れるべき。

●大学病院の医師は未だ専門志向の傾向が強い、やがて専門医の過剰時代を来す可能性は強い。その

意味で総合的な臨床能力を待つ医師の養成に力を注ぐべき。
●将来の医師需給検討委員会（－次.二次）の答申にあるごとく１０％削減は当然である。

保険医の定年制も実行したらよい、その場合は年金を支給すべきである。
○卒後の専門科の選択のバランスをとることも重要、専門科により過剰、不足科がある。
○将来を含めて保険医の必要人数を予測算定することが大切で、仮に病床（診療所含む）１２床に1
名とすると１６万人、それに人口２０００人に１名の無床診療所医師として６万人合計２２万人に

なり、現在の医師数に等しくなる。これ以上医師数を増やさないためには学生の定員を減らすこと

より、米国で行なった如く、大学の数を減らすことが必要。
○基礎データや今後の新たな医師のニーズを精査し、需給計画の検証を早急に行なう必要あり。
○各大学４０人程度にして、全人格制教育が必要である、人柄のよい、間に合う医者であること、せ
めてこの２点に重視して選抜されたい。

○病院医師の定年制はあるが開業医にはない、しかし技術サービスなのだから開業医にも必要だろう
○医師の採用人数を２０％減に早急にする必要がある。
○研究に従事する医師、教育に従事する医師、行政に従事する医師、企業医（産業医）とは別にもっ
ぱら保険診療に従事する医師は、専門領域毎に、そして地域毎に定数を定めるべき。

○医学教育の在り方も見直すことが必要、現状は社会学・人間学の酒養が不足している。
○国家試験合格研修２年後に保険医、国保医の資格を与える。
開業医、特定機能病院も含め保険医、国保医の資格は７０才、７０才以上は自費診療医師とする。

○医師免許更新制を導入すべきである。

（反対意見）７

○定員制・定年制には問題がある、特に定数制の制限をどのようにして行なうか。医学生の供給過剰
については大学院大学への転換、基礎医学への振替え政策を、地域の偏差・格差の是正が必要であ
ろう。

○医師数の増加は「医師不足解消策として全国に医学部を配置したり、自治医科大学、産業医大等の
新設が医師の増加を招いた」いわば行政の失政（見込み違い）ではないか。医療サービスの質の向
上や患者満足度の向上を考える立場にあって、重要なことは、優秀な医師を多くの人材の｢'１から選
択できることであってみれば、このままでよいと考える。

○医師の専門領域の多様化、特殊化も進んでおり、医師の絶対数のみで過剰と判断することなく総合
的に医師数の見直しを行っていただきたい。
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○兇ir'す必要なし、全国的偏在、産業医、予防医療、保1,所等の活勅分野多々あり。
○保険医の定年制は法的に－１１tに規定すべ差ではないのではないか、需要011の地域的・客観的判断に
委ねてはどうか。

○眼科、小児科、産科など各科専門医の充実維持の為には減らされては困るが、発想を転換して、病
院の数を減らすことも必要である。

○臨床現場の医師数は現状ではまだまだ不足している、将来的には抑制が必要であろうが、急激な抑
制の必要なし。

(仕方なし）１

（どちらでもない）３

○広く発展途上への医療援助として医師を派遣すればよい、保険医の定年制は最後の手段とすべし。
○病院医師定数の緩和が是非必要。（昔に比べ、検査は自動化され、また他の技師が行なってくれる
余剰時間を勉強やらインフオームドコンセント等に振り分けても尚時間的余裕があるはず）医師の
人件費で赤字に陥る病院が多い。

○病院機能に応じて必要医師数は変わる、高度医療には相応の医師数が必要である。

③医療機関の機能分担と連携等（高額医療機器の適正配置）について
（賛成意見）２５
●地域医療計画はベットの次は高額機器と医療人の適正配置が必要、高額機器の共同利用を推進、英
・仏の１０倍のＣＴ保有が問題。

○住民（患者）を中心とした医療体系の見直しは必要であり、その中核をなすのが「連携機能」であ
る。高額機器の効率的利用が出来るよう、医療制度の見直しが必要（検査依頼、初診を通さないで

直接検査できるシステム等）
○何れもよいことである、しかしあまりに診療能力が違ってはうまくいかない、高額機器については
専門職のＤｒの存在する医療機関に許可すべきである。

○地域における公私の役割を明確にすべきである、高額医療機器の適正配置は地域医療支援病院を優
先にする。

○診療所や中小病院は地域のプライマリーケアを担う中核的存在で、「かかりつけ医槻能」を支援す
るための地域医療支援病院・専門病床群構想があり、特定機能病院・療養型病床群とともに流れが
できつつある。また、公的病院を主体とする現行の地域支援病院構想は規制緩和民活等に逆行する
もので、公私の役割（機能分担）について具体的な検討が必要。

○「患者の病態に合わせてベストの治療を行う」べきで、－医療機関完結型でなく、機能分担と連携
は最たる患者サービスと心得る。連携が推進されれば自ずと、高額機器の利用も不採算を考慮して
連携の一環として実施されるはずで、行政が関与する必要はない。

○病院間も機能分担を二次医療圏内で図るべき。
○学閥があり、病院相互間の連携はうまくいかない、また相互競争関係にあるので機能分担がむつか
しく、どこでも設備充実しようとしている傾向はなかなか変えれない、地区毎に台数を規制でもし
なければ不可能。

○当院では８年前より共同利用（特に診療所との）に努めているが、予約日数の短縮を図るための努
力を更にすすめるべきであると思う。また機能分化を進めるための努力すなわち病診連携室の強化
拡充、開放型病床の設置を積極的に進めている。

○公的病院の整理縮小、特に医療目的を特定し公費導入を徹底的に絞ること、以上を三次レベルでの
医療圏で徹底し、いわゆる民間医療機関も社会の公器として位置付け、実態により、県、市レベル
にて整備する。

○患者に対して、良質で無駄のない医療を提供するために「医療機関の機能分担と連携」及び「高額
医療機器の適正配置」は不可欠のものである。但しその目的は、患者を中心とした地域の医療現場
の改善にあり、医療財政改善のための強制であってはならない。

○一般病院においては地域医師会等を中心に高額医療機器配置について話し合う。
○まず、各医療機関の情報公開がなされるべき、それにより各医療機関との連携が充分になされ、高
額機器の共同利用につながる。

○個別閉鎖型医療機関を放置したまま機能分担のみを主張しても現実は変わらない。グループ診療、
開放型病院、医薬分業、医師免許、専門医免許、の更新制とともに行われなければならない。高度
医療機器の２次医療圏での配置状況をみて統廃合、新規購入抑制を図る必要がある。

（反対意見）７

○高額医療機器の設置が一説では地域医療支援病院以上の病院とか、一律的に病床規模のみにより
規制することには賛成できない。

○民|M1病院も含めて機器購入を制約することはわが国の社会では不適当、医療水準を下げることにつ
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ながりかねない、先ず、満額機器の適切な使用を指導することが必要である。
○ilMIIは当然必喫だが、高額臓器の適正配置は、医旅の質を低下させる、この点機械的に処|屋しては
ならない。

○昭和４０年代ＣＴの導入された頃より言われてきたが、もう遅い、今から適正配置が出来るとは思
わない。機能分担は今後代替わり等の場合、医師会主導で出来ると思うが権限を行政が与えるかど

うか。

○医療機関の機能分担を明確にすることは賛成である。その際には、地域を考慮してのきめ細かい対
策と、更に一定の機能以上の病院の私有化を禁ずるような思い切った処置が必要であろう。そして
同時に診療所医師の権限を認め評価すれば、病診連携は自ずから図られていくと思われる。

○高額医療機器の配置は機器の改良普及のためにはならない、医療機関の機能分担と連携の推進は必
要であるが、総合的な治療機能とＣｏｍｍｏｎｄ１ｓｅａｓｅに対する適切な対応が最優先される
べきである。

○機能分担と連携は自然の形で行われている。高額医療機器の適正配置に関しては、私的は経済的に
自らの責任であるからある程度自由で良いが、税金立が導入することは規制しないと過剰になる。

(仕方なし）１

(どちらでもない）２

○実際に患者の検査以来をすると、医療機関間での診療報酬のやりとりが面倒である、面子だけで
なく、面倒だから不採算でも高額医療機器を持ちたくなる。

診療報酬の事務処理が施設連携を妨害している。
○機能分担は絶対必要、但し病院は入院主体となるであろうが、それでも黒字経営になるような制
度改革をしてから行ってほしい。

④医療関係情報の充実について
(賛成意見）２７

●患者に対し必要に応じ、医療費負担を求める以上、患者が合理的意志決定ができるよう、様々な
医療関係情報の積極的な開示が必要であり、規制を緩和すべきである。

●パソコン通信インターネット等による施設間の情報、医学情報の交流や検索を容易にしてほしい

○病院機能評価の結果を公表することもよい、現在、雑誌等で病院のランク付け等が公表されてい
るが、偏った内容で望ましくない。

○院内外の情報システム化の充実は絶対に必要（医療研修財団の機能のオープン化）、そのための
資金援助制度をつくる必要がある。その他、守秘義務などに関連した検討が必要。

○情報公開は必要だが、病院機能評価を公的な医療機関のランク付け、または医療費支払いの根拠
としてはならない。

○機能評価機構のサーベイの結果を病院が公表できるようにすべき、但し公表方法には基準作りが
必要。

○自分で情報公開するのでなく、病院協会、医師会にて検閲したものを公開。
ホームページや市民公報にて公開等する必要あり、フリーにするととんでもない公告が出現する

恐れあり。

●ＩＣカードの活用、マルチメディアによる診療支援システム（特に僻地）を将来に向け進める。

○患者と家族に選択されるためには、情報の開示が必要であり、広告とは違った意味の情報提供が
必要である。特に医療そのものに関する情報は、国民にとっては専門的で充分理解ができていな

いだけになおさら必要である。

○診療録の開示等、医療機関は常に外に開かれたものでなければならない。
○医療関係情報の充実は、効果的で適正な患者の受診・受療の為に必要だと確信する。
患者に対して正しく理解しやすい情報を提供できるように、医療担当側も行政側も工夫がさらに
必要である、医療の現場での日常的な対応の事実が、もっとも正しい情報提供だと思う。

○病歴は患者個人管即（診療手帳）として将来のカード化等に備える訓練を行う。少なくとも情轍
公開するために情報（カルテ等）の客観的評価に耐えうるものへの改善からはじめる必要がある

診療ガイドラインは米国でも数種の疾患（群）にしか整備されていないが、ＣａｎｃｅｒＮｅ
ｔのように良質のインフォームドコンセントを付傭したものもあり、活用されるべきである。

○インターネットの進歩・普及とアクセスの一般化・日常化によって、医療関連情報の流通は質・
量ともに予想を超える状況になるだろう。特に病院情報の開示を求める国民のニーズに応える方
法として定着し病院の選択にインターネットを利用することが、一般化・日常化するだろう。ホ
ームページの内容は原則的にプライベートのものとして規制対象となりがたい面があり、規制と
自由のいたちごっこが予測されるが日病としても何らかの見解・対応を迫られる問題であろう。
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(反対恵見）’

○ｌｘ旅機ⅡUの公〈!;規制級ｈ１や機能公I川は、、i↑的なﾂﾞ丙院の地域の信託に対する対応１円!lU)が十分であ
るか否かのllj)題であり、座告や機能評価結果で地域に医療機関の中身を知らせる等論外である。

但し、医療機関の情報公開の規制緩和のトレンドに対しては同意できる，

(仕方なし）１

○過度にならず、医療機関が節度を守って行うべきだろう。

(どちらでもない）４

○医療関係情報を保険者による情報提供の拡大により充実しようとすると、行きすぎたマネージド
ケアにより、結果的に医療の質の低下につながりかねない。一定の枠を決めての医療機関による
情報提供の拡大と、日本医療機能評価機構の活用（評価結果の開示でなく機能の提示と審査済み
の認定まで）が望まれる。

○医療機関のはしごは防ぐべきであるが、セカンドオピニオンの必要性も否定できない、医療磯関
は医療の質の向上とＩ．Ｃに努めるべきである。

○医療機関の広告は「客観性・正確性」を確保し得る事項は幅広く認めるべきで、医療の本体部分
についてはまだ広告に馴染まない、カルテの開示は現時点では不可。

○診療科目の自由を一定制限謀す（常勤・非常勤等）、広報活動における官村民卑の打破（マスコ
ミ・行政）、医療機関の広告規制の完全撤廃（逸脱は法的処罰で対処）

⑤その他

(意見として）

○多数のスタッフを雇用し、固定的資本投資を必要とする病院規模の医療施設と診療所の格差、大
きく異なる医療機関経営の地域格差（全国一律1点＝１０円制の弊害）等医療費財源の配分を再
評価すべきである。

○消費税を外税にすべきである。保険の自己負担増が論じられているこの時、給付率の引き下げよ
りこの方が効果的である。

○医療運営費と建築や整備に必要な資金導入システムとは制度として別にする必要がある。
○第二次医療圏単位に医療の質を加味した病床割当てをする必要がある。一次、二次、三次特殊病
棟を加味して必要病床数を決める（もちろん専門医・認定医を加えての病床規制）。

○コンピュータの利用、患者個人のデータの共有、病院情報等々のネットワークが必要。
○医師の卒後研修義務化および研修強化には賛成。医薬分業の推進を図るために、薬に対する保険
上の取り扱いを抜本的に見直すことも必要であろう。

○特定（特別）医療法人なりの条件緩和。
○介護施設への転換促進のため、更に規制緩和・助成・税制等考慮する。
○ソーシャルワーク機能の強化・ＭＳＷの養成（資格化等）
○インターネットのホームページ開設が急増している中、広告のガイドラインが必要。
○医療過疎地における医療機関には、特別の優遇措置が必要。
○市町村において「地域医療支援病院」内容を規定し援助育成が急務、現在の公的病院はほとんど
落第である。

○憲法が変われば国家・社会のあり方が変化すると同様に、医療制度が変わると国民医療のあり方
が変化する。それだけに医療における制度の変更は慎重でなければならない。今回の医療保険制
度の改革は患者自己負担の増額が中心であり、制度そのものの不合理・不公平の為に生じている
矛盾については、またしても見送られる結果となっている。特にわが国の医療の最大の特長であ
る優れたアクセスの良さがスポイルされる可能性が高いことにより、医療の質の確保まで困難な
事態になりかねない恐れがある。健保財政の改善を急ぐあまりに医療の木質が見失われることの
ないよう慎重審議を望みたい。

○昭和３６年医療皆保険が施行されたが、供給体制の質、量の基本となる問題を放置した為に膨大
な無駄遣いが行われていることを医師が何よりも自戒反省する必要がある。

－８４－
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①軽医療部分についての給付の除外や給付率の引下について
（賛成意見）７

●線引きが難しいが、ある程度は必要。

○除外・給付率の引下が検討されて然るべきである.
○原ＮＩＩ的には賛成であるが、鍼灸・マッサージ（理学療法とは別）
である。

○民間保険の導入すべきだ。

･漢方薬等についても含めるべき

（反対意見）１６

○軽医療費部分を除外することは、若年者や健康者は何のために公的医療保険に加入するのか、民間
保険のみで良くなるのではないか。

●そもそも軽重の医療上の判断は技術的に可能か、軽より、重につながる医事紛争の問題にも発展す
る。

●病気の軽愈は結果論である、給付に差をつけることは初期（早期）診断をそこなう。

○医療側として積極的に賛成すべきでない。
○軽症のうちに適切な医療が行われれば健康保持とコストの両面で有意義である、よってこの部を保
険給付から除外したり、率を下げるのはよくない。

○特に必要とは思わない、受診のルールで解決する問題である。（診療所第一選択、疾患による差別
か医療）

○行うべきでない。わが国の医療保険制度が世界に冠たる特長は何といってもそのアクセスの良さに
ある。軽医療ということばそのものが、医療の本質を見誤っている。目先の財政改善にとらわれて
むしろ財政悪化と平均寿命の低下を招きかねない。早期受診の機会を失わせるような間違った方法
をとってはならない。

（仕方なし）５

○保険経済の現状よりみればある程度のことは止むを得ないでしょう。
●給付率引き下げは止むを得ないが、軽医療の線引きが困難。

○薬剤給付のみについては了承できる。

（どちらでもない）４

○一番大切なのは国民の生命・健康の重要性に対する認識の向上計画が必要、その上で医療費の負担
に対して、自己負担部分が論ぜられると思う、一方生活保護法とか高齢者などに対する負担のあり
方（収入の多い人に対する助成の見直し）などについて制度として検討されてよい。

○特定療養費部分が増大して、結局民間保険に余分に加入するのと、現行の保険料の額を少しアップ
していくのとどちらがいいか国民の世論にはかってみるのもよい。

○老人保健は患者のコスト意識が全くない、定率負担も仕方なし、領収書に全体の額を点数でなくて
金額を記入、負担をいくらとしておけばコスト意識が出るであろう。

②室料、食事などの給付除外について

（賛成意見）９
●必要と考える、これを自己負担にしてういた金を技術料に。
●食事の一部自己負担は必要、室料差額は完全に自由化すること。

○狭義の医療費財源の確保・拡大のためには、段階的実施も肯定できる。
○特定療養費化すべきである。
○給食費１日９００円まで自己負担。

（部分的に賛成）１２

○室料は除外しても良いが、食事は現状の給付率を維持したい、疾患の治療に最低限の栄養的配慮は
必要である。

●全く除外するのでなく一定額までは給付、それ以上は本人負担、それぞれの病院の独自性を認める

べき。

○室料、食事については一般的には生活費（年金も含む）の中から負担してよいが、治療に関する部
分は食事処方菱料として設定する。
●食事については問題あります、個室代は自己負担で止むを得ないでしょう。

●最低でも特別食については給付すべきと考える。

○まず、他の介護施設との整合性を図リ、治療食については別。

－８５－



●全而的な給付除外には|M1題有。
○いきなり除外することなく、食Ｊ１｢の標池負担額筧111根拠的計算で実施していくことは、在宅医旅の
推進との公平化を弩･伽すれば当然である。

○生活アメニテイーの為の室料差額は受益者負担が当然であり、食事料負担については現状維持が望
ましい。もし増額するならば、その分はすべて食事の質の改善を目的とした診療報酬増額に転化す
べきである。

（反対意見）６

○食事は医療の一環という位置付けではなかったのか、室料が各病院で、バラバラでは混乱を招かな
いか。

○特室・個室については止むを得ないが、４人床以上の基本的室料は保険でカバーすべき。
○室料は入院環境料であり、食事も治療の一部である。

（仕方なし）５

○室料の基本的なものは入院環境料として保険負担、食事の負担と高級室の負担は止むを得ない。特
定医療法人は個室料を制限されているが、ずいぶん古い時代のもので訂正して頂くことも必要では
ないか。

○考慮のうちに入れるべきか。
●段階的に行うことは止むを得ない。

(どちらでもない）

③検査についての給付のあり方の見直しについて
（賛成意見）１７
○用手検査の技術料をもっと上げるべき。
○ＣＴ，ＭＲＩなど機種のグレードはいろいろあるのに、保険点数は一律である、段階あってしかる
べき。

○権威ある検討研究機関を設け検査の具体的な効率化（経済性を含む）を指導するシステムを設ける
○迅速検査報告システム（外来当日結果報告）や、病棟派遣検査技師の活動に対する診療報酬上の評
価が取り入れられてよいと思われる。適切な検査でも施行して反ってマイナスになる取り決めはよ
くない。

●疾患別検査の在り方について検討し標準を決め、それ以上は自己負担としてもよい。

○必要なものは給付すべきであるが、問題は高度医療を提供している病院が、機能をフルに利用して
必要性の少ない検査までやったり、大学病院が行う教育的．研究的部分にまで保険給付することが
問題。これらは文部省の予算措置と考えるべき。

●丸め方式も止むなし。

○所謂まるめは推進すべきであるが、．・メディカルスタッフの人件費の低下にならないよう配慮が
必要。

○現行のまるめで止むなし。（ただしマンパワーを要するものと機械化．合理化出来るものとは峻別
のこと）

○特別の検査は自費も認めてほしい。
○差益依存を排除する為にも医療機関の性格に応じた給付を認めるべきである。

（反対意見）４

○検査は診断における重要且つ欠かせない部分で、これが給付外になれば、医療保険の意味は全くな
くなる。

○現状からみて見直しの必要は認めがたい、それより医療監査や医療訴訟などで医師の診断より検査
結果を重用する風潮の是正が必要であろう。

○診断の正確さ維持と医学の進歩の活用の意味で給付制限に反対。
○必要な検査について患者が経済的理由から潟路する事があれば、健康保持と、その後のコスト高に
つながり、給付はこれまでとおりがよい。

（仕方なし）２

○必要性の高い検査のカットがないことがポイント。

（どちらでもない）１

○重症者と軽症者では異なるでしょう。

－８６－



④混合診療の禁止の緩和や特定療養費の弾力化・拡充について
（焼成意見）２３

●慰者の状態によって「より良質な医療材料」を使用しても現状では保険で認められないことが多い
○方向としては大賛成、しかし基本的医療とそうでないものをどこで線引きするか、貧富の差別を大
きくしないこと。

●受診者のニーズはいろいろであり当然。

○患者の負担も軽くなるので賛成。
○国は財政が悪くなったから患者負担を増やす、患者の選択する権利も認めなければいけないと思う
入院患者に保険外診療を行なう場合はその行為をレセプトに自費として記入し、明らかにしておく
とよい。

○プロフェッショナル・フリーダムの考え方は医療の本質であるので規制緩和は当然の方向であると
思う。償還方式とすれば問題は解決すると思う。

○広報と、公開と評価の保証のうえ、拡充して可と思われる。（情報の独占化では実験医療の敗雇が
心配）

○混合診療の禁止の緩和に賛成する。患者及び家族の理解と納得による賛同が必要であり、特定療養
費の弾力化や拡充は十分に理解を得た上で行うべきである。ただし財政改善を目的にした発想から
医療保険制度の根幹にも触れるような増幅はさけねばならない。

○特定療養費のベッド数による規制は反対。

（反対意見）６

○緩和される内容によっては金持ちのみが高度の医療を受けられるという状況が助長される恐れあり
わが国の医療保険制度のもっともよい点が抹殺されるので、まずはアメニテイー部分から検討され

るべき。特定療養費は医療費削減の発想だけで気軽にこの部分を増大させるべきでない。
○国民皆保険のもとでのアクセス・フリーに反するので反対である。

●患者の貧富による医療格差の拡大を招く恐れがあり、医療保障制度の根幹を揺るがすことである。
富者の論理に迎合すべきでない。医療保障の原点は弱者への救済である。

○個別閉鎖型医療機関で医師の専門性、研修システムが盤附されずに、更に医療の客観性を伴わずに
自由診療を0柵すれば、提供された医療の質も含めて著しい混乱が生じるため慎重にするべきであ
る。特定療養費は限定すべきである。

（仕方なし）３

○特定療養費の拡大は止むを得ない。
○混合診療の限界の明確化、特定療養費についても金額の明確化、低所得者層に対する減額措置の検
討が必要。

○必要な医療の規制にならないこと。

（どちらでもない）２

○明確な基準と情報公開が必要、慎重な検討を要する。

⑤高齢者の長期入院患者に対する給付の見直しについて
（賛成意見）１４
●若年層の負担をこれ以上にすることはできないのではないか.

○一般に６カ月以上の入院は療養型か老健並の診療報酬で良いのでは。
○病状が安定すれば介護保険の適用を。
●逓減制も止むを得ない。低所得者に対する配慮が必要。

○社会的入院と同様に対処すべき問題である。入院期間の国際比較上の問題とも関係するが、わが国
の平均在院日数は、外国のナーシングホームへの収容に値する入院期間も、福祉政策（ゴールドプ
ラン）の遅れによる社会的入院によって長期化している。

●定額制でよい。

○医療入院か、介護入院かを含めた入院内容の評価を行った上で給付の見直しを行う。

（反対意見）８

○疾病の治療のためなら、入院の長短は仕方なし、疾病以外で入院するのはおかしい。
○昭和４８年老人医療無料化のときの男子の平均寿命は７０才であった、現在７６才になっている
ことからも７０才以上を無料に近くしていることは問題あり。

○後方施設の整備が不十分なため、長期入院が存在する、これは行政の責任であるにもかかわらず
逓減性により病院にペナルテーをつける。

○高齢者だからといって一括して扱うことには疑問がある、療養内容によっては介護への移行を図る
ほうが先決。

－８７－



○111>(挽J(Ｉ病床昨神については反対である。
●１，１齢化が進む－ﾉﾉな0)でlと101人院化はIl1むを１１｝ない、柳IiI1jul院をさせらｵLても行くＵｈ(ﾉ)ない老人を
どうするかが１１１１Mmである。

（仕方なし）２

○公的介護保険を睨みながら。
○逓減制にするべき。

（現状維持）２

○現行のままで十分

（どちらでもない）４

○長期入院が在宅医療に比べて費用（労力）負担が少ないかぎり、在宅医療は促進しないと考える
高齢者在宅医療システム（受皿）の充実が先ず大切である。

○保健、福祉、介護などの整備と歩調をあわせ徐々に解消されるべきもの。
○療養型病床群、老健施設と介護保険との関連において検討すべきである。
○長期入院患者とは何日以上の入院を言うのかを明確にすべき。２カ月以内に急激な逓減制度を儲け
るべきではない。６カ月以上は長期と考えて良いのではないか。そうした患者に対しては納得でき
る施設の整鯛とこれを補完する制度の拡充が必要である。

⑥診療所からの紹介がない病院受診の際の患者負担の強化について
（賛成意見）６

○患者の大病院志向と情報提供の推進により、特定機能病院の外来機能はマヒ状態である。いつにな
ったら検査や入院が可能になるかわからない状態と聞くに及んでは、必要なことと考える。

○特定機能病院など、地域支援型病院以上の患者紹介に対応する設立目的を持った病院については、
公平な受診のあり方からしても患者負担の強化は考えても良いのではないか。

（反対意見）１８
●２００床以上の病院でも特定療養費を徴収していない施設が多い、初診患者の減少を恐れる。入院
だけで病院経営ができる現状にない。

○診療所の診断が適切であれば問題ないが、紹介された時には手遅れということも聞く、患者負担を
大きく強化するには反対。

○基本的には紹介の有無で費用負担が変わるのは疑問。開業医師（かかりつけ医師）体制の見直し、
病診連携機能の質と経済性の見直しが必要。
●これにより患者を病院へ行くのを阻止せんとするのは誤りである。

○行政介入である、合理性がない。
○今の５００～２０００円くらいでは、あまり効果がない。
○病院と診療所の経営形態を含めた機能の明確化が先で、非紹介患者の負担強化では真の病診連携は
図れないと思う。

○ペイシェント・サテイスファイに反する医療機関の選択は患者に自由である。
●全然意味がない。何らの効果もない。
○病院は地域の要請に立脚そて存在する、地域の特性や病院の特性を無視して十把一からげに病院は
入院、外来は診療所と概念を規定してはならない。

（仕方なし）５

○どうしても必要であるなら、特定療養費部分の額は病床数別にでも分けて一律に決定してもらうほ
うがよい。

○料金の規定が無いので各病院ばらばらである、この料金の額によってある意味では病院のランク付
けとなるとの意見もある、統一できないか。

○診療所と病院の機能分担を明確にする上にも、ある程度は仕方なし。
○地域性を考慮し、一律には問題か。

（どちらでもない）４

●病院にとって入院で経営できる診療報酬体系が必要。
○現在の特定療養費の患者の流れの経過をみてから。

－８８－



⑦現金給付のあり方についての見直しについて
（賛成意見）１１

○高額療養費の還付とか、－部健保組合からの還付金には何らかの制限がほしい。
○現金給付の適応と審査要否の見直しは必要かもしれないが、適用範囲の拡大には反対である。
○廃止の方向へ。

○医療保険にて待つのが適当か（埋葬料等）検討の必要あり。
●医療外の現金給付は見直すべき。
○材料費は保険適用とすべし。

○年々医療機関における公費助成費請求事務が増加してきており、病院側に新たな事務負担をかけな
いような制度に改革願いたい。

○全て保険給付が望ましい。現金給付はそぐわない。

（どちらでもない）５

○病気にならなかった人、老人を家族で看る人の給付を考えるべき。
○企業の健保組合の問題と考える。
○国民皆保険制度下ではむつかしいでしょう。
○試行錯誤の段階であろう。

（反対意見）１

○現金給付は避けられない。現金給付をしないと給付の不公平感がでてくるし人的な面でも無理。

(仕方なし）１

(現状維持）３

(どちらでもない）１
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ア．老人保健制度の見直しについて

（賛成意見）２１
●全ての老人を弱者とみなし、現状の老人保健制度を維持し続けるには限界にきている。

○行政窓口の違いなど、1人の老人を中心に何が必要かを考えて制度の見直しが必要である。
○老人医療制度（６５才以上）は別枠で介護制度同様一本立ち、将来的には医療保険の一本化。
○来るべき高齢化社会を考えると老人保健制度は国民全体で支えるシステムの開発が必要．
○高齢者を対象にした独立の保険制度を考えていく必要あり（対象は７０才以上）。
●介護保険との絡みで当然見直しは必要。

○老人保健が国保本人の３倍である事実を認識すべきであろう。
○納税額による対象者をもっと厳正に、適正化すべきである。会社の重役や高額納税者番付けに載
っている人までが老人保健の被保険者に該当している。

○現状は老人病院、老健施設、特養の内情（患者．介護）に余り差がない。療養型諸施設体系全体
の見直しが必要で、その中で老漣制度も検討し直すべき。

○国家予算と自治体予算の拡大が必要。
○高齢退職者等の被用者保険、国保への継続加入の原則の下財源調整。
○「老人保健制度」から「老人保険制度」への転換か、今後その是非については大いに検討すべき
であろう。

○賛成である。老人で医療を必要とする場合は医療保険でカバーできるが介護面は介護保険を転換
するべきである。

○無料かは反対。

(反対意見）１

(仕方なし）１

○自己負担を増やすという最も安易な解決に短絡しないように。

(現状維持）２

○現行制度は基本的には維持されるべきであるが、主として介護を必要とする場合の取り扱いを受
益者の立場で解決してほしい。

－８９－



(どちらでもない）３
○老人保随と介護保険は切ってもぎれないが、老人にも急性疾患はあり、それは一般の保険でみる
必要がある。一般医療を老人だからといって差別しているのはおかしい、是非改める必要がある

○人間は誰しも歳をとり老人になる。若い世代は老人をまるで別の人種のように認識している。そ
うではなく老人は自分たちの明日の姿であり一度は通らねばならぬ関門であることを認識すべき
だ。これを老人問題を考える視点とし、老人保健制度の見直しは老人だけの問題でなく、国民全
ての問題として取り組むべきである。

○老人を何才で区切るのか、また老人にも種々あると思う、働いている老人・裕福な老人等。

イ．被用者保険制度の見直しについて
①保険集団のあり方の見直し（健保組合の適正規模への見直し、財政調整等）について
（賛成意見）２０
●個々の健保組合は企業等の福利厚生のニュアンスが強く、余剰金で休暇施設等を建設したり、組合
によって付加給付もあり、格差がひどい、見直しは絶対必要。

○保険者間にて保険の一本化に向けて財政調整を話し合うこと。
○保養所は果たして必要か、無駄あれば省くべきである。
○この問題は保険請求方法との関係を含めて考えてみたい。それによっては、健保組合のリエンジニ
アリングが十分図れるものと思われる。

●健保組合の統一化を図ること。

○被用者保険制度の基本的な問題の一つは、被保険者は勿論、保険者さえも他の保険者集団の実態や
相互格差についての認識がほとんどないことである。給与同額なのに、被保険者が支出する保険料
に３倍の格差がある例があるのも知らない、不公平も甚だしい゜

○保険集団の再編成が必要である。

（反対意見）１

○適正規模への拡大により、保険者がすべて力がついたところで、医療機関選定機能を持たせ、将来
的にはＨＭＯやＰＰＯ的制度を導入するつもりではないのか。保険者が大きな力を待って支払いに

権限を発揮することは、現在の損保会社が値切る自賠責と同様なことが考えられ、要注意事項と考
える。老人拠出金の増大で健保財政が赤字傾向になっていることは、行政の失政であり、別途方法

を考えればよい。

(仕方なし）１

（どちらでもない）１

０－本化が将来方向として認識されているが、それによって、ＤＲＧ方式が導入される結果を伴うで
あろう、その点を医療サイドから検討しておく必要があろう。

②標準報酬制の見直しについて

（賛成意見）９

○標準報酬の算定範囲をドコまでにするかについては検討する必要がある。特に介護保険制度が発足
する際には必要になるであろう。

○上限が現行は月収の９８万円になっており、１５０万円の者も９８万円の者も保険料は同額（不公
平）

Ｏ標準報酬のみで保険料確定するのではなく、扶養家族等呆険でカバーする人頭も加味すべきではな
いか。

○平均標準報酬月額において、健保組合と政管腿保との間は全平均月額６万円の差がある。制度間
の保険料率の見直しが必要。単独組合間でも最高６６万｝最低２０万円、その差は４６万円とい
う格差がある。最高限度額の引き上げも必要である。

○報酬の多少による適正保険率の導入等抜本的改蘋が必要で‘る。

（反対意見）２

○サラリーマン増税になるので反対。取りやすいところからばかり取るのでなく、税の公平化がはか
られていない現行制度を改善すべきことが先決。

○必要とは思わない。

（仕方なし）４

○賞与についても１～２％徴収するようになる。
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（現状維持）３

○不可能であろう。

（どちらでもない）４

○健保制度を必要最低限の医療の標準化とした場合、患者の選択性に応じた自己負担制導入の必要が
あると考・える。

○標準の決め方が難しい。

③被扶養者の位置付けの見直しについて

（賛成意見）８
○家族は本人より負担増にするのがよい、ただし１５才以下、６５才以上は別枠で。
○個人を－単位とした保険制度を基準とする。この場合被扶養者の保険料の負担は扶養者が責任を持
つことにする。こども３人以上の助成制度を考える。

○一率負担が望ましい。
○方法により賛成。
●保険料の多少の加算は必要か。

○二本建て賛成。

（反対意見）３

○高齢者保険制度を別に考えないで現行以上に厳しくすれば、働かざる者医療を受けるべからずにな
りかねない。

○当面必要あると思わない。
○敢えて新しい位置付けや見直しは行なわず問題を複雑化することは避け、現行通りで良いと考える

(仕方なし）

（現状維持）７

○いまのままでよい。

（どちらでもない）１

○年金制度に準拠し、将来は保健・年金・医療・福祉の一体化を図るべし。

④任意継続被保険者制度の見直しについて
（賛成意見）９
●国保の切り替えに見直すべきであろう。

○医療機関にとっては複雑であるし、国民にとっても社保、国保の両方に加入が必要であり検討して
ほしい。

○特定退職・被保険者制度を全ての健保組合と政管健保に拡大する、即ち現在特定健保組合は９０あ
るが、それ以外は退職後２年しか任意継続できない、全てのサラリーマンが一生同じ保険に残れる
ようにする。

○退職者保険制度が失政であり、まずはこれを全て「特例退職者制度」と同様とし勤続年数に応じて
保険者が被保険者期間を延長するような制度にすべし。

（例えば３０年勤続者は退職後１０年間はそのまま被保険者になれる竿）
○原則的には次に移った先での保険・保健の対象とするべき。
○期間を短縮し、受診による請求事務を軽減する。
○継続期間も含めて再検討されるべきである。

（反対意見）４

○もつと推進したほうがよい。
○この制度により救われている退職者が多い。健保制度間の不公平な格差を拡げないためにも現状の
まま見直しをせず、存続するほうが望ましい。

(仕方なし）

（現状維持）９

●任意継続は必要で、多くの退職者より感謝されている。

○保険料率のアップで対応し、これまでいじらなければいけないのか。
（どちらでもない）
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ウ．国保制度の見直しについて

①保険者の資によらない保険料格差の是正について
（賛成意見）１９

●もう少しなだらかな格差でよい。
○被保険者の収入の正しい把握、保険料未収など、より適切な対策が必要。
○高齢者に独立した保険制度を考えることが条件にて基本的には是正を図ることに賛成である。
○基本年金番号で徴収漏れをなくしては。
○退職者医療保険制度を特例退職者制度と同様に見直すことや、保険料徴収方法の改善、保険者の特
定方法、自営業者の税制改正等により、財政状況は改善すると思われる。

●できるだけ一律の同率に近づけるべき。

○大都市・都市部・郡部・離島僻地、地域住民の所得差、大企業の存否等により、国保の保険料には
驚くほどの格差がある。全ての健保制度を通じて言えることだが、国民の所得額に応じて保険料は
同額に近くなるように工夫が必要である。その意味で国民総背番号制に賛成する。

●早急に是正するべきである。

(反対意見）

（仕方なし）２

○どうしようもなければ公費（税金）負担分を大きくするしかない。

（どちらでもない）４

○高収入者、保険料高負担の原則は必要と思う。
○保険者の徴収努力が弱い。徴収努力を強化すれば赤字を解消できるところは増えるはずである。
○国庫補助の有る無しについて技術的、財政的に困難があると思う。

②広域化等による小規模保険者の安定化対策について
（賛成意見）２０
●広域化は必要、安定化対策と行政の簡素化につながる。

○地域格差の是正が条件にて賛成
○国保連合に移管しては。
○医療保険制度は全国民の為に存在する制度である。特定の市町村や保険団体の為に存在するのでは
ない。不合理、不公平、不平等を回避するためにも賛成する。

(反対意見）

（仕方なし）１

○その前に大企業健保組合の運営について内容（福利厚生費として使用等）を見直す必要があろう。

（どちらでもない）２

○保険者の徴収努力が弱い。徴収努力を強化した上で、止むを得ない部分是正策を考える必要はあろ
う。

○高齢化率の高いところは、若人が進学・就職等にて都会に出るため、年々高齢化率は高くなる、も
っと根本的な改革が望まれる。

③市町村国保及び国保組合の国庫補助（定率負担及び調整交付金等）の見直しについて
（賛成意見）１８
●広域化による安定が先決で、然るのち現行の国庫補助を考える。
●医師国保についての助成には問題がある。

○広域化を図り、高齢者対策を策定した上で、国庫補助を見直すべきであろう。

○当該市町村及び国保の所得を的確に反映した補助金にする。国保組合に組合員の確定申告書を毎年
求め、それにより調整補助金を交付する。

○増加の方向で見直すこと。

○国民の自由意志により加入先を選ぶことができない制度である.差別のないように見直しは当然な
さるべきである。

○国庫補助の縮小を図るべきである。
○国庫補助の拡大を図るべきである。

○負担率を元の４５％に戻すべきである。

－９２－



(反対,葱lil）

（仕方なし）３

○行政判断に委ねる。

(現状維持）１

（どちらでもない）’

○保険者の徴収努力が弱い。徴収努力を強化した上で、止むを得ない部分是正策を考える必要はあろ
う。

④年金受給者の保険料負担の見直しについて
（賛成意見）１７
○人ljriVl1l、所得荊を考えてよい。
○老人はすべて老人医療保険に加入し、年金から自動的に徴収する。
○年金受給者と生活保護法によって生活している人たちの生活性（年金十高収入のある人／生保で生
活にゆとりのある人）について見直した上で、保険料負担のあり方を検討すべきである。

○介護保険として負担することはよい。
○１割でコスト意識がｌｌｌると思われるので１割でよい、但し低額者の年金からはとらないほうがよい
２割以上になれば受診制限になる。

○老人保健制度の見直し同様、ある程度の負担を要求する公的

○定率負担の精神の下、改善。
○医療保険制度は相互扶助の精神をもって、１億国民が１億国民を支え合う制度である。また国民所
得のi'7配分が可能な制度でもある。保険料負担の不公平は可能なかぎり回避することが望ましい、

見直しに賛成である。
●介護保Ｉｌｊｔとl司機年金から徴収する。

○是非とも行わなければ、不平等が生じている。
○年金以外の所得を勘案した負担の見直し。

（反対意見）２

○老人保健の対象者が多いこの層の人々の保険料負担は好ましくない。
○負担軽減すべきである。

（現状維持）２

○将来的に見直しは必要であるが、改悪への方向付けはしないこと。

（仕方なし）５

●ある程庇は止むを得ない。

○余り高額とすべきでない、国会を通らないだろう。

（どちらでもない）１

○将来の年金財政との関連及び老人保健制度を考えた上で、流動的に対応する必要がある。
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ア．患者負担の見直しについて

①高齢者の患者負担の定率化（１割、２割）について
（賛成意見）７

○受益者負担でよい。
●所得に応じて。

○１割～所得によって２割。
○３割負担、外来と入院（期間を区切る）別立てとする。
○税負担、保険料負担を総合して判断することが前提。

（賛成意見、１割）１８

●定率化は必要である。現状の負担金は廃止。
●止むを得ない。

○高齢者に独立した保険制度を考える。
○定率化に条件付で賛成する。老人の年間平均医療費は、その他の約５倍に達する。
とした場合でも年間５万円の自己負担となる、２割負担には絶対反対。

○高額療養費は現状より引き下げ５万円。

老人を仮に１柳I

(賛成意見、２割）１

（反対意見）１

○窓口での患者負担の増額は診療機会の抑制につながるので保険料率を見直しすべきだろう。

（仕方なし）４

○０といっても１割になってしまうだろう。

(どちらでもない）

②被用者本人の患者負担２割について

（賛成意見）１３

○高額療養費制度の堅持を条件に。
○税負担、保険料負担を総合して判断することが前提。

（反対意見）４

○一挙に２割はよくない、差し当り１．５割として段階的に進める。
●窓口での患者負担の増額は診療機会の抑制につながるので保険料率を見直しすべきだろう。
○本来ならば健保本人は保険料率のアップで対処するのが筋だと考える。

（仕方なし）１５

●高度、高額医療の対応が別に考えられていれば２割はやむをえない。
○特別療養費（給食費、その他）でカバーして１割をキープすべき。

(現状維持）１

（どちらでもない）１

○本人は１割負担にて、薬については２割負担とする。

③全ての若年者の患者負担２割、入院２割外来３割又は３割について
（賛成意見）５

○税負担、保険料負担を総合して判断することが前提。

（賛成意見、全２割）９

●受診抑制につながらないようにすべき。

（賛成意見、入院２割外来３割）４
○同時に高額療養費の額を適正化する。

－９４－



(賛成意見、全３割）１

（反対意見）７

○一挙に２割はよくない、差し当り１．５割として段階的に進める。
○若年者の疾病は急性期疾患では特に高額な場合もあり、民間保険等のカバーがなければ、この数字
には耐えられない。

●窓口での患者負担の増額は診療機会の抑制につながるので保険料率を見直しすべきだろう。
○まず第一に患者（受益者という名目）負担増で対処という筋書きに反対する。まず制度間の不公平
を是正することなく制度改革には手を付けず、またもや受診抑制に直結する安易な方法で解決を図
る場当たりリ的な手法に反対する、医療保険制度は何の為にあるのだろうか。

（仕方なし）３

○悪い案ではない。

（どちらでもない）２

○年令で分ける合理性があるか。
○若年者悪性腫瘍手術例、合併症例について試算されたし。

④薬剤にかかる患者負担３割又は５割について

（賛成意見）５
●低所得者に対する配慮が必要。

○医薬分業を前提として負担率については工夫を要するが、方針には賛成。

（賛成意見、３割）’’

○特殊薬剤は除く。

(賛成意見、５割）１

（反対意見）７

○安直に薬剤費抑制と政府財源負担軽減を考えた愚策、行政としての責任回避的発想が憤りすら感
じさせる。

●薬剤のみを取り上げるのではなく、全体の自己負担の中で考えるべきである。

○とんでもないこと、抗癌剤、白血病等高頓な薬に依存する患者に５割負担は不可能、保険の意味が
まったくなくなる。

●窓口での患者負担の増額は診療機会の抑制につながるので保険料率を見直しすべきだろう。

○薬剤にかかる患者負担を３割に設定することにより、約１兆６千億円減が保険収支の上で見込まれ
患者の薬剤に対する原価意識を持ってもらう意味もあるという、狙いは受診抑制・薬剤投与抑制に
ある。医療の現場として賛成できない。

○効果のないゾロ新の薬を多量に認可し、使用する仕組みにメスをいれないかぎり本末転倒である。

(現状維持）１

（仕方なし）２

○医薬分業を推進することを条件に、医薬品の種類に応じて、外来での患者負担を上げることは止む
を得ない。

（どちらでもない）５

○２割負担でよい
○１～２割がよい。
○軽医療・ＯＴＣ市場類似品を給付外とする方法がよい。

⑤①～③について④と組み合わせた場合について

（賛成意見）１１
○給付率を単純化してほしい。
○３割が上限。
○総括的に自己負担の導入（公平化）を考える必要があろう。
○老人は定率１０％、薬は１５～２０％負担がよい。
○老人１割、本人・家族２割（入院）、３割（外来）が限度。

－９５－



○ﾀﾄ来の薬剤費負担噸は、その他の費用とはBllに定めてもよいのでは。
○２割
○薬剤のみ３割、他は２割までを限度。
○薬の値段が高すぎて、薬価基瀧を廃止してからに。

（反対意見）４

○「まず国民の負担ありき」ではあまりに短絡すぎる。同じ減反政策でも農林水産省や通産省方式の
業界育成を図る方式を参考にすべき。

●窓口での患者負担の増額は診療機会の抑制につながるので保険料率を見直しすべきだろう.
○国は「医療保険財政改善の為の国民負担増は、税金鋼か、保険料増か、患者自己負担増によるしか
ない。３社のうちどれを選ぶかだ」と半ば脅迫的な言葉で患者負担増を国民に迫る。これでは結果
的に弱者に対する増税でしかない。

(現状維持）

（仕方なし）５

○時代の流れとしては止むを得ないが、患者にとっては痛い、国も保険者も痛みを分かつべき。
○定率も止むを得ないが低率で。

（どちらでもない）２

○①～③をとり入れた場合には④は不適当。
○一考の必要はある。

イ．薬品の適正使用と薬剤費の適正化の観点からの薬剤に係る給付の見直しについて

①医薬品の種類に応じた給付率格差（－部給付除外を含む）の設定について
（賛成意見）１２
●適切に行われれば賛成。

○特に高額薬剤の給付は厚くすべきであろう。
○全保険で現在より１０～１５％アップした負担がよい。
○低所得者への配慮が必要。
○給付か給付外かいずれかの選択。
○余りにも薬を信じすぎる傾向の是正の為必要か。

（反対意見）１３

○一律にしてほしい、例えば、長期投与の薬剤は薬品名と適応疾患の二重規制があり、臨床の場で余
分の配慮を必要とする。

○薬価も下がってきたことでもあるし、保険請求事務をこれ以上複雑にすることは避けて他の方法を
考えるべきである.

○不適当、保険財政を問うなら、薬価基準の段階で手をつけるべきである。
○薬剤は数量調整の必要はあるが、必要不可欠の物に差別をしてはならない、安価、高価に関係なく
治療の一貫であれば人の命にかかわるもので同じである。

高価なガン薬等で予後効果がはっきりした薬で、更に副作用を押さえる薬に対し、それを望むなら

患者自己負担を増してもよいのでは。

○一部を給付除外とする以外は、ドイツ・フランス方式的給付率格差は治療薬開発に対する薬効によ
る選別がなされることになるので認められない。包括化以外事務処理も何かと煩雑になる。

●煩雑であり反対。

○薬価をもっと引き下げてから考えるべき。
○試みとしてはありえるが、果たして適切なＬｅｂｅｌに止まるかどうか疑問である。

（仕方なし）１

○まず薬価の適正化を図るべきで、次にＩ．Ｃによって患者の選択に任せるのもある程度止むなし．

（どちらでもない）３

○フランスのまねか、理屈にあうが複雑にならないか。
○医療費の患者負担の問題と切り離して論ずることには賛成できないが検討する必要あり。

－９６－



②参照価格制度の導入について
（賛成意見）２

（反対意見）８

○自[il主義経済の原則は売る側、買う側にもあってよい。
○はっきりしないので反対である。

○新薬の研究・開発が阻害されたり、新薬やブランド品の使用が一部の患者に限られる可能性あり、
賛成しがたい。

○むしろ薬価算定手順に第３者的チェック槻榊の創設を提唱する。

（仕方なし）２

○ドイツ方式の導入が一策か。

（どちらでもない）２

○方法論が問題である。
○日本の薬価が欧米と比べて高い傾向にあり、その是正とともに実施するならば実行があると思われ
る。ただ、輸入品等のパテント品、ピカ新薬への対策は一考を要する。

③償還制度の導入について

（賛成意見）２

（反対意見）１８

●煩雑になるだけ、薬剤を査定された時の払い戻しが必要となり、さらに面倒である。
○時期尚早である。
○是非禁止してもらいたい、抵抗はむつかしいと思うが。

（仕方なし）２

○同一薬でも医療機関により購入価格が異なり、その結果患者に不公平が生じる可能性があるが、内
服・外用薬については導入してもよい。

○一般的には反対しない。

（どちらでもない）２

○一法か
○患者のコスト意識が強くなるが、医療機関の事務量がかなり増えたり、支払いを償還という手間が
かかるので議論が必要。

ウ．保険料負担の引き上げについて

（賛成意見）４

○医療保険財政の改善には第一に保険料率のアップが原則である。保険料負担は全国民の間に著しい
不公平と格差がある、まずこの是正から出発するべきである。

（反対意見）９

○平均的成人給与所得者の負担をこれ以上増加させることは反対である。
●消費税を引き上げ、更に保険料を引き上げることには納得できない、その前に行なうべきことが多

いと考える。

○大学病院の教育・研究部分相当の治療費は別の予算とすることや公金による予算運営で成り立って
いる公的病院への給付方法の改善等によって国民医療費の削減を図りつつ、一方では国民皆保険制
度の見直し（改善）と福祉政策・年金制度との一元化等を考慮しながら、安易な保険料負担に走る
べきではない。国民的コンセンサスを得る努力が必要。

●直ちに行うべきでない。

○現在のままでは必要だが、併行して診療報酬体系の簡単化・行政改革とか、やることは山ほどある
○消費税の一部を目的税（医療・福祉）として活用すべし。

（仕方なし）１０

○保険経済が成り立たなければ引き上げざるを得ない。
○仕方のないこと、賞与よりも１～２％とる。
○保険料を８．２から８．４％に戻すということか、健保法の上限９．４％まではまだ幅がある。
○ある程度止むを得ないが、介護保険が成立すれば両者の合算であることは当然。

－９７－



(現状維持）１

（どちらでもない）６

○国民全体の問題として当然考えられるべき。
○保険医療を必要最低の標準性とし、患者の選択性の自己負担の導入。
○場合による。
○結局民間保険に余分に加入するのと、現行の保険料の額を少しアップしていくのとどちらがいいか
国民の世論にはかってみるのもよい。

○保険料引き上げと給付率の引き下げを関連させて検討する必要がある。
○保険者は被保険者の健康管理に積極的に取り組む必要がある、自己管理のできない者（アルコール
肝炎等で入退院の繰り返す者）に対し保険料の引き上げ、保険証の取り上げも考慮しては。

Ｅ＿言会ﾌﾞｦ美幸反酉州ｲ本ラテミニ芋s○つ屍Ｌ直し０ニマつし、_て

①診療報酬のあり方の見直しについて

（賛成意見）２５
●明らかに赤字となる医療行為が存在している矛盾を解決すべきである。
●点数表が６００ページもあり、もっと単純明快にしてほしい。
●抜本的見直し、特に技術料、マンパワーに評価を。
○国公立病院の総枠予算制度は見習うべきだ。
○地域によっては一部包括化もよいのでは、同一疾患での重複受診はさけるべき。
●技術料中心にすべし。

○マルメを多く取り入れすぎ医療水準の低下を招かない配慮してほしい。
特定療養費の拡大は医療費削減の視点に偏らないように６

○包括払いを選択できるようにする、保険者と医療機関の価格交渉。
○診療所等の外来診療における慢性疾患は包括化は考慮してよいが入院医療を包括化すると、不採算
疾患の治療拒否につながりかねず反対。

○原価保障を原則に。
○地域格差の導入は、病院連替えを円滑にするため診療報酬におけるストック分とフロー分を区別で
きないか。

○医療本来部分（急性期）は出来高で行なうべきで、療養型病床群等（慢性期）は包括・定額でよい
○物、差益依存型の内容であり、出来高払い方式も含めて根本的に見直すべきである。過去１０年間
の診療報酬指数は４％しか上がっておらず、医療費の６０％強もの増加との乖離を重視すべきであ
る。薬剤費、輸入医療消耗品規制等による医療費の異常構成について抜本的改革、規制緩和を伴わ
なければならない。

○真面目に真剣に医療に取り組めば取り組むほど、赤字要因が増加する診療報酬制度の改善を望みた
い。「不採算医療」という言葉が国民の常識になるような診療報酬の存在を改善すべきだ。

○病院と診療所の診療報酬体系を分けること。病院はマンパワー、イニシャルコストを軸とした体系
に組み替えてほしい、病院の増改築等は診療報酬外で組み立て、予算化すること。

(反対意見）

（仕方なし）２

＃○将来ＤＲＧ制の導入は避けては通れない道と考え、医療サイドでの検討と認識の浸透をいま
から準備しておく必要があろう。

（どちらでもない）３

○世界に冠たる良い診療報酬制を誇りにすべきである。

○国民が買物をするのに現行出来高制では、治療が終わってみないといくらになるのかわからない、
いくら用意して入院すればよいかくらい示せる制度に改善すべき。

○社会的入院とは期間ではない、この点を配慮したものにしないと、３カ月で一律に退院させるよう
な制度となる。

②薬価・薬価差のあり方の見直しについて

（賛成意見）１３

○公的医療保険制度により極端に保護されている医療関連業界の制度的温床が各種の差益にあると
すれば、医療界は一時的出1ｍを覚悟してでもそのあり方を見直すべきである。

－９８－



●l41111111i梢制に。
●簾hIEをＯにして技術料に振り替える。

○現行の薬価設定はメーカーの保護に傾き過ぎ、長期的展望に立てば、医薬分業を条件に、薬価基準
制度廃止も検討しては。

○直ちに医薬分業を行い、薬価を引き下げる。
○適正薬価２０％、保険薬収載が多すぎるところに問題有。
○薬価決定の公開、評価の厳守。
○適正な調剤料、処方料があれば薬価差Ｏでもよい。

（部分的賛成）７

○薬価は高すぎる、ＭＲもこれを勧めるので困る。薬価差は現状でよい。流通経費、破損、在庫経
費、人件費等を考えれば、限度である。

●薬価は見直し必要、薬価差は行政の関与すべき問題ではない。卸（メーカー）と医療機関との問題
である。

○薬価基準を廃止すれば良い。

（反対意見）９

●自由経済の原則は維持しておくべきと考える。
○薬価差はあって当然、むしろ出来高払いに問題有。

●ＯｎＣｏｓｔは当然のこと。差益なくしては銀行、デパート、中小企業は成り立たない。

○流通近代化政策を策定する段階で、「薬価差は逓減させながら技術料に振り替えていく」という約
束がいつのまにか置き去りに去れた結果、薬価差のみが減少したが、メーカー主導の価格維持政策
は残されたまま「メーカー１人勝ち」ヘと推移した。Ｒゾーン１０％は、１人勝ちが改善されるま
では死守すべきである。

○院内与薬では、やはり諸経費はかかるので、これらを加味した時代にあった適正薬価差は必要であ
る。

○薬価差は悪ではない。国公立病院では赤字解消の主役を担い税金費消の縮減に役立っている。民間
病院でも貴重な財源として患者・職員に還元され適正な医療の資源となっている。

○諸外国にも薬価差があることを忘れないこと、経済活動として当然、日本の薬は高い。

(仕方なし）

（どちらでもない）２

○薬価差は薬価の引下により自然に解消する。
○薬でもうからないようにしない限り、薬の使用量は減少しないと思う。

③審査支払いのあり方の見直しについて
（賛成意見）２４
●高額レセでは１割査定があたりまえで、原点理由があまりにも厳密、減点理由不明もある、、地

域格差も多いときく、審査基準の公平性を願う。
●レセプト審査のエネルギー（物、金）大、なんとかならないか。
○重点審のみで可
●国保と社保事務手続きが別なのはわかるが、審査会は一つでよい。
●レセプトの電子化か進めば、審査不要ではないか．

○種々検討されているがもっと協力に進めてほしい。
○レセプトの電算処理推進を。
○平均点数による審査は急性期総合型病院にとっては耐え難いものであり、より合理的、妥当な審査
を要求する。

○高額医療に重点を置くべきである。医療の現場で審査を意識しすぎたために窮屈な心理的葛藤を生
じることが再三ある。医療は規則・規定・図式・方程式通りにはいかぬ。考噸されたい。

○あまりに診療を制限しないような工夫が入れば良い。
○保険者側へパワーを発揮してほしい、審査委員等の費用は国が持つこと。時々刻々変化する治療水
準と保険医療のギャップの調整能力。

○審査委員が替わるたびに査定基準が変わるのはおかしい。患者がいて病気があり、それに対する後
追いの医療だから、査定する基準は患者治療に有害にならないように留意すること。

(反対意見）

(仕方なし）
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（どちらでもない）４
○保険者に群在主体を移せば問題有。
○ＤＲＧ方式導入により、この負担は減少するが、審査支払いに必要とする負担額との比較、摘院
管理システムの変化などについて検討した上で結論を出す問題と考える。

○レセプト高点数一不正不当と短絡してはならない。医療、患者層の中身、その病院の医療看護体制
の整備状況、諸基準の取得状況も平均点を左右していることを考えておかなくては。

○厚生省では不可能、監査人人選の問題であろう。

Ｆ－－そｏ）ftiL

①民間保険の活用について
（賛成意見）２４
○増々の活用が望まれるが、個人の負担となるため所得税法上の控除範囲の拡大が不可欠である。
●自己負担分（特定療養費も含め）を全額肩代わりする民閲保険があってもよい。
○医療の根幹をなすものは公的保険で賄い、アメニテイ・食事・室料等を給付外として民間保険に委
ねる。

●患者の自己負担増に対処できる程度の活用と、患者の心理的安定に資する財源として利用できる民
間保険はあって良い。

（反対意見）４

○〃何日以上入院した場合に給付する″民間保険が入院期間を延長させている。
●民間保険を診療行為にまで適用拡大して、公私保険による混合診療になることには反対。
（仕方なし）１

（どちらでもない）１

○民間保険をあてにして特定療養費の範囲を拡大するのは好ましくない。

②予防医療、健康増進の推進について
（賛成意見）２７
●医療サイドから積極的に方法論を推進し、事業面も含めて社会のリーダーシップをとるべきと思
う。

●特に政保の人間ドックを広く民間医療機関に開放して予防検診を充実すべきである。
○給付内容が不明、現行のものは特定の医療機関しか行なえない、指定の限定、地域格差もあり受診
者は少ない、推進すべき。

○賛成だが、モデル地区を作って他の地区との比較において適切かどうかを判定し、適切であるなら
導入。

○当然必要であるが、ガン検診等成人病検診はその効果が疑わしく再検討を要する。
○民間保険の活用も検討。
○むしろ医療保険制度推進の一環として取り上げられるべきである。保険収支の改善にもっとも貢献
すると考える。

○適切な予防医療策でないと全く無意味（骨粗しよう症の若年者検診等）

（反対意見）

(仕方なし）

(IIJ状jIIi神）２

(どちらでもない）

③末期医療における医療のあり方の見直しについて
（賛成意見）２４

●大いに見直しは必要だが、注射、薬を有り難がる国民性にも問題有。
○鈍痛処置は充分に、ガイドライン必要。
●医療サイドとして、システム、具体的な方法、取り組みが必要と考える。
●定額制がよい。

－１００－



○lmlil41身もy(剣に考えるのが先ず一稀であるが、誘導政策的な施設・環境躯胴も必要と思われる。
○定柧(ljllの導入により過度の濃厚治療は抑制される、忠者による治療法の選択の目１１１は保障すべきで
ある。

○予後のわかっている疾病に濃厚治療行為が認められる、無理やり生かしつづけている症例が可成あ
り、無駄というより罪悪ですらある。

●国民的視野で医療界以外にも問い掛けていくべき.

●ホスピス的医療、在宅ホスピスの推進、尊厳死の尊重。
○患者・家族は終末の濃厚医療を望んでいない、むしろアメニテイー部分の強化が必要。
○患者・国民にあり方のメニューを示し、当事者の選択にすべし。
○ケースバイケースであるが、ある程度出来高払いの部分も残してほしい。
○見直しは必要だが、今解答はむつかしい。
●倫理も含めた奥深い課題であり、短兵急に結論を急ぐべきではない。

○緩和ケア病棟もエイズ、ガンに限らず考えれないか。
○無駄遣いではないが膨大で貴重な医療資源が費消されている。

（反対意見）１

○次第に尊厳死の概念が普及しつつあり見直しは不要、成り行きでそうなる。

(仕方なし）

（どちらでもない）３

○本人個々の希望を第一とするか、医の倫理、生命倫理の観点から広いコンセンサスが必要、死に対
する正しい受けとめが不可欠。

○内容による。
○訴訟問題と表裏一体、「人命は地球より思い」などといった無意味な思想があるかぎり、末期医療
はトコトンしなければならない。

④情報提供システムの充実等について

（賛成意見）２８
●患者個人が、自己の記録を持つようにするのが望ましい。

○これからの医療に絶対必要で、キャピタルコストのあり方を検討すべきである（医療費の中に包含
されない基金制度導入）

○診療報酬での評価、民間病院への助成。
○インフォームドコンセントを順調に効率よく行なうためには医師．医療人と患者．家族との信頼関
係が必要、サービス業に撤する精神が必要。

●保健医療分野における情報化を推進し、マルチメディアによる僻地医療支援。

○プライバシーの問題に注意して情報の共有化は必要。
○自治体がやることに任すのではなく、地域医療の中で徹底して情報の開示を行い地域完結医療の構
築をしていく必要がある。

○その方法、資金をどうするのか。
○病歴管理に始まり、その先の客観化を図らなければ、医療情報を交換するだけでは意味がない。Ｌ
ＡＮ，ＷＡＮを検討中。

○病病連携などの医療連携の推進充実が必要で、各医療機関の機能公開を是非すべきである。
○病院団体の密なる連携により、行われるべきである。

(反対意見）

(仕方なし）

(どちらでもない）１
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至療保険制度改革につい医２． て

告 書報

平成８年１１月

社団法人曰本病院会

社会保険・老人保健委員会
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一ﾉ弓二一

我が国の国民医療費は平成７年度で２７兆２千億円に達し、毎年１兆円以上の増加（約６％の増加
率）、その内老人医療費は８兆５千億円（約１０％の増加率）に達する見込みです。

また、７０才以上人口は１９９４年の１千１３６万人から老人人口ピーク時の２０２５年の２千５

５７万人と約２．３倍の増加が見込まれており、一方この間の２０才から６４才の現役人口は７千
８１７万人から６千７９０万人へと０．８７倍に減少し、現役１人当りの老人負担は２．６倍にな
る見込みです。

更に、我が国の財政状況は今年度２１兆円にも上る歳入・歳出ギャップが現出し、主要な欧米諸国
と比しても極めて深刻な状況で、今後かつてのような右肩上がりの経済成長を期待することは困難
であり、例え消費税率が５％になったとしても大幅な歳入増はほとんど期待できないのが現状であであり、例え消費税率が５％になったとしても大幅な歳入増はほとんど期キ

リます゜

以上の状況から政府は、社会保障関係費、とりわけ医療費関係費用の改革｛
題・政策課題として介護保険制度の導入・規制緩和等に絡めて取り組みだ（

が認識すべきと考えます。

このことから医療保険制度の改革は、ただ単なる国民（患者）の一部自己ｆ
の一部手直し、社会保険診療報酬の一部手直し等今までのつぎはぎの手法ト

見据えた国民皆保険制度を維持できるのか、はなはだ心許ない状況です。
２１世紀に向け、長期的な視野に立ち、急激な社会構造の変化に対応した、

立場を越え、一致して是非とも成し遂げねば成りません。

当委員会としては論議の中で、抜本的な制度改革をする必要があるとの認詩

書を取りまとめました、これを機会に諸先生方の活発な論議を期待します。

状況から政府は、社会保障関係費、とりわけ医療費関係費用の改革に向け、最優先の政治課
策課題として介護保険制度の導入・規制緩和等に絡めて取り組みだしたと、まず医療関係者

すべきと考えます。

とから医療保険制度の改革は、ただ単なる国民（患者）の一部自己負担金の増加、保険料率
手直し、社会保険診療報酬の一部手直し等今までのつぎはぎの手法にては、果たして将来を
た国民皆保険制度を維持できるのか、はなはだ心許ない状況です。

紀に向け、長期的な視野に立ち、急激な社会構造の変化に対応した、医療保険改革を公私の
越え、一致して是非とも成し遂げねば成りません。

会としては論議の中で、抜本的な制度改革をする必要があるとの認識で一致し、この度報告

平成８年１１月

社団法人日本病院会

社会保険・老人保健委員会

二二饅=Ｌ辰量圏毫 圧Ｉ ｲﾆﾆ
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医ｦ寮ｲﾆﾆ匠金帝11居室己文盲三(二つし、て〔意見）

Ａ，医療提供体制の見直しについて

1.社会的入院の解消、病床数の見直し等について

厚生省の推計では６カ月以上の長期入院の老人医療費は１兆７０００億円程度であり、その約６

割、つまり１兆円強が疾病の治療というより介護を主としているいわゆる社会的入院患者との見
解を発表している。即ち、貴重な医療費が入院治療とは別の介護的費用に費消され、その結果政
管健保、組合健保等に膨大な赤字を計上しつつあるとの認識である。

次に、医療保険審議会に提出された資料で、社会的入院者のその理由を聴き取り調査した内容は
「家族では在宅での介護ができない.引き取り者がいない」、「老人単身者で介護者がいない」
がほとんどで、中には１０年以上入院者もおり、患者及び患者の家族より頼まれて仕方なしの状
況、更に病院が福祉施設等への入所待機場所になっているという結果が報告されている。
以上より病院にとって止むに止まれない、社会的入院をさせざるをえなかった状況をまず行政機
関が認識する必要がある。

このことから、社会的入院の定義を明確にし、国民（患者）や医療機関に納得させた上で、中間
施設、特別養護老人ホーム等々の基盤整備を早急に進め、介護保険制度等の導入も早期に行うべ
きと考える。

当委員会としては、患者の入院期間が３カ月を過ぎた時点で、入院治療が必要か否かを医療機関
が自律的に判定し、より介護的な施設へと転院（床）させることを提案する。

当然、受皿としての老人保健施設またはロングステイの施設の完備が前提である。

そして、パス・ウエイとしての老人保健施設では更に自律的に医療的要素が消失したと判定され
るときは、状況に応じて自宅にての介護またはグループホームにおける介護へと移行させること
を考え、いわゆる社会的入院を解消する必要があれば、この期間を３カ月と考える。

つまり、急性・慢性疾患にかかわらず、総計６カ月間の経過の中で、入院治療を必要とするかど
うかを医療機関が自律的に判定し段階的に、より介護的な施設等に移行させるシステムをとるべ
きと考える。

しかし、いったん要介護患者と判定されても、医師の判断により即座に入院治療に切り替えられ
るよう、医師の裁量権も必要と考える。

以上のように制度と、基盤整備が確立していけば、当然社会的入院患者も減り、病床数の見直し
が必要になる。まちがっても病床数の削減等を行政が財政上の机上論理で先行して行ってはなら
ない、一番困るのは社会的弱者である。

２保険医の定年制と定数制について

厚生省では医師１人当たりの医療費が１億１千万円使われているため、なんとか保険医を減らし
ていきたい意向であるが、果して医師を減らすことによって医療費が削減できるのか。

医師数に関しては、地域偏在や医育機関偏在、更には専門医師数（科によって不足医師多数）の
問題もあり、ミクロの基礎データ、医師ニーズを調査した上で需要計画を検証する必要がある。
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3.医療機関の機能分担と連携等について

無床診療所

有床診療所

精神病院

伝染病院

結核療養所

らい療養所（

一般病院

一単

一救

一総

一臨

一特

一療

一療

一い

老人保健施設

特別養護老人

訪問看護ステ

Ｈ８．４月より廃止）

医療保険

科専門病院

急告示病院（二次救急以上）
合病院

床研修指定病院

定機能病院

養型病床群を有する病院一

養型病床群

介護保険等わゆる老人病院（介護力強化型病院を含む）

ホーム

ーション等

上記のように「一般病院」と呼ばれるもののなかに、医療法・医師法等で定められたもの、国・

都道府県の承認によるもの、一般的呼称のもの等広範囲に含まれている。

(入院機能について）

病院とは、傷病者が科学的でかつ適正な診療を受けることができる便宜を与えることを主たる目

的として設立され（医療法第１条）、入院機能とは医師の監視の基で、入院治療もしくは療養を
必要とする患者を収容するためのものとするなら、また医療保険が疾病、負傷等に保険給付を為
すことを目的にしており、入院治療を必要としなくなった経済的、社会的な事由による社会的入
院患者を全く想定していない以上、実情に応じた新しい制度を構築せざるを得ないのではないか。
そこで、医療保険とは別の制度（介護保険制度等）を確立し、社会的入院患者を救済できるメド
（ハード面とマンパワーの整備）をたてた上で、医療保険と介護保険等との棲み分けを明確に行
えば（上図のように高齢者等の長期療養医療サービスを介護保険等の範扁に入れ、医療保険は短
期入院医療サービスの範晴に入れるのも一考か）本来の病院が機能的に運用されると考える。

(外来機能について）

厚生省統計情報部の医療施設調査・病院報告の概要（平成７年度調査）によると、一般病院の１

日平均外来患者数は前年に比べ全体で１．６％の増加を示し、特に５００床以上の病院では、
５．４％の増加を示し、反面４９床以下では３．９％と最も減少していると発表されている。

このように国民（患者）は、より医療機能設備の整った施設にいくのを希望しており、今後とも
フリーアクセスは尊重されねばならない。

次に、診療情報提供料が設定され、医療機関間の流れが策定されたが、患者にとっては、例えば
診療所からＣＴ写真のみを撮るため病院へ紹介されれば、紹介された病院では、一般の初診外来
患者（診察はほとんど行わない）と同じように初診料等医療費を徴収し、更に診療情報提供料も
算定するため、結果的に診療所からの紹介料と二重に算定され、時間的・経済的負担は増加する
だけで、病院に直接行ったほうがはるかに早く安,Ｄできるのではなかろうか。

いくら特定療養費制度が新設されても、相当の金額を徴収しなければ全く無意味である。
また、今一番問題としなくてはいけない現象として、医療費の無駄につながっている患者の重複

診療である、保険証に合わせ、ＩＣカード等を早期に国民に普及させ個人の診療記録を自己管理
させてはどうか、そうすることによって重複した診療、検査、投薬等が医療機関で行われにくく
なると考える。
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(地域医療支援病院の指定について）

地域において通常の医療ニーズを充足できる医療提供体制を確立する上で，，核”となる病院とし
て「地域医療支援病院」を位置付け、指定条件等審議会において論議されていると洩れ聞くが、
当会にとっても重要問題として認識しつつある。

その指定条件には、総合病院程度の診療科が必要で（小児科、産科等を廃科している病院も多数
ある）、加えて臨床研修指定病院並の研修機能、剖検率が必要で、更に共同利用型、開放型等等

すべての条件が整っていなければならないとか、地域によっては該当する病院が存在しないので

はあるまいか。

他にも種々な条件が取り沙汰されており、何が真実なのか解りにくくなっていることから、もっ

と情報を公開し、各地域の実情にあわせた論議をお願いしたい。
当会会員には、地域医療に根ざした医療機関間の連携を既に行っている病院も多数あることから

当会の意見を十分考慮した上で、指定条件の設定にあたっては、実質的に機能することが保証さ
れなければならず、早急に結論を出すべきではないと考える。

4.医療関係情報の充実について

国民（患者）に対し、必要に応じて医療費負担を求めるなら、更に合理的な自己意志決定ができ

るよう様々な医療関係情報を積極的に開示していくことは時代の趨勢であり、医療機関にとって
責務と考える。ＩＣカードの活用・本格普及、電子カルテ、マルチメディアによる診療支援シス

テム（とくに僻地）を将来に向けすすめる必要がある。
課題は「プライバシーの保護」と「支払い側の料金コントロール」の排除である。

Ｂ，医療保険制度の役割の見直しについて

1.軽医療部分についての給付の除外や給付率の引下について

そもそも軽重の医療上の判断は技術的に可能か、病気の軽重は結果論にすぎない、また給付に差

をつけることは初期（早期）診断を害ないかねず、軽より、重につながる医事紛争の問題にも発
展することも考えられ、わが国の医療保険のアクセスの良さと、医療の本質を見失う事態は避け

なければならない。

病的軽重を問うよりも、公的保険の給付内容について論議すべきである。

2.室料、食事などの給付除外について

①食事について

食事療養費制度について一般食については、食事の標準負担額算出根拠的計算で、他の介護施

設、在宅療養者との整合性を図る必要がある。
また、治療食等食事指導が必ず必要なため入院させねばならない患者に対しては、果たして保

険給付除外が妥当かどうか、再検討を要する。
食事処方菱料として保険給付を認めるのも一考かとも考える。

②室料について

いきなり除外することなく、私的保険の普及状況を把握し、段階的に自己負担化していく必要

がある.
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3.検査についての給付のあり方の見直しについて

医療技術の進歩に伴い、画像診断・検査料の国民医療費に占める割合は１２．６％（平成５年度

約３．１兆円）に達し伸びてきている項目でもある。
特に、ＭＲＬＣＴ等の高度な画像診断機器の普及によって、患者に身体・精神的負担をかけず
に正確な診断や治療効果の把握が可能になり、有効利用されている反面、重複した診療も多くな

ってきているのも事実である。

当委員会としては、権威ある検討研究機関を設け検査の具体的な効率化、疾患別検査のあり方に
ついて検討し、標準化を決め、指導するシステムを設けることを提案する。

４混合診療の禁止の緩和や特定療養費の弾力化・拡充について

金持ちのみが高度の医療を受けられるという状況は認められないが、広く国民に混合診療の内容

を明確化し、特定療養費についても金額の明確化を行い、低所得者層に対する減額措置等の配慮
をした上で認めていくべきと考える。

患者の状態によって「より良質な医療材料」を使用しても、現状では診療報酬にて認められない
ことが多い。

5.高齢者の長期入院患者に対する給付の見直しについて

入院治療を必要とする患者であれば、高齢者だからといって－率に医療保険給付の逓減制を実施す
べきでない。

6.診療所からの紹介がない病院受診の際の患者負担の強化について

患者の自己負担が今後増していく一方、医療情報の公開が進み、患者の選択の幅が増加していく

中で、紹介の有無のみで費用負担が変わるのは問題である。

実際上、診療所より病院へ紹介されることで、国民（患者）にとってどういうメリットがあるの

か、機能連携を具現化しもっと明確にすべきである。経済誘導策として、中医協が決定した押し
つけでは、国民（患者）が納得し、了解するとは考えられない。

７現金給付のあり方についての見直しについて

傷病手当金（２千５９２億円）・出産育児関係現金給付（３千５７３億円）・埋葬料（６５３億

円）合計６千８１８億円（平成６年度）給付されている。

果たしてこの給付をすべて医療保険にて賄うのが妥当か、検討を要する問題と考える。

特に出産時の正常・異常の診断（保険適用か否か）によっては、出産育児一時金(301iPI)が、その
まま被保険者の収入となり、結果的に不公平も生じかねない、正常・異常にかかわらず分娩時の
費用はすべて保険適用にするのも一考かとも考える。

少なくとも出産手当金は少子化に対する国策として別途定めるのが適当と考える。

ｃ、医療保険制度の構造の見直しについて

我が国の高齢化率は急速に上昇しつつある、加えて低経済成長にもかかわらず老人医療費は年６

～１０％ずつ確実に伸びつつあり、一部本人負担等の手直しだけで、現行老人保健制度が成り立
つわけがないのは、だれが考えても明らかである。

また、個々の国保・被用者保険からどれだけの金額が拠出金として、老人保健に費やされている
のか、どの税金がどれだけ拠出されているのか、更に個々の国民が支払う保険料も地域・組合間
格差がひどく、公平でないため、老人保健拠出金に対する負担も不公平となっていて、非常にわ
かりにくい制度になっていることも周知の事実でもある。

近い将来、我が国の人口構造は逆三角形となることは明白であり、子供が減り、労働層人口が少
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ない社会を想定した恒久的な制度の構築が望まれる。

当委員会としては、受益と負担の関係をはっきりさせ、誰でも納得できるわかりやすいシステム
を構築するには、税金で負担できる範囲と、保険料で賄う範囲を明確に区別すべきと考え、医療
保険審議会で検討された下図の方式を支持する。

新保険制度高齢者世代 ＊高齢者全員を被保険者とする新保険制度とする
＊高齢者は独自に保険料を負担し、不足額は税金等に
て賄う

＊負担の公平の観点から、国民総背番号制の導入も視
野に入れる。

＊考え方によっては新保険制度＞介護保険制度とし
医療と介護を包含してもよい

＊若年令世代はすべて保険料にて賄う

＊開始時期は介護保険制度の実施に合わせ、同時に新
保険制度を実施する

辞令世代同
被用者保険

Ｄ、患者負担、保険料負担等の見直しについて

医療保険制度が抜本的に改正されるまでの暫定措置として、見直しは必要と考える。
しかし、患者負担も保険料負担も、どちらも国民負担になることから、同時の負担増は避けねば
ならない、そこで現行の保険料負担の見直しをまず行い、保険料率格差を是正した上で、尚且つ
保険財政が好転しないならば、最後の手段として患者負担増を実施すべきと考える。
加えて、今後厚生省をはじめとした医療機関は、国民（患者）に負担を増やすことによって、中
医協を頂点とした閉鎖的な診療報酬の決定方法や、患者の選択権の拡大（自己負担が増えれば当
然投薬等の銘柄選択等要求が増える）等に対し、誠実に応えていくことは当然として、更なるイ
ンフォームド・コンセントの要求、患者の権利意識を考慮していかねばならない。

ア．患者負担の見直しについて

保険料負担の見直しをまず行い、保険料率格差を是正した上で、尚且つ保険財政が好転しない
ならば、総括的に他の制度と負担を調整し、自己負担の導入（低所得者に対しては特別の配慮
を行う）を考える必要があろう。

それでも高齢者については１割負担を限度とし、被用者本人等については薬剤３割（特殊な薬
剤は除外する）、他は２割までを限度とする。

イ．薬品の適正使用と薬剤費の適正化の観点からの薬剤に係る給付の見直しについて

（医薬品の適正使用について）－医療機関の側面から－

医療機関側の問題として、例えば６５才から６９才までと７０才から７４才まで１人当り投薬
の量を比較してみると、後者の方が実日数が多いことを考慮しても、多く投薬されている。
本来なら高齢になるほど臓器機能が衰えていくため、薬の使用量は減らすのが望ましいはずで
ある。

このことは、定額の一部負担金のため、多重に出そうが、大量に出そうが医療機関にとっても
患者にとっても、保険が払ってくれる誰にも迷惑が掛からないという安易さ等があったと素直

に反省すべき点もある。今後とも貴重な薬剤を無駄にし続けては医療保険の将来はない、医療
機関側も薬の適正使用を心がけるべきと考える。
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(医薬分業について）

診療科目が多い病院では使用する薬剤の種類が２千種類を越えるのは当たり前で、地域によっ
てはその種類、量をこなせるのは病院内の薬局しかないのが実情である。
日本の病院は欧米諸国と成立が違うことを再認識すべきであり、病院内で診察・検査・治療・
投薬と一貫した診療行為は国民に定着しており、待ち時間が長いという批判に対しても、相当
誠実に改善されつつあると認識している。
個々の医療機関の実情で、医薬分業がよいと判断すれば良いことで、中医協が推進する必要が
果たしてあるのか、医療機関の選択肢に委ねるべきと考える。

地域によっては患者を歩き廻らせてサービスを低下させ、更に別に処方菱料等として保険料を
設定しては無駄にもつながりかねない。更に言うなら、調剤設備が完備し熟練した薬剤師がい
る病院薬局こそは調剤薬局として認めても良いのではないか。

①医薬品の種類に応じた給付率格差（－部給付除外を含む）の設定について
②参照価格制度の導入について
③償還制度の導入について

新しい審査機構等が必要となり、審査機関の見直しが必要な時期に逆行する制度にもなりかね

ない。

また、臨床の場で余分な配慮も必要となり、薬剤を査定された時の払い戻しの問題等もあり、

事務作業の増加につながる。
欧米の制度をそのまま導入するつもりなら煩雑になり反対である。

ウ．保険料負担の引き上げについて

健康保険法にて定められた上限の料率（千分の９５）まで、健保組合については段階的に引き

上げるべきと考える。また政府管掌保険（千分の８２）についても、健保組合と同率にするの
が望ましいと考える。

但し、被保険者の負担すべき保険料額の限度率を今まで通り千分の４５を限度とし、その超過
部分は事業主の負担とする。

Ｅ、診療報酬体系等の見直しについて

①診療報酬のあり方の見直しについて

当会としては一貫して医療原価の補償を主張し、適正な技術料の評価、人件費増、資本的費用

等に対応できる診療報酬体系を主張してきた。

残念ながら現在の診療報酬体系は患者にとって一番良い医療行為が、時として病院経営にとっ

てはマイナスに働くことも多々ある、このことは病院機能の”質”が評価されず、物や行為の

”量，，で評価を受ける現在の体系に根本的な問題があり、医療保険改革等の進行と同時に考え

ていかねばならない大きな課題である。

また、診療報酬の財源が益々厳しくなることから、特に生活関連の保険給付に関しては、特定
療養費制度の拡大も検討し、各制度間の調整をした上で、応分の受益者負担を考慮すべきと考

える。

更に、病院と診療所の医療機能の違いによる医療行為の適正原価とは何かをもっと明確にし、

病院の中でも特定機能病院から一般病院までその規模、機能、性格は大きく異なり、開設者の

違いによっても大きく適正原価は変動することも考慮すべきと考える。

まず、病院と診療所の診療報酬を明確に分け、棲み分けを図るのも一考かとも考える。

－１０９－



②薬価・薬価差のあり方の見直しについて

（薬価について）

病院薬剤仕入価格は加重平均値一定価格幅方式が定着し、病院の購入量の多少、地域性を全く

無視した日本全国一律のメーカー主導の卸価格体系となっている。

また、日本の薬価制度は高価格に設定され、諸外国に比べて相当高いということは周知の事実
である。

大手メーカー等は海外より原材料等を大量に安く仕入れて、国内の医療機関に高く製品を販売
できるシステムを公認されている。

その結果、大手メーカーや－部の大手卸のみが同じ保険制度のもとで大幅な黒字を計上し続け
る異常事態を生み出した。

医療保険財政が危機に瀕している今、国民（患者）に自己負担等を提案し、医療機関に医療費
抑制を強要するなら、当然メーカー等に対しても痛みを分かちあうべきであり、来年度より大
幅な薬価引き下げを実施すべきと考える（ただし、薬価引き下げ分はすべて診療報酬財源とし
て、技術料・人件費等に振り分けること）。
粗い試算だが平成７年度国民総医療費概算は２７兆２千億円、その内薬剤比率を約２７％（平
成６年は２７．２％）とすれば７兆３千億円が薬剤費である。仮に薬価を３０％引き下げれば

２兆２千億円の薬剤費の節約になり、同時に薬剤比率も欧米並みとなる。

(薬価差について）

平成６年９月卸連調査では全国の医療機関の薬価差は１７．１％であると報告しており、この

程度の薬価差はオンコスト（必要経費）として承認すべきである。
診療報酬体系を価格抑制したままで、医療機関の存続を、療養環境を整備しろと言われてもそ

の資金が無いのが現実であり、補助金・自己資金だけで、拡大再生産は不可能である。
実際に社会福祉・医療事業団の病院への資金貸付け状況をみると、平成２年度その総額２８９

億円が平成７年度では５９７億円と２倍以上に膨れ上がっている。中でも増改築資金、長期運
転資金（いわゆる拡大再生産資金）が、それぞれ２．３倍、１１．５倍と大幅な増加をしてい

る。

以上から、診療報酬のみで病院経営を存続させ、拡大再生産できる制度を保証し、メーカーの
黒字を最小限に止める薬価を決定するなら、必要な経費を差し引いた上で、それ以上の薬価差

を無くしても差し支えない。

③消費税について

消費税法では、診療報酬が社会政策的な配慮から非課税となっており、仕入等に関わる消費税

分は事実上医療機関の負担となっている。
その金額は当会会員病院１施設当り年間平均３千５百万円以上であり、来年度税率が引き上げ

られれば更に膨れ上がり、医療経営を圧迫するのは明らかである。
以上により、消費税について、非課税とされている診療報酬にはゼロ税率課税方式を要求する
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医療経済・税制委員会

1．開催回数８回

2．出席者数延べ48名

3．協議事項１）病院負担の消費税について

２）中医協参画問題について

３）規制緩和問題について

4．総評

１）先の委員会が平成５年11月５日、政府税制調査会長加藤寛氏に対し、病院負担の消費税解

消策としてゼロ税率課税採用を要望した。この意思決定を踏襲し、当委員会でも当初から首尾一

貫ゼロ税率課税を主張してきた。

昨年には損税の実態を把握するため会員調査を実施し、結果にもとづき池澤委員長が厚生省を

始め関係先に陳情に出向いた。

本年度については、池澤委員長が医療団体の窓口一本化ということで設置された曰本医師会税

制対策本部に曰病代表として参画し、曰病の意見を対策本部に反映、同時に本委員会に対しては、

対策本部での議論内容を逐一報告、検討材料を提供した。

委員会議論をとおし特に問題になったのは、建物の建て替え、高額医療機器の購入時に支払う

消費税が、診療報酬で適正に評価できるのかという疑問、大蔵省の説明では非課税である以上、

いわゆる損税問題は診療報酬で手当てすべき事柄で、固定資産に係わる消費税は取得価額に含め、

長期に亘り減価償却費で回収される筈としている。しかし、診療報酬では建物を建て替えても、

しなくとも、入院環境料は一律である。消費者に転嫁されていないわけである。

この４月から２％の消費税引き上げに伴い、薬価が医療費ベースで0.4％（薬価ベース1.4％)、

特定保険材料005％、その他の医業費用は0.32％、計077％の診療報酬改定を実施するが、当委

員会としては早速、２月３曰に高木保険局長に対し、ギャピタルコストに係わる消費税は還付さ

れるよう要望（内容は要望の項目）を実施した。

本委員会としては改定後各会員に損税が発生していないかアンケート調査を決算数値にもとづ

き実施する予定。

２）曰本病院会の積年の願いである中央社会保険医療協議会に委員を参画させるため、当委員

会が中心となり、要望書内容の吟味、要望先の検討をした（内容は要望の項目に全文掲載）。経

企庁の経済審議会または行政改革審議会規制緩和小委員会報告に指摘されているが、本件は、単

に病院団体代表が参画していないという問題だけでなく、在宅部門を担う訪問看護ステーション

の代表、加えて市民の代表と、いくら協議会で審議会の場ではないとしても、委員選任を始め機

構そのものの在り方に関し改善が求められるときと見受けられる。

３）行政改革委員会・規制緩和小委員会から池澤委員長に医療・福祉分野についての規制緩和

1２．
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の意見を求められたことを契機に、当委員会も検討材料として取り上げることとなった。殊に、

規制に社会的規制と経済的規制があるとしても両者は相互に不可分であるという認識のもと、当

委員会は制度の改変を含め、規制緩和が経済活動に及ぼす影響、効果、問題点について意見交換

を実施した。

池澤委員長の行政改革委員会・規制緩和小委員会での活動内容

５月16曰(木)於：中央合同庁舎第４号館８階

医療をめぐる状況のなかにみられる規制の問題点を意見陳述

５月26曰(日)於：中野総合病院

薬価問題を始め医療全般に係わる規制の問題点を意見陳述

１０月４日(金)於：中央合同庁舎第４号館８階

病床規制の見直し、薬価の在り方について意見陳述

11月７曰(木)於：中央合同庁舎第４号館１２階

規制緩和に関する公開ディスカッションに出席

病床規制の見直し、薬価の在り方について意見陳述

次年度についても当委員会として調査研究を実施すると池澤委員長言明。

13．国際委員会

１．開催回数

２．出席者数

３．協議項目

６回

延べ33名

１）４月1）４月１曰～４曰の４日間、香港で開催されたＩＨＦ帆地域会議に参加して

（高橋委員長、高橋委員、林委員）

2）４月２曰のアジア病院連盟役員会（香港・高橋委員長と牧野永城氏）に出席

して

去年のＡＨＦ役員会（諸橋会長出席）の折、オーストラリア、ベトナム（厚

生省にあたる）とマレーシアが新加盟したが、今回、タイと香港が入り、５

ケ国が連盟の会員となり、今後のことについて話し合われた模様

３）薬剤費に係わる国際比較について

４）大韓民国病院視察ツアーについて

１０月９曰～13曰、コーディネーター・筧委員を中心となって４ケ所の病院見
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学と学習会を中心としたツアーを企画

５）米国心臓学会参加ツアー（３月15曰～22日、米・アナハイム）の企画（林委

員）

６）「外国との比較にみる曰本の医療費出来高払いからＤＲＧへ移行する韓国」

（濃沼委員）

4．総評

海外視察を中心に、諸外国の医療制度について話しあった。

14．組織委員会

１．開催回数１回

２．出席者数４名

３．協議項目（１）新入退会員の状況報告

（２）退会慰留と事後処理について

（３）役員による未加入病院の勧誘について

（４）曰本病院会支部の活動について

（５）今後の組織拡大について

４．総評

組織拡大について方策を協議した。

今年度も、理事・代議員の全役員による第三回目の未加入病院の勧誘を実施し、その成果を上

げている。また、退会慰留についても、各地域の役員の先生方に慰留の依頼を行って退会を撤回

する病院も増えている。これらにより正会員平成８年度１年間の新入会員は108病院、退会は２４

病院で差引き84病院の増、平成９年３月で2,587病院となった。新年度も曰病会員増強の為、委

員会活動を強化していく方針である。

15．学術委員会

１．開催回数１０回

２．出席者数延べ116名、１回平均11名

３．協議項目１）日本病院会雑誌’965月号～'975月号の編集について

２）曰本病院会雑誌’966月号～'976月号の企画について

３）英文誌「JapanHospitals」Ｎｏｌ５の編集及び刊行について

４．「曰本病院会雑誌」平成８年度（'964月号～'973月号）主要掲載記事

（４月号）160ページ

グラフ：衣笠病院
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巻頭言：組織と機能（伊賀六一）

記事：時局講演これからの高齢者医療と薬剤師の役割（北条泰輔）記事：時局講演これからの高齢者医療と薬剤師の役割（北条表

保険教室「医師のための保険診療常識集」（旭中央病院）

(５月号）188ページ

グラフ：鳥取市立病院

巻頭言：人工透析法の今昔（瀬田克彦）

記事：シンポジウム危機管理と司書の役割

講演院内感染について（小川尚徳）

(６月号）176ページ

グラフ：済生会熊本病院

巻頭言：第46回日本病院学会開催にあたって（藤澤正情）

記事：講演看護の質の評価について（内田卿子）

シンポジウム癌の痙痛管理

(７月号）168ページ

グラフ：国立病院東京災害医療センター

巻頭言：論理は一つか（池澤康郎）

記事：講演病院経済と今後の見通し（星和夫）

講演地下鉄サリン事件発生時の当院の対応（吉井良子）

(８月号）168ページ

グラフ：板橋中央総合病院

巻頭言：第37回日本人間ドック学会の開催にあたって（小山和作）

記事：講演病院の立て直し（大城辰美）

蛸夏随筆

（９月号）164ページ

グラフ：大牟田市立総合病院

巻頭言：第２２回曰本診療録管理学会の開催にあたって（山内_信）

記事：シンポジウム看護記録の再検討

医学教育の重要,性（登内真）

（10月号）160ページ

グラフ：曰鋼記念病院老人保健施設

巻頭言：病院管理研修25年（土屋章）

記事：シンポジウム在宅看護・在宅医療

対外援助に思う（上林三郎）
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（11月号）192ページ

グラフ：第46回日本病院学会

巻頭言：進む少子化の中での病院小児科（小澤寛二）

記事：特別講演日本の未来と科学・技術・教育（竹内均）

特別講演いのちの不思議（山田康夫）

（12月号）192ページ

グラフ：'96国際モダンホスピタルショウ

巻頭言：高齢長寿社会への願い（福田浩三）

記事：シンポジウム医療費改定の影響と対策

臨床栄養士（師）の養成が必要（中村丁次）

（１月号）184ページ

グラフ：佐世保中央病院

巻頭言：年頭所感（諸橋芳夫）

記事：シンポジウム動き出した病院機能評価

シンポジウム病院の事故防止策

（２月号）184ページ

グラフ：第37回曰本人間ドック学会

巻頭言：岐路に立つ病院（藤田仁）

記事：講演病院経営学入門（松下博宣）

講演戦後看護教育改革の歴史と展望（草刈淳子）

（３月号）188ページ

グラフ：けいゆう病院

巻頭言：消費税率の引き上げに思う（中後勝）

記事：講演医療法改正（医療供給体制）（竹田秀）

シンポジウム生き残るためのネットワークのあり方

5．総評

（１）

ア．保険教室「医師のための保険診療常識集」（４月号・旭中央病院）は好評で、会員以外か

らの購入希望も多く別刷を増刷して対応した。

イ．雑誌の平均ページ数は177ページで逐年増加傾向にあるので、経費節減の面からも150ペー

ジ程度に抑えたい。

(2)英文誌

ア．JapanHospitalsNol5は、１５編92ページで、例年以上の原稿数であった。内容的にも
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国外雑誌から転載の照会（２件）もあったことから医療関係者の関心を引くものであった

と思われる。

イ．新規投稿者を開拓してさらに充実したものにしたい。

広報委員会

1．開催回数と出席者数（延べ人数）

①委員会６回（29人）

②座談会２回（９人）

2．協議事項

（１）委員会

1６．

①日本病院会ニュースの企画・編集について

本年度のニュースの主な企画・編集として、昨年度からスタートした「シリーズ特集」

〈医療機能評価〉の第５回～第７回の意見掲載に続いて、最終回にシリーズ特集のしめくく

りの意味で広報委員による座談会く医療機能評価の結果開示について〉を行った。

その後、同企画の第２弾く病院と介護〉を５回シリーズで実施したほか、現在第３弾とし

てく規制緩和を問う！〉を掲載中である。

②インターネット・ホームページの開設・運営

６月の理事会でインターネット・ホームページの開設の要請があり、その立ち上げまでの

準備を当委員会が担当した。ページの設計に際して、当委員会のほかに事務局内に立ち上げ

のためのプロジェクトチームを設ける一方、専門業者にシステムの設計を依頼。３者の協力

体制の下に作業を進め、１２月１日の開設にこぎつけた。なお、開設後の運用体制等について

も当委員会で検討．とりまとめを行い、来年度中に常任理事会に報告する旨会長から要請を

受けた。

ページ内容は、一般向けと医療関係者向けの２本建てとし、一般向けには「ストップ・エ

イズ・キャンペーン」「働きざかりの人のための健康情報」「インフォームド・コンセント」

の３つを用意。また、医療関係者向けには曰病が主催する３学会や各種研究会・セミナーの

開催概要、各種の委員会活動、通信教育の事業概要などを常時発信するほか、新着情報とし

て本紙記事（抜粋）などを提供している。また、インターネットの特徴であるホームページ

相互のリンクに関しては、２０数箇所のサーチエンジンに登録しリンクを張っている。１曰当

たりのアクセス件数は約１００件、３月20日現在の通算では約11,000件のアクセスがある。ホー

ムページのアドレスは、ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ:hospitaLorjp／。

(2)座談会

①526号（８月15日)、シリーズ特集「医療機能評価」（最終回)、テーマ〈医療機能評価結果
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の開示について〉（広報委員による）

出席者：廣田耕三広報委員長（司会、大浜第一病院長)、林雅人副委員長（平鹿総合病

院長)、大井利夫委員（上都賀総合病院長)、須磨忠昭委員（福山通運渋谷長寿健康財団東京

事務所長)、谷野浩太郎委員（「社会保険旬報」編集部）

第三者評価の意義は認めるものの、評価内容やサーベイヤーの質の問題に多くの課題がある

ため、結果を論じるには時期尚早とする意見が多かった。現時点では、受審するしないに係

わらず今一度自分自身の問題として真剣に考える必要があるとの考えが提起された。

②534号（１月１日)、新春座談会テーマ〈変革への挑戦〉

出席者：諸橋芳夫会長（国保旭中央病院)、今田寛睦厚生省保険局医療課長、池澤康郎常

任理事（中野総合病院)、廣田耕三広報委員長（司会）

今年の新春座談会の眼目は、医療の大改革期と呼ばれ、現在の医療や病院のあり方が根本

的に問われている状況を前に、われわれ病院は戸惑い傍観していては時代の変化から取り残

されるばかりであるとの危機感から、よりよい医療環境の構築のために積極的に変革をかっ

て出るくらいの気構えがほしいとの願いを込めて、企画したもの。諸橋会長は読者に向かっ

て「天は自ら助くる者を助く」を原則に、医療制度、医療保険制度、福祉の方策などをいち

早く察知して取り組んでもらい、そのための情報を曰病は積極的に提供したいとの考えを示

した。

3．総評

〔曰病ニュースの発行〕

平成８年度は第518号（４月10日）～539号（平成９年３月25日）の計22回の発行となった。４

ページ建て18回、８ページ建て４回と例年並の発行であった。

本年度前半の紙面で集中的に扱ったテーマとして、公費である保険財源が製薬会社に傾斜し、

その煽りを受けての病院経営の窮迫問題、いわゆる医療機関側と医薬品業界との利益格差の問題

を取り上げた。まず519号（４月25日付）では正副会長らがエイズ薬害問題で手腕を発揮した菅

直人厚相を訪ね、同問題の解決について長時間の会談を行った記事を掲載。さらに、次号で諸橋

会長による論文「薬価差益解消問題に対する見解」を掲載したほか、522号（６月10曰付）では

平成７年度の法人所得番付で史上最高額の経常利益を記録した製薬メーカーの実態と微々たる利

益しか得られない医療機関の現状とを具体的に法人ランキングで対比し、わが国の医療の問題点

として強調した。

年度の後半では、現在、医療関係者のみならず多方面から関心が集まっている医療保険制度改

革と医療分野の規制緩和の動向に焦点を絞り、紙面を構成した。医療保険制度改革については、

医療保険審議会、老人保健福祉審議会、社会保障制度審議会の３審議会の動向と意見を随時提供

したほか、規制緩和の問題では538号（３月10日）からシリーズ特集く規制緩和を問う！〉をス
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ダートさせ、曰病を含めた医療側の反論の根拠を明確にするよう努めた。

平成９年４月１日からの消費税引き上げに連動した診療報酬改定の手引きとなる「診療報酬改

定に伴う質疑応答50問集」を曰病医事研究会の協力で作成、539号（３月25曰）に記載し読者及

び医事部門関係者の便宜を図った。

このほか、消費税損税問題の解消策の検討状況と要望内容、薬害エイズ問題での非加熱血液製

剤投与への調査協力に関連した診療録管理学会のアピール、病院・医療に関する各種統計資料な

どの紹介、説明を行った。

17．総務（企画・規程検討）委員会

１．開催回数２回

２．出席者数９名

３．協議項目１）当委員会の経過について

２）前期委員会の経過について

３）定款改正（案）の検討について

４）事業の見直しと組織のあり方について

４．総評

当委員会の経過説明と、当会事業の見直しと組織のあり方について検討してきた前期委員会の

経過報告が事務局からなされ、前期委員会の中間報告（平成５年10月）等で提示された定款改正

案について最終的な検討を行った。定款３条（目的）の「この会は日本全病院の一致協力によっ

て………」を「日本の病院および、その付帯する事業を行う会員の一致協力により………」に改

正する案は病院の定義や正会員の資格等全般にかかわる問題であり、介護保険と第３次医療法改

正が流動的なのでその動向がかたまってから、検討していいのではないかということで、事業計

画の24項「定款の一部改正に関する事項」を外すこととした。それから、事業の見直しと組織の

あり方に関し、委員会・部会、研究会等の当会設立以来の推移について検討したが、これも今の

医療界の流れが流動的なので、もう少し様子をみてから検討することにした。

また、従来規定化されていなかった日本病院会会長の表彰規程について、委員会持ち回りによ

り明文化し、平成９年２月の合同理事会で了承された。

(社）曰本病院会表彰規程

総務（企画・規程検討）委員会

（通則）

第一条（社）日本病院会の会員、委員等および事務局職員（嘱託者を含む｡）に対する会長の表彰
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に関しては、就業規則第31条に定めるほか、この規程の定めるところによる。

（表彰の基準）

第二条会長は、次の各号の１に該当する者を表彰することができる。

１事業目的の遂行に関し、功績が特に顕著である者。

２永年にわたり事務局職員として誠実に勤務し、かつ、勤務成績が優秀な者。

（１）勤務期間は、１０年以上、２０年以上30年未満、３０年以上とに区分する。

（２）任命権者の要請により、他の機関に出向し、その後引き続いて事務局職員として復帰したと

き、その出向期間は勤続期間として通算する。

（３）勤続期間は、事務局職員として職務に服した期間とし、休職の期間（公務に起因する負傷ま

たは疾病による休職の期間を除く。）は除算する｡

３特に他の模範となる善行があった者。

（表彰の審査）

第三条表彰を受けるべき者の審査は、会長、副会長および事務局長で構成する審査会でこれを行い

決定する。

（表彰の時期）

第四条第２条第１号および第３号に該当する者に対する表彰は、必要がある場合に、その都度行う

ものとする。

２第２条第２号に該当する者に対する表彰は、毎年４月１曰に行う。

ただし、特に必要がある場合は、臨時に行うことができる。

（表彰の方法）

第五条表彰は、表彰状を授与して行うものとする。

２前項の表彰状には、副賞を添えるものとする。

（実施細目）

第六条前条の規定は、功績の内容により、表彰状とあるのは感謝状と読み替えることができる。

２この規程に定めるもののほか、この規程の実施について必要な事項は、審査会が定める。

附則

この規程は、平成９年４月１曰から施行する。

18．中小病院委員会

１．開催回数３回

２．出席者数１８名（延べ人員）

３．協議項目１）中小病院経営戦略について

２）病院機能評価についての対応
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３）第47回日本病院学会での中小病院シンポジウムの企画

4．総評

昨年度に引き続き大きなテーマとして、中小病院の経営戦略を念頭に、病院機能評価の問題や

税対策の詳細を議論。結果を第47回曰本病院学会でシンポジウム開催時に報告予定。

〔部会〕

1．看護教育施設部会

１．開催回数１回

２．出席者数６名

３．協議項目（１）看護学校運営に関するアンケート調査について

（２）その他

４．総評

平成８年度看護学校運営に関するアンケート調査を実施した。その意見を取りまとめ来年度は

全体会議を開催し報告する予定である。

2．私的病院部会

本年度は役員会および他委員会等で私的病院の現状について論議されたため、部会としての活動

は特に行わなかった。

3．老人保健施設部会

１．開催回数1回

２．出席者数６名

３．協議項目１）今後の検討事項・運営について

２）介護保険制度法案の概要・現状と今後について

４．総評

介護保険制度に関する対応を協議、今後介護保険制度委員会に改称し対応を協議することとなっ

た。

4．エイズ対策部会

今年で４年目となる厚生省エイズ対策研究推進事業「エイズの医療体制のあり方に関する研究」

を主軸に活動してきた。

特にストップ・エイズ・キャンペーン企画委員会が多角的に地道に展開している。

ストップ・エイズ・キャンペーン企画委員会
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1．開催回数４回

2．出席者数延べ23名

3．協議項目１）第６回ストップ・エイズ・キャンペーン・ワークショップ（９月19日、２０日、

４２名）と第７回ストップ・エイズ・キャンペーン・ワークショップ（２月１３

曰、14日、４４名）について

２）曰病のホームページ開設（12月１日スタート）にあたり「ストップ・エイズ・

キャンペーン情報」欄の内容検討。医療従事者向け相談窓口「エイズ・ウォー

ムライン｣、エイズ診療を行う病院づくりをテーマとした「ワークショッフ。」

と高校生・大学生を対象とした「エイズ・ビア・エデュケーション」の３つ

について紹介。

３）社）曰本病院会認定「エイズ・ビア・エデュケーター」について

６月22曰に第１期生28名を資格認定し、この１年間に８施設約500名の高校

生・大学生にエデュケート・予防啓もう活動を実施した。

第２期生として（私立文系大学生含む）２６名の養成を修了している。

４．総評

委員会発足いらい、着実にストップ・エイズ活動を推進している。

今後も地道な草の根運動で頑張りたい。

〔特別委員会〕

1．病院情報センター委員会

１．開催回数７回

２．出席者数８７名（延べ人数）

３．協議項目１）日本病院会におけるインターネットの利用について

２）「医療施設のインテリジェント化の評価に関する研究」について

３）病院情報システム「標準機能仕様（中間報告)」作業について

４）病院経営管理システムについて

５）「総合的病院情報システム」について

４．総評

本年度は、昨年度よりワーキング委員会を設け検討してきた、「病院経営管理システム」のマ

ニュアルおよびプログラム案ができあがり、来年度数回のセミナーを開催し、会員の意見をさら

に取り入れたうえで、来年度中には「総合的病院情報システム」とともに完成させる予定である。

また、昨年も東海大学医学情報学教室と協力して実施した、厚生省健康政策局調査研究事業

「医療施設のインテリジェント化の評価に関する研究」を今年度も行い、近々報告書を作成する
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予定である。

2．国際モダンホスピタルショウ委員会

１．，９５～'96国際モダンホスピタルショウ企画委員会

１）回数３回

２）会場（社）日本経営協会会議室

３）議題①'96～'97国際モダンホスピタルショウ実施について

②付帯セミナーの実施について

③その他の関連事項について

2.,96～'97国際モダンホスピタルショウ企画部会

１）回数３回

２）会場（社）日本経営協会会議室

３）議題①'96～'97国際モダンホスピタルショウの開催について

②'96～'97国際モダンホスピタルショウの企画事業について

3．’96～'97国際モダンホスピタルショウ運営部会

１）回数３回

２）会場（社）日本経営協会会議室

３）議題①'96～'97国際モダンホスピタルショウの開催について

②'96～'97国際モダンホスピタルショウの付帯展示について

③'96～'97国際モダンホスピタルショウの付帯展示について

〔その他〕

平成８年度厚生省エイズ対策研究推進事業

者＝南谷幹夫）

｢エイズの医療体制のあり方に関する研究」（主任研究

①「エイズ診療拠点病院のネットワークづくりに関する研究」

南谷幹夫（杏林大学保健学部客員教授）

②「エイズ診療拠点病院の整備に関する研究」

瀬田克孝（(社）日本病院会常務理事）
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③「歯科診療ネットワークづくりと歯科診療のモデル実施に関する研究」

池田正一（神奈川県立こども医療センター歯科部長）

④「医療従事者向け情報提供に関する研究」

桜井賢樹（国立国際医療センター・エイズ医療情報室長）

⑤「関西ＨＩＶ診療ネットワークを通じた診療支援活動の評価（関西臨床カンファレンス)」

吉崎和幸（大阪大学健康体育部教授）

⑥「地方ブロックにおける医療体制に関する研究」

（a）北海道ブロック（小池隆夫・北第医学部第２内科教授）

（b）東北ブロック（佐藤功・国立仙台病院内科病院研究室長）

（c）東海ブロック（内海眞・国立名古屋病院第６内科医長）

（d）北陸ブロック（河村洋一・石川県立中央病院診療部長）

（e）近畿ブロック（福原吉典・国立大阪病院総合内科医長）

（f）中国・四国ブロック（高田昇・広島大学医学部付属病院輸血部助教授）

（９）九州ブロック（山本政弘・国立病院九州医療センター内科）

⑦「エイズ問題についての行政的対応に関する研究」

加々美光安（㈱防災都市計画研究所）

第１回全体会議

第２回全体会議

12月20曰、日本病院会にて

３月７曰、曰本病院会にて

「エイズ診療拠点病院の整備に関する研究」（分担研究者＝瀬田克孝）

(1)過去３年間の研究に引き続き、本年度も会員2,500病院に対する「エイズの診療体制

将来についてのアンケート」実施とその解析（３月）

(2)第６回（９月19日、２０曰）と第７回（２月13日、１４曰)、病院管理者、専門担当医師、

．・メディカルスタッフらを対象としたストップ・エイズ・キャンペーン・ワークシ

｢エイズの診療体制の現状と

看護婦、

．・メディカルスタッフらを対象としたストップ・エイズ・キャンペーン・ワークショップの

開催

(3)医療従事者向け医療情報ネットワーク「エイズウォームライン」のモデル実施

(4)エイズ・ビア・エデュケーター第２期生養成と高校生・大学生を対象とした啓もう活動の実施

（８施設訪問）
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ウォームライン企画委員会（瀬田分担研究者と桜井分担研究者の合同研究）

１．開催回数１回

２．出席者数１０名

３．協議事項現在までの主な質問内容は以下のとおりである。

①ＰＡ法陽性者の検査のフォローアップについて（医師）

②ＨＩＶキャリアに対するグリチルリチンの投与について（医師）

③血友病の非加熱製剤投与による感染者への一時金の支払いについて（医師）

④エイズの家族への告知問題で本人拒否の場合の対処について（医師）

⑤治療方法の情報ルートについて（医師）

⑥Ⅶ、Ⅸ因子以外の非加熱血液製剤でのＨＩＶ感染の可能性（医師）

（類似の質問として、γ－グロブリンの投与を受けたがＨＩＶ感染の可能性があるか（保健

婦)）

⑦ＨＩＶ感染者により汚染された針刺し事故に関する対応（局所の洗浄、消毒以外に）（医

師）

⑧抗ＨＩＶ薬を投与すべきか否か（医師）

⑨ＨＩＶ感染患者と臓器移植患者の部屋の共有について（看護婦）

⑩ＨＩＶ抗体検査、院内でのスクリーニング検査としての意義（医師）

⑪退院時の生活指導（退院後の血液が付着したものの処理方法）（看護婦）

⑫先進諸国における歯科医師の感染予防対策について（歯科医師）

⑬ＨＩＶ陽性患者の診療で職員が感染した場合の補償について（医師）

⑭ＨＩＶキャリア妊婦への抗ＨＩＶ剤の投与について（医師）

⑮。｡’（Videx）の服用法の得策について（医師）

⑯ＨＩＶの検査を実施する患者対象について（医師）

⑰播種性ミコバクテリウム感染症時の抗ＨＩＶウイルス療法について（医師）

⑱妊娠中の職員のＨＩＶ汚染針刺し事故におけるＡＺＴ投与の可否について（医師）

⑲針刺し時の対処マニュアルについて（医師）

⑳療養型病院の紹介依頼（医師）
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第５広報

1．曰本病院会ニュースの発行

<号数〉〈発行曰〉

518号４月10曰 l）難局前に公・私の結束を要請（７年度日病代議員会・総会で諸橋会長）当

面の諸問題を説明会員の自助努力への激励も

2）曰病予算８年度はスリム化黒字転換の効果も

3）「菅厚相に期待する」諸橋会長が医薬品問題で論文

4）主潮「診療報酬制度・雑感」（Ｏ）

5）提言「老人慢,性疾患総合外来診療料について」川合弘毅理事

6）中小病院コーナー「中小病院と急性期医療機能」廣田耕三広報委員長

1）正副会長ら菅厚相と医薬品問題で会談薬価差振り替えの方策論議省

内プロジェクトチームで本格検討と

２）老人保健福祉審議会公的介護保険で最終報告の要旨掲載（｢高齢者介護

保健制度の創設について～審議の概要・国民の議論を深めるために｣）

３）大道副会長による医療法改正の見通し（曰病理事会）姿見えない医療法

人の位置付け

４）提言「包括化は医療の質を劣化させるか？」川合弘毅理事

５）会員の初診の特定療養費の算定状況

６）シリーズ特集〔医療機能評価〕第５回「評価活動は自立性・客観性こそ

生命線だ」メディアーク経営研究所長須磨忠昭

７）中小病院コーナー「時代は“公有の思想,,を病院に求めている」社会医

療研究所長岡田玲一郎

519号４月25曰

1）諸橋会長薬価差益解消問題で提言医療機関への影響を危倶

2）療養型病床群に拡充策（医療審の意見具申）２次医療圏の機能別強化も

３）坪井曰医会長を表敬訪問難局克服への協力を再確認

４）春の叙勲竹本吉夫前理事に動三等瑞宝章

5）主潮「情報化社会を前に足元の医療情報管理を」（Ｆ）

６）提言「薬価差益は悪か？」川合弘毅理事

７）シリーズ特集〔医療機能評価〕第６回

520号５月10曰
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「｢医療機能評価」に新たな視点を」福井順常任理事

「患者が最適のサーベイヤー」許山隆許山胃腸病院長

8）中小病院コーナー「病院組織マネジメントの強化」医療法人愛仁会顧問

下問幸雄

9）４月に39件の入会！

1）第46回曰本病院学会に行こう１６月６．７日、福井市で開催

2）代議員会・総会の会長発言診療報酬改定を評価准看制度の問題に初の

考え

３）介護保険厚生省が試案を提示法案作成に大幅な変更か

４）曰病通教（旧）診療録管理士→（新）診療情報管理士名称変更と資格

認定を改正（財）医療研修推進財団との共同事業

５）シリーズ特集〔医療機能評価〕第７回

「国民の目からみた医療機能評価の結果開示の是非〈評価結果の開示は慎

重に〉」社会保険旬報編集部谷野浩太郎

６）平成７年度日病決算を承認５千万円の支出超過に

７）中小病院コーナー「報・連・相」以前医療法人仁医会病院常務理事中

澤明子

８）フォーカス「公的介護保険について」村田寿太郎常任理事

９）診療情報管理士に初の82人第１回認定証授与式を実施

521号５月25日

1）諸橋会長製薬メーカーの巨利益を問題視「ユーザーたる病院に還元を」

「解説・苦悩する病院と繁栄する周辺産業く平成７年度の決算をみて〉」

2）「｢医療用食品加算」お疲れさんでした！』川合弘穀理事

3）主潮「在宅医療は福祉か」（Ｎ）

４）９６国際モダンホスピタルショウ多彩な企画７月４～６日、東京池袋で

開催

522号６月10曰

l）第46回日本病院学会を開催将来の病院像を模索福井市にのべ5200人が

集う

①シンポジウム「２１世紀の病院医療はどうなるか」②「誠の医療」を提唱

（学会長講演）

２）介護保険法案提出を見送り

523号６月25曰
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3）フォーカス「病院に対する消費税（損税）の廃止を」井手道雄常任理事

4）医療法改正案要綱を答申地域医療支援病院の創設等

5）診療情報管理士の誕生とその意味①「診療情報管理士誕生の背景」

日本診療録管理学会理事田原孝

6）中小病院コーナー「意識改革・人を育てる」曰本赤十字社事業局看護部

竹内幸枝

７）提言「介護保険法の成立早急に」川合弘殻理事

１）医療の基本理念の変更が課題（河北医保審委員に聴く）第２次報告書をめ

ぐって

２）主潮「患者さんと病院と神様」（Ｔ）

３）提言「医療保険制度改革に参加しよう！」川合弘毅理事

４）診療情報管理士の誕生とその意味②「診療情報管理士の役割とめざすと

ころ」日本診療録管理学会理事田原孝

５）川崎裕宜氏偲び学園葬川崎医大などの創設者

６）中小病院コーナー「診療に専念できる診療報酬制度を」許山胃腸病院長

許山隆

７）曰病エイズ・ビア・エデュケーター共生社会の使者28人を認定

524号７月10日

１）９６ホスピタルショウ過去最高の来場者（池袋移転後では）３日間で52,500

人

２）自民党に予算等で要望診療報酬引き上げと消費税問題等

３）Ｏ－１５７対策当局が診療の進め方を提示検食の保存は「１週間以-1コ

に

4）診療情報管理士の誕生とその意味③「今後の医療に与えるインパクト」

日本診療録管理学会理事田原孝

５）中小病院コーナー「インターネット時代と中小病院」廣田耕三広報委員長

６）フォーカス「混迷する病院」藤田仁常任理事

525号７月25日

'）病院長・幹部職員セミナー真夏の勉強会に熱気１病院医療の針路探る

休日返上で162人が参加

①シンポジウムＩ「医療費改定の影響と対策」大競争時代迎え戦略を模索

②特別講演「医療費改定の課題」施策は官民の協調と厚生省保険局．西山

526号８月15日
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企画官③特別講演「２１世紀病院の将来像」曰野原重明氏が講演④シンポ

ジウムⅡ「病院の事故防止策」組織としての対応が基本⑤シンポジウムⅢ

「動き出した病院機能評価」事業のカギはサーベイヤーと

2）主潮「新指導大綱に思う」（Ｏ）

3）シリーズ特集〔医療機能評価〕最終回座談会広報委員が「評価結果の

開示」テーマに熱論

4）提言「国民医療総合政策会議の開催」川合弘穀理事

5）中小病院コーナー「多量の医療と多額の負担少量の医療と高質な成果」

社会医療研究所長岡田玲一郎

1）変革期の人間ドックを模索第37回学会を開催熊本市で1500人が参加し

盛況に①平成７年度曰病臨床予防医学委員会報告健常者割合が再び低

下②シンポジウムⅡ「新時代の人間ドック像」将来展望に光と影③

学会長講演「ＱＯＬ高める人間ドックが課題」

2）要望書を厚生省に提出「中央社会保険医療協議会に曰本病院会が参加す

ることを要請する」諸橋芳夫

3）主潮「これからの保険診療に向けて」（Ｆ）

４）中小病院コーナー「再び、老健施設の現場から」下問幸雄医療法人愛仁会

顧問

５）提言「消費税と保険財政について」税理士牛尾克己

527号９月10日

1）診療録管理体制の強化を要請第２２回学会で「アピール」発表非加熱製

剤使用調査を機に「病院における診療記録管理体制強化に関する日本診

療録管理学会アピール」曰本診療録管理学会長木村明

2）フォーカス「まず不公平な保険料率の是正を」福井順常任理事

3）全病団連「中央社会保険医療協議会に曰本病院会の推薦者を病院代表とし

て参加させることを要望する」（厚生省等への要望害）

4）シリーズ特集〔病院と介護〕第１回

「病院にとって介護とはなにか」大道学副会長

「病院は介護保険をどのように取り組むか」川合弘毅理事

５）読者の窓「現場の意見を述べ合おう」木沢記念病院佐合茂樹

６）中小病院コーナー「日本の言葉・医療の言葉」医療法人仁医会常務理事

中澤明子

528号９月25日
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l）診療録管理への認識深まり盛会行動示した第２２回学会

「アピール」で社会の付託と連携

①シンポジウム「よりよい医療に果たす診療録管理の役割」診療録管理の

有効性医療の質と不可分に②診療情報管理士は「情報マネージャー」

田原孝氏が新資格の概要解説③会長講演「正確な記載が診療録の原点」

2）主潮「病床規制の限界点」（Ｎ）

3）シリーズ特集〔病院と介護〕第２回

「看護と介護をめぐる諸問題と展望」曰本看護協会常任理事山崎摩耶

4）曰病通教・事務長養成課程１６人認定し通算197人

5）中小病院コーナー「長期入院あれこれ」許山胄腸病院長許山隆

529号１０月10日

１）都支部の入院診療単価調査（107病院を集計）３割強が集団的個別指導

の該当値「極めて異常な事態」都に慎重な指導求め要望書

2）経済審議会・行動計画委員会医療等の規制緩和策を提言

3）生き残るためのネットワークを論議（曰病全国事務管理研究会）

４）シリーズ特集〔病院と介護〕第３回

「介護保険と在宅介護・在宅医療」医療法人財団石心会理事長石井暎禧

５）中小病院コーナー「変革への挑戦」廣田耕三広報委員長

530号１０月25日

1）平成７年度の会員決算（一般病院401件の集計値）困難な中にも改善の

跡赤字の比率が若干縮小赤字割合は公的４９．私的22％に医業収支比

率の改善は僅か

2）主潮「医療大震災」（Ｔ）

3）シリーズ特集〔病院と介護〕第４回

「介護における病院と民間企業との役割」日本生命保険相互会社専務取締

役名原剛

4）中小病院コーナー「柔軟性のあるものの見方を！」日本赤十字社看護教育

部竹内幸枝

5）曰病通強診療情報管理士107人を認定受験資格大核の１３人が合格

6）読者の窓「サービスと高齢化社会」木沢記念病院佐合茂樹

531号１１月10日

1）１２月にインターネットのホームページを開設エイズ対策や健診情報を用

意

532号１１月25曰
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2）診療報酬改定の影響度会員調査入院は0.1～2.4％のアップ外来は概ね

ダウンマイナス改定割合は入院38％・外来40％入院は規模格差反映

3）フォーカス「医療制度の改革に一言」北條慶一常任理事

4）消費税問題など17項目を要望（自民党の平成９年度税制改正で）

5）中医協構成メンバーの見直しを再度要望する（厚相等に要望）

6）シリーズ特集〔病院と介護〕第５回

「介護をめぐる国民ニーズのベクトル」社会保険旬報編集部谷野浩太郎

7）中小病院コーナー「リハビリの目指すもの」医療法人三省会堀江病院理学

療法科部長加藤和夫

８）第38回曰本人間ドック学会テーマは「ＱＯＬの向上をめざして」

9）研究会報告「人の温もりを感じさせる順天堂医院で施設研究会」日本

病院会施設研究会委員長小峰建二

1）医療保険制度改革の意見集約曰病執行部34人の調査回答、会長へ答申

社会的入院に解消策６カ月経過時に見極めと診療報酬は病院と診療所

に区別を

2）主潮「老人の自己負担増を考える」（Ｏ）

3）各種審議会の報告書等の概要

①医療保険審議会・建議書患者負担増本人は２割、高齢者は１～２割の

定率制②老人保健福祉審議会・意見書老人は定率・定額負担両論併記

③国民医療総合政策会議・中間報告２１世紀初頭の医療提供体制を提言④

規制緩和小委員会・報告書医療・福祉分野含め提言

533号１２月10日

1）新春座談会果敢に「変革への挑戦」を医療の大改革期を迎えて

出席者・諸橋芳夫曰本病院会会長、今田寛睦厚生省保険局医療課長、

池澤康郎中野総合病院長、廣田耕三日本病院会広報委員長

2）中医協診療報酬実質0.38％引き上げ４月の消費税改定と連動

3）年頭所感（諸橋会長）

4）中小病院コーナー「患者に断りなしに名前を提示していいのか」社

会医療研究所長岡田玲一郎

5）第47回曰本病院学会テーマは「病院が変わる～明るい病院の未来

像」６月12～14日、東京都武蔵野市で開催

６）厚生省通知輸血用血液による輸血後ＧＶＨＤについて

534号平成９年１月1日
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１）医療保険改革案医保審等へ諮問健保本人と老人は一部負担増外来薬

剤は別建て徴収に難航の末に答申「やむを得ないと」

２）論文「患者・窓口負担増の前に実行せねばならぬこと」〈健康保険制度の

根本的改革、負担の不公平・給付の不平等の改善〉

日本病院会常任理事福井順

３）平成９年度厚生省予算案前年比2.36％増の14兆6,798億円高齢者対策

に重点化

４）フォーカス「病院は明るい思考で」福田浩三常任理事

５）藤田常任理事を祝う動三等瑞宝章を受章

６）中小病院コーナー「経営管理の面でも自己完結から地域連携へ」

医療法人愛仁会顧問下問幸雄

535号１月25日

1）医療保険改正法案やむなく答申（医保審・老健審・制度審）患者負担増

を問題視３審議会とも「抜本的改革」を要請

2）地域医療支援病院の動向論議（常任理事会）条件面から欠落地域もと

3）消費税問題厚生省に要望書提出固定資産分の還付等を

4）主潮「医療保険制度「改革案』に思う」（Ｆ）

5）医療保険改正案「薬剤の別建て徴収で窓口が混乱か？！」森巧造

6）中小病院コーナー「退院計画？退院後計画？」医療法人仁医会常任理事

中澤明子

7）厚生省通知テルフェナジン副作用で「緊急安全性情報」

8）読者の窓「中医協委員選出についての私の考え」神奈川県病院協会理事

豊嶋範夫

536号２月10曰

1）中医協諮問・答申診療報酬新点数が確定実質0.38％引き上げ消費税

率アップ分と診療報酬の合理化に対応中医協諮問・答申の概要（全文）

2）統計システムの関心探る（曰病病院情報センター会員調査）将来の「病

院経営分析サービス（仮称)」等を視野に

3）入院時医学管理料を検証６週境に点数が逆転

4）国際モダンホスピタルショウ９７２４回目迎え、多彩な企画７月９～11曰、

ウィークデー開催

5）リハビリの現状を講演都立大塚病院鷹野昭士氏

6）東京都病院協会が発足へ６病院団体が母体、会長に荘氏

537号２月25曰
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７）中小病院コーナー「小病院長の１週間」許山胃腸病院長許山隆

1）平均在院日数の短縮化続く（平成８年度病院運営実態調査・1,040件を集

計）４年間で２２曰縮み242日に老人比率アップ゜でも病床効率が改善

医療法人の病床利用進む自治体はダウン

2）「今後の医薬品流通等の問題について」（意見）医薬品流通近代化協議会委

員・全国自治体病院協議会会長諸橋芳夫、医薬品流通近代化協議会委員・

日本病院会副会長藤澤正清

３）主潮「病院機能評価が果たす役割」（Ｎ）

４）第23回日本診療録管理学会「原点から考え直す情報と記録」をテーマに

９月18日・１９日、札幌市で開催

５）シリーズ特集「規制緩和を問う！」第１回

「医療の規制緩和を提起した行政改革委員会

社会保険旬報編集部谷野浩太郎

６）中小病院コーナー「タテとヨコの勉強会チーム医療の充実のために」

廣田耕三広報委員長

538号３月10日

1）諸橋会長が諸問題克服に会員の結束要請（代議員会・総会）地域医療支

援病院私的も視野に健保法等改正案の薬剤負担に疑問

2）診療報酬改定説明会東京、神戸で3,100余名が参加

3）シリーズ特集［規制緩和を問う！］第２回

（１）「医療分野の規制緩和を考える」

東北大学医学部教授濃沼信夫

（２）「規制緩和を考える～企業による病院経営問題を中心として」

日本病院会副会長大道学

４）フォーカス「病診連携と家庭医機能」

西村昭男常任理事

５）中小病院コーナー「新米総婦長の夢」

堀江病院総婦長橋口喜代子

６）診療報酬改定に伴う質疑応答50問集

539号３月25曰
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第６定例研究会

1．定例診療システム研究会

１．開催回数１回

２．開催概要

１．日時平成９年２月14日（金）１４：００～１７：００

２．会場東京都・立川市・国立病院東京災害医療センター（院長

（一般：390床・広域災害発生時：900床）

３．参加状況１４施設２５名

４．内容

挨拶院長

当院設立の理念・機能と役割名誉院長

当院の防災活動・災害時医療体制臨床研究部長

第二外科医長

質疑応答

院内見学

荒井他嘉司）

荒井他嘉司

西法正

友保洋三

原口義座

2．定例事務管理研究会

（本年度の定例研究会は諸般の事情により中止とした）

3．定例医事研究会

１．開催回数1回

２．開催概要１１月20曰㈹１０：００～１６：ＯＯ

神奈川県・横浜市技能文化会館２階ホール

後援：㈱神奈川県病院協会・横浜市

参加者数117施設192名

①講演：「レセプト審査の流れ－整形・形成外科を中心として－」

東京都社会保険診療報酬請求書審査委員会審査委員

東京慈恵会医科大学客員教授

②《ランチタイムワンポイントアドバイス※自由参加》

②－①「医事課員と医師との関わり」

拙曰本病院会医事研究会委員

中村純次

武田匡弘
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②－②「平成５年売り上げ高に対する回収実績」

肋日本病院会医事研究会委員

②－③「点数改定時の置き換え作業のやさしいやり方」

仙曰本病院会医事研究会委員

③講演：「新介護システムの社会基盤を考える」

社団法人曰本理学療法士協会理事

④講演：「査定減に対する病院の実状について」

佐々木研究所附属杏雲堂病院医事課主任

松本祐

吉井文吾

山田純生

平良秀

4．定例総務研究会

（人事労務研究会と合同開催）

１．開催回数１回

２．開催概要

（１）７月17日（水）曰病会議室

「育児・介護休業法について」

①「育児・介護休業法について」

15施設 16名

労務省婦人局婦人福祉課

育児・介護休業推進室室長 城野ムツ子

②事例研究

１）「育児休業について」

聖路加国際病院人事課長 斎藤寿明

2）「介護休業について」

東京衛生病院前人事課長 西村捷裕

5．定例人事労務研究会

（総務研究会と合同開催）

6．定例用度研究会

本年度は諸般の事情により中止とした。

7．定例施設研究会

１．開催回数２回

２．開催概要
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①５月29日㈹１３時30分から16時

都立荏原病院（大田区）見学

参加者

②１１月７日（木）１３時30分から17時

１１頂天堂医院１号館（お茶の水）見学

参加者

26施設 36名

20施設 37名

8．定例会計経理研究会

１．開催回数１回

２．開催概要

７月５曰（金）池袋サンシャインシティー文化会館

(1)「医療機関における消費税とその対策」

95施設 121名

中野総合病院院長 池澤康郎

(2)「病院における財務管理について」

公認会計士 石井孝宜

9．定例看護管理研究会

１．開催回数１回

２．開催概要１．日時平成９年２月21曰（金）１３：００～１５：00

２．会場千代田区．いきいきプラザー番町「地階ホール」

３．参加状況３６施設

４．内容「院内感染を起こさない抗生剤の使い方」

～人間と細菌の知恵くらべ～

講師東京都済生会中央病院副院長

58名

北原光夫

10．定例薬事管理研究会

１．開催回数２回

２．開催概要

（１）７月６曰(土）１０：００～１２：ＯＯ

東京都・池袋サンシャインシティ文化会館704会議室

参加者数４７施設

①講演：「診療報酬改定について－病院薬剤師・開局薬剤師の連携一」

㈱日本薬剤師会常務理事

49名
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⑪東京都薬剤師会理事

前・中央社会保険医療協議会委員

(2)３月14日（金）１４：００～１６：００日本病院会会議室

参加者数８６施設

①講演：「薬事法、薬剤師法、診療報酬改定について」

杣日本薬剤師会専務理事

秋葉保次

104名

渡辺徹

11．定例栄養管理研究会

１．開催回数１回

２．開催概要１．日時平成９年２月19曰（水）１０：００～１６：００

２．会場曰本病院会会議室

３．参加状況６７施設

４．内容

特別講演「糖尿病の病態と薬」

講師東京都済生会中央病院内科医員

講演「糖尿病の食事指導のコツ」

講師東京都済生会中央病院食養科長

事例発表「当院の糖尿病指導の実践について」

東京都立大久保病院栄養科長

順天堂大学医学部附属||頂天堂医院栄養課長補佐

医療法人財団河北総合病院管理栄養士

質疑応答

91名

島田朗

高井忠義

由
鈴
中

美
和
朝

比
木
尾

穂
子
子

12．定例調理研究会

１．開催回数１回

２．開催概要１．曰時平成９年３月18曰（火）１３：００～１６：００

２．会場東京都・台東区・華学園栄養専門学校１０階階段教室

3．参加状況３３施設５２名

４．内容

「盛り付けの工夫」について

講師東邦大学医学部付属大森病院主任調理師秋保守
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13．定例診療録管理研究会（診療情報管理セミナーと共催）

診療情報管理通信教育、診療情報管理セミナー参照

14．定例病院管理総合研究会

１．開催回数１回

２．開催概要

（１）平成９年２月13日（木）聖路加国際病院４５施設

『人々に夢を与えるサービスとはなにか」

～明るい職場づくり～

㈱オリエンタルランド教育部部長代理

101名

鎌田 洋

15．定例放射線研究会

（本年度の定例研究会は諸般の事情により中止とした｡）

16．定例臨床検査管理研究会

諸般の事情により開催中止。

17．定例ハウスキーピング研究会

１．開催回数１回

２．開催概要１．日時平成８年７月４日(木）

２．会場東京都・豊島区・池

３．参加状況

１３：00～１６：３０

２．会場東京都・豊島区・池袋サンシャイン文化会館「704.705」号室

参加状況７７施設112名

内容

「感染管理看護婦の役割について」

県西部浜松医療センター衛生管理室副室長看護婦長浦野

「ＩＳＯ９００２に基づく病院環境管理（清掃、環境消毒業務）について」

株式会社シーピーエムホスピタルサポート部部長神谷

４．

美惠子

松治

18．診療報酬改定説明会

１．開催回数２回

２．開催概要（東京会場）

平成９年３月17曰（月）東京厚生年金会館

参加者 1,509名
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講師厚生省保険局医療課

厚生省老人保健福祉局老人保健課

鈴木幸雄

岡本浩二

(神戸会場）

平成９年３月18日㈹

参加者

ワールド記念ホール

1,631名

西田道弘

岡本浩二

講師厚生省保険局医療課

厚生省老人保健福祉局老人保健課

19．定例内科臨床協議会

1．世話人会開催回数２回

２．開催概要

（１）５月13日（月）日本病院会（幹事田村裕男）

①「冠血管内情報とその応用」斉藤穎・日本大学医学部板橋病院内科講師

②各グループの活動報告と予定

（２）１１月11曰（月）日本病院会

①「ＡＴＰ感染性ＫチャネルとIschemicPreconditioning」

水村恒雄・日本大学医学部付属板橋病院第二内科助手

②各グループの活動報告を予定

③９年度の幹事はＪＲ東京総合病院の羽田勝征氏に決まる。

３．各グループジョイントカンファレンス

（１）２－Ｂグループ（自衛隊中央病院、関東中央病院、国立大蔵病院、ＪＲ東京総合病院）

①６月14曰、関東中央病院にて

４．総評

今後も地道な活動を中心に各病院間との交流をはかりたい。
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第７全国研究会

1．全国診療システム研究会

１．開催回数１回

２．開催日時平成８年６月28日（金）１３：１５～１７：００

６月29曰山９：００～１１：３０

３．開催地総合病院国民健康保険水原郷病院（一般350床）

後援：新潟県病院協会（会長岩渕眞）

４．参加者数２３施設３８名

５．演題

６月28日（金）

「施設概要説明」総合病院国民健康保険水原郷病院院長

「当院における外来診療システム」

１）「医事課における待ち時間の改善」医事課長

２）「看護科における待ち時間対策について」外来看護婦長

３）「迅速検査体制について」検査科長補佐

４）「薬剤科における待ち時間対策について」薬剤科長

５）「時間外診療システムについて」診療部長

施設見学（病院及び関連施設）

・総合病院国民健康保険水原郷病院（一般350床）

（関連施設）

．特別養護老人ホーム「白鳥荘」（100床）

・老人保健施設「五頭の里」（５０床）

・在宅介護支援センター

質疑応答

関根理

藤
田
口

夫
子
三
子
郎

沙
光
静
興
美
建

加
山
樋
堀
囲

梠

６月29曰仕）

｢当院における地域医療活動」

１）「概要」

２）「訪問看護活動」

３）「神経難病患者の在宅ケア」

４）「訪問リハビリテーション活動」

５）「在宅介護支援センターの現況」

地域医療科長兼神経内科部長

地域医療科婦長

地域医療科看護婦

理学診療科長補佐

井
前
沢
島

子
子
幸
作

博
良
美
信

氷
宮
長
倉
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水原町在宅介護支援センターソーシャルワーカー富田真弓

６）「老人保健施設と病院・特別養護老人ホームとの関わり」

老人保健施設「五頭の里」相談指導員保科和文

質疑応答

6．総評

新潟県病院協会（会長：岩渕眞会長）のご後援、水原郷病院（院長：関根理）全面的支

援を賜り開催した。水原郷病院は昭和29年創設以来「地域のしあわせはよい病院づくりからはじ

まる」を基本理念とし、

１．よりよい医療の提供

２．患者さんや家族の方々に不安や不満をあたえない

３．忙しさの中でも、ゆとりと笑顔を忘れぬ働きがいのある病院

の三つをモットーとしており、全国の自治体病院からの模範はもとより地域住民から信頼される

地域中核病院である。

当然のことながら、職員は基本理念を熟知しており、開催に際しても関根院長を筆頭に職員全

貝が一丸となって実施され無事終了できた事に感謝申し上げたい。

2．全国事務管理研究会

１．開催回数１回

２．開催期曰平成８年10月17曰（木）１０：００～１７：００

１８日（金）９：３０～１２：００

３．開催地宮城県・仙台市戦災復興記念館

後援：宮城県病院協会

４．参加者数５１施設６７名

５．演題

（第１日目）１０月17曰(木）

１０：００～１０：１５開催あいさつ

㈱日本病院会代議員

㈱曰本病院会事務管理研究会委員長

１０：１５～１１：４５講演「医療法改正（医療供給体制)」

竹田綜合病院理事長

１２：４５～１４：００講演「診療報酬改定の影響と展望」

特定医療法人きっこう会理事・事務局長

１４：００～１５：４５講演「医療保険制度改革と介護保険」

橋寛

本敏博

尚
山

竹田秀

海北幸男
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仙台白百合女子大学教授高木安雄

１５：４５～１７：００対談「看護業務の改善について」

聞き手／元）横浜赤十字病院事務部長益田啓作

ゲスト／前）聖路加国際病院副院長・総婦長内田卿子

（第２曰目）１０月18日(金）

９：３０～１２：００シンポジウム「生き残るためのネットワークのあり方」

座長社会福祉法人聖隷福祉事業団常務理事山本敏博

演者

①医療法人田名病院事務局長玉木義朗

②医療法人財団河北総合病院財団本部事務部長富田信也

③財団法人仙台市医療センター仙台オープン病院事務部長遠藤幸二

④財団法人聖路加国際病院総合企画部長中村彰吾

6．総評

曰本病院会組織率として決して多くない地域での開催であったが、地元事務長会及び県病院協

会のご協力により盛会に開催された。

医療法改正、診療報酬改定をはじめ多岐に渡るテーマにより参加者の満足が得られたことと恩

つ○

3．全国医事研究会

１．開催回数１回

２．開催期日平成８年５月23曰（木）１３：００～１７：３０

２４日（金）９：３０～１２：３０

３．開催地福島県・郡山市民文化センター

後援：社団法人福島県病院協会

４．参加者数９６施設172名

５．演題

５月23曰（木）

「改定後の影響についての事例発表（大。中小病院別)」

①竹田綜合病院（1,209床）

②竹田綜合病院附属芦ノ牧温泉病院（120床）理事長

③済生会川口総合病院（344床）医事課係長

司会：日本病院会医事研究会委員長

オリエンテーション日本病院会医事研究会委員

竹
松
藤
吉

秀

田
本
田
井

祐
勝
文

弘
吾
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グループ討議

①わたしの病院では診療報酬にこのような影響があった

②新規項目にこのように対処した

③経営的側面からの医事課員が報告すべきこと

④その他

５月24曰

発表および全体討議

司会：曰本病院会医事研究会副委員長松本洋一

発表：各グループ発表者（Ａ～Ｊグループ）

最新情報一その後の関係通知について－

（疑義照会・質疑応答含む）

日本病院会医事研究会委員合羽井昭雄

6．総評

今回の研究会で新たな試みとして、４月に改定の診療報酬改定直後の参加病院の影響をグルー

プ討議で議論しあった。グループを病床規模・公私の10グループに分け、比較的活発な討議となっ

た印象が強い。

また、グループ討議前の大・中・小病院についての事例発表、関係通知の情報と照会について

の演題と細かな配慮をしたプログラムも好評であったように思う。

今後も参加者の満足の行く内容で、開催して行きたいと思う。

4．全国総務研究会

１．開催回数１回

２．開催期曰平成８年10月３日(木)～４日(金）

３．開催地愛知県・愛知県医師会館

４．参加者数４３施設７０名

５．演題

『医療・保険改革とこれからの病院の方向』

①「社会環境の変化と病院の対応」

上飯田第二病院院長福田浩三

②「インフォームド・コンセントと患者サービス」

半田市立半田病院院長六鹿直視

③「ケアマネジメントとは何か」
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みのかも市在宅介護支援センター社会福祉士

③事例発表「介護休業法について」

１）「介護休業制度の概要」

聖路加国際病院人事課長

２）「介護休暇を看護婦はどうとらえるか」

藤田保健衛生大学病院副看護部長

３）「介護休業について」

聖路加国際病院人事課長

４）「看護婦需給の動向と介護休業制度」

総合病院聖隷三方原病院事務長

④シンポジウム

「医療保険改革と病院の進路」

～企画部門の役割～

１）「在宅医療」

～在宅看護の将来と病院の役割～

愛知国際病院看護部長

２）「中規模専門病院の成長とその戦略」

～医療の質、医療機能評価、職員教育～

松田病院事務次長

３）「ヘルスケア戦略と病院経営」

石和温泉病院統括企画室長

４）「米国人事制度を参考にした人材開発」

～組織開発と医療機能評価～

河北総合病院財団本部事務

シニアマネージャー

総評

林和美

斉藤寿明

近藤八重美

斉藤寿明

田島誠

大畑美和子

中嶋照夫

斉藤正夫

篠塚功

６．

改革の時代においては病院の進むべき方向を見定め、戦略的視点に立った新たな課題への対応

がとりわけ重要である。

このような病院を取り巻く厳しい医療環境に、経営管理者をはじめとして事務担当者がいかに

対応するか、を念頭において本年度は『医療・保険改革とこれからの病院の方向』を主テーマに

開催した。

基調講演では病院経営の質が問われるようになった今日、的確な現状把握と将来への展望を見

極める必要性が指摘された。
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今曰病院が直面している諸問題の中から、「インフォームド・コンセント」「ケアマネジメント」

｢介護休業法」「在宅医療」「職員教育」等を取り上げ、その具体策が検討された。

参加者は事務部門のほか、病院長、看護部門と多岐にわたり、各々の担当部門に即した質疑が

交わされた。

また、本年度も昨年度に引き続き、病院における現在の賃金実態をできる限り正確に把握し、

各病院が適性な賃金管理を行っていくうえでの参考に資するため「'97病院職種別賃金実態調査

資料集」を出版した。調査は国立病院を除く2,343会員病院を対象に行い、有効回答率は9.7％で

あった。

今後も毎年この調査を実施し、担当者に役立つ実務書として定着を図っていきたい。

5．全国人事労務研究会

（総務研究会と合同開催）

6．全国用度研究会

１．開催回数１回

２．開催期曰平成８年９月13日(金)～14曰出

３．開催地新潟市新潟ミナミプラザホテル

４．参加者数160施設198名

５．開催内容

第１曰９月13日（金）１０：００～１７：２０

１０：００～１０：１０開会挨拶

価日本病院会常任理事

国立療養所新潟病院院長

㈱曰本病院会用度研究会委員長

聖路加国際病院事務次長

１０：１０～１２：００プレゼンテーション

「事例別ＳＰＤ導入による病院経営上の具体的メリット」

㈱ムトウ情報システム事業部部長

１３：００～１４：００事例発表（１）

「新潟県立病院薬品管理システムについて」

新潟県病院局副参事係長

１４：００～１５：００事例発表(Ⅱ）

「診療材料等のコンピュータ処理の試み」

小澤寛

塩山雅英

岩城徹

高橋春樹
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渡辺幹朗新潟市民病院総務課用度係長

１５：１０～１７：２０用度業務全般に亙るアンケート調査報告

①用度業務（一般的事項）について

聖路加国際病院事務次長

②医薬品を除いた物品の価格調査について

練馬総合病院事務長

③医薬品に関する調査について

曰比谷病院事務次長

第２曰９月14日(土）９：００～１２：００

９：３０～１１：３０用度業務全般にわたるグループ討議と情報交換

１１：３０～発表及び全体討議・質疑応答

塩山雅英

大石洋司

梅津勝男

7．全国施設研究会

（本年度は諸事情により中止とした）

8．全国会計経理研究会

１．開催回数１回

２．開催期日平成８年10月17日（木）１０：００～１７：００

１０月18日（金）９：００～１２：００

３．開催地京都府・京都市

４．会場ビル葆光

５．参加者数９７施設121名

６．演題

（第一曰目）

（１）「病院管理者から見た会計経理担当者」

医療法人医仁会会長

（２）「最近の医療法人の収益動向と消費税」

公認会計士

（３）グループ討議

「経費節減対策あれこれ」

（第二日目）

（１）「病院経営分析の手法と平成７年度集計結果報告」

㈱日本病院会会計経理研究会顧問

武田隆男

伊藤寛

酒泉春雄
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（２）「経費節減のための原価計算」

拙曰本病院会会計経理研究会委員内海康秀

7．総評

本年度の全国研究会は、ますます厳しくなる医療環境の中で、昨年に引き続き経費節減対策を

メインテーマに取り上げ、病院管理者が会計経理担当者に何を期待しているか、を講演いただき、

更に平成９年４月より実施される消費税の引き上げが、病院経営にどう影響してくるかを公認会

計士より講演願った。

例年実施しているグループ討議でも、各参加者より経費節減対策の実例報告が出され、活発な

意見交換がなされた。

病院の健全な経営を行うためには、当然、無駄な経費を節減していかなければならず、各部門

の採算管理を綿密に実施して改善計画を立て、細かい分析をして行くことが今後ますます重要に

なってくると思われ、病院会計経理担当者の責任はさらに重くなると考えられる。

今回の研究会の参加者が文字どおり、北は北海道から南は沖縄に至るまで、全国より121名と、

過去最高となったことは、研究会を開催するにあたり、種々ご援助．ご協力いただいた関係者の

方々のおかげであり深く感謝申し上げる次第である。

9．全国看護管理研究会

１．開催回数１回

２．開催日時平成８年10月24日（木）９：４０～１６：００

１０月25曰（金）９：３０～１２：００

３．開催地宮城県・仙台市・仙台サンプラザ「クリスタルルーム」

後援：宮城県病院協会（会長安田恒人）

㈱宮城県看護協会（会長伊藤治子）

４．参加者数６２施設106名

５．演題

１０月24曰（木）

基調講演「病院におけるサービスの質を考える」

東北大学医学部病院管理学教室

シンポジウム「病院におけるサービスの質を考える」

～病院の組織作り、人作り、意識改革等～

・院長の立場から

財団法人厚生会仙台厚生病院病院長

関田康慶

朝村光雄
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･看護部長の立場から

東北厚生年金病院看護部長小松京子

･事務長の立場から

財団法人仙台市医療センター

仙台オープン病院事務部長

童話作家

遠藤幸二

阿部邦子・患者の立場から

ディスカッション

１０月25曰（金）

特別講演「伊達者の時代」

～みちの〈仙台に花開いた文化を中心に～

仙台市立博物館館長浜田直嗣

特別講演「保健医療福祉施策と訪問看護ステーションの実践」

社団法人宮城県看護協会太白訪問看護ステーション所長門間やす子

6．総評

「病院におけるサービスの質を考える」をメインテーマとして取り上げ、いかにして各病院で

は患者サービスを充実させているかを探求した。まず、病院管理学の発祥ともいえる東北大学医

学部の関田康慶先生の基調講演に続き、地元仙台の病院にご協力願い「患者さん」に対してどの

ようなサービスを図っているか現状報告をいただいた。各病院では積極的に病院の組織作り、人

作り、意識改革を図り患者サービスの向上に務めている現状報告があり、「患者」を代表して入

院生活の経験を基に童話作家の阿部邦子氏から笑いと涙を混え病院への切実なる要望が述べられ

医療に携わる者として考えさせられる点が多々あった。参加者はこれらの要望事項を参考にしな

がら実施することによって少しでも患者さんの気苦労を軽減させようとメモをとっていた。

10．全国薬事管理研究会

１．開催回数１回

２．開催期曰平成８年11月８日（金）１０：００～１７：００

９曰(土）９：３０～１２：００

３．開催地京都府・京都リサーチパーク東地区１号館４階ホール

後援：京都府病院協会・肋京都私立病院協会・京都病院薬剤師会・肋日本病院

薬剤師会・(助日本薬剤師研修センター

４．参加者数９６施設106名
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演題

(第１曰目）

11月８日（金）

５．

１０：００～１０：１５開会あいさつ

㈱日本病院会理事

京都府病院薬剤師会会長

京都府立医科大学附属病院薬剤部長

㈱曰本病院会薬事管理研究会委員長

１０：１５～１１：００基調講演「病院経営と薬局長」

武田総合病院会長

司会：㈱日本病院会薬事管理研究会委員長

１１：００～１２：００特別講演「臨床試験（治験）の現状と問題点」

⑪大阪府病院薬剤師会会長

近畿大学医学部附属病院薬局長

司会：㈱日本病院会薬事管理研究会委員

１３：００～１５：４５シンポジウム「糖尿病の管理」

座長：国立京都病院薬剤科長

仙日本病院会薬事管理研究会委員

１）（医師の立場から）国立京都病院臨床研究部長

２）（薬剤師の立場から）国立京都病院製剤主任

３）（看護婦の立場から）国立京都病院副看護婦長

４）（栄養士の立場から）国立京都病院栄養係長

１６：００～１７：００時局講演「医療保険と医薬品問題」

厚生省大臣官房企画官

司会：鮒日本病院会薬事管理研究会委員

(第２日目）

11月９曰（土）

武田隆男

岸本英機

樺山照一

武田隆男

樺山照一

石田定廣

片山孝一

柴川

佐野

葛谷

上西

杉村

藤田

雅
壽
英
秀
洋
清

彦
夫
嗣
典
子
治

西山正

牧戸宏

徳
行

９：３０～１２：００シンポジウム「患者への情報（医薬情報）提供について」

座長：公立山城病院薬剤科長柳澤進

仙日本病院会薬事管理研究会委員谷古宇秀

１）京都博愛病院薬剤科長佐藤ひろ子

２）市立池田病院主任薬剤師名徳倫明

３）東京都多摩老人医療センター薬剤科長岡野紘基
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6．総評

今回も盛りだくさんの内容で開催した。

各演題とも参加者の興味をひくもので、熱心な受講の様子が印象的な研究会であった。

地元病院協会、薬剤師会のご協力により盛大な研究会となったことに深く感謝いたします。

11．全国栄養管理・調理合同研究会

１．開催回数１回

２．開催日時平成８年10月17日（木）１０：００～１６：３０

１０月18曰（金）９：００～１２：００

３．開催地福島県・福島市・杉妻会館４階「牡丹」の間

後援：⑪福島県病院協会（会長小野田英雄）

㈱福島県栄養士会（会長鈴木里子）

拙福島県栄養士会福島県病院栄養士協議会（会長中村啓子）

４．参加者数７３施設118名

５．演題

１０月17曰（木）

特別講演「最近の集団調理事情」

～クックチル、フローズン、真空パック等～

畠季語霧美学副菫鬘杉田浩一
シンポジウム「新しい調理形態について」

・東京中央食品株式会社代表取締役狩野弘道

・総合保原中央病院栄養科長菅野美津子

・綜合病院聖隷三方原病院栄養科長金谷節子

質疑応答

１０月18曰（金）

特別講演「調理の心」

ホテル辰己屋総料理長大西堯

特別講演「消化管と微生物」

福島県立医科大学教授茂田士郎

６．総評

病院給食の形態が著しく変化しており、それに対応する最近のフードサービスに関する情報知

識の修得を目的として実施した。参加者は新しい調理形態の現状認識、改善等を修得し少しでも
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患者サービス、アメニティ向上につなげるために熱心な聴講であった。

12．全国病院管理総合研究会

１．開催回数１回

２．開催期曰平成８年11月14日(木)～15日(金）

３．開催地静岡県・静岡新聞社ホール

４．参加者数３７施設５５名

５．演題

『病院が生き残るための考察」

①「社会情勢の変革と病院の対応」

総合病院聖隷浜松病院総長

②「看護の質の評価」

元）聖路加国際病院副院長・総婦長

③シンポジウム

「健診業務の現状と問題点」

聖隷健康診断センター労働衛生部部長

聖隷予防検診センター副所長

東芝健康保険組合常任理事附

新東京病院企画室長

④「今、医療の質を考える」

～曰本医療機能評価機構にそって～

青梅市立総合病院院長

６．総評

中山耕作

内田卿子

田勉

谷礼子

塚龍一郎

藤勇二

吉
水
手
伊

星和夫

病院を取り巻く厳しい医療環境下に、病院管理者としていかに対応するかの観点から、具体的

事例に基づいて「病院が生き残るための考察」を主テーマに企画した。

「医療の質」では、病院経営管理の近代化・効率化を踏まえながら、病院の進むべき方向を見

定め、その対応がとりわけ重要であることが指摘された。

「健診業務の現状と問題点」では、講師の体験に基づいた実際例であったことから、講師と参

加者との現場の生の声が行き交い、日常業務における諸問題に対する問題解決の糸口が模索され

た。

病院に課せられた重責を果たす意味でも、今後も継続して参加者の期待に応えられるテーマを

取り上げ、参加者とともに悩み研究をしていきたい。
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13．全国放射線研究会

１．開催回数１回

２．開催期日平成８年７月26日(金)～27日(土）

３．開催地那須・東芝那須工場、かもしか荘

４．参加者数２７施設３０名

５．演題

『病院機能評価と放射線科のあり方』

～放射線業務の質的向上をめざして～

①「日本医療機能評価機構による書面調査を経験して」

上都賀総合病院院長大井利夫

②「病院機能評価と放射線科のあり方」

～放射線業務の質的向上をめざして～

東京都立神経病院放射線科技師長阿部敏

自治医科大学附属病院診療放射線技師出井充

③「医療機器とＰＬ法について」

東芝メディカル㈱技術本部参与柴田定康

④「医療評価について」

日本医科大学医療管理学教室教授岩崎榮

６．総評

病院経営の質が問われるようになった今曰、放射線部門における的確な現状把握と将来への展

望を見極める観点から、『病院機能評価と放射線科のあり方」を取り上げた。

特に、曰本医療機能評価機構の調査を経験した参加者からの報告によって、院内におけるその

役割の重要`性が指摘された。

ただし、専門技術的なテーマに偏った他団体の研修会では取り上げない、今日的な病院経営の

質をテーマとした開催が必ずしも参加者増に結びつかないことについては、今後の課題として一

考を要することになった。このようなことを踏まえて、今後も研修の実をあげるよう、なお一層

の改善に努めたい。

14．全国臨床検査管理研究会

１．開催回数１回

２．開催曰時平成８年９月12曰（木）１０：００～１６：００

９月13曰（金）９：００～１２：００

３．開催地新潟市・メルパルク郵便貯金会館「雪・椿の間」
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共催：㈱新潟県臨床衛生検査技師会（会長小形久）

後援：新潟県病院協会（会長岩渕眞）

4．参加者数115施設124名

５．演題

９月12曰（木）

特別講演「検査室の在り方と運営」

新潟大学名誉教授

講演「外注検査と院内検査に関する検討」

曰本医科大学付属千葉北総病院中央検査室技師長野本剛史

特別講演「これからの臨床検査室の管理・運営」

新潟市民病院中央検査部技師長小形久

シンポジウム「検査室運営と技師長の役割」

１．「臨床検査の原価計算」

講師：日本病院会臨床検査管理研究会委員

浜松赤十字病院検査部技師長

２．「技師の意識改革」

講師：日本病院会臨床検査管理研究会委員

板橋中央総合病院検査科次長

３．「これからの新技術の導入法」

講師：日本病院会臨床検査管理研究会委員

三井記念病院臨床検査技師長

４．「臨床医・看護部との連携」

講師：曰本病院会臨床検査管理研究会委員長

東京医科大学病院臨床検査技師長

６．総評

屋形稔

川越功

成田周市

前畑英介

宇津木道弘

検査項目のマルメ化等により検査室運営の危機が叫ばれ、単なる運営だけを考えれば良いとい

う時代ではなくなった。これからは検査技師も積極的に病院経営に参入してゆかなければならな

いという現状にあり、参加者も過去最高となった。

15．全国ハウスキーピング研究会

１．開催回数１回

２．開催日時平成８年11月７曰(木）

３．開催地東京都・日本病院会

４．参加者数５４施設８１名

１０：００～１６：００

会議室
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5．演題

清掃従事者のやる気を起こさせる－考察（１）

～全自営の場合から～

□本病薑薑衛星鳥屋ｷｽ二三二垂害壹ｸﾞ鑿山本昇
清掃従事者のやる気を起こさせる－考察(Ⅱ）

～３業者委託の場合～

順天堂大学医学部付属11頂天堂医院管理課ハウスキーピング担当唐島孝彰

清掃従事者のやる気を起こさせる－考察(Ⅲ）

～２業者委託の場合～

□本露二校妾鯉-岳臺蝋富露露神山金刀
清潔管理マニュアルについて

Ｏ－１５７について

日本病院会ハウスキーピング研究会委員長井上加代子

6．総評

患者さんが病院に対し強くアメニティを求め、病院が汚いということで訴えられている現状を

打破するため、病院としてより清潔な環境を維持するための－考察を委員から報告、問題提議が

なされた。

16．全国図書室研究会

１．開催回数１回

２．開催期日平成８年10月３曰（木）１３：００～２０：００

４日（金）１０：００～１５：２０

３．開催地横浜市技能文化会館（神奈川県・横浜市）

後援：㈱神奈川県病院協会・近畿大学図書室協議会・病院図書室研究会・横浜市

４．参加者数９８施設103名

５．演題

（第１日目）１０月３日(木）

１３：００～１３：３０開催あいさつ

㈹鴬呈市鷆言協二任二鬘土屋章
㈱日本病院会図書室研究会委員長篠原寿美江

１３：３０～１４：３０特別講演
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「病院図書室の役割」－これまでとこれからと－

亀田総合病院診療総括副院長

１５：００～１６：３０シンポジウム

「時代のニーズにあった病院図書室を作ろう」

コーディネーター関東逓信病院図書館チーフ

①「ＮＡＣＳＩＳ－ＣＡＴ／ＩＬＬの利用」

学術情報センター事業部目録情報課

雑誌目録情報係長

②「２１世紀の病院図書室」

鳥取大学医学図書館

曰本医学図書館協会理事

③「院内情報機能の統合について」

埼玉協同病院診療情報室司書

④「病院図書室の情報サービス業務とコンピュータ」

㈱東芝東芝病院

管理部総務担当図書室司書

１８：００～２０：００懇親会

牧野永城

長谷川湧子

米澤誠

宍道勉

和田美津保

山川美穂子

(第２曰目）１０月４曰(金）

１０：００～１０：４５継続教育

「相互貸借と相互利用マニュアル改訂版」

山之内製薬株式会社図書室司書

相互利用マニュアル改訂委員会委員長

１０：４５～１１：４５教育講演

「市民の求める医学情報の提供」

横浜市立大学医学情報センター司書

１１：４５～１２：００記念撮影

１３：００～１４：００実務講座Ｉ

「患者への医療情報の提供一アメリカの病院図書室を見学して－」

新潟県立がんセンター新潟病院司書

１４：１５～１５：１５実務講座Ⅱ

「図書室職員のためのインターネット」

鶴見大学図書館閲覧係主任

本郷祥子

登坂善四郎

有田由美子

長谷川豊祐
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6．総評

今回の開催は地元病院協会の全面的なご協力のもと盛会に開催された。

参加された方についても過去最高の参加者数となり、また今回の研究会が始めての参加でない

という方が多かった。これについてはこの研究会が参加者にとって魅力あるものであり、また図

書室職員にとって数少ない研修の場であることの裏付けとなる。

また恒例の懇親会でも活発な議論とネットワーク作りがなされ、参加者にとって実り多い研究

会となったことはアンケートの集計結果からもわかる。

職場リーダー研修会

・開催回数２回

、開催概要

第75回（３日間コース）

期曰平成８年６月19日(水)～21(金)（東京都）

場所社団法人日本病院回会議室

参加者２３施設２７名

演題（１）職場リーダーのポジションと役割

（２）職場運営のポイント

（３）職場研修のねらい

（４）要求される創意工夫

（５）リーダーシップと相互理解

（６）ケーススタディ

リーダー

聖路加国際病院物品管理センター長内

元昭和大学病院放射線技師長神

武蔵野赤十字病院事務部長緒

東京都医科大学栄養科科長補佐平

佼成病院臨床検査技師長設

1７．

１．

２．

藤
田
方
丼
楽

均
助
市
枝
登

幸
廣
千
正

第76回（５日間コース）

期曰平成８年11月11日(月)～15日（金）

場所湯河原厚生年金会館（熱海市）

参加者９施設１３名

演題（１）監督者の職務
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（２）仕事の管理と改善

（３）部下の育成

（４）組織とコミュニケーション

（５）リーダーシップ

（６）ケーススタディ

特別講演１１月11日（月）

テーマ「事務長生活の経験と反省から」

益田啓作（元横浜赤十字病院事務部長）

11月15日（金）

テーマ「医療保険制度改革に伴う病医院の対応」

玉木義朗（医療法人白寿会田名病院

リーダー

聖路加国際病院物品管理センター長内藤

元昭和大学病院放射線技師長神田幸

武蔵野赤十字病院事務部長緒方廣

佼成病院臨床検査技師長設楽正

佼成病院総務課係長渡辺修

事務局長）

均
助
市
登
孝

総評

今年度も６月、11月と２回開催されたが、例年になく参加者が少ない年であった。

病院の経営状況も厳しいと思われ、その影響がでている。研修内容としては、事6

３．

病院の経営状況も厳しいと思われ、その影響がでている。研修内容としては、事例研究になる

といままでの緊張もほぐれ、よりよい研修時間を過ごしている。当研修会では、時代のニーズに

答え、全国の病院の問題点について検討していく方針である。
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第８セ

「
、
へ ナー

1．病院長・幹部職員セミナー

１．開催回数１回

２．開催時期平成８年８月３曰仕)、４日(日）

３．開催地東京都ダイヤモンドホテル

４．参加者数170名

５．演題

第１曰目８月３曰仕）（１３：００～１９：３０）

ダイヤモンドホテル・西館地下２階（スタールビー）

シンポジウムＩ「医療費改定と影響と対策」

①練馬総合病院事務長

②医療法人愛仁会常任顧問

③済生会泉尾第二病院院長

④牧病院院長

座長：日本病院会副会長

大
下
中
牧
大

石
間
川

洋
幸
義
恭

司
雄
隆
彦
學

道

特別講演Ｉ「病院医療の倫理」

元上智大学理事長

座長：日本病院会副会長

クラウス・ルーメル

高橋勝三

特別講演Ⅱ「医療費改定の課題」

厚生省保険局医療課企画官

座長：日本病院会会長

第２日目８月４曰（日）（９：３０～１７：００）

ダイヤモンドホテル・西館地下２階（スタールビー）

シンポジウムⅡ「病院の事故防止策」

①武蔵野赤十字病院副院長

②岐阜県立岐阜病院名誉院長

③東北公済病院看護部長

④安田火災海上保険テクノサービス部長

⑤早稲田大学人間科学部教授

座長：曰本病院会副会長

西山正徳

諸橋芳夫

宅
原
地
藤
田
澤

三
和
子
彦
動
清

一旱□
祥
邦
登
和

正

須
菊
加
黒
藤

－１５８－



特別講演Ⅲ「当院の経営方針」

聖マリア病院理事長井手道雄

座長：小牧市民病院院長余語弘

シンポジウムⅢ「動き出した病院機能評価」

①曰鋼記念病院理事長西村昭男

②青梅市立総合病院院長星和夫

③大浜第一病院院長廣田浩三

④国際医療福祉大学教授（日本医療機能評価機構非常勤研究員）橋本廸生

座長：日本病院会副会長中山耕作

特別講演Ⅳ「２１世紀病院の将来像」

聖路加国際病院名誉会長日野原重明

座長：日本病院会副会長高橋勝三

6．総評

今年度のセミナーは、高橋副会長の担当で行なわれ、医療費改定、病院医療の倫理、医療事故、

病院機能評価についてなど、直面する医療機関の諸問題について講演、シンポジウムが行われた。

会場はあふれんばかりの参加者の真剣な聴講のまなざしが印象的であった。

2．幹部医セミナー（病院医療の質を考えるセミナー）

１．開催回数２回

２．開催期曰平成８年７月６日出

平成９年２月７曰(金)・８日(士）

３．開催地東京都・池袋サンシャインシティ文化会館

静岡県・聖隷浜松病院

アクトシティ浜松コングレスホール

４．参加者数６５名

９１名

５．演題

平成８年７月６日(土）１３：００～１６：００

シンポジウム《患者のＱＯＬを考えたこれからの医療》

発言者

１．総合的医療（ライフサイクル医療）

国立小児病院副院長 伊藤 拓
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２．医療関係者からの質の向上について

九州大学医学部医療システム学講座

３．生活の場としての病院

国立医療・病院管理研究所施設計画研究部地域医療施設計画研究室長

４．PatientFocusedCare（リエンジニアリングによる病院経営改革）

株式会社三枝匡事務所

座長：牧田総合病院副院長

第１日目平成９年２月７日（金）聖隷浜松病院

シンポジウム“患者さんにとって臨まれるチーム医療，，

座長浜松医科大学脳神経外科教授

シンポジスト聖隷浜松病院神経内科主任医長

聖隷浜松病院脳神経外科部長

聖隷浜松病院小児科病棟婦長

聖隷浜松病院医療相談室室長

コメンテーター曰本病院会・病院幹部医会幹事

昭和大学附属病院救急センター長

曰本病院会・病院幹部医会幹事

国保旭中央病院副院長

第２曰目平成９年２月８日(士）アクトシティ浜松コングレスホール

シンポジウム“オーダリングシステムと病院医療の質,,

座長日本病院会・病院幹部医会副会長

日本医薬情報センター理事長

シンポジスト聖隷浜松病院画像神経科主任医長

聖隷浜松病院医療情報室部長

京都府立医科大学放射線医学講師

コメンテーター日本病院会・病院幹部医会幹事

名古屋第二赤十字病院副院長

日本病院会・病院幹部医会幹事

公立昭和病院外来部長

１０：３０～１２：００特別講演

“病院情報システムから地域医療情報ネットワークへ，,

演者国立大阪病院院長

座長聖隷浜松病院総長

今中雄

辻吉隆

三枝匡

笹森典雄

植村研一

情水貴子

嶋田務

原田さち子

背戸公子

有賀徹

村上信乃

宅浩之

伊藤

松本

紀ノ定

彦
一
臣

龍
洋
保

安藤恒三郎

責田岡正史

井上通敏

中山耕作
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6．総評

今年度も２回のセミナーを開催した。

とりわけ２回目のセミナーは、地元聖隷浜松病院の全面的な企画・立案・協力のもと開催され

た。

聖隷浜松病院の中山総長、堺院長をはじめ病院職員の皆様には会場提供、準備等大変お世話に

なり、深謝する次第である。

3．医療事故防止のためのセミナー

１．開催回数２回

２．開催地東京都・岡山市

３．参加者数第１回９５施設111名

第２回150施設202名

４．開催内容

第１回

第１日目７月７曰(金）

９：４５～９：５０開催挨拶

社団法人曰本病院会副会長

社団法人曰本病院会医療事故対策委員会委員長

９：５０～１１：２０講演「医療過誤防止のために」

講師：市立豊中病院副院長

１２：３０～１３：５０講演「最近の医療事故から」

講師：栄法律事務所弁護士

１４：００～１５：３０講演「看護の質の評価」

第２曰目７月８日(士）

９：３０～開催挨拶

社団法人曰本病院会副会長

社団法人曰本病院会顧問

総合病院岡山赤十字病院名誉院長

来賓祝辞

岡山県保健福祉部部長

社団法人岡山県病院協会会長

社団法人岡山県医師会会長

～９：４５ 社団法人岡山県看護協会会長

大道學

小澤寛二

高見元敞

加藤良夫

大道學

依田忠雄

遠
松
永
小

藤
田
山
引

弘良

和雄

克巳

恂子
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９：４５～１１：２０講演「医療過誤を防止するために」

～医療ミスの実態とその対策～

講師：市立豊中病院副院長

１１：２０～１２：３０講演「医療の質の向上と事故防止」

⑪日本病院会監事

講師：青梅市立総合病院院長

１３：３０～１４：３０講演「最近の医療事故から」

講師：栄法律事務所所長弁護士

１４：３５～１５：５５講演「ナースの事故防止対策とは？」

㈱広島県看護協会監事

講師：広島県立保健福祉短期大学助教授

高見元敞

星和夫

加藤良夫

野尻昭代

4．病院防災セミナー

１．開催回数１回

２．開催期曰平成８年７月４日(木）

３．開催地池袋サンシャインシティ文化会館

４．参加者数６５施設107名

５．開催内容

開会の挨拶社団法人日本病院会

社団法人兵庫県私立病院協会

兵庫県病院協会

社団法人日本病院会

「病院災害復興・計画実態調査」の緊急調査報告

社団法人日本病院会防災対策委員

社団法人兵庫県私立病院協会

兵庫・西宮渡辺病院

「座長」社団法人日本病院会防災対策委員

社団法人神奈川県病院協会

〔講演〕

「阪神・淡路大震災と災害医療」

「座長」医療法人大道会

〔シンポジウム〕

－阪神・淡路大震災後１年半経過したが、防災対ｆ

長
長
長
事

会
会
会
理

副
任常

大道學

北村行彦

常務理事

院長 渡辺 局

副会長

ＮＨＫ解説主幹

防災問題懇談会委員

理事長

太田正治

吉

大

村秀實

道學

防災対策はどのようになったか何をすべきか－
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日本病院会常任理事

東京・中野総合病院

兵庫・明舞中央病院

厚生省・災害医療あり方に関する研究会委員

神戸市立中央市民病院

神奈川・太田総合病院

厚生省・災害医療あり方に関する研究会委員

東京・武蔵野赤十字病院

兵庫・優生病院

院長

院長

池澤康郎

元原利武

救急部長

理事長

立道清

太田正治

施設課長

院長

小峰建二

北村行彦「座長」

閉会の挨拶

社団法人兵庫県私立病院協会

社団法人日本病院会防災対策副委員長

副会長

理事 元原利武

5．事務長セミナー

１．開催回数１回

２．開催期日平成９年３月13日（木）１０：00～１７：0０

１４曰（金）９：３０～１２：0０

３．開催地自治労第一会館（東京都・千代田区）

４．参加者数156施設188名

５．演題

（第１日目）３月13日（木）

１０：００～１０：１０開会挨拶

仙曰本病院会事務管理研究会委員長

１０：１０～１２：３０講演：「医療保険改革と医療の将来」

東京女子医科大学教授

１３：３０～１４：３０講演：「医療法の改正・これからの医療供給体制」

厚生省健康政策局総務課企画法令係長

山本敏博

紀伊國献

玉川厚

１４：３０～１７：００討論：「診療報酬における薬剤費一それぞれの立場から－」

１）製薬会社の立場から

曰本製薬団体連合会

塩野襄蔓菫騨言員書務霧量□野正信
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2）卸業者の立場から

㈱日本医薬品卸業連薑衾薬焉鱸壹蕊松谷高顕
3）病院長の立場から

拙曰鱗芙財閨小鱸屋会名鬘蟇鬘織本正慶
4）薬剤師の立場から

仙曰本病院薬剤師会副会長

｜|頂天堂大学医学部附属１１項天堂医院薬剤部長

座長仙曰本病院会事務管理研究会委員長

吉野情高

山本敏博

(第２日目）３月14曰（金）

９：３０～１２：00討論：「２１世紀に向けての医療改革への取り組み」

１）医療法人近森病院事務長川添具

２）医療法人広江病院理事廣江研

３）医療法人田名病院事務局長玉木義朗

座長㈱曰本病院会事務管理研究会委員益田啓作

６．総評

今回はプログラム構成として２日間を充分に活用し、１日目の「医療保険改革と医療の将来」

「医療法の改正・これからの医療供給体制」「診療報酬における薬剤費一それぞれの立場から－」

の討論、その－日目を受けての２曰目での実際の病院での取り組みを模索する討論として「２１世

紀に向けての医療改革への取り組み」として２日間を通して完結する内容とした。そのテーマ設

定がご理解頂けたためか参加者も多く集まり活発なディスカッションが行われた。

また、開会から閉会のあいさつまでにも聞き入る参加者の様子から、今病院の置かれている状

況が充分うかがえた。

6．総婦長セミナー

１．開催回数１回

２．開催日時平成８年８月22曰

２３曰

３．開催地東京都・千代田区

４．参加者数197施設240名

５．演題

「看護教育の変遷」

～戦後の看護教育の変遷～

（木）１３：00～１７：００

（金）９：００～１６：００

全国町村議員会館
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千葉大学看護学部附属看護実践研究指導センター教授草刈淳子

「看護教育の変遷」

～平成９年度のカリキュラム改訂の意図するもの～

厚生省健康政策局看護課課長補佐田村やよひ

「人間学としての組織・管理・経営」

～ホスピタリティを中心にして～

亜細亜大学経営学部教授横澤利昌

「看護経営学入門」

へイコンサルティンググループコンサルタント松下博宣

6．総評

看護教育の変遷として、「戦後の看護教育の変遷」「平成９年度のカリキュラム改訂の意図」を

取り上げた。また、婦長としても病院経営に参入しなければならないという時代背景から分かり

易く看護経営学を学んだ。

7．患者サービス向上セミナー

（本年度のセミナーは諸般の事情により中止とした｡）

8．放射線技師監督者セミナー

１．開催回数１回

２．開催期曰平成９年１月16日(木)～18日(土）

３．開催地曰本医科大学同窓会館

日本医科大学５号館

４．参加者数３５施設３６名

５．演題

「病院機能評価と放射線科のあり方』

～放射線業務の質的向上をめざして～

①３分間スピーチ

②「病院における運営管理と経営の質」

曰本医科大学医療管理学教室教授

③「医療法関連法規について」

国立がんセンター中央病院放射線科技師長

④「ＰＬ法と放射線機器」

㈱日立メディコ品質保証本部本部長

岩崎榮

佐々木由

鳥井賢治
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⑤全体討議Ｉ「病院機能評価を受けて」

～ＫＪ法を使って～

武蔵野赤十字病院放射線科技術課長松尾政明

河北総合病院画像診断部技師長佐藤正

総合病院聖隷浜松病院放射線部技師長背戸好廣

⑥全体討議Ⅱ「業務の合理化」

⑦「高度救命救急の現状」

曰本医科大学付属病院高度救命救急センター部長益子邦洋

⑧施設見学

日本医科大学付属病院放射線科、日本医科大学付属病院高度救命救急センター

⑨「在宅医療について」

セコム在宅医療システム㈱看護部長柳田久美子

⑩「高速ＣＴについて」

曰本医科大学放射線科助教授小林尚志

６．総評

今後も病院内での放射線技師に課せられた重責を再認識し、研修の実をあげるよう、なお＿層

の改善を行いたい。

9．臨床検査管理セミナー

１．開催回数1回

２．開催曰時平成９年２月７日（金）１０：００～１７：0０

３．開催地東京都・日本病院会会議室

４．参加者数９６施設106名

５．演題

特別講演「歴史に学ぶ人間学」中国歴史編

～リーダーとフォローワーの役割とは～

学研専任講師

講演「まず、技師長自らの手で検査室改革を」

日本病院会臨床検査管理研究会委員

三井記念病院臨床検査技師長

シンポジウム「病院検査室の経営はどうあるべきか」

１．「検査室の収支」

日本病院会臨床検査管理研究会委員

永友文富

前畑英介

川越功
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浜松赤十字病院検査部技師長

２．「試薬・機材その他消耗品の管理」

順天堂大学医学呈繍菫堂鱒臺管篶騰技壽鬘川畑貞美
３．「スタッフの活性化」

□本病篶医聲檗篁襄蘆理悪鯰査藤宇津木道弘
４．「検査室の合理的な環境整備」

曰本病院衾橋電歪鱸震研襄菫科憲成田周市
6．総評

昨年まで地方の研修会場で１泊２曰で実施していたが、諸般の事情から東京に会場を移し１日

で実施した。会場の都合により、好評であったグループ討議の割愛で参加者が懸念されたが、逆

に定員をオーバーするといった現状であった。ここ数年の検査点数の引き締めによる検査室の経

営危機がそのまま参加者数に現れた次第であった。
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第９診療,情報管理課程通信教育(元診療録管理課程通信教育）

1．診療録管理士の名称および資格認定の変更について

（１）診療録管理士の名称変更について

診療録管理士の名称変更の意義について

「物（診療録・検査記録)」を管理する診療録管理士から「物の管理」＋「診療情報の管理・

提供」のできる診療情報管理士ヘ

ア．従来（診療録管理士）

我が国ではこれまで診療録管理士は物（紙に記載された診療録の管理とその抽出（出入庫)）

をその業務の柱としてきた。その基盤の上で、コーデング（ＩＣＤ分類等）を専門能力とし、

それによる疾病統計作成を始めとして各種統計作成を業務範囲とする職種と見倣されてきた。

この業務に高い専門性が必要であるとする見方は少数意見であった。

イ．今回（診療情報管理士）

数年前から大幅なカリキュラム改定・教育体制の強化につとめ、情報化時代に対応できるよ

う、従来の業務に加えて、コンピュータによる診療データの管理、疾病統計、医師等の研究補

助のためのデータ提供、情報公開時代に備えて情報の整理等に対応できるよう教育内容の改革

を推進してきた。

ウ．今後はもう－歩進めて、医療評価・病診連携、経営資料に有効に活用できるマクロ的かつ動

的な情報管理・提供が可能な能力を持つ職種に育成してゆかねばならない。

新しい呼称と業務範囲の拡大は時代の要請に応えることとなると同時に診療録管理のレベル

向上と発展に寄与するところの大きい改革である。

（２）診療情報管理士の資格認定要領について

ア．曰本病院会では診療情報管理士の資格認定について厚生省医事課に要望した。

その際、新設された財団法人医療研修推進財団と連携し資格認定するよう助言を受けた。

イ．診療情報管理士養成に関する教科を終了し認定試験に合格したものについて従来は、本会独

自に認定し登録していたが、今後は、両法人の認めた診療情報管理士として資格認定すること

とした。

（３）平成８年４月１日から施行する。

2．入学状況

･第１期生（第49期）入学

１）開講月曰平成８年７月１曰

２）入学者数148名（ただし、専門課程編入生15名含む）
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３）受講料70,000円（年額）（ただし専門課程編入で教科書不要の者は60,000円）

｡第２期生（第50期）入学

１）開講月曰平成９年１月１日

２）入学者数182名（ただし、専門課程編入生43名含む）

３）受講料70,000円（年額）（ただし、専門課程編人生で教科書不要の者は60,000円）

3．卒業状況

・第１回（第44回）卒業

⑩|鰯菫鯛識名）
２）同会場東京：ダイヤモンドホテル

｡第２回（第45回）卒業

⑩|欝呈鯛鮒,名川認定試験合格都名含む〕
２）同会場東京：ダイヤモンドホテル

受講者人員数状況（平成９年３月31日現在）

・入学者の総数受講者数

診療情報管理士330名（第１回（第49回）平成８年７月)～(第２回平成９年１月）

男９８名女232名

診療録管理士5355名（第１回昭和47年７月)～(第48回平成８年１月）

男1,155名女4,200名

通算5685名

男1,253名女4,432名

゜卒業者の総数卒業者数

診療情報管理士189名（第１回平成８年４月)～(第２回平成８年10月）

男３４名女115名

診療録管理士2232名（第１回昭和49年９月)～(第43回平成７年１０月）

男392名女1,840名

通算2,421名

男426名女1,995名

・受講者の総数669名

４６期以前７０名４７期110名４８期156名

４．
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1期151名２期182名

5．集中スクーリング実施状況

第１回(49回)集中スクーリング

・期日（平成８年８月22日(木)～28日(木)）（東京・大阪・福岡）

〈会場〉

東京：国際医療管理専門学校基礎課程

：国立オリンピック記念総合研修センター専門課程

大阪：大阪府職業訓練センター基礎・専門課程

福岡：福岡大学医学部基礎・専門課程

名
名
名
名

０
２
５
１

７
０
９
９

３
３
４
２

延
延
延
延

6．集中スクーリング実施状況

第２回(50回)集中スクーリング

・期日（平成９年２月20曰(木)～26日(木)）（東京・大阪・福岡）

く会場〉

東京：国際医療管理専門学校基礎課程

：国立オリンピック記念総合研修センター専門課程

大阪：大阪府職業訓練センター基礎・専門課程

福岡：福岡大学医学部基礎・専門課程

名
名
名
名

０
６
５
１

９
０
１
９

３
３
５
２

延
延
延
延
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基礎課程 試験 専門課程

第４８．１期生 第４５．４７期生
第４６．４７期生

第４８．１期生の内専門課程編入者

22曰

(7k）

23曰

(金）

24曰

(土）

平成８年８月25曰

(日）

26曰

(月）

27曰

(火）

28曰

(7k）

基礎課程 試験 専門課程

第１．２期生 第46.48期生
第47.48期生

第１．２期生の内専門課程編入者

20曰

(7k）

21日

(金）

22日

仕）

平成９年２月23曰

(日）

24日

(月）

25日

(火）

26日

付く）



7．診療録管理の診療情報管理士への補講実施について

（１）補講の目的

既に診療録管理士として認定されている者に対し診療情報学等新カリキュラムにつ

行い診療情報管理士としての資質の向上を図ることを目的とする。

（２）合格者に付与する資格

診療情報管理士

（３）受講資格

社団法人日本病院会が既に診療録管理士として認定している者で補講を希望する者

リキュラムについて補講を

(4)補講実施期間

平成８年10月～平成９年６月

(5)補講会場

ア、東京：国立オリンピック記念総合センタ（２回）

〃：社団法人曰本病院会（１回）

イ、名古屋：国際医療管理専門学校名古屋校（１回）

ウ、大阪：大阪府職業訓練センター（２回）

エ、福岡：国立病院九州医療センター（２回）

(6)講義・試験

ア、医学概論（３時間）

イ、医療情報学（３時間）

(7)受講料

20,000円（教材費含む）

(8)受講者数736名

東京会場351名

名古屋会場９６名

大阪会場180名

福岡会場109名

(平成９年６月実施）

8．診療情報管理セミナー

1．開催回数２回

２．開催概要

（１）１１月22曰（金）０M)神奈川県警友会けいゆう病院

ア．業務概要説明

56施設 75名

新病院開設に伴う診療録管理業務の新しい取組について
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企画室杉本憲男、病歴室

イ．病院施設見学庶務課長

(2)３月28曰（金）㈱曰本病院会会議室５９施設

講演診療記録の保管・管理

～新しいメディアによる保管と院外倉庫による保管～

ア．「パソコンによる入院カルテ管理システム」

デジタルイメージング管理

富士写真フィルム株式会社情報システム部

渡辺潤子

88名

村上雅俊

イ．「カルテファイリングシステム」

ハイブリッジ株式会社 末次淳夫

ウ．「院外倉庫システム」

太陽化学株式会社 佐々木博文
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第１０事務長養成課程通信教育

1．入学状況

･第１9回生入学

１）開講式

２）入学者数

３）受講料

平成８年７月１日

34名

480,000円（年額）

2．卒業状況

・第１7回生卒業

１）卒業者数

２）卒業式典

同会場

16名（男16名）

平成８年９月28日(土）

東京：ダイヤモンドホテル

3．受講者人員数状況（平成９年３月31曰現在）

゜入学者の総数368名

男347名

女２１名

･卒業者の総数197名

男190名

女７名

・受講者の総数６９名

１８回生３６名（留」

１９回生３３名

(留年生含）

4．集中スクーリング及び試験実施状況

１）スクーリング

前期平成８年７月１日(月)～６日(土）

７月８曰(月)～13曰仕）
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１２日１３曰１日２日

延出席者数第18回生

第19回生

後期平成９年１月12曰(日)～17日(金）

１月19曰(日)～25曰仕）

156名

192名

１８日 ２０日

延出席者数第18回生

第19回生

2）単位取得状況

゜第17回生２年次後期

期曰：平成８年６月８日出

場所：東京：曰本病院会会議室

該当受講者：１７名

全単位取得者：１６名

・第１8回生１年次後期

該当受講者：２４名

全単位取得者：２０名

゜第19回生１年次前期

該当受講者：２９名

全単位取得者：２４名

・第１8回生２年次前期

該当受講者：２４名

全単位取得者：１８名

150名

168名
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(日） (月） (火） (7k） (ﾌﾄﾞ） (金） (士） (月） (火） (水） (ﾌk） (金） 仕）

試験

(＃１８１年次後期）

スクーリング

(＃１８２年次前期）

スクーリング

(＃１９１年次前期）

東京
●

● 本願寺築地別院伝道会館

１２曰 １３曰 １４曰 １５日 １６曰 １７曰 １８日 １９日 20日 21日 22日 23日 24曰 25曰

(日） (月） (火） (７１(） (木） (金） 仕） (日） (月） (火） ㈱ (木） (金） (土）

スクーリング

(＃１９１年次後期）

試

(#191

験
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州
剛 試験

(#]Ｍ年DU1iW1）

スクーリング

(＃１８２年次後期）

東京 東京ホテル 浦島



第１１第46回日本病院学会

学会長藤澤正情（福井県済生会病院院長）

テーマ２１世紀の医療への挑戦一ロマンと人間回復一

開催期日平成８年６月６日(木)～８曰(土）

開催地福井県福井市

会場福井フェニックスプラザ

福井県済生会病院

演題

(1)学会長講演ｌ題

「２１世紀の医療への挑戦」

講師：第46回曰本病院学会長

司会：日本病院会副会長

武蔵野赤十字病院院長

(2)特別講演２題

「健康で生きがいのある福祉社会の実現に向けて」

講師：福井県知事

司会：第46回日本病院学会副学会長

県民健康センター所長

「日本の未来と科学・技術・教育」

講師：東京大学名誉教授

地球物理学者

司会：第46回曰本病院学会副学会長

大滝病院院長

(3)公開講演３題

「いのちの不思議」

講師：大本山永平寺大遠忌事務局長

司会：福井県医師会副会長

林病院院長

「楽しい生き方、正しい死に方」

講師：放送タレント

司会：曰本病院会監事

青梅私立総合病院院長

「人間らしく生きるということ」

講師：ジャーナリスト
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藤澤正清

高橋勝三

栗田幸雄

斉藤和哉

竹内均

大滝秀穂

山田康夫

林一彦

永六輔

星和夫

大宅映子
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司会：曰本病院会副会長

医療法人大道会理事長

(4)シンポジウム２題

「２１世紀の病院医療はどうなるのか」

司会・特別発言：日本病院会会長

１）厚生省健康政策局長

２）日本医師会会長

３）日本病院会副会長

４）日本看護協会会長

５）医事評論家

６）福井県済生会病院副院長

大道學

橋

芳
修
栄
耕
隆
良
將

夫

諸
谷
坪
中
見
行

井
山
藤
天
浦

孝
作
子
雄
司

「今、求められている看護-21世紀へ向けて－」

司会：曰本看護協会副会長

兵庫県立看護大学学長

ＤＣＭ)癌研究会附属病院ＥＴナース

２）東札幌病院がん看護専門看護師

３）聖路加国際リエゾン精神専門看護師

４）北里大学病院看護部部長補佐

５）曰本看護協会

専門看護師認定看護師認定室室長

(5)一般演題310題

医療人の集い（福井ワシントンホテル３階「天山の間｣）

併設展示会

中小病院のひろば

「中小病院経営戦略一入るを図りて、出ずるを制す－」

カルチャーコース４コース

参加者延べ5,200名

ﾌﾟログラム（別掲）

南裕子

山
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由利子
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恭子
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第４Ｓ回日本病院学会日程表
２１世紀の医療への挑戦一ロマンと人間回復一

lエュイ正
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１

12時１１３時１１４時１１５時１１６時ｉｌ７時’１８時１１９時１２０時

6／5(Zｌ０ ユアーズホテルフクイ 曰病

鑿
曰病合同理事会 学会長招宴

6／6ｍ

福
井
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
・
プ
ラ
ザ

第１会場大ホール

(1階）（2.000席）

第２会場小ホール

(2階）（500席）

第３会場地下会議室

(Ｂ１）（195席）

第４会場 映像ホーノレ

(3階）（120席）

第５会場301号室

(3階）（80席）

第６会場402号室

(4階）（70席）

学会評議員会Ｂ1階

地下会議室

福井県済生会病院

lii三三|圏鬮

登録受付

(福井フェニックス･フ・ラザ１階ロビー）

6/６(ﾌ付午前８：３０～

6/７（金）午前８：３０－

休憩

評讓員会

特別講演E）

竹内均 |’
シンポジウム(1)

｢２１世紀の病院医痕はどうなるのか」

６：４９）

〕：４７）

'６：４９）

]1）

(１７：０８）

看護部門１

一般看護（１）(2)(3)(4)(5)

看護部門ａ

弓露ETTT百~可~息i頁

看護部門Ｓ

看護管理（１）(2)(3)(4)(5)

医師

部門

救急

医療

薬剤部門

(1)(2)(3)

地域医療

(1)(2)(3)

老人･在宅、福祉

(1)(2)(3)

医療人の集い

(福井ワシントンホテル）

午後6時00分

6／7燭

福
井
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
・
プ
ラ
ザ

第１会場大ホール

(１階）（２，０００席）

第２会場′｣､ホール

(2階）（500席）

第３会場地下会議室

(Ｂ１階）（195席）

第４会場映(象ホール

(３階）（120席）

第５会場301号室

(３階）（８０席）

第６会場402号室

(４階）（70席）

福井県済生会病院研修講堂

（２階）（278席）



第１２第37回日本人間ドック学会

学会長小山和作（日本赤十字社熊本健康管理センター）

テーマ人間ドックルネッサンス～新時代の健康像を求めて～

開催期日平成８年８月29曰(木)～30日（金）

開催地熊本県・熊本市

会場ニュースカイホテル

漬題

(1)学会長講演１題

「いま何故人間ドックルネッサンスか！？」

講師第37回曰本人間ドック学会長

日本赤十字社熊本健康管理センター所長

座長岡山赤十字病院名誉院長

(2)招待講演（公開講座）１題

「医療と宗教ターミナルケアーーいのちの輝き－」

講師東京都医師会会長

座長熊本県医師会会長

(3)特別講演１題

「２１世紀にかける人間ドックの夢」

講師聖路加看護大学学長

座長愛知県総合保健センター名誉所長

(4)臨床予防医学委員会報告ｌ題

「平成７年度人間ドック全国集計成績」

報告牧田総合病院附属健診センター院長

座長東京警察病院顧問

(5)特別教育講演１題

「ライフスタイルと健康」

司会日本赤十字社熊本健康管理センター所長

１）「ライフスタイルは寿命を決定するか」

大阪大学医学部環境医学教室教授

２）「脳血管障害とライフスタイル」

九州大学医学部第二内科教授

３）「ライフスタイルと糖尿病」
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小山和作

依田忠雄

福井光

白男川史

壽

朗

曰野原重明

岩塚徹

笹森

鈴木

典
豊

雄
明

小山和作

森本兼嚢

藤島正敏
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久留米大学医学部第四内科教授

４）「遺伝学からみた病気と健康」

熊本大学医学部付属遺伝発生医学研究施設発生遺伝部門教授

(6)教育講演２題

「狭心症～病態・診断及び治療～」

講師熊本大学医学部循環器内科教授

座長足利赤十字病院

「カルシウムのすべて」

講師神戸大学名誉教授

座長三井記念病院総合健診センター顧問

(7)シンポジウム２題

野中共平

山村研

泰江

奈良

文
治

弘

昌

藤田拓男

情瀬闇

シンポジウム２題

「人間ドックにおける消化器癌検診の現状と未来」

司会曰本赤十字社熊本健康管理センター健診部長

仙台赤十字病院健診センター健診部長

上部消化管

１）「ペプシノゲンによる胃癌検診」

東京大学医学部第一内科講師

２）「内視鏡による食道癌、胃癌検診」

山梨県厚生連健康管理センター所長

下部消化管

１）「人間ドックにおける大腸内視鏡検診の現状と展望」

亀田総合病院附属幕張クリニック院長

２）「人間ドックにおける効果的な大腸がん検診について」

三原修一

菅原伸之

木一正

小林－久

光島徹

_特に早期癌発見のためのＳ状結腸内視鏡検査併用検診の有用性一

大腸肛門病センター高野病院副院長野崎良一

３）「大腸内視鏡による大腸癌検診一表面型大腸癌の早期発見をめざして－」

秋田赤十字病院胄腸センター部長工藤進英

肝胆膵

ｌ）「腹部超音波検査による肝胆膵（腎）癌検診」

曰本赤十字社熊本健康管理センター健診副部長黒田圭一郎

２）「人間ドックにおける肝胆膵癌検診の状況」

札幌厚生病院医長長川達哉

特別発言

－１７９－



１）上部・下部消化管平塚胃腸病院院長平塚秀雄

２）肝胆膵新横浜病院総合健診センター所長竹原靖明

「新時代の人間ドック像」

司会医事評論家（曰病参与）行天良雄

１）「ホリスティックドック（全人的総合健診）の試み」

日本赤十字社熊本健康管理センター健康管理部長小柳敦子

２）「人間ドックの標準化」

日本総合健診施設協議会標準化部会長菅沼源二

３）「専門ドックー肺ガンドックー」

国立がんセンター名誉総長末舛恵一

４）「高額医療機器による専門ドックの情報化と経済性」

（財）健康医学協会附属岩井クリニック院長岩井宏方

５）「人間ドックに期待するもの」

受診者の立場から西部電気工業㈱相談役小山内昭三

健保の立場から健康保険組合連合会副会長下村健

行政の立場から国立医療・病院管理研究所医療経済研究部長小山秀夫

ワークショッフ。（一般公募）１題

「健康支援におけるコメディカルの役割」

司会聖路加国際病院予防医療センター部長日野原茂雄

曰本赤十字社熊本健康管理センター生活指導係長本多智子

１）当院におけるドック受診者への栄養教育の取り組みとその効果について

金沢医科大学病院栄養部由田克士

２）ストレスマネージメントのための臨床心理士との連携

日本大学板橋病院心療内科村上正人

(8)

雄
子

克士

日本大学板橋病院心療内科村上正人

3）新しい体型分類と運動、生活指導

宗像水光会総合病院江口泰正

４）健康支援における薬剤師の役割一人間ドックの服薬指導について－

ＪＲ東京総合病院薬剤部松村章

５）健康測定を加えた人間ドックについての評価

側滋賀保険研究センター高橋達夫

６）ドックの意義が結集する健康づくり教室一看護婦の立場から－

牧田総合病院健診センター松原初枝

７）要精検者に対する事後管理一保健婦の立場から－

－１８０－



日本赤十字者熊本健康管理センター江口みかる

(9)パネルディスカッション１題

「人間ドックにおけるコンピュータシステム」

司会聖マリアンナ医科大学公衆衛生学教室教授吉田勝美

東芝メディカル技術本部参与柴田定康

くハードウェアの進展と状況＞

Ｄコンピュータ、記憶装置、末端機器、周辺機器の種類と現状

ダウンサイジング（クライアントサーバー型システム）について

㈱曰立メディコ医療情報システム本部長服部信

くソフトウェアの進歩と問題点＞

１）知的情報処理の目的と現況

東芝メディカル㈱技術本部参与柴田定康

２）ライフスタイル改善のためのＨＲＡ（健康危険度予測システム）

聖マリアンナ医科大学公衆衛生学教室講師高橋英孝

くシステムの現状と将来の夢＞

Ｄ健診業務、検査、問診、指導、フォローアップとコンピュータ

ＰＬ東京健康管理センター企画開発室樫原英俊

２）人間ドックで蓄積されたデータを活性化する情報システムの研究と開発

熊本県立大学総合管理学部教授野村武

川ランチョンセミナー３題

「ペプシノゲンによる胃癌検診の実態」

司会曰本鋼管病院副院長大川日出夫

講師広島大学医学部第一内科助教授吉原正治

「肝炎~特にｃ型肝炎一診療の現状」

司会日本赤十字社熊本健康管理センター健診部長三原修一

講師熊本託麻台病院内科部長飯田三郎

「超音波検診の現状と未来」

司会新横浜病院総合健診センター所長竹原靖明

講師日本赤十字社熊本健康管理センター健診部長三原修一

⑪一般演題196題

併設展示会医療関係機器等の展示、実演

参加者1,500名（招待者、関係者含む）

プログラム（別掲）
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第37回曰本人間ドック学会曰程

第１日８月29日(木） 第２日８月30日(金）

」
の
国

）内は座長･司会）内は座長･司会

JLFJJijhljTLjiil

第１Ａ会男

玉樹Ａ３Ｆ

第１Ｂ会過

玉樹Ｂ３Ｆ

第１Ｃ会靭

三樹Ｃ３Ｆ

第２会場

平安３Ｆ

第３会壇

ＴいしようＡ6Ｆ

第４会±品

れ叱よう８６Ｆ

第５会場

若草１Ｆ

受付

開会式

学会長講演′｣､山和作

(依田忠雄）

特別教育講演

｢ライフスタイルと建康」

森本兼錘「ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ|鋳銃舵するか」

藤島正敏「凪血龍書とライフスタイル」

野中共平「LifeStyleと糖尿病」
山村研一「遺伝学からみた病気と健康」
(小山和作）

体

総会

臨床予防医学委員会報告笹森典雄

(鈴木豊明）
特別講演

｢２１世紀にかける人間ドックの夢」
日野原重明
(岩塚微）

第１Ａ会君

玉樹Ａ３Ｆ

第１Ｂ会埆

玉樹Ｂ３Ｆ

男１Ｃ会培

玉樹Ｃ３Ｆ

第２会喝

平安３Ｆ

第３会場

TいいうＡ６Ｆ

第４会場

Tいしよう８６Ｆ
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人間ドックシステム１５題

－９:0５

人間ドックシステムⅡ４題
－９:3３

人間ドックの意義･他５題

－－１０:0８

教育講演Ｉ

｢狭心症一病態･診断および
治療－」泰江弘文

(奈良昌治）

教育講演Ⅱ

｢カルシウムのすべて」
藤田拓男

(清瀬閥）

休憩

上部消化管Ｉ
６題

－９:1２－

上部消化管Ⅱ
５題

9:4７－

上部消化管Ⅲ

５題

－１０:2２－－－－－－－－

上部消化管Ⅳ

５浬

－１０号5７－－－－－－－－

下部消化管［

6辺

－１１;3９－

下部消化管Ⅱ

５辺

－１２:1４－

下部消化管、

４題
－１２:4２－－－－－－

休憩

肝胆豚Ｉ

６題

－９:1２－－－－－－－－

肝胆扉Ⅱ

７題

－１０:0１－－－－－

超音波【

５囮

－１０:3６－－－－－－

超音波Ⅱ

５浬

-11:11--------

産婦人科

５題

－１１:4６－
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福井光壽（白男川史朗）

シンポジウムⅡ〈公開講座）

｢新時代の人間ドック像」

(行天良雄）



第１３第22回日本診療録管理学会

学会長山内－信（名古屋大学医学部附属病院医療情報部教授）

開催期間平成８年９月19曰(木)～20日（金）

開催地愛知県・名古屋市

会場名古屋国際会議場センチュリーホール

演題

(1)特別講演「医療記録の歴史」

愛知県コロニーこばと学園園長篠田達明

司会前国立名古屋病院安井昭二

(2)特別報告「診療情報管理士の問題およびその他」

曰本診療録管理学会理事長木村明

司会㈱曰鋼記念病院西村昭男

(3)特別企画「診療録と診療情報の活用およびその担当者の今後のあり方について」
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九州診療情報研究会

司会大阪府立病院

(4)会長講演「診療録管理の原点を考える」

名古屋大学医学部附属病院

司会藤田保健衛生大学短期大学

(5)シンポジウムＩ「よりよい医療に果たす診療録管理の役割」

司会日本大学医学部

日本診療録管理士協会会長

Ｓ１－１これからの病院の診療録管理業務のあり方

北九州総合病院診療録管理室

Ｓ１－２医療の質の評価と診療情報管理の重要性

曰鋼記念病院中央病歴室

Ｓ１－３よりよい診療のための診療録管理に期待するもの

名古屋市立大学病院医療情報部

Ｓ１－４診療録管理と診療録情報管理の統合に向けて

鹿児島大学医学部附属病院医療情報部

Ｓ１－５医療の質の確保と診療録管理に期待される方向性

厚生省健康政策局指導課

田原孝他

川合省三

山内一信

岡島光治

大道久

奥野ヨシ

亀谷和代

佐藤正子

宮治眞

宇都由美子他

山本光昭
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(6)シンポジウムⅡ「高度情報化社会の中の診療情報」

司会千葉大学医学部附属病院里村洋一

京都私立病院協会保健衛生専門学校大町文子

Ｓ２－１今後予測される診療録、その電子化を考えてみて

－診療録管理担当者の立場から－

１|頂天堂大学医学部附属順天堂医院診療録管理室丸林葉子

Ｓ２－２「電子カルテ」運用７年を経て

大橋産科婦人科大橋克洋

Ｓ２－３亀田総合病院を拠点として進行しつつある統合医療情報システム

医療法人鉄蕉会亀田総合病院亀田俊忠他

Ｓ２－４電子診療録への取り組み－行政の視点から＿

厚生省健康政策局総務課医療技術情報推進室上田博三

ｓ２－５電子カルテ実現への必須条件

大阪大学医学部附属病院医療情報部武田裕

一般演題（１）病歴サマリー

座長大阪府立病院大津淑子

愛知医科大学附属病院田中珠枝

１．入院病歴概要での入退院経路調査による患者動向と医療連携

曰本大学医学部附属板橋病院病歴課大澤勇

２．退院サマリー転帰項目未記載の諸要因に関する検討

東海大学医学部付属病院診療協力部医療情報管理センター草塩正子他

３．サマリー未記入に対するペナルティーの設定とその効果

聖隷三方原病院循環器科宮沢総介他

４．当院におけるサマリー様式について－keywordによる細分類一

手稲渓仁会病院医学情報センター診療録管理室近藤保他

５．退院サマリーの完成状況と診療録管理体制との関係についての検討

曰本医科大学医療管理学教室周書義他

一般演題（２）運営管理

座長市立江別総合病院倉部直子

社会保険小倉記念病院三宅裕子

－１８４－



６．非加熱血液凝固因子製剤使用調査と診療録管理の課題

（助宮城県厚生協会坂総合病院

７．安心安全な医療のためのリスク・マネージメント

－非加熱血液凝固因子製剤の非血友病患者への

投与等に関する調査に携わっての一考察一

社会保険小倉記念病院診療録管理室

８．地域がん登録通報を診療録管理室業務に組み込んで

総合病院国保旭中央病院診療録管理室

９．診療録管理方式変更後一年半を経過して

秋田県厚生連由利組合総合病院診療録管理室

10．病診連携における診療録管理室のあり方

新曰鐡室蘭総合病院診療録管理室

村口 至他

宅裕子他

船渡川佳子他

村井智他

木原哲他

一般演題（３）保管・ファイリング

座長島根県立中央病院

名古屋大学医学部附属病院

１１．貸倉庫依託カルテのActive化状況について

北里大学病院病歴センター部

１２．入院診療録ファイルの改訂

㈱曰立製作所日立総合病院情報システムセンター・病歴管理係

１３．光磁気ディスクファイリングシステム導入とその考察

北里大学東病院病歴部

１４．マイクロ化後の放射線資料の動態と保管に関する検討

秋田県立脳血管研究センター医事課病歴室

１５．カルテ庫のスペースを有効に使用するため

一連一元番号法で移動表を撤廃した試み

財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院学術庶務課

瀬戸山元一

野口信子

左右木茂他

鈴木恵一他

金子みゆき他

阿部篁子他

永井健一他

指定課題Ｉ「医用画像情報の保管と扱い方」

座長名古屋大学医学部附属病院

愛知県厚生連更生病院

１６．聖マリアンナ医科大学病院における放射線画像管理の現状

一医師貸出返却について－第６報

池田充

荒川直子

－１８５－



聖マリアンナ医科大学病院放射線部ファイル室森田昭一他

17．北里研究所メディカルセンター病院の画像保存方法の構想

北里研究所メディカルセンター病院医療情報課永久保真他

18．診療録以外の記録の管理と取扱い（レントゲンフィルムを中心に）

新潟市民病院診療情報部病歴室

19．当院における医用画像情報の保存と取り扱い

北斗病院医療情報室

20．当院における電子医用画像活用の展望

北斗病院医療情報室

遠藤恵子他

山谷真之他

若井久史他

一般演題（４）統計的分析

座長川崎医療短期大学

虎の門病院

２１．診療費の多寡に及ぼす患者像の分析

国立病院九州医療センター医事課統計病歴係

２２．疾病分析からみた当院の診療機能との関連性

国立病院九州医療センター医事課統計病歴係

２３．地域基幹病院における剖検率の検討

川崎医療福祉大学医療技術学部医療情報学科

２４．当院救急外来における統計的分析

総合大雄会病院診療録管理室

草信正

三浦葉

志
子

阿南誠他

秋岡美登惠他

谷口和夫他

愛敬美一他

一般演題（５）コンピュータ利用技術

座長東海大学医学部附属病院

北九州老人病院

２５．小型コンピュータを利用した健康管理支援システム

（助関西情報センター情報システム部

２６．ICD-10における病名の簡易入力法（ファイルメーカーを利用し

霞
松

堂直史

岡111頁之介

田中真琴他

ICD-10における病名の簡易入力法（ファイルメーカーを利用して）

公立八女総合病院病歴室安達ゆき他

病院機能評価に寄与するカルテ情報とその記載法

川崎医療福祉大学医療技術学部医療情報学科河村奈穂他

病歴情報処理システム改正の経過報告について

市立四日市病院病歴室服部光子

27.

28.
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指定課題Ⅱ「診療録の様式について」

座長中部労災病院

名古屋第一赤十字病院

２９．電子カルテに於ける記録様式及び情報の種類

小嶌診療所

３０．診療録に関するアンケート調査

北九州老人病院

３１．外来診療録一ファイル統合の実施経過と現状報告

佐久総合病院医事課

３２．新病院移転時における診療録様式改正案について

三重県厚生連松阪中央総合病院中央カルテ室

毛利文子

鈴木英雄

小嶌興

松岡順之介

與水賢治他

中津眞有美

一般演題（６）看護・教育・診療録管理の現状分析

座長石川県立中央病院

名古屋大学医学部

３３．高齢者の在宅ターミナルケアにおける家族のケアのための記録

一死別家族の面接による検討一

川崎医療福祉大学

３４．近畿病歴管理セミナーにおける診療録管理の現状と分析

一アンケート調査より

大阪府立羽曳野病院会計課医事係

３５．本校の診療録管理教育と、診療情報管理の病院実習について

国際医療管理専門学校

３６．中国・湘南医科大学医療情報科について

名古屋大学医学部附属病院医療情報部

伊藤澄江

水野智

人見裕江他

渡辺佳代他

大槻澄夫他

欧陽寧他

一般演題（７）精度管理・経済分析

座長豊川市民病院

曰生病院

３７．退院時サマリーに病理診断情報を併用した院内がん登録の構築

曰生病院病歴図書室

３８．Ⅱ頂大診療録管理室におけるICD-10への疾病マスター変更につい

大野

小坂

宣
清

孝
美

小坂清美他

I頂大診療録管理室におけるICD-10への疾病マスター変更について

順天堂大学医学部附属Ⅱ頂天堂医院診療録管理室 丸林葉子他
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39．診療情報の精度管理

東海記念病院診療録管理室

40．疾病統計の精度向上への診療録管理士の役割

労働福祉事業団中部労災病院病歴室

41．大学病院におけるinactiveな診療録保管に関する経済的評価

高地均他

毛利文子他

名古屋大学医学部附属病院医療情報部 太田圭洋他

実参加者750名
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第２２回日本診療録管理学会日程表

第１曰平成８年９月１９日（木） 第２曰平成８年９月２０日（金）
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受付

開会挨拶・会長講演

一般演題（１）
病歴サマリ

－股演題(2)

運営管理

一般演題(3)

保管・ファイリング

昼食・休憩

総会

指定課題Ｉ

｢医用画像情報の保管と扱い方」

－般演題(4)

銃8+的分析

休憩

特811報告「膠僚{11組甘理士の問題およびその他」

シンポジウムＩ

｢よりよい医疲に果たす診療録管理の役割」
座長大道久
〃 奥野ヨシ

アトラクション尾張萬歳

会ｉｉｉ移動

懇親会

(於：フードコート・カスケード）

受付

一般演題(5)コンピュータ利用技術

指定課題Ⅱ

｢診療録の様式について」

休憩

特別講演「医療記録の歴史」

講師 ●

● 篠田達明

昼食・休憩

一般演題(6)

看護・教育・診療録管理の現状分析

－般演題(7)

精度管理・経済分析

-1塗竺亘_､型11Ｉ型1M1911K霊il鯉lia
シンポジウムⅡ

｢高度情報化社会の中の診療情報」

座長里村洋一

〃 大町文子

閉会



6．曰本診療録管理学会理事会

１．開催回数２回

２．出席者数２５名

３．協議項目

第１回平成８年８月３曰仕）午後１時～午後３時日本病院会会議室

１）平成７年度事業報告について

山本理事より平成７年度事業報告があり案のとおり承認された。

２）平成７年度決算報告について

山本理事より平成７年度収支決算について三宅理事、西村理事より同監査報告があり、案

のとおり承認された。

３）平成９年度事業計画、同収支予算について

山本理事より平成９年度事業計画、同収支予算について報告があり案のとおり承認された。

４）第２２回曰本診療録管理学会開催について

山内一信第22回学会長（名古屋大学医学部附属病院医療情報部教授）より準備状況につい

て報告がなされた。

会期：平成８年９月19日(木)～20日（金）

会場：名古屋国際会議場

５）第23回曰本診療録管理学会開催について

平成９年度第23回学会開催地について、次のとおり報告があり承認された。

６）第23回曰本診療録管理学会開催について

平成９年度第23回学会開催地について、次のとおり報告があり承認された。

・開催地：札幌市

・会期：平成９年９月18曰(木)～19日(金）

・会場：札幌市教育文化会館

・学会長：西村昭男（医療法人社団曰鋼記念病院理事長）

７）第24回曰本診療録管理学会開催地について

平成10年度学会開催地について次のとおり推せんがあり理事会推せんとして承認された。

・開催地：東京

・学会長：浅井昌弘（慶応義塾大学医学部精神神経科学教授）

８）1996年ＷＨＯ疾病分類協力センター長会議曰本開催について

厚生省統計情報部から協力要請があった旨報告された。

９）薬害エイズ問題について

「病院における診療記録管理体制強化に関する日本診療録管理学会アピール」の取扱いに
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ついて討議し承認された。

第２回平成８年９月18曰（水）午後２時～午後４時名鉄ニューグランドホテル７階（花の間）

１）第２２回日本診療録管理学会について

・会期：平成８年９月19日(木)～20曰(金）

・会場：名古屋国際会議場

・学会長：山内－信名古屋大学医学部附属病院医療情報部教授

・ﾒｲﾝﾃｰﾏ：「豊かな健康社会をつくる記録と情報」

・参加者：実750名（事務局追記）

２）平成９年度第23回日本診療録管理学会について

・開催地：札幌市

・会期：平成９年９月18曰(木)～19曰(金）

・会場：札幌市教育文化会館

・学会長：西村昭男医療法人社団曰鋼記念病院理事長

・ﾒｲﾝﾃｰﾏ：「原点から考えなおす情報と記録」

３）平成10年度第24回日本診療録管理学会開催地について

・開催地：東京

・会期：未定

・学会長：浅井昌弘慶応義塾大学医学部精神神経科学教授

４）「病院における診療記録管理体制強化に関する日本診療録管理学会アピール」の取扱につ

いて

平成９年９月19曰(木)の曰本診療録管理学会理事会、同評議員会で審議した結果、厚生大臣

に要望することを決議した。細部別紙「病院における診療録管理体制強化に関する日本診

療録管理学会アピール」のとおり。

５）診療情報管理士制度発足について

曰本病院会通信教育委員会として診療情報管理士制度発足の経緯について報告した。

細部別紙「診療情報管理士制度発足について」のとおり。
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｢病院における診療記録管理体制強化に

関する日本診療録管理学会アピール」

川８年９)｝［1本i洲(洲:1Ｗ:会１１|川と木村明

厚1ｔ省はこの度の薬害エイズ問題に関連して，非加熱製剤使用の実態とその追跡について，関与

が考えられたりi)Li院に調森を要iii7したが，新聞報巡によれば少なからずのりiii院でその要諦に}心えられ

ない状況のあることが報じられた。要請に応えられない理由は,事態の発生が診療録の法廷保管期

間の５年を越えた時期のことであり，該当患者の診療録がすでに廃棄処分されていたか，保存され

ていたとしても適切な管理下にないため，検索が不可能であったか，検索を行う要員がおらず応需

できなかった状況があったと柵1'１される。

この状,i兄は，市民の付託に応えてその健康を守る病院の社会的責Ｉ[を考えるならば，瑚由の如何

によらず病院関係稀として誠に週`憾な１１態と言わなければならない。

日本診療録管理学会はかねてから病院がその医療の質を高め，社会的責任を果たすためには，適

切な診療録をｲﾉ|;成すろための環境が必要であること，作成された診療録の適切な管理には専門的に

教育訓練された職員の配偶が必要であることを強く主張してきた。

また，本学会目の勤務する１i)i院では，様々な制度｣二・綿営'二の|木|雛にもかかわらず，診療録管唖

の敢要↑,|;を認識して，通１１三な診療録ｲﾉi;成を援け，保智管1Mを法定1ＵｌｌＩｌ１をこえて実施し，その記録か

ら↑\られる診様l榊liをｿﾐ際の阿鮒,Ti動にiiill｢H]することに努ﾉﾉしてきた。

しかし，学会の年来の主張は必ずしもＭＬ'２省の認めるところとならず,一般ｲI:会からも積極的支

援がﾉｱ_えられていない状iD,Lにある。現行の法規定による診療録の必敏記救要件や，侭か５年と短い

保管期間は時代の要請に応え得ないものである。また，その管瑚に対する経済的保障は与えられて

おらず，管理を}'1当する専門職の身分も確立されていない。

現実の医療の課題に対応できない現行法規定を不備のまま放瞬し，改正を怠ってきた責任はあげ

て厚生省が負うべきである。

当該病院は調査に非協力なのではなく，協力が不可能なのである。「調査に協力しない病院名は

公表する」との報道が事実であるとすれば，自らの責任を省みないものであり，このような事態に

対応できない病院に圧ﾉﾉを掛け，一般社会の非難を病院に'ｲﾘけようとする行動に対して医療関係薪

として強い憤りを感ずるものである。

市民の健康を守る公益優先の立場からと言うのであるならば，まず’１寮生省は当該病院に対して

自発的に公表するよう要諦することから始めるべきである。

今回の事態を契機に，多くの病院で診療録管理が未だ不十分で，社会の要請に応え得ない現状に

ついて我々病院関係若は率直に反省し，適正な診療録の作成とその管理体制の整備を￣層推進し，

一般社会の認識と支援が得られるよう努力することが必要と考える。

，iT1時に，適正な診療録作成を推進し適切な保管管理の実施に不可欠な関係法規定の速やかな整

IiiIiをＭ上宥に強く要諦することは本学会の果たすべき社会的義務と考える。
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平成８年10月３日

厚生大臣菅直人殿

日本診療録管理学会

理事長木村明

病院における診療記録管理体制強化に関する日本診療録管理学会アピールについて

日本診療録管理学会は平成８年９月１９日開催の学会総会において別紙のような学会アピールを採択い

たしました。

本学会はかねてから医探の質のｌｎｌ｣1，保持にイ《TjJ欠な条件として医療記鍬が適正に作成され，適切な

管理が必要なこと，我が国の現状は諸外国に比較して著しく劣っていることを指摘し，その改善に努め

てまいりました。

リｉｉｉ院がｆ|:会の付託に応えて国hとの|擢蝦を守るために，｜知11j法をはじめとする隆ﾘﾒ<記録にかかわる現行

の諸法規定はもはや時代の要請に耐えないことは明らかであり，その改善が必娑と考えます。

よって，以下のことを要望し，関係諦法規定の速やかな改善を求めます。

１．診療録にかかわる現行法に示されている５年の保管期間を１０年に延長すること。また，それをこ

えた長期保管，活用が望ましいとする規定を追加すること。

２．診療録ならびに他の医療にかかわる記録の管理に要する経費について診療報酬上で配慮すること

とし，体制を整備し，それを実行している病院に支払うこと。

３．診療録ならびに他の医療にかかわる記録・情報の管理と活用を}11当する職種を公認し，医療関係

職として身分を確保すること。
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診療情報管理士制度発足について

日本病院会理事･通信教育委員長木村明

本学会年来の悲願とも申すべき診療録管理職の国家認定資格問題については、曰本病院会も

長年の課題として、厚生省はじめ関係団体にその実現を働きかけてまいりました。

その一方で、これまでの診療録管理士通信教育制度はその教育内容が情報化時代の要請に応

えるためには不十分で、改善が必要である。諸外国の制度と比較すると、将来国家認定専門職

の教育体制とするには抜本的な見直しが必要との認識が生まれてきました。

そのため、まず通信教育検討委員会を新たに設置し、長期間の検討を経て基本方針を策定し

ました。次に通信教育委員会を改組し、基本方針に基づく通信教育実施要項を作成しました。

通信教育制度全体を見直すこととし、カリキュラムの改定、専用テキストの作成、講師陣の刷

新、学校教育法に基づく教育機関との連携を図ろなどの一連の改善策に取り組んだのでありま

す。この改革作業は現在も尚進行中であります。

国家認定資格の実現については、諸橋会長、中山担当副会長、前理事長竹本先生を中心に精

力的に交渉を進めてまいりましたが、厚生行政に関係する外的事情が影響して、残念ながら今

回は実現しませんでした。

その経緯の中で、時間の関係で詳細は申し上げませんが、医療研修推進財団と協力して認定

の強化、前進を図ろ方策が厚生省より示唆されました。その示唆に基づき、曰本病院会がこれ

まで独自に資格認定を行ってきた「診療録管理士通信教育課程」を診療情報管理士通信教育課

程と名称を変更し医療研修推進財団との共同事業とし、通信教育委員会に財団職員の参加をい

ただき、教育内容の向上を計り、修了認定の客観性をより高めることといたしました。

改正案は通信教育委員会で検討され、本年４月の常任理事会に提出され、機関決定を見たの

であります。新制度発足を本年４月とし、修了者には「診療情報管理士」の名称を与えること

となりました。第１回認定証授与式が４月27曰に挙行され、８２名の診療情報管理±が誕生した

のであります。

診療情報管理±の名称は、これまでの診療録管理業務の中心であった「物」（診療録）の管

理に加えて、診療情報の管理・提供能力を備える職種が次の時代には不可欠である、との認識

から生まれてきたものであります。医療情報学と混同されない配慮もしました。

この改革が、唐突に、何の前触れもなく行われたのではないかと受け止めた学会会員も少な

くないようでありますが、長い過程を経ての結論であり、医療をとりまく諸情勢の趨勢を考え

るならば、関係者一人としては必然性のある改革と考えております。

その意義と背景要因においては小生、山本理事、田原理事が通教月報「診療録管理研究」の

平成８年４月・５月・６月号に書いております。また「曰本病院会ニュース」平成８年６月2５
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曰、７月10日、７月25曰号には、田原理事による分析と将来予測を含めた適切な濯説が３回に

わたって掲載されておりますのでご参照ください。

本日は、本学会所属の診療録管理士の関心が高いと考えられます、これまでに診療録管理±

の資格を取得されている方々の診療情報管理士への移行問題について、各自の対応の参考とな

るようこ粕までの経緯と移行制度の概要についてお話し申し上げます。

新制度が発足するならば、これまでに認定された診療録管理士に新制度への移行制度が必要

になると考え、その希望する内容はそれぞれの置かれた立場により多様になるであろうと予想

されました。これに応えるべく、通信教育委員会は制度化決定後に多面的に慎重に検討を重ね

てまいりました。その結果、次のページにあります「診療録管理±の診療情報菅逗士への資格

認定実施要綱」案が作成されました。この案は平成８年７月開催の日本病院会常任理事会に提

出し機関決定をいたしたところであります。その骨子は

①自動的に全ての診療録管理士を診療情報管理±に移行させる措置は取らない。

②診療録管理士であって診療情報管理士の称号を希望するものは、自らの意志で出願し、

医学概論（インフォームドコンセントならびに病院医療評価問題を中心とする）および医療情

報学についての補講を受講し、終講試験を受け合格しなければならない。

③受験者の便宜に最大限考慮し、補講、試験は東京・名古屋・大阪・福岡に会場を置き、

複数回実施する。

④移行措置には期限があり、本年10月から明年６月までの９か月間とする。それ以後は新

しい通信教育実施要綱に基づいた認定試験を受験して合格しなければならない。

⑤ただし、診療録管理業務の実務経験が10年以上あり、本学会活動に積極的に参加した実

績がある、の二条件を満たしている診療録管理士には試験を免除することが出来る。

であります。

この移行措置の内容は厳しすぎろとのご批判もあると考えますが、近い将来に国家認定資格

を目指すためには、第三者の納得できる関門設定が不可欠と判断したのであります。

将来、身分保障と業務独占の資格を得て専門職を目指す方々には越えなければならない関門

とご理解いただき、自らの意志で挑戦していただきたいと考えております。

本学会会員としての活動にはどちらの資格であってもよいわけで、移行措置に乗らなかった

としても何の不利益もないのでありますが、若い診療録管理士の方々は、将来病院内での処遇

に関係することも考え、また担当する業務での能力向上の機会でもあると考えて、勇気をもっ

て新しい診療情報管理士の資格に挑戦してくださることを期待いたします。

とは言うものの、制度や称号の変更を伴う改革の実行には全ての関係者が納得できる方策は

あり妻せんので、残念ながらいささかの不利益を被る方々のあることは避けがたいと考えます。

どうか診療録管理業務とその業務に従事する職種全体の将来のために、堪えてご協力くださる

ようお願いいたします。
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診療録管理±の診療情報管理士への資格認定試験実施要綱

１．目的

既に診療録管理±として認定されている者に対し診療情報学等新カリキニラム追加課目につ

いて捕講及び試談を行い、合格者に「診療情報管理士｣の資格を付与する。

2．対象

社団法人曰本病院会がすでに診療録管理士として認定している者の中で「診療情報管理士」

の資格取得を希望する者

3．補講、試験実施期間

（１）平成８年10月～平成９年６月

（２）補講、試験は受講者の便宜を図るため各会場とも複数回実施

（３）当該期間中に受験できなかった者は、診療情報管理課程スクーリング時、認定試験受験

資格を付与するので認定試験を受験する。ただし、認定試験は全課目受験するものとする。

4．会場

（１）東京・名古屋・大阪・福岡

5．補讃

（１）医学概論（インフォームド・コンセント、病院機能評価）

（２）医療情報学

６．試験

（１）課目医学概論、医療情報学

（２）形式小論文

ただし、次に該当する者は、試験の一部を免除することができる。

・診療録管理業務専従10年以上で、かつ曰本診療録管理学会において演者として１回以上、

共同演者であることを含め３回以上研究発表を行った者。

7．受講料

２０，０００－（教材費含む）

診療録管理士の診療情報管理士への資格認定試験実施要領内部規定

1．診療録管理業務の定義

診療録管理室、診療情報管理室、病歴室等において診療録等の管理、コーディング（ＩＣＤ分類等）

それらに基づく疾病統計を始めとする各種医療統計作成業務をいう。（以下「診療録管理業務」とい

う。）

2．特例の審査

（１）実施要綱６項(2)号の業務経験については、病院長の発行する証明書を提出するものとする。

（２）同研究発表については、第○回学会、発表タイトル、発表者名（共同演者名も含めて）を記載し

たものを提出するものとする。

（３）通信教育委員会で前１，２号の内容を審査して決定を通知する。
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診療録管理課程受講者・診療録管理±及び診療情報管理±認定者集計表(851）

北海道

北海道

秋：：

神奈川

Ｏ（１５

受言静者には現在受講中の者を含む。

県別は受講申請時、認定証授与時の所在県を示す。
認定者欄；１は第１回診療情報管理士、（1～43)は第１回～43回診療録管理士認定者を示す。
※は医療大学所定単位取得者で認定試験合格者を示す。

●
●
●
●

勺
‐
Ⅱ
▲
（
也
〆
】
（
祠
く
、
）
△
〔
・
一
二

－１９７－

且月月ﾘ
ﾘﾜｴ刃Ⅲ

受を工弓写致
１－－４ｓ

墾丘三毛芽自立
1.（１－－４３） 備考

其『】刃１１
ﾘ具刃1１

受塞毛；敦
1－－４８

ZＺ
１．

定署旨
(】L－４

島文
３） 備考

北海道 近畿

北海道 1１０ 2（４１） 滋賀 3９ 1（１７）

計 1１０ 2（４１） 京 都 1２５１４（６４）

東北 大阪 4０７ 8（１５７）

青森 ５１ 3（２８） 兵庫 2１３１３（８５）

岩手 1０ Ｏ（５） 奈良 ４１ Ｏ（１５）

宮城 2０５ or
￣、 ５８） 和歌山 1２ O（６）

秋田 2９ 1（１６） 計 8３７ 1６（３４４）

山形 4８ 4（１９）’ 中国

福島 7５ 6（３８） 鳥取 1７ O（１１）

計 ４１８ １６(１６４） 島根 3８ 2（１９）Ｉ

関東 岡山 1０２ 1（５１） ※１

茨城 6８ 1（２６） 広島 9８ O（３６）

栃木 4０ Ｏ（１５） 山口 4７ 1（２７）

群馬 5６ Ｏ（２５） 計 3０２ 4（１４４） ※１

埼玉 2０４ Ｏ（６１） 四国

千葉 1８１ ４（７３） 徳島 3４ O（１８）

東 京 1，０８４ ９(４４４） 香１１１ 3８ 1（２１） ※１

神奈川 3９５ ３（１７２） 愛媛 3２ 0（１４）

山梨 2９ Ｏ（１６） 高知 3８ Ｏ（１５）

計 2,057 1７（８３２） 計 1４２ 1（６８） ※１

信越 九州

長野 5６ ３（１９） 福岡 2４０ ４（１０１）

新潟 1１１ 2（６４） 佐賀 7１ 1（３０）

計 1６７ ５（８３） 長崎 ４０ Ｏ（１８）

北陸 熊本 ９２ 1（４１）

富山 4０ Ｏ（２４） 大分 ５０ ０（１２）

石川 5０ １（２４） 宮崎 2５ 1（８）

福井 5０ ３（２４） 鹿児島 3７ Ｏ（１２）

計 1４０ ４（７２） 計

’
’
０

一
Ｏ

Ｐ
Ｄ 7(２２２）

東海 沖縄

岐阜 5５ 1（１８） 沖縄 5６ O（１９）

静岡 1７２ ５（８４） 計 ５６ Ｏ（１９）

愛知 2７０ 3（１１４） 合計

｜
、

５３５

8２（２，２３２） ※2(内数）

三重 7４ 1（２７）

計 5７１ 1０（２４３）



第14,96国際モダンホスピタルシヨウ

(1)テーマ：医療と生活をつなげる-21世紀への保健、医療、福祉の展開

(2)会期：平成８年７月４曰(木)～６曰仕）

(3)主催：社団法人日本病院会

社団法人曰本経営協会

厚生省外務省通商産業省郵政省自治省消防庁科学技術庁東京都曰

本貿易振興会（助製品輸入促進協会⑪日本医師会杣日本歯科医師会㈱曰本薬

剤師会㈱日本看護協会（助医療情報システム開発センター（助日本医薬情報セン

ター側医療機器センター㈱医療関連サービス振興会㈱全国自治体病院協議会

㈱全曰本病院協会肋日本精神病院協会⑪日本医療法人協会全国公私病院連盟

㈱曰本病院薬剤師会拙曰本栄養士会肋日本放射線技師会㈱曰本臨床衛生検査

技師会拙日本理学療法士協会㈱日本作業療法士協会㈱全国病院理学療法協会

㈱東京都臨床衛生検査技師会棚病院管理研究協会㈱全国社会保険協会連合会

(財)曰本訪問看護振興財団曰本放送協会(ＮＨＫ）㈱日本民間放送連盟（１１頂不同）

(4)後援
（36団体）

(5)協賛
（23団体）

全国社会福祉協議会曰本医療機器関係団体協議会仙曰本エム・イー学会⑪日

本放射線機器工業会㈱日本電子機械工業会日本薬科機器協会曰本医科器械商

工団体連合会日本医用機器工業会日本医療器材協会日本人工臓器工業協会

曰本理学療法器材工業会日本医用光学機器工業会曰本分析機器工業会㈱曰本

衛生検査所協会（it､日本衛生材料工業連合会（助日本医療食協会⑪日本ホームヘ

ルス機器工業会⑪日本病院寝具協会肋日本医療福祉建築協会㈱全国消防機器

協会曰本保健医療情報システムエ業会曰本在宅医療福祉協会㈱東京都医療社

会事業協会（順不同）

サンシャインシティ文化会館

２．３．４階（展示）５．７階（セミナー）

所在地：東京都豊島区東池袋３－１－４

(6)会場

(7)面積：会場面積8,200㎡展示面積2,900㎡

－１９８－



(8)展示内容：１．病院環境・設備

２．医療機器・材料

３．事務機器

４．医療情報システム

５．医療関連・患者サービス

６．ホームヘルスケア・リハビリ機器

７．予防・健康管理機器

８．人材教育・図書など

(9)部会合同による企画展示：

テーマ「考えよう 新しい“在宅''のスケッチ」

(10）セミナー：＜ホスピタルショウ企画委員会主催＞

セミナー「求められる新しい病院像」

医療情報フォーラム「インターネットと医療情報のセキュリティ」

特別講演「医療における看護の位置づけと役割」

セミナー＜㈱日本病院会主催＞

「病院防災セミナー」

「医療事故防止のためのセミナー」

「病院医療の質を考えるセミナー」

研究会く⑪日本病院会主催＞

「ハウスキーピング研究会」

「会計経理研究会」

「薬事管理研究会」

01）テクニカルセミナー：

テクニカルセミナー（10セッション開催）

ＥＵテクニカルセミナー（第１部福祉機器／第２部 医療機器）

02）バリアフリーコーナー、バリアフリーミニセミナー

－１９９－



(13）展示規模

※輸入展示について

日本国内で取り扱っている海外製品及び海外直接出展製品が下記の在日大使館の協力を得て

展示された。

ＵＳトレードセンター・イギリス大使館・ノルウェー大使館・スウェーデン大使館・デ

ンマーク大使館・ドイツ商工会議所・カナダ大使館・スイス大使館・フランス大使館・

イタリア大使館（順不同）

(14）来場者数 国際モダンホスピタルショウ来場者推移

(単位：人）

６０．０００

５０，０００

４０．０００

３０，０００

２０，０００

１０，０００

０

'９１’９２’９３’９４’９５’９６

’９５ニー２３口’９６．~２３口

－１日 ４曰（木） １７９６０ 二６日（木） １７１８０

２日 二５曰（第２曰７月５曰（金）２００５０

第３日７月６日（士）１４５００

合ロ十５２５１０

二７日（ ２２５２０

月８日 １２３９０

５２５１０ ５２０９０

05）曰病コーナー：次のパネル展示を実施した。

－２００－

9６ 168社／8,200㎡（展示面積2,900㎡）

9５ 159社／7,700㎡（展示面積2,600㎡）

9４ 157社／7,000㎡（展示面積2,600㎡）

9３ 149社／6,500㎡（展示面積2,700㎡）

5０ P
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００

０0
0O
GD

O●

OB

O●
●●

－－－－－－=＝●＝ﾆﾆﾆﾆｰｰｰ、
●Q

甲
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00
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－－－－=＝P=＝==宗胄宗=￥
●●

●0
０●
■ ■

－－の

l4q…48,860……49,150-51,74ｑ…52,090…-52,510

？

9６（第23回） 人数 9５（第23回） 人数

第１曰 ７月４曰（木） 17,960 ７月６曰（木） 17,180

第２曰 ７月５日（金） 20,050 ７月７曰（金） 22,520

第３曰 ７月６日（士） 14,500 ７月８曰（士） 12,390

合計 52,510 合計 52,090



介護保険制度について

日本の社会保障の一環である医療保障制度は、世界に誇り得

６公平・公正性と国民の健康を十分保障できるだけの質を担保

し、かつ、経済効率の良いシステムであった。今までのわが国

の繁栄を支えた礎のひとつとして自負し得るものである。

しかし、少子高齢社会と経済低成長期を迎えて制度上様々な

矛盾が生じ、医療保障システムとしては制度疲労の状態に陥っ

ていると言っても過言ではない。そうした状況のなかで、医療

保障としての公的医療保険制度のみならず、医療供給体制を含

めた全体的再構築を目指した種々の改革にとりかからねばなら

ない時期に来た。

現在検討が進められている公的介護保険の導入は、これらの

制度改革の第一歩として位置づけられるものかもしれない。す

なわち、介護保険は公的医療保険からの要介護高齢者に対する

対応と、社会福祉制度からの要介護高齢者に対する対応を合体

した形で創設きれようとしているのである。新しい革袋に新し

いワインを注ぐように、変革期を迎えた社会には新たなシステ

ム創りが必要ではなかろうか。２１世紀のわが国の社会保障制度

の先鞭として公的介護保険制度の新設は検討に値するものと評

価できる。

以上の論点を踏まえて、日本の新たなろ社会保障の噴矢とな

るべき公的介護保険に対して原点に立ち返り、その必要性・内

容について厚生省老人保健福祉審議会や医療保険審議会の資料

を引用、パネル展示し、併せて当会意見を紹介する。

社団法人曰本病院会

－２０１－
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平均寿命男

女

(92）

76.09歳
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高齢者の子との同居率 (93）５６％ (86）５％ (88）４％ (80）１６％ (87）１５％ (87）１４％

女性労働力率

(45歳～64歳）
(93)５９８％ (93)76.3％ (93)58.6％ (93)48.8％ (93)62.3％ (91）45.8％

家計貯蓄率

(対可処分所得）
(93）15.0％ (93）7.2％ (93）14.4％ (92）8.8％ (93）5.0％ (93）4.6％ (93）１２３％

持家比率 (93)59.8％ (90)38.5％ (81）54.9％ (91）67.6％ (81）68.1％ (91）64.2％ (87)39.3％

社会保障給付日対ＧＤＰ比

国民医療費対ＧＤＰ比
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(90)２ｽ5％

(91）8.5％

公的年金の給付水準

※1993年の為替レー

トで換算。

156.Ｍ1円

(1993年３月、

厚生年金全受

給者平均）

基麗年金

(93年１月）

単身2697ｸﾛｰ

ﾈ(38.540円）

夫婦4411ｸ[]－

ﾈ(６３，０四円）

付加年金(全

受給者平均、

92年12月）

4777ｸ彫ネ

(68.268円）

基虚年金

(93年､ﾌﾞルペン

ｼｮﾝの場合）

単身､夫19ともＩ

人3.982ｸパトネ

(6a四1円）

ﾐｰﾝｽﾞﾃｽﾄに

よる付加后付

日高1.024ｸﾛｰ

ﾈ(17,562円）

基圃年金

(91年９月）

単身224ﾉﾋﾟﾝﾄﾞ

(37.356円）

夫婦37771℃ﾉド

(62806円）

付加年金(全受

１８者平均､91年

９月)76)Kﾝド

(12708円）

基礎年金

(93年､ﾌﾞルペン

ションの場合）

単射87扇ﾄﾞル

(51,949円）

夫周1146長ﾄﾞル

(86.648円）

受給者平均

(93年11月）

単身6W米ﾄﾞル

(73,047円）

夫IB98BKﾄﾞル

(103565円）

1184.5ﾏﾙｸ

(7Ｍ69円）

(労働者年金､属

貝年金の平均、

1991年７月）

公的医療保障制度

力バー率
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 13.8％ 約90％

ホームヘルプサービス

を利用している高齢者

の割合（65歳以上）

(90）１％ (91）１６％ (90）２２％

(67嵐以上）

(92）７％ (88）７％ (90）４％ (92）１～3％

施設(病院含む)への

入所者割合

(65歳以上）

(90)6.4％

(88/90）

5.3％ (92)5.7％ (90)5.1％ (91）6.2％ (90)5.2％ (92)5.5％ (92)5.4％



各国の高齢者人ロ比率の推移

老
年
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口
割
合
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）
副
合
（
％
）

ン一
ブ

ス
｜

ス
カ

ン
エ
ッ
リ
リ

(資料)日本は､総務庁｢国勢圃査｣及び厚生省人口問題研究所｢日

本の将来推計人口(平成４年９月推計(中位推計))｣、外国

は国運資料「WorIdPopulationP｢ospects：１９９２」

(注）ドイツは統一ドイツペース

u【

。

1900191019201930194019501960197０１９８０１９９０２０００２０１０２０２０

寝たきｂ高齢者数等の将来推計

万人

6００

５２０

０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０

５
４
３
２
１

3９０

□虚弱高齢者数

□介圃を必要とする痴呆性高齢者数
（寝たきり者を除く）

□寝たきり高齢者数
（寝たきりであって痴呆の者を含む）

2８０

４０

2００

３Ｄ

230

1993年2000年２０１０年2025年

１９９３年 ２０００年

高齢者数

（Ｓ５歳以上）

(注）カッコ内は縄人口に占める割合

「寝たきり高齢者｣とは､寝たきり者のうちＳ５歳

以上の者をいう

(資料)厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口(平

成△年９月推計)」

後期高齢者数
フ５歳以上）

●障害老人の曰常生活自立度（寝たきり度）判定基準

■■

楽[￣=lの部分は現在の定硬による虚弱高齢者が頭ね咳当すると思われるランク

－２０３－

１９９３年 ２０００年 ２０１０年 ２０２５年

高齢者数
(６５歳以上）

(１３．５％）

1ｓ９０万人
(１フ０％）

２１７０万人
(２１．３％）

２７７０万人
(２５．８％）

３２４０万人

後期高齢者数
(７５寂以上）

(５．３％）

S７０万人
(Ｓ､９％）

B７０万人
(１００％）

１３００万人
(１４５％）

１８２０万人

生活自立 ランク』

何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する。

1．交通機関等を利用して外出する

2．畷近所へなら外出する

準寝たきり ランクＡ

屋内での生活は概ね自立しているが介助なしには外出しない。

1．介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて生活する

2．外出の頻度が少なく、曰中も寝たり起きたりの生活をしている

寝たきり

ランクＢ

ランクＣ

屋内での生活は何らかの介助を要し・日中でもベッド上の生活が主体であるが座位を保つ

1．車椅子に移乗し、食事、排泄はベッドから離れて行う

2．介助により車掲子に移乗する

１日中ベッドで過ごし、排泄、食事、着替えにおいて介助を要する。

1．自力で寝返りをうつ

2．自力では寝返りもうたない



雲介護者の発生率】(%)」加齢に伴う［ 寝たきり高齢者の主な介護者(同居)年齢階級別構成

３９歳以下５．６％

Ｏ～７４７５－フ９

｢｜
，’

厚生省「国民生活憂礎隅宣」（平成４年）

国民生活基礎稠査、社会福祉施設調査等から推計

寝たきり期間別にみた寝たきb者の割合 高齢者の家族形態別構成割合

１月ﾗ肩局 ３．８％

Ｉ

膣lliii「
IBN】55年 ｕ

IU1U60年

厚生省「国民生活基礎飼宣」（平成４年）

平成元年

寝たきｂ高齢者の介護者

‐
１
１
‐
『
１
凶
．
Ｊ
Ｊ
Ⅸ

平成5年

性別

Ⅱ

厚生省「国民生活基礎飼劃

有配偶女'性の就業状況の推移

１００(％）SＯ ８０２００ ４０

IilRi

2,099万人iBmO年

２）続柄

2,787万人Rn050年

3.192万人平日ＷＥ

ロ目目只主月□Ｈ用者□諜労UI者

鯉務庁統計局「労、力隅査」

厚生省「国民生活基礎調査」（平成４年）により作成。
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し

６５～６９ ７０～７４ ７５～７９ ８０～８４ ８５～

寝たきり

旧たきりでかつ15泉の者を含む）
11/２ ３ ５１/２ 1０ ２０１/２

要介屡の痴呆性

(囚陀きり者を除く）
０ 1/２ １ 11/２ ３１/２

４０～４９歳

１８．２％

５０～５９歳

２ヌ２％

ＳＯ～６９蝋

27.0％

70歳以上

２２．０％

１月以上

S月未満

１１．５％

６月以上

１年ﾗ鰯Ｉ

１０６％

1年以上

3年末洞Ｉ

2SＢ9６

3年以上

4ブ３％

３４．５％ ８１％ ５７．４％

２３．３％ ２１．３％ ５５．３％

１ｓ.Ｓ％ ３ｓ､５％ ４フ.Ｂ％



高齢者保健福祉サービスの概要

現行の高齢者保健福祉関係のサービスには様々なものがあり、その機能、サービス

内容や利用手続き、利用者負担の仕組みなどもそれぞれ異なっている。

一方で、本来機能の異なる施設に同じような高齢者が入所しているのではないかと

いった問題の指摘もある。

(1)在宅サービス

！

－２０５－

内容 対象 費用負担 実施機関 施股数等

訪
問
診
療
等

訪問診療

訪問着顕

医師が家庭を訪問し、計画

的な医学的管理の下に診療

を行うもの

医師の指示に基づき、看護

婦等が家庭を訪問し、看護

を行うもの

寝たきり等の

老人医療受給

対象者

医療保険の拠

出金と公費

医療機関

老人訪問看護

ステーション

と医療機関

老人訪問看護ステ

ーション１．０４９力

所(平成7年11月）

ヘ
ル
ス
事
業

機能訓練

訪問指導

市町村保健センター等で機

能訓練（リハビリテーショ

ン）を行うもの

保健婦等が家庭を訪問し、

療養方法、機能ﾖ||練方法等

の指導を行うもの

心身機能が低

下した40歳以

上の者

寝たきり等の

状態にある4０

歳以上の者

公費

市町村

市町村

廷人員1,989千人

(平成5年度）

実人員891千人

(平成5年度）

デイケア

老人保健施設又は医療機関

で日帰りの食事、入浴、機

能訓練等のサービスを提供

するもの

虚弱や寝たき

りの高齢者

医療保険の拠

出金と公費

老人保健施設

医療機関

老人保健施設デイ・

ケア785施設(5年１０

月)､老人デイ・ケア

304施設(6年７月）

デイサービス

ショートステイ

ホームヘルプ

サービス

デイサービスセンターへの

送迎又は自宅への訪問によ

り、食事、入浴、曰常生活

動作訓練等のサービスを曰

帰りで提供するもの

短期間老人短期入所施設又

は特別養護老人ホーム等で

世話を行うもの

ホームヘルパーが居宅を訪

問し、介護･食事サービス、

住宅改良についての相談助

言を行うもの

虚弱や寝たき

りの高齢者

概ね65歳以上

の在宅要援護

老人

寝たきり等の

高齢者

公費 市町村

センター数

6,273施設

(7年度予算）

ベッド数

30,627床

(7年度予算）

ホームヘルパー数

92,482人

(7年度予算）

日常生活用具

給付等事業

特殊寝台、緊急通報装置等

の曰常生活用具を給付又は

貸与するもの

要援護老人及

びひとり晋ら

し老人

公費 市町村

住宅改造
住宅改造等の相談・助言及

び資金の融資等を行うもの

要介護高齢者

世帯等
公費等

市町村・年金

福祉事業団等

在宅介讃支擾

センター

各種の公的保健・福祉サー

ビスの広報、啓発及び在宅

介護に関する各種の相談対

応等を行うもの

概ね65歳以上

で曰常生活を

営むのに支障

がある音叉は

家族

公費 市町村

センター数

3,472施設

(7年度予算）
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(2)施設サービス

老人保健施設

利用手慌吉町村の入所＝ ;院と個人の契約院と個人の契約

-206-

施設名 特別養護老人ホーム 老人保健施設 療養型病床群(Ｉ群） 介凄力強化型病院 一般病院

機能 介護機能 家庭復帰療養機能
治療機能（療養型

機能を有する）
治療機能 治療機能

対象者

常時介護が必要

で在宅生活が困

難な寝たきり高

齢者等

病状安定期にあり、入

院治屑をする必要はな

い力(､リハビリ､看護．

介護を必要とする寝た

きり高齢者等

長期にわたり療

養を必要とする

患者

主として老人慣

性疾患患者

入院治療を必要

とする患者

施設数

(定員(ペッ

ﾄﾞ)数）

2`982

(206,611）

(Ｈ6.10.1）

1．１６１

(100.001）

(Ｈ7.7.31）

189

(12.835）

(Ｈ6.10.1）

840

(103,548）

(Ｈ6.7.1）

7,193

(1,077,022）

(Ｈ5.10.1）

利用手慌吉 市町村の入所措置 施設と個人の契約 病院と個人の契約 病院と個人の契約 病院と個人の契約

費用の

支払い

|昔置費

●介護費用・生活費全

股について施設に借

置費を支給

療養費

●老人保健施設療養費

を支給(月額264800

円又は２７００００円）

●生保対象者には医庸

扶助

医薦費

●老人診庸報酬による

出来高払い・定額制

●生保対象者には医療

扶助

医療費

●老人診療報酬による

定額制

●生保対象者には医療

扶助

医療費

●老人診療報酬による

出釆高払い

●生保対象者には医寮

扶助

利用者

負担

費用徴収

●本人の収入に応

Ｕ負担(平均月4．

3万円程度）

利用料

●施設毎に設定(月6万

円程度）

●生活保護対象者には

-定額の生活扶助

－部負担（入院）

●月21,300円

食費

●月18,000円

－部負担（入院）

●月21,300円

食費

●月18,000円

－部負担（入院）

●月21.300円

食費

●月18.000円

運営財源

国１/２

市部については

市１/２

町村部については

県・町村１/４

保険者拠出金１/２

国１/３

県・市町村１／1２

介護・看護体制の

整ったものについて

保険者拠出金１/２

国１/３

県・市町村１/1２

保険者拠出金１/２

国１/３

県・市町村１/1２

保険者拠出金７／

1０

国２/１０

県・市町村１/2０

施設基準

居室(1人当たり10.

65｢TＩ（Ｈ７予算）以

上）

医務室

機能回復訓練室

食堂

浴室等

廊下幅

片廊下1.8ｍ以上

中廊下2.7ｍ以上

療養室（1人当たり８

ITI以上）

診察室

機能訓練室

談話室

食堂

浴室等

廊下幅

片廊下１８ｍ以上

中廊下2.7ｍ以上

病室(1人当たり6.4

｢ＴＩ以上）

診察室

手術室

処置室

臨床検査室

機能割11練室､談話室

浴室、食堂等

廊下幅

片廊下1.8ｍ以上

中廊下２７ｍ以上

病室（1人当たり4.3

｢Ｔｌ以上）

診察室

手術室

処缶室

臨床検査室等

廊下幅

片廊下1.2ｍ以上

中廊下1.6ｍ以上

病室（1人当たり4.3

｢TI以上）

診察室

手術室

処置室

闇床検査室等

廊下幅

片廊下1.2ｍ以上

中廊下1.6ｍ以上

職員

配置基準

(100人当たり）

医師（非常勤可）１人

着識婦３人

介護職員２２人

その他

生活指導員、擬能回

復訓劇旨導員等

医師（常勤）１人

看護婦８～10人

介護職員２０～24人

ＰＴ叉はＯＴ１人

その他

相談指導員等

医師３人

看護婦１７人

介護職員１７人

その他

薬剤師､診療放射

線技師等

医師３人

看護婦１７人

介護職員１７～34人

その他

薬剤師､診療放射

線技師等

医師６人

看護婦２５人

その他

薬剤師、診療放射

線技師等



[特呂|議舞Iili銑箒|(、所｛（施設により異なる利用手続、１
利用者負担等

亙
④’１

蝋
ｒ
」
繍
亡

治
療

療
介

本人

(家族）

市町村

(福祉事務所）

珊国牝

⑥通知簿

③[入所判定晏日会］

鶴llPll⑩
Ｅ:劃

旦援契阿
FII四二色距

③

巳Ｕ,ＵＵＵＯ＝届 〈入所まで＞

①入所相験

匪ヨ ②職員による肪問鯛査等（身体面、mUijq面、

経済面等の詞査）

③入所判定委員会による入所措■の要否の

判定

④入所措■の要否判定困離ケース等に対す

る照会・助言等

⑤施設選定・施殴との囲爾等

⑥指■決定通知・費用徴収額の決定通知・

入所事前脱明等

⑦入所指■の委庇

③入所

特別養璽老人

ホーム

可介園樋能

亡
〈入所後〉

⑨費用徴収金の徴収

⑩楢■費の騎求・支

払い

用徴収

ZHO～24万円

平均４万円）
特別

ホーム

匝
施設･在宅サービスにおける

利用者負担の比較

措置費、保険給付－１－利用者負担
！（一部負担、費用徴収）

【施股】

①特別養困老人ホーム ２Ｓ２万円－－コ￣

ア．老齢基圃年金受信の単身世帯の四台

・3.9万円/月(平成5年度平均） ；費用徴収額

i28万円(的11%）
措固頁

２３４万円

Ｏ】－ＩＴＦ

諏収ロ

贋ｕ砥

の頑養型病床！

〃

’

一二

【在宅】￣
・ホームヘルプサービス週４回､老人肪

問石■週１回、デイサービス週１回、

ショートステイＥか月に１回利用した

恩台

’－－－－－－－－－１－－－１
１版などの日常生活頁１
‘---------------（‐---」

－２０７－

▲ユーーーーＦ丙●

運営頁、訪問者頚寂養頁
約１８万円

日用日UＬＪｌｌ
用lq的2万円
(的10%）



老人保健制度の概要

国民の老後における健康の保持と適切な医療の確保を図るため､壮年期からの疾病の予防から治療､欄能H1ll線に

至る総合的な保健医療サービスを提供するとともに､必要な費用は国民が公平に負担することをねらいとする。

（１）老人保健事業体系図

拠
出
金
一
樋
出
金

共済

督
可

監
鹿国

負
担
金

交
付
金

市町村

（実施主体）
都道府県

医
頑
以
外
の
保
胆
事
藁

１健康手帳の交付

２漣康教育

３健康相鮫

４健康診査

５樋能UIl綴

Ｓ訪問指導

診療報酬

施股痴養■ 保険医療樋間

老人保胆施股

防問石田ステーション錘｣：
審査支払樋関

（支払基金）

（国保運）

７０出以上の者筍 ４０蛍以上の者等

（２）老人医療……老人(７０歳以上及びＳ５歳以上の■たきり等の状態にある者)に対し､医療を給付する。

※老人医寂に要する■用については､基本的には､－部負担を除く老人医療目の７０％は保険者の医療Ｒ拠出金によってまか

なわれ、残りの３０％を国が２０％、都道府県・市町村が５％ずつ負担することとされているが、平成３年改正において、

介護問題の重要性に鑑み、介因的要素の大きいサービスについて、公目負担割合を５０％に引上げる措面が採られ、逐次、

その対象範囲が拡大されてきた。

●老人医療費（平成Ｓ年度実鯛見込み）〈参考〉国民医療費（平成Ｓ年度見込み）

鰯額８１，５９ｓ億円総額２５６，８００億円

１人当たり７１９千円１人当たり２０５千円

●老人医療費の負担のしくみ

老人医療費

７０％ ３０％．
￣

’

一
部
負
担
及
び
給
食
負
担

下肥①~⑥以外の医療費

(公費5国対象施股等）

①老人保健施段痕費目（平成4年１月～）
②1ｍ･介因体制の盛った老人病院の入院
医療貝（同上）

③老人訪問石田療養貝(平成4年４月～）
④111神病院の老人性痴呆療養病棟の入院医
頂只（同上）

⑤31養型病床群(2群)の入院医頭目(平成
５年４月～）

⑥診療所老人医療管理を行う病床の入院医
療貝（平成7年４月～）

［〃

５０％

｜
拠出金

５０％

｜
公■

国

都道府県

市町村

３
ｓ
Ｓ

／
／
／

２
１
１

玉東保険の召保険君

・政管胆保
・胆保組合
一匹Ｂ＝」￣￣

●患者一部負担金（注１）

（注１）平成７年度以降、消頁者物価の変IU率に応じて改定。

●保険者の拠出金

各保険者は、実際に加入する老人の回１台を問わず、同じ副合の老人が加入していると仮定してBil出金を反定する（ただし、

この老人のnm台の鯛EHには、上限及び下限が股けられている)。医寂以外の保健事典については、国・都道府県・市町村が

各々１/３ずつ目用を負担する。

－２０８－

平成７年度 平成８年度 灯考

外来 １，０１０円／月 １０２０円／月

入院 ７００円／曰 ７１０円／曰 低所１月昔：300円／Ｂ２か月を限度､その後燕料



国民医療費の将来推計

３００％Ｅ１１矢擢

国民医療費及び老人医療頁は、平成２年度から４年度の実餌の傾向をもとに推計。

政管健保の保険料のEh向については、国民医療頁､老人医療Ｒの､b向、賃金のE力向、加入者の増減等を踏ま

えた詳細な検討が必要であるが､仮に､国民所得に対する国民医療費の占める割合と同じ水準で伸びていく

ものと単純に仮定した場合の割合。

（試算例）
１１０（２０００年の国民医療費／国民所得の指数）

２０００年の保険料(９２)＝８．２×
１００（１９９３年の国民医叙貝／国民所得の指数）

１
１

注
注
ぐ
！

(参考）

２０１０年 ２０２５年２０００年１９９３年

平均在院曰数の国際比較病床数の国際比較

曰人口千人当たり病床数
４０

1ｓ

３０

１０
２０

1０

５

０ 年

1ｇ６５７Ｏ７５８０Ｂ５ＢＳ８７Ｂ８ＢｇｇＯｇｌｇ２ｇ３ｇ４

日本：「医頭施股洞査･病院報告(厚生省大臣官房統計桐報部)」

平均在院日数（一般病床）

その他：「OECDHealthData」

年０

1ｇＢ５７Ｏ７５ＢＯＢ５ＢＳＢ７ＢＢＢｇｇＯｇｌｇ２ｇ３９４

－２０９－

平成５年度予算

(１９９３）

平成１２年度予算

(２０００）

平成２２年度予算

(２０１０）

平成３７年度予亘

(２０２５）

国民医療費（兆円）

(伸び率）

２４．３ ３８

Ｓ､５％

(対５年度）

ＳＢ

Ｓ､０％

(対１２年度）

1４１

５０％

(対２２年度）

老人医療費（兆円）

(伸び率）

７．３ 1３

８．９％

(対５年度）

２８

７．８％

(対１２年度）

７１

Ｓ､４％

(対２２年度）

老人医療夷／国民医療費 ３０．０％ ３５％ ４２％ ５０％

国民所１日の伸び

ケース①

ケース①

5％

3％

４％

２％

４％

２％

国民医療費／国民所(９

ケース①

（指数）

ケース①

（指数）

Ｓ､８％

1００

S､８％

1００

７．ｓ％

１１０

Ｂ､５％

1ｓｏ

９％

1４０

１３％

1ＢＯ

１１％

1ｓｏ

１９％

２ｇｏ

政萱健保の保険料率

ケース①

ケース⑦

８．２％

８２％

９２％

１０３％

１１．１％

１５．１％

１ａ９％

２３．５％

１９９３年 ２０００年 ２０１０年 ２０２５年

厚生年金の保険料率（％） 1４．５ 1９．５ ２４．ｓ ２９．８

政管健保（ケース②）＋

厚生年金の保険ﾘﾖｪ（％）

(本人・事築主の各負担分）

２２７

(１１．３５）

２９．８

(１４．９）

３９．ｓ

(１９Ｂ）

５３．３

(２Ｓ・Ｓ５）
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〈医療保険各制度の財政状況 医療保険･年金保険の収納率について

●政府管裳健康保険

(穆考）税金の収納率（平成４年度）

●地方税

個人都道府県民税９３０％

個人市町村民税94.5％（均等剤）

●国税

申告所得税９１．２％（滞納発生割合）

(注)平成５年度以降の単年度収支の赤字により、Ｂ年度末の事業運営安定

資金は３．２５３億円にまで減少すると見込まれている。

●組合管掌健康保険

１９９５年度(子）

（平成フ年度(子））

市町村国保被保険者(世帯主)の職業の変化
△アブ４原円 △ＢＢＢ９億円

赤字組合数割台）

収支差

１５３５(８４５％）

△４１２０値円

(注)平成７年度予亘では４，７００町円を法定準備金等からとりくずすこと

になっている。（法定準備金露曵高２兆５．０００億円（平成７年度当初

予算ペース）は昭和Ｂａ年以来の低水璽｡）

●国民健康保険（市町村一般被保険者分）

３

△１３７０億円△Ｂ８１億円

１ＢＯ１

（５５４％）

(注１）国民胆康保険の収入は、基金#且入金･繰越金簿を除き耳出したもの。

また、市町村の法定外一般会計繰入金ａＳＢＳ億円（平成Ｓ年度）を

含んでいる。

(注２）平成Ｓ年度末における基金の残画は、合計で４，ｓ２Ｓ阻円となって

いる。

医療保険制度をめぐる課題

傘愈睨画
〈医顧保障の枠組み〉

●国民皆保険体制

く医威提供体制〉

●自由開粟制

●患者の医痕樋関へのフリーアクセス

●医療従事者の資格、医寂施殴の人日・洞遺墨誼、病院病床数

の規制（医飯肘画)、広告規制などの賭規制

》』

忍努②

蕊l:露 く保険給付の仕組み〉

●特定療養戸以外の混合診療(保険診寂と自由診頑の組合せ）

を票止●原則現物給付⑭厩
く医寂樋閲への支払い方式〉

●原則出来高払制

●全制度を通じて１本の診痕報酬
………唾2亜莎唖i亟亟愈鱗⑬

我が国の医療保険制度と医療提供体制

－２１０－

１９９４年度

(平成Ｓ年度）

１９９５年度(貝込）

(平成７年度(貝込)）

収入

支出

(うち老胆拠出金）

Ｓ兆ａ３３９億円

Ｓ兆ａ１４８億円

(１兆ｓ,１１８億円）

Ｓ兆Ｓ'４ｓ５億円

Ｓ兆９，００４億円

(１兆７，０５７億円）

収支差 △２，８０９(亘円 △２，５３９回円

事業運営安定資金

(月分）

１兆１，３ＳＳＩ■円

(２１月分）

８，Ｂ２７個円

(１．ｓ月分）

平成５年度 平成６年度

政府管掌胆康保険 ９８．７％ ９８．１％

国民健康保険(市町村） ９３．５％ ｇａ３％

厚生年金保険 ９９．ｏ％ ｇ８．４％

国民年金 ８５．５％ ８５．３％

１９９４年度

(平成Ｓ年度）

１９９５年度(予算）

(平成フ年度(予耳)）

収入

支出

(うち老健拠出金）

５兆ｓ,ＢＳＢ億円

５兆４ｓ４２億円

(１兆ａ３０９億円）

５兆５．３３５億円

５兆９，２２５mH円

(１兆４，４５１億円）

収支差 △７７４億円 △３８８９億円

赤字組台数(gﾘ台）

収支差

ｇｓＢ(５３３％）

△１，フ１１億円

１，５３５(８４５％）

△４，１２０億円

１９９３年度

(平成５年度）

１９９４年度

(平成Ｓ年度）

収入

支出

(うち老健拠出金）

Ｓ兆３，１１３億円

５兆ａ９９４億円

(１兆ｓ,ＯＳＢ億円）

５兆５．２７ｓ億円

５兆Ｇ,６４６億円

(１兆ｓ,７４８億円）

収支差 △８８１億円 △1,370億円

赤字保険者数

(割合）

ｍ
殉

Ｂ
４
１
ｓ

ＳＩ

２，１５７

(ＢＧ､３％）



新ゴールドプランの概要）

すべての国民が安心してその老後を送ることができるよう､平成元年１２月に策定された従来の

｢高齢者保健福祉推進十か年戦略」（ゴールドプラン)を全面的に見直して、「新ゴールドプラン｣を

策定し､平成７年度からスタートした。

１．サービスの整備目欄（平成１１年度末までの整備目欄）

●在宅サービス

ホームヘルパー１７万人

（ホームヘルパーステーション１万か所）

ショートステイＳ万人分

デイサーピス／デイケア１．７万か所

在宅介嚢支援センター１万か所

老人訪問者麺ステーションＳＯＯＯか所

●施設サービス

特別養護老人ホーム２９万人分

老人保健施設２８万人分

高齢者生活福祉センター４００か所

ケアハウス１０万人分

●マンパワーの養成確保

寮母．介護職員２０万人

看護職員等１０万人

ＯＴｐＴ１．５万人

2.新ゴールドプランのイメージ

中学校区単位のサービス提供体制

〔平成４年度末〕 〔平成１１年度末〕

唾＋駕琴 ､上&迦塑＋鞭，
ホームヘルバー

デイサーピス

ショートスティ
(勧防周稠ｽﾃｰｼｮﾝ

特別養国老人ホーム

老人保胆施股

ケアハウス

５．７人

ＯＳか所

１８人分
002か所）

２０人分

7.1人分

０４人

ホームヘルパー１７人

デイサーピス/デイケア１．７か所

ショートスティＳ人分
(老人防目躯ｽﾃｰｼｮﾝ０５か所）

特別養圃老人ホーム２９人分

老人保健施股２B人分

ケアハウス１０人

(注）中学校区が全国で約１万あることから、全国の１万分の１モデルと

して、人ロ、サービス供給体制等の数値をＲａ定した。

(兆円）

平成９年度平成１２年度

(注１）平成１２年度は、新ゴールドプランが運成された平成１１年度末のサービス水鍾を前提に推計したものである。その際、新たに増え

ると見込まれる施股入所者の伸びが１０％抑えられると仮定している。

(注２）上記費用には、家族介田に係るコストは含まれていない。

(注３）端数処理（四捨五入）の関係で、数字の合計が一致しないことがある。

－２１１－

費目 平成７年度 平成９年度 平成１２年度

国民所得の伸びを３％

とした明合

総費用

在宅

施設

｜特別養囲老人ホーム

老人保健施設

療養型病床群など

２．１

０．３

1.フ

０．７

０４

０．７

2.7

０．５

２．２

０．８

０．ｓ

ＯＢ

４．１

1.0

３．０

1.0

1.0

1.0

国民所得の(申びを４％

とした塙合

総費用

在宅

施設

’特別養麺老人ホーム

老人保健施設

療養型病床群など

２．１

０．ｓ

1.7

０．７

０．４

０．７

２．８

０．５

２．３

０．８

０．ｓ

０．８

４．３

1．１

３．２

1．１

1．１

1.0



介護保険制度案大綱（抜粋）

１．介頂保険制度の基本的考え方と実施のための条件整備

１．介俎保険制度の基本的考え方

巳．介硬保険制度の円汚な施行のための準禰

●モデル地域での要介讃記定等の試行を実施し、制度施行に反映させる。

Ｓ，介碩サービスの基盤整備

●施設整備の促進方策として介護力強化病院等の療養型病院群への転換、

養漉老人ホームの特別養碩老人ホームへの転換等を図ろ。又、保育所、

学校等の既存施設の転用を推進する。

●液保険者証は、健康手帳を活用する。

４．国及び都道府県、市町村によるﾛﾅ画的な基盤整備

●国は全国的な整飼目標などの基本指針を示す。

●都道府県及び市町村は基盤整備に関する計画を策定する。

Ⅱ、介田保険制度の骨格
１．事業主体（保険者）

●市町村及び特別区

巳．申英主体に対する支皿u方策

●保険料基謹の設定、財政調整などを共同で行うため都道府県ごとに連

合会を股面する｡保険者の保険財政の不安定性について連合会が財政

支援を行う。国、都道府県、市町村は、連合会に対して支授を行う。

●雲介頚認定は市町村が行うほか、連合会・都道府県へ委庇できる。

●第２号被保険者の保険料は全国でプールし、市町村の高齢化率による

負担格差を是正するよう交付する。

Ｓ・被保険者

●６５槻以上の者（第１号被保険者）

介護サービスの水準に応じた保険料（自らの要介護リスクについて共

同連帯により助け合う）

●ｄｏ叙-64槻（第Ｐ弓被保険者）

全国共通ルールによる費用負担（自らの老化に(半う要介護リスクに備

えるほか、社会的扶養の観点から費用負担）

４．介阻給付

(1)受給者

●第１号被保険者……原因を問わず要介麺者及び要支優者をカバー

●第２号被保険者……初老期痴呆など老化に伴う介硬ニーズをカバー

（それ以外は、廟害者福祉サービスの対象）

(2)介硬給付の受給手腕

①要介硬駆定

●介麺保険の給付を受けようとする場合は保険者に申調する。認定は、

要介麺昭定審査会か国の定めた公平かつ客観的な基準に従い専門家の

合鍛によって審査した結果に基づき保険者か決定する。

●要介顕兜定等に関する不服申し立ての制度を設ける。

ロケアプランの作成

●要介護認定を受けた被保険者は、介顛サービスの種類や介頚サービス

提供機関を選択できる。

●被保険者は、ケアプランの作成をケアプラン作成機関（居宅介硬支授

車業者）に依頼できる。

●ケアプランの作成機関は、市町村直営・在宅介硬支援センター・肪問

冑頂ステーション・介護施設・一定の要件を繭たす医療機関。

（３）介話給付の内容

①介硬給付額

●在宅サービスの喝合、要介護度ごとに設定された介硬給付額の範囲内。

超過分を本人が負担することにより、給付額を超えた介讃サービスを

利用できる。

●施股サービスについては、被保険者の要介碩度や施設の人目配沮状況

等を踏まえ、必要とされる費用に基づき介硬給付額を股定する。

白利用者負担

・利用者負担は、１割とする（但し、低所1■者には配慮)。

●施設については、食費、曰常生活費は給付対象外とする。

（③対象となるサービス

（在宅サービス）

ホームヘルプサービス、デイサーピス、リハビリテーションサービス

（デイケア・訪問リハ)、ショートステイ、訪問着麺サービス、福祉用

具サービス、痴呆性老人向けグループホーム、住宅改修サービス、訪

問入浴サービス、医学的管理等サービス、有料老人ホーム・ケアハウ

ス等における介硬サービス、ケアマネジメントサービス

（施設サービス）

特別養頚老人ホーム、老人保健施設、療養型病床群等療養介顎施股

●在宅サービスについては、２４時間対応を視野に入れ、早朝、夜間及び

深夜の巡回サービスを普及する。

●市町村は独自のサービスを付加給付できる。

(4)介護サービス提供樋関

・施段サービスについては現行の字藥主体を基本とし、在宅サービスは、

民間事葉書をはじめ多槻な主体が可能。

Ｓ・費用負担

(1)介硬費用負担の区分

保険料負担：介覆給付総額の１／ｅ

公費負担：介護給付総額の１／ｅ

(2)第１号波保険者の費用負担

・所１月段階別の定額保険料として年金から特別徴収する。

・保険料宋納者は給付率の引き下げを餌する。

(3)第２号被保険者の費用負担

①保険料の算定方法と医療保険者による一括納付

・各医療保険者が自らの保険に加入している第２号被保険者の負担すべ

き費用を一括納付する。

。第２号被保険者の保険斜は国が定める。

nコ介預保険者への交付（高齢化率の相迎に係る鯛整）

(4)財政調整

。以下の事由による第１号被保険者の保険料負担格差是正のため、公只

による鯛蜜措■を餌する。

①要介護リスクの高い後期高齢者の加入g1l合の相運

②高齢者の負担能力の相迎

③災害時の保険料減免等特殊な場合

（５）公費負担

●介璽給付費の１／巳

●国は１／△、都道府県１／Ｂ、市町村１／Ｂ

・医療保険者に対して国費による助成を行う。

Ｓ・応行

・在宅サービスについては平成１１年４月から実施。施設サービスについ

ては平成１３年を目途に実施する。

・保険者は要介頚者を介覆する家族を支援するため、自らの保険料財源

により各種の家族支援申藁を行う。

（目し、家族介硬に対する現金給付は当面行わない。

－２１２－



＝－皀手
一

一

お年寄りの状態について、次の１～12の質問にお答えください。

１．視力について、あてはまる番号に－つだけ○をつけてください。 Ｓ、食事について、あてはまる番号に－つだけ○をつけてください。

１．新聞、雑誌等の細かい字が見えて読める。

２．琶通の大きさの字なら見えて銃める。

３．テレビの画面がハッキリ見えない。

４．まったく見えない。

１．自立 ２．－部介助 ３．全介助

１０．金践管理について、あてはまる番号に－つだけ○をつけてください。

１．自立 ２．－部介助 ３．全介助

巳．聴力について、あてはまる番号に－つだけ○をつけてください。
11-1.次の行動の中でお年寄りにみられる行動すべてに○をつけてください。

１．普通（会話やテレビで不自由しない）２．大きな声なら聞き取れる

３．耳元での大きな賭し声なら聞き取れる４．まったく聞こえない
１．物忘れがひどい

２．歩き回りじっとしていない

３.夜間不眠あるいは昼夜の逆転がある

４.怒りっぽくて時に輿■し、暴力的になる

５.物を通られたなどと被害的になる

６.いろいろなものを集めたり、照断で持ってくる

７．火の不始末や火遊び行為

８．周囲の人に対する迷懇行為

９.物や衣鯛を壊したり、破いたりする

１０．不潔行為（便をもてあそぶ尋）

'１．作り鱈をし、周囲に■いふらす

'２.何にでも□に入れ、食べようとする

１３．大声を出す

１４．忠告や介助に抵抗する

'５．「家へ帰る」と■い、落ち着きがなくなる

'６.外出すると病院、施殴、家などに戻れなくなる

１７．外に出たがり、目が照せない

１８．実際にないものが見えたり、聞こえたりすると賭す

'９.元気がなく、ぼんやりしていることが多い

20.異性に対する興味が強く、時に色情行為がみられる

２１．泣いたり、笑ったりして感個が不安定

22．生年月曰が答えられない

23.ｓ分飼のことが思い出せない

24．自分の名前がわからない

25．合の季節がわからない

26．自分の部屋や、いる場所がわからない

ａ、寝返りについて、あてはまる番号に－つだけ○をつけてください。

１．つかまらないでできる２．つかまればできる３．できない

４．立ち上がりについて、あてはまる番号に－つだけ○をつげてください。

１．つかまらないでできる２．つかまればできる３．できない

Ｓ、排便の後始末について、あてはまる番号に－つだけ○をつけてください。

１．自立２．時々汚す３．－部介助４．全介助

Ｓ・入浴方法について、あてはまる番号すべてに○をつけてください。

●
●
●
●
●

●
■
０
■
０
〔
■
『
四
》
△
■
卯
】
●
戸
．
■
■
】
『
一
〃
Ｊ
，

浴旧を使用した入浴が自立２．浴佃を使用しないシャワー浴

リフト浴

介助者を必要とする入浴（更衣や浴室までの移動は含まない）

刃拭、手摺浴、足浴等６．入浴サービス

その他（）

フ．歯磨き・うがいについて、あてはまる番号に－つだけ○をつけてください。

１．自立 ２．－部介助 ３．全介助

曰移⑩方法について、あてはまる番号すべてに○をつけてください。

１．自立歩行（つたい歩き、杖、歩行器、自助貝使用を含む）

２．車椅子への移乗、移動か自分でできる

３．車椅子への移棄には介助が必要だが、移動は自立

４．章椅子への移乗には介助が必要で、移動の一部介助が必要

５．車椅子への移動、及び移動に全介助が必要

６．里筒子の使用不可能､ストレッチャーの使用､かかえる､抱く､寝たきり

11-2．上記のような行動がみられない人は次の２７．に○をつけてください。

２７．１から26までの行動はみられない

要介護度分類毎の高齢者の状態像（概要）

－２１３－

要介硬度 I 、 １Ｖ Ｖ Ⅵ

高齢者の状朋便

寝返り

排泄

活脱

摂食

入浴

閥浬

掃係

食事・排泄・着脱のい

ずれも概ね自立してい

る力（ 生活管I里能力が

低下する等のため、

時々支121を要する。

自分でできる

概ね自分でできる

擾ね自分でできる

概ね自分でできる

概ね自分でできる

時々支援を要する

時々支援を要する

食事・排泄・着脱のい

ずれも概ね自立してい

るが、－部介助・支|Ⅲ

を要する。

自分でできる

なんとか自分でできる

なんとか自分でできる

なんとか自分でできる

－部介助を要する

－部支援を要する

－部支援を要する

食事・着脱はなんとか

自分でできるが、排泄

は介護者の一部介助を

要する。

自分でできる

－部介助を要する

なんとか自分でできる

なんとか自分でできる

一部介助を要する

－部支}且を要する

－部支援を要する

食事・排泄・沼脱のい

ずれにも介護者の一部

介助を要する。

自分でできる

－部介助を要する

－部介助を要する

なんとか自分でできる

－部介助を要する

困蕪

困毘

身体状脹は欄々である

が、重度の痴呆症状を

呈しており、食事・排

泄・■脱のいずれにも

介讃者の全面的な介助

を要する。

自分でできる

介助を要する

介助を要する

介助を要する

介助を要する

困麗

困魔

寝返りをうつことかで

きない寝たきりの状閣

であり、食事・排泄.

着脱のいずれにも介覆

者の全面的な介助を要

し､１日中ベッドの上で

過ごす。

自分ではできない

介助を要する

介助を要する

介助を要する

介助を要する

困慰

困懸

日南生活
自立度判
定基頚と
の関連性

(図表略）

障害度

痴呆度

Ｊ、Ａ１を中心とした

状態像。

なし、あるいは痴呆状

鰻の１．

Ａ１、Ａ２を中心とし

た状態像。

なし、あるいは痴呆状

態の１、I ０

Ａ１、ＡＢＢ１を中心

とした状態像。

約7割の人か痴呆状態

であり、１，，力《中心。

Ｂ１，ＢＢＣ１を中心

とした状態像。

痴呆状照は欄々である

(なし－ｍ)。

状態像は槻々である。

(Ａ１～Ｃ１)。

ほとんどが痴呆状服で

あり、Ⅱ１Vが中心。

Ｃｅを中心とした状照

像０

痴呆状照はさまざまで

ある（なし－N)。



公的介護保険のモデルケースにもとづくサービス内容

自分で寝返りすることができず､日常生活行動には介嚢を必要とし､深夜巡回のホームヘルプ

サービスが必要であり､療養上の管理を必要とするケース。要介護高齢者が虚弱な高齢配偶者と夫

婦で生活している場合。

具体的なサービス■

(1)ホームヘルプサービス

（２）デイサービス

（３）訪問看護

（４）ショートステイ

約１１時間２０分／週

１８時間／週

週１４回訪問

週３回適所

週２回訪問

月１回入所 ７曰間

「表~闇－１Ｆ藻~壺司午 前

Ei三顧圓司⑳、唇i5室
月１回１m間程度の

ソョートステイ ＣＥＤ
※このほか、防問歯科指導、訪問服薬指導、福祉用具等のサービスが考えられる。

※巡回ヘルプとともに訪問者■が行われるケースがある。

－２１４－

項目 高齢者の状態 対応するサービス

寝返り 自分で寝返りをすることができない。

移動 ベッド上に限られる。 デイサービスにより外出し老人同士、介頚スタッフと交流を行う。

摂食 介圃を要する。

排泄 介國を要する。 必要に応じて排泄､安全fg理等のために深夜１回の巡回及びオンコールサービスを行う。

着脱 介圃を要する。

入浴 介護を要する。 デイサービスにより週３回の入浴、外出等を行う。

調理

掃除等

困離

困難
週７回(家事)のヘルパーの援助に合わせて適宜行う。

疾病 療養上の管理を要する。 週２回の訪問者璽等により療養・衛生上の管理を行う。

家族 家族に対するケアを要する。 上記のほか月１回１週間程度のショートステイで負担軽減を行う。

その他

生活全般

週１回はヘルパーによる援助が行われそのうち月１回は訪問者頚婦､ヘルパー､家

族､必要な堀合にはソーシャルワーカー､保健婦などによる居宅での話し合いが行わ

れる ◎

老人及び家族に対するその他のケア､孤立や家族関係の調整等の諸問題につき市町

村のソーシャルワーク､ＮＰＯ等との連携による生活全般の支援が行われる．

〔月〕

〔火〕

〔水〕

〔木〕

〔金〕

〔土〕

〔曰〕



公的介護保険法案は一時停止？

平成８年５月１４日、厚生省は公的介謹保険ＩｂＩ度の§11設に関する介護保険制度試案をまとめ、連立与

党の福祉プロジェクトチームに提示した。翌々日の５月１６日、財政再建をテーマにした四審議会（経

済審識会、政府税l1i1l調盃会、社会保障制度審議会、財政制度審議会）のトップとの会議で、橋本龍太

郎首扣は介液保険制度につき慨攻な発言をした。ついで、５月２１日、橘木沌太郎首相と菅直人厚生大

臣の会談において、介渡保険法案の今国会への提出は困難との認識で一致したと－部のマスメディア

で報道された。このように、介液保険法が第136回通常国会で上程される可能性は低いとする見方もあ

る。しかし、一方では、菅直人厚生大臣は６月６日、社会保障制度審議会（会長宮沢健一）に介護保

険制度の修正試案を譜ＩＩｌｌした。これを受けて、同審議会は６月１０日答申した。このように、いまだ完

全に介護株険法案の上程・可決が否定された状況でもなさそうである。

2025年の高齢化ピーク時に、６５歳以上が全人口に占める比率は25.8％にも達すると厚生省は試算し

ていろ。もはや、マツダができる状況ではない。「今国会が駄目でも、秋の臨時国会があるき」と簡単

に言い切れない政治情勢である。すなわち、超高齢社会に対応するには国民にも相応の負担を求める

必要がある。この様な言い出しにくい内春を国民にインフォームド・コンセントしなければならない

にもかかわらず、きたるべき衆議院議員の総選挙に目をとらわれすぎて政治家本来の責務を忘れてい

ろと言わざるをえない。一方、厚生省もこのような政治状況を踏まえて、老人保健福祉審議会報告か

らかなり後退した介諏保険制度試案をまとめた。政治家は言に及ばず官僚も現実から目をそらして問

題を先送りしていろ。このようなことからは、その日暮らしをしていろとしか見えてこない。

本年１月の日本病院会の提言（公的介誕保険制度について）と４月22日の老人保健福祉審議会報告

（高齢者介護保険制度の創設について）とは次の点で異なっていろ。

○要介護認定機関と要介護認定聖準

○ケアプラン作成とケアマネジメント

○若年者保険料の按分

仮に、老人保鯉福祉審議会報告のままで介護保険法が成立したとしても、日本病院会の提言との差

異は政省令や通達のレベルで補正可能と言えろ。しかし、厚生省の介護保険制度試案と前二者の間に

は根本的な違いがある。

○被保険者を第一髄と第二徹に分けて、４０歳から64歳の者を第二種被保険者として保険料を徴収する

としていろ。超高齢化社会に対応するには20歳以上の成人に幅広く応分の負担を求めなければそれ相

応の介護サービスは期待でき広い。

○在宅サービスは平成11年４月から先行実施し、施設サービスについては５年後（平成13年）を目処

に実施すると記救されている。しかも、ご丁寧にも（注)を別に設けて、施設サービスの実施時期は、

別に定めるとしていろ。本来、在宅サービスと介護サービスは両輪のものである。どちらが欠けても、

どちらが先行しても身体障害を有する商齢者には暖かい社会にならない。

「小異を残して、大同につく」とい、ラ。各論部分で異論はあるが、身体障害を有する高齢者にとっ

て、暖かい社会になるよう。また､社会保障制度に根本的な改革を展開するべく、国民に幅広い応分の

負担を煎って､できるだけ早急に介液保険法が成立するべく厚生省にエールを送りたい｡(Ｓ月13曰記）

社団法人曰本病院会理事川合弘毅

－２１５－



第１５海外視察研究会

1．大韓民国医療施設視察ツアー

①期曰１０月９日～13日（５日間）

②訪問先ソウル大学校病院、蛾山財団ソウル中央病院、三星ソウル病院、

院、大韓病院協会と韓国病院建築協会とのメンバーと合同会議

亜洲大学校病

③ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ筧淳夫（国立医療病院管理研究所）

④参加者１３施設２１名

2．第46回米国心臓病学会参加ツアー

①期曰

②訪問先

③参加者

３月15曰～21日（７曰間）

アナハイムの同学会開催地

3施設４名

－２１６－



第１６アジア病院連盟

1996年４月２日㈹香港1．理事会開催

2．同会議議事録

3．理事会開催

4．同会議議事録

11月20日(zk）大韓民国

－２１７－



ＭｌＮＵＴＥＳＯＦＴＨＥＡＨＦＢＯＡＲＤＯＦｅＯＶＥＲＮORS，ＭＥＥＴｌＮｅ

ａｔＯ７:30,Ａｍｉｌ２(Tue.)，l996

FunctionRoom，IslandShangri-LaHotel，ＩＩｏｎｇＫｏｎｇ

LMembersPresent：（InAlphabeticalOrder）

1．AssocitI 、「f7TUZIZEIrOSDZZZIISO「／ＶＨｑＪｍＪＳＺａＩ/ＶＷＴ'ｍＪＳＴＺｌ

Ｄｒ・ＣｈａｋｒＳｒｉＮａＮａｇａｒａ

Ａ"sかaHLmHoSnimJAssocmtmFz（Ａ"stMiUl2．

Ｍｒ・ＲｏｎＴｉｎｄａｌｅ，President

Mr・A11anHughes，VicePresident
Mr・PeterBaulderstone，NationalDirector

3． ■Smm1ASSOCTatmUICrR2TmbliＣＤ

Ｄｒ・Ｃｈｉｎ－ＵｎＣｈａｎｇ，President

IMo7r占伽HoSDiMAssoCjZuｵｉｍｚ肋clbrzes北4．

Ｄｒ・SamsiJacobalis,President

5。

Ｄｒ･ＥｉｋｉＭａｋｉｎｏ，Ｃｏｎｓｕｌｔａｎｔ

Ｄｒ・KatsumiTakahashi，VicePresident

6。 KoreZzFzHQSDiZtzJAssocmt肋Z（kの．e、

Dr・ＤｏｏＪｉｎＨａｈｎ,ＰｒｅｓｉｄｅｎｔｏｆＡＨＦ＆ＫＨＡ

Ｄｒ・PyongSahmKu，VicePresident
Dr・ＨｏＵｋＨａ，VicePresident

Mr・ＩｃｋＪｅＳｕｎｇ,SecretaryGeneral

Ｚ ﾛ、"eHOSpZMASSOCjLm【ｍｌＺ（I柵ﾉﾌﾞpp向Z昼

Ｄｒ・ThelmaNavarrete-C1emente，President
Ms・ＣａｒｍｉｎａＣ・DesaleaoffiEialreDresenlＣ・Desales，officialrepresentativeofPHA

Observers

１．liQ5ZZi、ＪＡＺ(〃zo9Sin'（Ｈｏ７ｚＰＫＯｒＪ２

Ｄｒ・LawrenceLai，DeputyDirector

－２１８－



2．ＣａｌｌｔｏＯｒｄｅｒ

Ｄｒ、ＤｏｏｊｉｎＨａｈｎ，thePresidentofAHE

O7:３０ａ．ｍ．andgaveawelcomeaddressto

Covernorsandtheobservers．

calledthemeetingtoorderat

themeｍｂｅｒｓｏｆｔｈｅＢｏａｒｄｏｆ

3．AdoptionoftheMinutesofthePreviousMeeting

ＭｎＩｃｋ

ＡＨＦＢｏａｒｄ

Ｍｉｎｕｔｅｓｏｆ

Sun８，theSecretaryCeneralofAHF，readtheminutesofthe

Govemors′MeetingheldinSeoul，Korea，ｏｎＭａｙｌ２'1995．The

l995meetmghadbeenunanimouslyadopted．

Jｅ

ｏｆ

ｔｈｅ

4．PresentationbytheAHFSecretaryGeneral

a）ExpansionofAHFMembership

MrlckJeSung，theSecretaryCeneralhadreportedtheboardtheresults

ofthemembershiprecruimentefforts・HongKongandThailandhadshown

interestinmembershiptoAHR

Also，ｔｈｅｒｅｐｏｒｔｓｏｎＤｒ・Hah､'seffortstorecruitmorememberswere

mentioned，includingthemeetingwiththeChinese8overnmentofficialsfrom

whichaverypositivemterestswereexpressed，andrequestsfromnumerous

countriessuchasMongolia，Brunei，etcforinformationonapplyingforthe

membership．

b）ReportsregardingtheofficialpublicationoftheAHF

ＴｈｅＡｓｍＨＯＳＰｉｔ２ｌ２７ｚｍＨＥα肋ｃ２ｒｅＭｚ"age"ze"４officialpublicationofAHF

hadbeenpublishedAHFmadeacontractwithCornhillPublicationsLtd・to

pubUshthejournalannually，andthecontentswillreviewthelatest

developmentsinhospitalandhealthcareinAsia・Ｄｒ・Laicommentedthatthe

publicationshouldbeavailabletobedistribｕｔｅｄｔｏａｌｌｔｈｅｈｏｓｐｉｔａｌｓｉｎｔｈｅ

ｍｅｍｂercountriesJnregardstothecostofpublication，Ｄｒ・Hahnexplained

thearrangementwiththepublishertoallocate50poundsperpagepayment

foradvertisements，excludingthefirst20pages，andinformedbrieHythe

possibleamountofincomefromtheadvertisementsinthepublication．

－２１９－



Ｄｒ・CIementesuggestedthatthereshouldbeasectionofthepublication

thatwillintroducethehealthcaresystemsintheAsiancountriesforthe

Pacificre81on，andthenextissueofthepublicatioｎｔｏｃｏｎｔａｉｎｔｈｅＭＡｌｍａＡｔａ

ｃｏｎｃｅｐｔ：ｈｅａｌｔｈｆｏｒａｌｌｂｙｔｈｅｙｅａｒ二000,11andLondonDeclarationinl995

tryingtohelpdevelopingnations，especiallyonesinAsia．

c）FinancialstatementsofAHFfortheCalendaryearJan-Dec.,１９９５

Ｔｏｔａｌｉｎｃｏｍｅｏｆ３,500ＵＳ・dollarshadbeenrecordedfromthemembership

feepaymentsby7members・Theexpendituresamountedto2,557.71ＵＳ、

dollars，ｉｎｃｌｕｄｍｇｔｈｅｃｏｓｔｆｏｒ′９５BoardofCovernors′MeetingCitytourfor

delegates，andMiscellaneousexpenses、Ｔｈｅｂａｌａｎｃｅｏｆ９４２２９Ｕ・Sdollars

remainsmKoreanHospitalAssociation・TheFinancialstatementsforl995was

approvedbyalltheparticipants．

d)PaymentofmembershipfeesfOrl996

Fivemembercountlies，Australia，HongKong，Malaysia，Philippineｓａｎｄ

Ｋｏｒｅａｅａｃｈｐａｉｄ５００ＵＳ・dollarsforthemembershipfeesforl996，totaling

2,500Ｕ・Sdollars．

5．ApprovaloftheNewMembershipApplications

Ｄｒ・HahnpresentedthelettersfromHongKongandThailandshowing

stronginterestinthemembershiPTheapplicationfromHongKongand

Thailandhadbeenaskedfortheapprovaltotheboard，andtheboard

unanlmouslyapproved

６．Proposalofadditionalpublicationintabloidformatnewsletter

withｔｈｅＭＴＰｇｒｏｕｐ

DLHahnintroducedtheboardthedraftofthecontractwithMTPwhich

askｓｆｏｒｔｈｅｅｎｄｏｒｓｅｍｅｎｔｆｒｏｍＡＨＦｆｏｒｔｈepublicationInansweringDr・

Clemente'ｓquestion，partofthepublicationwillbeprovｉｄｅｄｆｏｒｔｈｅｍｅｍｂｅｒ
ｃｏｕｎｔｒｉｅｓｔｏｃｏｎtributethearticles．

－２２０－



Ｄｒ・Hahnbriefedtheadvertisingspacearran8ementsDr・Ｎａｇａｒａａｓｋｅｄｉｆ

ＡＨＦｗｅｒｅａｂｌｅｔｏａｓｓｅｒｔｔｈｅＡＨＦ'sviewsandopimonstothepublicatiｏｎＤｒ・

Clementesuggestedthattheeditorialshouldcontainmoreinformationonthe

healthcareindustry，andavoidthecommercialism・Ｄｒ・Hahnsuggestedthe

proposedpublicationshallhaveAHFEdｉｔｏｒｉａｌＢｏａｒｄｗｈｏｓｈｏｕｌｄｂｅａｂｌｅｔｏ

ｃomolthequalityofpublicationandshouldbecontractedaccordingly，ifitis

notconflictingtotheexistingcontractwithCornlUUafterallthedetailsand

natureofthecontraｃｔｓｈａｌｌｂｅｄｕｌｙｎｏｔｉｆｉｅｄｔｏｔｈｅｍｅｍｂers．

7．ＦｕｔｕｒｅdirectionsofAHFactivities

IssuesonrecuritingNewZealandandMongoliaasnewmembershadbeen

discussed

Topromoteactiveparticipationsofthenewmembercountries，Ｄｒ・Hahn

suggestedthatthehostingcountriestoprovidefinancialincentivesforthe

participatingcountriestosubsidizetheroomandboardexpensesdurinｇｔｈｅ

ｓｔａｙｆｏｒｔｈｏｓｅｐａｙｉｎｇｔｈｅｉｒｏｗｎairplaneticket

DnLaihassug8estedthateachmembercountriescanorganlzeconventions

co-sponsoredbｙＡＨＦｔｏｅｓｔａｂｌｉｓｈｔｈｅｆｕｎｄｆｏｒｔｈｅｄｅvelopingcountriesto

participateAHFannualboardmeeting

８．The30thInternationalHosPitalCongressinMelbourne，

Australia，１９Ｗ

Ｄｒ・HughesandotherrepresentativesfromAustraliahadexpressed

gratitｕｄｅｔｏｔｈｅｂｏａｒｄｍｅｍｂｅｒｓｆｏｒｔｈｅａｃｃｅｐｔａｎｃｅｔｏｔｈｅＡＨＦ，ａｎd

introducedtheaimsandgoalsofthe30thlHFCongressinMelbourne

Dr・HahnbriefedtheboardmembersonKorea'ｓｂｉｄｄｉｎｇｔｏｈｏｓｔｔｈｅ３２ｎｄ

ｌＨＦｃｏｎｇｒｅｓｓｉｎＳｅｏｕＬＤｒ・JacobalisintroducedthatIndonesiawillalｓｏｂｉｄｔｏ

ｈｏｓｔｔｈｅ３２ｎｄＩＨＦｃｏｎｇｒｅｓｓｉｎ２００１Ｄｒ・Hahnstressedthebenefitsofhaving

thecon8ressinSeoul，explainmgthecurrentUmversalHealthInsurance

Coverage，implementedsincel989．

－２２１－



Ｉｎａｄｄｉｔｉｏｎ，Ｄｒ、CleInenteexpressed

theircommiserationandsympathyto

Australianrepresentativesrequestedsome

MelbourneCongress．

gratitudetocolleaguememberson

theearthquake-struckencountries・

iｎｐｕｔｏｎｄｉｓａｓｔｅｒｍａｎａ８ｅｍｅｎｔａｔｔｈｅ

QAdiourmlent

Themeetingadiournedat8:５０ａ．ｍ．

,二二/7二／

Secretary-Ceneral

AsianHospitaIFederation

Attested

Pｴニ

DEDoojinllahn

President

AsianHospitalFederation

－２２２－



ＭｌＮＵＴＥＳｏＦＴＨＥＡＨＦＢｏＡＲＤｏＦＧｏＶＥＲＮｏＲＳＭＥＥＴ１ＮＧ

ａｔＯ８:00,Novcmbcr20(Ｗｃｄ)，１９９６

TulipRoom(58F)，６３BLDQSeoul，ＫＯ｢eａ

lMembersPresent：（InAlphabeticalOrder）

化畑は伽QfB句はｅＨ呵冗mＪｓｏｆ MLzJm/sia（Ｍｍｍ/sｊI．

Ｄｒ・ＣｈａｋｒＳｒｉＮａＮａｇａｍ，President

2．Ho5HzitgL△型hQri2DL(HQYJg-KQ1zgj

Ｄｒ・LawrenceLai，ＤｅｐｕｔｙＤｉｒｅｃｔｏｒ

3.ノ卯皿_Hq5Pi虹Ａ塁mlzbiQL(Izp〃)

Ｄｒ、ＥｉｋｉＭａｋｉｎｏ，Ｃｏｎｓｕｌｔａｎｔ

４．Ｋｍ型zU-HQ571imJAssoc域画し(KOr“

Ｄｒ・ＤｏｏＪｉｎＨａｈｎ，ＰｒｅｓｉｄｅｎｔｏｆＡＨＦ＆ＫＨＡ

Ｄｒ・ＨｏＵｋＨａ，ＶｉｃｅＰｒｅｓｉｄｅｎｔｏｆＫＨＡ

Ｄｒ・ＹｏｕｎｇＥｕｉＬｉｍ，DirectｏｒｏｆＩｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌＡｆｆａｉｒｓｏｆＫＨＡ

Ｍｒ､ｋｋＪｅＳｕｎ３ＳｅｃｒｅｔａｒｙＧｅｎｅｒａｌｏｆＡＨＦ＆ＫＨＡ

(Observer）

1．QIf皿HQ571ijPlMsSQC”oILUmC極(リ

Ｄｒ・ＺｉｋｕａｎＺｈａｎｇ，President

－２２３－



2．ＣａｌｌｔｏＯｒｄｅｒ

Ｄｒ・DooIinHahn，thePresidentofAHEcalledthemeeting

atO8:Ｏ０ＡＭ.、Thepresidentgaveabriefwelcometothemembers

andmentionedthatthesecretarygeneralwillelaboratetheabscent

countries，ａｎｄｔｈｅｍｅｅｔｉｎｇｃｏｍｍｅｎｃｅｄ．

toorder

present，

ｍｅｍｂｅｒ

3．ＡｄｏｐｔｉｏｎｏｆｔｈｅＭｉＩ１ｕｔｅｓｏｆｔｌｌｅＰｒｅviousMeeting

Thepresidentmentionedthatanadditionhadbeenrnadetothe

prevlousminutesbythesuggestionofDr、NagaraofMalaysiaTheaddition

wasinregardstothefuturedirectionsofAHFactivities，ａｎｄＭｒ、ＩｃｋｌｅＳｕｎｇ，

theSecretaryCeneralofAHF，dictatedtheadditionAtthismoment，Ｄｒ・

Nagaraannouncedthatthepromotionalpublicationhadbeenpreparedand

shallbedistributedwiththepresident'ｓｐｅｒｍissionTheMinutesofthel996

meetiｎｇｈａｄｂｅｅｎｕｎａｍｍｏｕｓｌｖａｄｏｐｔｅｄ・ゾ

4．PresentationbytheAHFSecretaryGeneral

a）ActivitiesoftheAsianHospitalPederation

ＭｒＪｃｋＪｅＳｕｎｇ,theSecretaryCeneraLhadannounceCltheAHFmajor

activities,ｅｇ，thepublicationofAHFjournalandnewsletter・Also，thereports

onDr・Hah､'seffortstoexpandthernembership，invitinghealth

admimstratorsfrom5countriesmAsia-Pacificregion(Cambodia，Nepal，

Mvanmar,Mongolia,ａｎｄRepublic'ｓｏｆＣｈｉｎａ）ｈａｄｂｅｅｎｍａｄｅ

b）FmancialstatementsofAHFfortheCalendaryearJan.‐Nov.,１９９６

Ｔｏｔａｌｉｎｃｏｍｅｏｆ３,500Ｕ､Sdollarshadbeenrecordedfrom7member

countries・Ｔｈｅｅｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅｓａｍｏｕｎｔｅｄｔｏｌ,553ＵＳ・dollars，ｍｃｌｕｄｉｎｇｔｈｅｃｏｓｔ

ｆｏｒ'９６BoardofGovernors′MeetingatHongKongandrelatedexpensesJt

hadbeendiscoveredthattheadditionalmcomefromtheadvertisementonthe

publications(approximatelyUSD5Z9359）hadbeenomittedinthefinancial

report，ａｎｄＤｒ・HahnannouncedthattheAHFofficewillprepareacomplete

fmancialreportanddistributetothemembercountries．

－２２４－



c）Paymentofmembershipfeesforl996

SevenmembercountriesJapan，Philippines，Indonesia，Australia，Ｈｏｎｇ

Ｋｏｎｇ，Malaysia，ａｎｄＫｏｒｅａｅａｃｈｐａｉｄ５００ＵＳ・dollarsforthemembershipfees

forl996，totaling3,500ＵＳ・dollars・

HavingnofurtherreportfromtheSecretarvCeneraLthemeetingソ

continuedtothenextagenda．

5．AHFPresidentElectionfortlle'９７－’９８Ｔｅｒｍ

Ｄｒ・MakinoofJapanHospitalAssociationhadbroughtupthequestion

thatthereisnotenoughnumberofparticipantstothemeetingtosatisfvthe

quorumAchually，４membercountriesparticipatedatthemeeing，and3

membercountrieshaddeligateｄｔｈｅｉｒｒｉｇｈｔｓｔｏｖｏｔｅｔｏｔｈｅＫｏｒｅａｎＨospital

Associatioｎ

Ｄｒ、LaiofHongKongHospitalAuthorityexpressedthatsincethere

hadbeenａｄｅｑｕａｔｅｎｏｔｉｃｅｓｔｏａＵｔｈｅｍｅｍｂｅｒｃｏuntriesaskingforthe

members′ｉｎｐｕｔｔｏｔｈｉｓｉｓｓｕｅａｎｄｔｈｅｖｄｉｄｅｘｐｒesstheiropinions，ｔｈｅｒｅｉｓｎｏゾ

ｎｅｅｄｔｏｃａｌｌｆｏｒａｎｏｔｈｅｒｍｅｅｔｍｇｓｉｍｐlybecausetheothermemberscouldnot

attend

Dr・Ｈａｈｎｅxpressedthattherehadnotbeenacaｓｅｉｎｗｈｉｃｈｔｈｅ

ｑｕｏｒｕｍｗａｓｎｏｔａｂｌｅｔｏbeestablished，andaskedtheboardthatthe

delegationofthevotingrighttootherboardmemberwasanacceptable

conditionforfulfillingthequorum・

Ｄｒ・MakinomentionedthattheAHFConstitutiondoesnotcontainthe

provisionsregardingtothedelegationofthevotingrightstoqualifj′the

quorum，thustheoutcomeofthismeetingcannotbeproperlyeffective・He

suggestedthatDroHahncanreｍａｉｎasthepresidentuntilthereisadecision

fromthenextboardmeeting

Dr・Nagarahadsuggestedthepracticesutilizedinhisorganizationthat

whenthereisnotenoughparticipantstoestablishthequorum，themeetingis

adjourned，ａｎｄｔｈｅｍｅｍｂｅｒｓｎｏｔｐｒｅｓｅｎｔａｒｅｉｍｍｅdiatelynotifiedtoattenCLIf

thequorumisstillnotestablishedafterthenotice，themeetingshallconvene

anddecideonthematters・Theoutcomeoftheconvenedmeetingshallbe

rectifiedbythemembersnotpresentincorrespondencｅｌａｔｅｒｏｎ

－２２５－
０



Drl-IahnacknowledgedthattheConstitutionspecifiesthattheboard

shallbeatwo-thirdsofthecountriespresentatthemeeting、

TherewasarequestfromDr・ＮａｇａｒａｔｏｃｌａｒｉｆＶｔｈｅｍｅａｎｍｇｏｆｔｈｅ

Ａrticle（IIL１，ｆ）intheConstitution,'IThequorumforameetingoftheBoard

shallbetwo-thjrdsofthecountriespresentatthemeeting,l1indicatingthe

wording，IIpresentatthemeeting,'’wasambi8uous・Ｄｒ・Ｈａｈｎｃｌａｒｉｆｉｅｄｉｔｔｏｂｅ

''thetwo-thirdsofthemembercountriesⅡandtherewasnooblectiononthis

clarification

Dr・Makinosuggestedcallingforanothermeetingtodecideonthis

matter，whereasDr・Ｌａｉｓｕｇｇｅｓｔｅｄｔｏｃｏｎｔｉｎｕｅｗｉｔｈｔｈｅｄiscussionatthis

meetingandaskfortherectificationfromothermembersnotpresentlateron

Dr・MakinoalsoinsistedthatthereisaprovisionintheConstitutionregarding

tothevotingbycorrespondence，thustheelectionshallbecarriedouteither

bythevotingbycorrespondenceorbvanotherboardmeetingwithquorumご

establishecl・

Ｄｒ・Hahnstatedthathewillregardthismeetingasapreliminarvone

tothenextboardmeeting，ａｎｄａｎｙｉｓｓｕｅｂｒｏｕｇｈｔｕｐａｔｔｈismeetingshallbe

forthepurposeofdiscussiononly、

Ｄｒ・Nagarasuggestedtoformacommitteｅｏｆｔｗｏｔｏｆｏｕｒｔｏｅｘａｍｉｎｅ

ｔｈｅＣｏｎｓｔｉtutionandtosuggestanypossibleamendmentinthenextboard

meeting・Allboardmembersagreeduponexaminingtheconstitution，andalso

thecontentofthediscussioｎａｔｔhismeetingshallbeknownto，andrectified

byothermembercountries・

Themeetingwasadjournedwithaconclusionthatthecommitteeshall

examinetheAHFConstitutionandmakesuggestionsinregardstothe

establishmentofquorumuntilthenextboardmeetingThenextboard

meetingiｓｔｏｂｅｈｅｌｄｅｉｔｈｅrinJapanmJune，orinAugustinMalaysia，and

theissuesregardingtothere‐electionoftheAHFpresident，andamending

theAHFConstitutionaretobedecideCLAlso，Ｄｒ・Ｈａｈｎｗａｓｔｏｒｅｍａｉｎｉｎ

ｏｆｆｉｃｅｕｎｔｉｌｔｈenextboardmeeting，sincethenewpresidenthadnotbeen

elected

6．NationalHealthcareConference，ＫｕａｌａＬｕｍｐｕｒ，Malaysia，

Aug、３－６，１９９７

Ｄｒ・NagaraannouncedtheAHFConventioｎａｔＫｕａｌａＬｕｍｐｕｒ，

Malaysia，inAugustl997・ＨｅａｌｓｏｂｒｉｅｆｅｄｏｎｔｈｅｄｅｔａｉｌｓｏｆｔｈｅConvention．
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7.Adjournment

appreciationtotheboardmembersattended，ａｎｄｔｈｅＤｒ・Hahnshowedappre

meetingadjourneｄａｔ９:４５ＡＭ、

MMckjcSunL
Secretarv-Cencral

AsianHospitalFederation

Attested

Ｑ～「、
'て二二二 ＜三二二乙段一望

Dr・DooJinHahn

Prcsident

AsianHospitalFederation

－２２７－
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(]anuary-November,1996）

IＮＣＯＭＥ

MembersllipFeeforl996＆AdvertisementsofPublication

(ＵＳ＄500.00）

(Ｃｓ＄500.00）

(ＵＳ＄５００００）

(ＵＳ＄500.00）

(ＵＳ＄500.00）

(Ｃｓ＄500.00）

(しｉｓ＄500.00）

(Ｃｓ＄5,293.59）

・・秤４１０，４００

・・秤385,480

・・界390,335

・・秤385,538

・・秤３７１，７４８

・・界389,537

・・秤384,705

・・秤４，４４６，６１５

ＪａｐａｎＨｏｓｐｉｔａｌＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ・・・・・・・・‘

ＰｈｉｌｉｐｐｉｎｅＨｏｓｐｉｔａｌＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ・・・・・・，

ＩｎｄｏｎｅｓｉａｎＨｏｓｐｉｔａｌＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ・・・・。.(

ＡｕｓｔｒａｌｉａｎＨＯｓｐｉｔａｌＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ・・・・・・，

ＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎｏｆＰｒｉｖａｔｅＨｏｓｐｉｔａｌｓｏfMalaysia

HospitalAuthority(HongKong）・・・・.．…

KoreanHospitalAssociation・・・・・・・・，

AdvertｉｓｅｍｅｎｔｓｏｆＣｏｒｎｈｉｌｌＰｕｂｌｉｃａｔｉｏｎ．．

(AsianHospital＆HealthcareManagement）

Ｔｏｔａｌ・・・・・・・・. ･笄7,164,358（Ｃｓ＄8,793.59）

EＸＰＥＮＤＩＴＵＲＥ

'９６BoardofOovernors’Meeting(HongKong）・・・・・・・笄

souveniors・・・・・・・・・・・.・・・・・・・・・・評

ReceptionfortherepresentativesｏｆＡｓｉａＲｅｇｉｏｎ・・・笄

Miscellaneousexpenses・・・。・・・・・・・・・・・・秤

Ｓ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

Ｕ
Ｕ
Ｕ
Ｕ

Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

684.04）

219.51）

290.31）

359.75）

＄
＄
＄
＄

560,914

180,000

238,055

295,０００

..。・・・・・・・秤1,273,969（ＵＳ＄1,553.61）Total。

尋5,890,389（ＵＳ＄7.239.98ＢＡＬＡＮＣＥ．．．
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AHFMemberCountries

Japan President ＤｎＹｏｓｈｉｏＭｏｒｏｈａｓｈｉ

ＪｔＪｐα〃HoSpitaJAssociatio7z

2-14，Kohjimachi，Chiyoda-ku，ＴｏｋｙｏｌＯ２Ｊａｐａｎ
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第１７医療従事者無料職業紹介事業

1．平成８年度の実績

2．就職件数（医師４人）の内訳

①診療科内科３人外科1人

②年齢３０代・40代・50代・６０代各１人

③就職地関東地区２人中部地区 2人

3．総評

平成８年度の求職件数は医師26人。３０歳代、４０歳代、及び60歳代が中心、内科医が約７割を占

める。求人件数は医師87、看護婦３、その他２，計92人。就職決定は医師４人であった。

－２３１－

求職件数 求人件数 就職件数

医師 ２６ ８７ ４

看護婦 ０ ３ ０

その他 ０ ２ ０

計 ２６ ９２ ４



第１Ｓ調査室

本年度も、「病院運営実態分析調査」を実施し「病院概況調査報告書」を発刊した。

また「診療報酬改定の影響度・経営実態調査」を実施し報告書を取りまとめた。

◎平成８年度「病院概況調査報告書」

１．病院概況（病院数、病床数、専用病床保有状況）

２．患者状況（入院一外来、救急比率等）

３．設備状況（ＩＣＵ、ＣＣＵ、未熟児室、医療機器、コンピュータ等）

４．職員数（職種、病床規模、１病院当り、開設者、常勤、非常勤別）

５．部門別業務量（診療、薬剤、放射線、検査、給食、事務等）

6．外注委託状況（寝具、清掃、給食、検査等）

7．その他（救急告示、手術件数、平均在院曰数等）

平成８年「診療報酬改定の影響度・経営実態調査報告書」

１．１曰当点数影響率分析

２．１人ｌ曰当点数影響率分析

3．分布関数分析

4．診療行為別収益影響分析

5．診療報酬改定に対する意思決定分析

6．改定影響率への影響要因

7．経営実態分析

◎
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第１９病院幹部医会

1）幹事会平成８年５月９曰（木）

平成８年７月６曰(土）

平成９年２月８曰仕）

２）会場曰本病院会会議室

サンシャインシティ文化会館

オークラアクトシティホテル浜松

３）協議項目・７月セミナーについて

・２月浜松開催セミナーについて

・新役員人事について

４）総評

今年度限りにおいて、設立当時からの幹事である笹森典雄会長（牧田総合病院副院長)、

三宅浩之副会長（日本医薬情報センター理事長）が顧問として退任し、新たに、司馬正邦会

長（武蔵野赤十字病院副院長)、安藤恒三郎副会長（名古屋第二赤十字病院副院長)、有賀

徹副会長（昭和大学病院救急センター長）が選任された。

また、会員規約を、現在の院長となると自動的に退会となる規定を変更し、院長が曰病の正会

貝として、登録されてないときは、会員資格を引続きもてるよう、変更された。

－２３３－



第２０他団体との連絡協議及び連合

〔全国病院団体連合〕

1．総会

期曰

場所

出席者

議題

平成８年４月18日

曰本病院会会議室

役員10名、会員22団体．４５名

①平成７年度事業報告及び決算報告について

②平成８年度事業計画（案）及び予算（案）について

③会費の改正について

④診療報酬の改定について

⑤薬品問題について

⑥介護保険について

⑦その他

（終了後、特別講演「病院医療費と診療報酬の問題点」元社会保障研究所調査部長、

仙台白百合女子大学教授・高木安雄）

2．常任幹事会（第１回）

期曰平成８年４月18曰

場所日本病院会会議室

出席者８名

議題①平成７年度事業報告及び決算報告について

②平成８年度事業計画（案）及び予算（案）について

③会費の改正について

④診療報酬の改定について

⑤薬品問題について

⑥その他

（第２回）

期曰

場所

出席者

議題

平成９年３月19曰

日本病院会会議室

７名

①病院団体代表の中医協参加要望について

－２３４－



②療養環境の改善について

③平成８年度病院経営実態調査の結果について

④医薬品流通近代化協議会について

⑤平成８年度会計収支の中間報告について

⑥会費の改正について

⑦役員改選について

⑧平成９年度の活動について

⑨その他

3．要望、見解等

５月９日「薬価差益解消問題に対する見解」厚生大臣、保険局長あて

９月17曰「中央社会保険医療協議会に曰本病院会の推薦者を病院代表として参加させること

を要望する」厚生大臣ほか関係部局、中医協委員、曰医等関係団体、国会議員、論

説委員あて

4．会員の異動

（入会）

社団法人日本病院薬剤師会（斎藤侑也会長）会員31,369名

社団法人曰本理学療法士協会（奈良動会長）会員14,000名

社団法人曰本臨床衛生検査技師会（早田繁雄会長）会員47,782名

（総数）

病院団体…………24団体・6,350病院（重複除く推計4,100病院）

医学・職能団体…６団体・539,000名

平成８年４月16曰

平成８年６月17日

平成８年７月31曰

〔医療法人制度に関する懇談会〕

期曰

場所

出席者

平成８年９月20曰

曰本医療法人協会会議室

日本病院会・梶原監事

ほか日本精神病院協会、曰本医療法人協会幹部と、厚生省健康政策局指導課

①第三次医療法改正と医療法人問題について

②特別医療法人とＮＰＯ（市民活動促進）法人との整合性について

③その他

議題

－２３５－



第２１日本病院会政治連盟会務報告

会務報告

平成８年
４月25日

５月９曰

新進党の介護政策についてのヒアリングに川合中央幹事が出席。

自民党・社会福祉団体協議会の設立総会に池澤常任幹事が出席。医療、福祉、薬業、環境

等52団体が参加。

自民党の平成９年度予算並びに政策要望ヒアリングに池澤常任幹事が出席。

常任幹事会を曰病で開催、１６名出席。

①平成７年度収支決算報告

前期繰越1,064万円、当期収入1,061万円（年度会費285会員、臨時会費348会員)、当期

支出986万円等

②衆議院総選挙への対応について

衆院解散、総選挙が予測される中で、連盟の対応を協議。旧顧問団を中心に重点的支援

体制をとり、別途各地域からの推せんを受付け、推せん状とポスターを交付する。あわ

せて、医療保険改革問題に対する会の見解と、中医協代表問題の意見も添えることとし

た。

③その他、平成８年度予算等

小沢辰男衆院議員と各種団体との懇談会が砂防会館で開かれ、高橋副委員長が出席。

衆議院解散｡10月８曰公示､10月20曰投票と決まる。

第41回衆議院総選挙投票曰。初の小選挙区比例代表制で、即日開票の結果、定数500に対

し自民239（公示前十28)、新進156（同△４）等。当連盟は本部23名と各地元理事51名、

計74名（自民56、新進15、民主２，さきがけ１）を推薦し、うち57名が当選、７７％の当選

率であった。

自民党の平成９年度税制改正に関する関係団体協議会に池澤常任幹事が出席。

７月17曰

８月24日

９月24曰

９月27曰

10月20日

11月20曰

－２３６－
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平成８年５月９日

厚生大臣

菅直人殿

社団法人１J本病院会

会長諸橋芳夫

｢薬価差益解消問題に対する見解」の提出について

謹啓時下ますます、ご清勝のこととお慶び申し上げます。

さて、先日はご多忙の折にも係わらず薬価差益等の問題で懇談のお時間を害'1い

て頂きまして、厚く御礼申し上げます。つきましては、当日大臣からご提案頂き

ました薬価差益解消のご意見に関しまして、標題のとおり意見をまとめさせて頂

きましたので、何卒お目通しの上、お取り計らい下さいますようよろしくお願い

申し上げます。

敬具

－２３８－



平成８年５月ｇ曰

薬価差益解消問題に対する見解

社団法人曰本病院会会長

社団法人全国自治体病院協議会会長

全国病院団体連合代表幹事

諾橋芳夫

５月１曰（水）付けの曰本経済新聞によれば、厚生省は医薬品の公定価

格と実際の売買価格との格差によって医療機関が利益を上げていろ「薬価

差益」解消策の検討に入った。公定価格を決める際に参考とする流通価格

の調査を意図的なつり上げの困難な年間平均方式に変更するほか、発売後

一定期間を経た同種の薬は一律に低い公定価格にするなどの案が有力。増

大する医療費を抑え、薬の多用を防ぐとともに、医療機関への診療報酬も

抑制して国民の負担を減らす狙い。一部は９７年度から実施する。薬価差

益の圧縮は医療機関の経営悪化要因となるが、厚生省は差益圧縮を医療機

関に支払う診療報酬引き上げで穴埋めせず、診療報酬も抑制し、経営効率

化を求める考えだ、とある。

４月１９曰、菅厚生大臣に曰本病院会・中山、高橋両副会長と一緒にお

会いした際の話では、血友病患者に非加熱血液製剤の方が加熱製剤よりも

薬価差が大きいから医療機関が前者を使用したとの新聞紙上の発表もあっ

てか、「薬価差をなくして薬は別に利益なしとして支払基金、国保連とは

別の機関に保険請求させる。その際、差益分は全部技術料に代える案は如

何なものか」と質問があったので私共は、「この問題は全国的に地域、購

入量、支払条件などよりみて購入薬価は同じではないので大変困難なこと

である。かつて社会党は薬品公社のようなものを設立させる（当時の安恒

参議院議員、小川衆議院議員）ような話があったが、そのようなことをし

たら官僚統制になり、薬は益々高くなると反対した経緯がある。

－２３９－



自由経済社会では、商品が流通すれば付加価値が生ずるのは自然のこと

である。医薬品の発注・購入・保管にかかる費用、中間のロス、投薬包装

費、薬品の有効性・安全性の確認、服薬の指導に要する費用などオン・コ

ストとして計上されるべきものであり、薬価差は必要なマージンといえる。

院外処方菱を出せば医療機関での処方菱料の他に調剤薬局では調剤技術料

の他に薬価差益加算されることになる。入院患者には院外処方菱は出せな

い。既に薬価差益は病院・診療所の経営の原資の一部となっている。過去

において薬価の引き下げで技術料へは半分しか補填されず、半分は切り捨

てになった苦しい経験がある」と答えた。既に厚生省では大臣の指示で「

薬価差益問題に関するプロジェクト・チーム」（本部長＝岡光序治保険局

長）を作った。

それにしても平成４年から新薬価制度実施として建値制、平均加重方式

によって薬品メーカーは年毎に増収、増益である。上位５０社で平成６年

度の経常利益は9,000億円である。この５月未発表予定の経済誌では平成

７年は更に増収、増益が予想されるとある。同じ保険医療費の公費の中か

ら医薬品メーカーのみ高収益を上げている。これを放置して全国約９万５

千の医療機関の薬価差に手をつけ薬価差をＯにして技術料にも振り替えな

いとすれば、今でさえ病院の経営状況は必ずしもよくなく、劣悪なる療養

環境の改善も出来ないでいるのに大多数の医療機関は重大な経営困難、廃

院に突入することは火を見るより明らかである。

勿論我々は薬価差に依存することなく技術料を中心に病院経営を行うこ

とは賛成である。薬の過剰な投与を防ぐために保険とは別に薬剤に－部負

担を付けたら良い。薬剤については別に１０パーセント程度自己負担とす

るのも－方法であろう。昭和４２年の健保特例法（２年間の時限立法）で、

１剤１日分（または１単位分）の額が１５円を越える薬剤につき１剤１日

ごと１５円（低所得者は免除）の一部負担をつけたら、途端に薬剤費が減

少したという経緯もある。

最後に、我々は今後も医薬品の適正使用に努めることは勿論ではあるが、

ことの重要性に鑑み、薬価差全面解消に対し種々の点で危倶を抱くので弦

に意見表明を行うものである。

－２４０－



平成８年５月２３日

厚生省健康政策局

指導ｒｉｌＨ長磯部文雄殿
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社団法人

会長

日本病院

諸橋芳

三Vｚ)うd之９年三匹E三ラド兒帝Ⅲ己`Ｚｎ三Ｐこ巳El＝す」る星匡三三菖

(国税）

１．社会保険医療に係わる消費税の見直しを図ること。

２．医療法人については、公益法人の収益事業と同一の法人税率を適用するとともに、特

定医療法人については非課税とすること。

３．病院・老人保健施設の建物、建物付属設備及び医療機器の耐用年数を短縮すること。

加えて、医療機器の特別償却制度の対象となる機器の範囲を拡大すること。

４．個人が法人化する場合の現物出資分に係わる譲渡所得の軽減措置を図ること。

医療法人の承継時の軽減措置及び納税猶予制度を創設すること。

５．中小医療法人の医療施設構造改善準備金制度の創設を図ること。

医療関係者が医療に関する高度の知識及び技能研修のために要する費用の額が増加し

た場合等の法人税額の特別控除を創設すること。

６．中小企業新技術体化投資促進税制の適用期限を延長し、対象範囲の拡大を図ること。

７．医療法人に企業法人に認められている試験・研究費の特別控除制度の適用をすること。

８．休日、夜間等の救急医療・予防接種・乳幼児検診等各種健診への報酬は非課税とする

こと。

９．病院に対する寄付金については寄付金控除の対象とすること。
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（地方税）

１．社会保険診療報酬に係わる事業税非課税の特例措置を存続すること。

２．医療法人については特別法人として事業税の軽減措置を存続すること。

３．民間病院の直接その用に供する固定資産については、保険医療が公共性が高い事業で

ある点に鑑み、公的医療機関と同様に固定資産税を非課税とすること。

４．国、地方公共団体から交付された補助金で取得した固定資産について、法人税法上の

圧縮記帳が行なわれた場合、当該圧縮分に見合う不動産取得税及び固定資産税は非課

税とすること。

５．医療法人が運営する看護婦養成所等において、直接その用に供する固定資産について、

固定資産税・不動産取得税を非課税とすること。

６．病院・老健施設等に設置された在宅介護支援センターの整備を促進するため、固定資

産税を非課税とすること。

７．老人保健施設に係わる登録免許税・固定資産税を非課税とすること。

８．療養型病床群を新たに取得もしくは全面改築した場合に固定資産税の減免措置を設け

ること。
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平成８年７月１７日

自由民主党

社会福祉関係団体協議会

座長木寸ﾆﾓﾆﾆﾃ畠

社会福祉環境関係団体委員会

委員長偉苛函皀ノ話１ｓ

殿
殿

弘
一

￣ニーーーーー

菫団董人諸口襄病雲謹Ｉ
平成Ｓ年度予算並びに政策等に関する要望

1社会保険診療報酬の改定について

社会保険診療報酬は、医療機関の経営の基礎をなすものです。

昭和６０年医療法改正付則には医療機関の経営基盤安定化として、地域における適正な

医療を確保するために医療機関が果たしている社会的な重要性に鑑み、医療機関の経営

基盤の安定・業務の円滑な継続を図るための必要な措置を講ずることが掲げられていま

す。

平成８年４月よりの診療報酬の改定では実質引き上げ率は０．８％でしたが、

（平均３．４％のアップと同時に薬価基準を医療費ベース２．６％引き下げた）この程度

の改定では付き添い看護の解消及び週４０時間労働制実施による人件費増、医療廃棄物

処理、エイズ・肝炎・ＭＲＳＡ（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）などの感染症予防対

策費、医療の質及び患者サービスの向上などによる経費増等にはとうてい対応できない

ばかりか、これを経営努力にて賄うことは不可能な状態です。

また、わが国の病院の療養環境は、先進諸外国に比し誠に劣悪であり、特に民間病院

はその改善に努めたくても、その原資である診療報酬が引き上げられないかぎり、資金
調達は絶望的です。

このような医療費抑制策が続いているため、実際に民間病院は倒産・廃院するものが

続出し、９０年１月から９６年４月までの６年間をとってみても４４件倒産し、その負

債額は１．２８５億円にも達し、この間毎年２００近くの病院が廃院しています。

以上により、病院経営の安定化・健全化のため、ひいては国民医療の充実・確保のた

めに診療報酬の引き上げについて特段のご配慮を賜りますよう強く要望いたしますと共

に現在問題となっています薬価基準の適正化についても、適切なご配慮をしていただけ

るよう重ねて要望いたします．
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2病院負担の消費税の解消について

消費税法では、社会保険診療報酬が社会政策的な配慮から非課税となっており、仕入

等に係わる消費税分は事実上医療機関の負担となり、財政逼迫に陥っている医療機関を

一段と窮地に追い込んでいます。

さらに来年の消費税率の改定により、特に民間病院では存亡の危機に直面するといっ

ても過言ではありません。

昨年調査しました、当会会員の精神病院を除く一般５５５病院の回答結果によります

と、病院が負担している仕入税額控除できない消費税の社会保険医療収入（非課税売り

上げ）に対する割合の平均は、１．６０％で、診療報酬に点数加算された消費税相当分

といわれている０．８４％と比べ０．７６％（１施設当り年間３５．１７０千円の損税）

の損税となっています。

また、診療報酬上に重点的な消費税点数加算の方式では、病院の性格・経営方針等に

より消費税負担にバラツキが生じ、税本来の目的にも違背していると考えます。

以上により、消費税について、非課税とされている社会保険診療報酬にはゼロ税率方

式を要望いたします。

3介護保険制度の創設について

高齢社会を迎えて病院医療は、短期入院を必要とする医療と長期療養を必要とする医

療に大別されるようになり、公的介護保険制度が導入されるのを契機として、現在の高

齢者の長期療養医療サービス及び在宅医療サービスを公的介護保険の範薦にすべく、制

度の創設が早期に望まれるところです。

しかし厚生省の介護保険制度案大綱では、在宅と施設サービスの実施時期をずらし段

階的な導入となっており、身体障害を有する高齢者にとっては、在宅介護サービスと施

設介護サービスは両輪でありどちらが先行しても、被保険者に失望が拡がり保険制度そ

のもの自体がうまく機能しないのではと危倶いたします。

当会としましては、これからの高齢化社会を見据えた介護保険制度の創設を早期に実

現されることを要望いたします。

4病院の増改築に伴う資本的費用に対する公共投資を含めた公的補助金の増額･確保に

ついて

生活大国にふさわしい療養環境の整備及び国民の医療ニーズの多様性に伴い、今後拡

大するアメニテイ分野に対応するための病院の整備充実を図るためには多額の投資が必

要です。

人件費の増大、建築費の高騰している現在、現行の診療報酬では資本的費用を賄うの

は不可能です。

病院の増改築等に要する費用について、公共投資を含めた公的補助を増額・確保され

るよう要望すると共に、特に医療施設近代化施設整備費については療養環境整備の需要

が極めて多いことに鑑み、加えて病院の一部病棟を長期療養の受皿となる療養型病床群

に転換する場合についても大幅に増額されるよう要望いたします。
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5看護婦宿舎整備看護婦等養成所`院内保育施設運営費に係る補助金の増額`確保に

ついて

看護職員の定着を図るため、看護婦宿舎の個室化を行なう増改築・改修及び新築整備

は不可欠です。

また、来年より実施される看護婦等養成校の指定基準等の改正により、看護教員不足

による教員の奪い合いが各地に起こり、人件費、経費等の増加は避けられないのが現状

です。さらに、看護職員が安心して業務に専念できるよう院内保育施設を推進充実す

ることは急務と考えますが、これら施設運営に要する経費は、－部貴重な診療報酬の中

から賄われ、健全な病院経営を圧迫しかねません。

以上により看護婦宿舎整備、看護婦等養成・院内保育施設運営費に係る補助金を大幅

に増額・確保されるよう要望いたします。

以上
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一
．
日
本
の
医
療
は
社
会
保
険
制
度
を
枢
軸
と
し
て
実
施
さ
れ
て
お
り
、
国
民
医
療
費
は
今
や
二
七
兆

円
を
越
え
る
に
到
っ
た
。
疾
病
を
予
防
し
、
患
者
に
必
要
か
つ
十
分
な
医
療
を
行
い
、
以
て
全
国
民
の

健
康
を
保
障
す
る
た
め
に
、
医
学
と
医
療
の
技
術
は
益
々
高
度
化
し
つ
つ
あ
る
。
こ
の
医
療
を
適
正
に

実
施
し
て
ゆ
く
た
め
に
は
、
変
容
し
つ
つ
あ
る
医
療
供
給
体
制
に
対
応
し
な
が
ら
、
限
ら
れ
た
社
会
的

財
源
を
有
効
に
用
い
る
努
力
を
懸
命
に
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
く
に
超
高
齢
社
会
を
迎
え
つ
つ

あ
る
今
日
、
社
会
保
険
・
国
民
健
康
保
険
等
ば
か
り
で
な
く
、
老
人
保
健
制
度
を
常
に
見
直
し
て
、
我

国
の
現
状
と
将
来
に
則
し
た
社
会
的
医
療
を
財
政
的
に
も
安
定
し
て
行
え
る
方
針
を
確
立
す
べ
き
で
あ

る
。
そ
の
た
め
に
は
、
医
療
の
現
場
の
実
状
を
把
握
し
た
上
で
、
こ
れ
を
さ
ら
に
改
善
し
て
ゆ
く
方
策

を
立
て
る
よ
う
、
各
界
の
英
知
を
結
集
す
べ
き
で
あ
る
。

二
．
現
在
、
我
国
の
医
療
を
担
う
医
師
の
う
ち
六
五
％
は
病
院
に
勤
務
し
て
お
り
、
診
療
所
の
開
設
者

と
こ
こ
に
勤
務
す
る
医
師
は
三
五
％
で
あ
る
。
ま
た
、
国
民
医
療
費
の
医
科
分
は
そ
の
七
○
％
が
病
院

の
医
療
に
、
ま
た
そ
の
三
○
％
が
診
療
所
で
行
わ
れ
て
い
る
医
療
に
対
し
て
支
払
わ
れ
て
い
る
。
更
に
、

臨
床
研
修
は
病
院
で
行
わ
れ
て
お
り
、
救
急
医
療
の
大
半
は
病
院
で
行
わ
れ
て
い
る
。
病
院
が
こ
の
よ

う
に
国
民
の
医
療
を
担
う
役
割
は
今
後
一
層
拡
充
さ
れ
て
ゆ
く
こ
と
は
疑
う
余
地
が
な
い
。
二
一
世
紀

に
は
病
院
が
地
域
の
象
徴
的
存
在
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。
国
民
の
健
康
と
安
寧
を
保
障
す
る
施
設
と
し

て
、
病
院
は
自
ら
の
役
割
を
意
識
す
る
ば
か
り
で
な
く
、
各
方
面
の
方
々
の
理
解
と
努
力
を
求
め
る
時

期
に
達
し
て
い
る
。

一
一
「
中
央
社
会
保
険
医
療
協
議
会
は
厚
生
大
臣
の
諮
問
に
対
し
て
、
我
国
の
医
療
政
策
を
経
済
的
に
最

も
有
効
に
展
開
す
る
見
地
か
ら
、
診
療
報
酬
額
そ
の
他
に
つ
い
て
審
議
し
、
答
申
し
、
ま
た
は
建
議
す

る
重
要
な
機
関
で
あ
る
。
機
関
の
こ
の
よ
う
な
性
格
か
ら
、
支
佛
い
者
で
あ
る
健
康
保
険
、
船
員
保
険

及
び
国
民
健
康
保
険
の
保
険
者
並
び
に
被
保
険
者
、
事
業
主
及
び
船
舶
所
有
者
を
代
表
す
る
委
員
八
名

は
、
保
険
者
及
び
被
保
険
者
の
団
体
を
ほ
ぼ
網
羅
し
て
お
り
、
自
由
競
争
の
原
理
に
よ
ら
な
い
診
療
報

酬
額
を
決
定
す
る
審
議
に
際
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
団
体
の
見
地
に
立
脚
し
な
が
ら
綜
合
的
に
支
沸
者
側

の
主
張
を
纏
め
て
展
開
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
に
対
し
て
社
会
保
険
医
療
協
議
会
法
が
定
め
て
い

る
診
療
報
酬
を
受
け
と
る
側
の
代
表
は
、
医
師
、
歯
科
医
師
及
び
薬
剤
師
を
代
表
す
る
委
員
八
名
と
し

て
い
る
。
こ
の
条
項
は
不
分
明
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
医
師
、
歯
科
医
師
及
び
薬
剤
師
は
、
一
面
で
は
ほ

と
ん
ど
が
被
保
険
者
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
面
で
は
既
に
代
表
委
員
を
送
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
か
ら
で
あ

る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
法
が
医
師
、
歯
科
医
師
及
び
薬
剤
師
を
代
表
す
る
委
員
と
し
て
求
め
て
い
る

も
の
は
、
も
う
一
面
で
あ
る
社
会
保
険
の
診
療
報
酬
を
受
け
と
る
医
療
施
設
の
開
設
者
ま
た
は
そ
れ
と

同
格
に
あ
る
も
の
と
理
解
す
る
べ
き
で
あ
る
。

四
．
こ
の
よ
う
に
理
解
す
れ
ば
、
現
在
の
中
央
社
会
保
険
医
療
協
議
会
委
員
の
中
で
、
医
師
、
歯
科
医

師
及
び
薬
剤
師
を
代
表
す
る
委
員
の
構
成
が
著
し
く
公
正
を
欠
く
こ
と
は
自
明
で
あ
る
。
病
院
医
療
と

病
院
経
営
の
問
題
は
病
院
団
体
だ
け
が
熟
知
し
て
い
る
。
先
に
述
べ
た
よ
う
に
、
国
民
医
療
費
の
約
六

割
に
相
当
す
る
医
療
を
行
な
っ
て
い
る
病
院
団
体
か
ら
の
代
表
委
員
が
い
な
い
こ
と
は
全
く
理
解
で
き

な
い
。
専
門
委
員
の
中
に
た
と
い
病
院
関
係
者
が
入
っ
て
い
て
も
病
院
の
代
表
者
で
は
な
い
。
ま
た
そ

の
任
務
は
専
門
事
項
に
限
定
さ
れ
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
我
々
は
、
中
央
社
会
保
険
医
療
協
議
会
に
病
院
団
体
を
代
表
す
る
複
数
の
委
員
を
参
加

さ
せ
る
よ
う
、
要
請
す
る
。
ま
た
同
時
に
、
我
国
の
全
病
院
の
四
分
の
一
以
上
が
加
盟
し
、
全
国
の
一

般
病
床
数
の
五
○
％
を
擁
す
る
日
本
病
院
会
を
、
代
表
委
員
を
推
薦
す
る
病
院
団
体
の
第
一
に
挙
げ
る

べ
き
こ
と
を
強
く
要
請
す
る
。

以
上

平
成
八
年
八
月
二
四
日

社団蛾鄭日鮴繩識『嬢》
厚
生
大
臣

菅
百
一
人
殿

市
〒
市
大
仏
仏
Ａ
云
旧
休
膵
限
Ｆ
匹
焦
原
物
肋
拳
噸
Ａ
五
ル
ト

ロ
Ｈ
大
小
岸
洞
階
加
Ａ
玄
ぶ
り
上
公
一
前
Ⅱ
＋
０
ノ
Ｚ
Ｕ
）
し
し
し
と
て
一
或
文
逮
覗
十
０
ノ
Ｚ
Ｕ

１
ｍ
」
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平成８年９月１７日

厚没

星雲三塁司書

中央社会保険医療協議会に
0本病院会の推薦者を病院代表こして参加させるここを要望する

全国病院団

代表幹事諸Ｉ

理由書

中央社会保険医療協議会は昭和３８年に改組され、その委員の構成として公益代表
４名、医師・歯科医師・薬剤師の代表８名、健康保険・船員保険及び国民健康保険の保険

者並びに被保険者、事業主及び船舶所有.者を代表する委員８名、計２０名で構成されてい
る。医師・歯科医師・薬剤師の代表８名の内、医師の代表５名の推薦については日本医師

会を推薦母体とされた。それ迄は病院代表として日本病院会より1名（多賀一郎氏、

ﾈ}'1崎三益氏など）が推薦されていたが昭和３８年改組後は医師について前記の如く日本

医師会を推薦母体とされてから診療所、小病院の医師しか推薦されていない。

昭和３８年頃は、医療費の中で占める割合は診療所７０％、病院３０％で医師の中でも

診療所医師が圧倒的に多かった。現在は、医療費について病院７０％、診療所が３０％を

占め、医師数については夫々６５％、３５％、患者扱い数については夫々５０％、５０％
とある。

昭和３８年当時と現在では医療供給体制、高度先進医療を含む医療内容は大きく変わっ
てきている。即ち、救命救急センター、周産期医療センター、臨床研修指定病院、特定
機能病院、エイズ治療拠点病院、災害拠点病院（基幹災害医療センター）、病原性大腸園
Ｏ－１５７の第３次体制病院等の病院は国民から大きく信頼されている。医療費の改訂・

配分、医療と経済を審議する中医協にこれらの病院から代表が一名も入っていないのは

納得出来かねることである。

我が病院団体連合の主役を占める日本病院会は、国立大学、公立・私立大学病院を

始め、全ての国立病院、療養所、公立・公的（日赤、済生会、厚生連、社保連等）病院、
特定医療法人、医療法人、社会福祉法人、個人等の私立病院を包含する２，５６７の病院で
構成する日本の代表的な病院団体である。

病院は各種の職種で構成される組織医療を行う処であり、医師のみを主とする少数の
職員である診療所とは根本的に異なるものである。それ故、公正にして公平の為にも
中医協に委員の数を増すなどして、高度な医療を行う日本病院会の代表を是非参加させる
よう要望する。

病院団体連合の構成メンバーは次の如くである。

全国病院団体連合加盟団体

日木病院会、全国公私病院連盟、全国自治体病院協議会、全国公立病院連盟、全国

厚生農業協同組合連合会、日本赤十字社病院長連盟、全国済生会病院長会、日本私立

病院協会、日本結核病院協会、日本医学協会、全国国民健康保険診療施設協議会、

全国病院栄養士協議会、日本看護協会、日本病院薬剤師会、日本理学療法士協会、

日本臨床衛生検査技師会、神奈川県病院協会、新潟県病院協会、富山県公的病院長

協議会、静岡県病院協会、愛知県病院協会、滋賀県私立病院協会、京都府病院協会、

京都私立病院協会、奈良県病院協会、岡山県病院協会、愛媛県病院協会、横浜市病院

協会、111崎市病院協会、千葉県民間病院協会

以上３０団体

－２４７－



平成８年１０月

社団法人日本病院会

規制緩和に 関する要 望事項

１．建築基準法の規制について

病院建築物等の建ぺい率及び容積率の制限緩和について

例騨軍蕊L窒辮鍵鱗繍騨蝋騨:雲
ある。

医薬品の輸入許認可の緩和について

二塁雛繍二壽蝿蕊鱗i鑿iijii鰯ifi鑿１麓鍵睾
簡略にすべきである。

２．

３．特定保険医療材料等の輸入許可の緩和について

並行iliiiii入の要件の緩和及び個人輸入による医療材･科を特定保険医療材料として承認
すべきである。

４．医業継承を円滑に行うための制度の緩和・見直しについて

ｊ
保
し
に

ｌく

議蕊蕊蕊ﾓｰ馴耒吝壺

薑騨 灘瀧灘
の滑｢計椚省所11)＃０

辮臺鱗澱鍵識髻捧化並びに医療法人の永続性確保の鮪
(2)

５．情報公開規制の緩和

国民が自主的に自己責任を持って医療機関を選択しうる観点から、情報公開をはか

る姜嘉農鵠ｉ１１性､認定医の標楴､系列大学病院の標楴など

Ｓ、医療法第７条第４項（非営利の堅持）及び医療法第５４条（配当の禁止）に関する規
制緩和について

公益性、公共性の高い福祉・医療の分野では整合性に乏しく、時期尚早である。

従って、企業（営利法人）による病院運営については反対。

７．医療計画制度について

医療計画制度は今後とも必要である。見直すとすれば医療審議会で行うこと。

８．医療法人の理事長の医師資格要件を緩和することは反対。

－２４８－



平成８年１１月１５日

自由民主党

政務調査会

社会部会長長勢甚遠殿

組織本部

社会福祉関係団体委員長住博司殿 譲一一
屋
君
ｉ

社団法人

会長

日本病

諸橋

三Tヱﾉﾌ〕て９企手三I圭乏ﾗ帳兇市１１己dZE工ＥＯこ【こ渇＝す」こる要二三三Ｌ

(国税）

し社会保険医療に係わる消費税の見直しを因り損税解消策を講じること。

２．医療法人については、公益法人の収益事業と同一の法人税率を適用するとともに、特

定医療法人については非課税とすること。

３．病院・老人保健施設の建物、建物付属設備及び医療機器の耐用年数を短縮すること。

加えて、医療機器の特別償却制度の対象となる機器の範囲を拡大すること。

４．個人が法人化する場合の現物出資分に係わる譲渡所得の軽減措置を図ること。

医療法人の承継時の軽減措置及び納税猶予制度を創設すること。

５．中小医療法人の医療施設構造改善準備金制度の創設を図ること。

医療関係者が医療に関する高度の知識及び技能研修のために要する費用の額が増加し

た場合等の法人税額の特別控除を創設すること。

６．中小企業新技術体化投資促進税制の適用期限を延長し、対象範囲の拡大を図ること。

７．医療法人に企業法人に認められている試験・研究費の特別控除制度の適川をすること。

８．休日、夜間等の救急医療・予I坊接種・乳幼児検診等各樋健診への報酬は非課税とする

こと。

９．病院に対する寄付金については寄付金控除の対象とすること。

－２４９－



（地方税）

1．社会保険診療報酬に係わる事業税非課税の特例措置を存続すること。

２．医療法人については特別法人として事業税の軽減措置を存続すること。

３．民間病院の直接その用に供する固定資産については、保険医療が公共性が高い事業で

ある点に鑑み、公的医療機関と同様に固定資産税を非課税とすること。

４．国、地方公共団体から交付された補助金で取得した固定資産について、法人税法上の

圧縮記帳が行なわれた場合、当該圧縮分に見合う不動産取得税及び固定資産税は非課

税とすること。

５．医療法人が運営する看護婦養成所等において、直接その用に供する固定資産について、

固定資産税・不動産取得税を非課税とすること。

６．病院・老健施設等に設置された在宅介護支援センターの整備を促進するため、固定資

産税を非課税とすること。

７．老人保健施設に係わる登録免許税・固定資産税を非課税とすること。

８．療養型病床群を新たに取得もしくは全面改築した場合に固定資産税の減免措置を設け

ること。

－２５０－



｜
・
経
済
審
議
会
の
行
動
計
画
委
員
会
が
十
一
月
十
一
一
一
日
に
発
表
し
た
膚
報
通
信
、
物
流
、
金
融
、
土
地
・
住
宅
、
扇
用
・
労

働
、
医
療
・
福
祉
の
六
分
野
に
一
曰
｜
る
経
済
構
造
改
革
の
素
案
の
う
ち
、
医
療
・
福
祉
の
分
野
に
つ
い
て
言
え
ば
、
十
分
理
解
可

能
で
あ
り
、
そ
の
具
体
的
提
言
も
明
快
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
提
言
の
う
ち
第
一
に
取
り
上
げ
て
い
る
中
央
社
会
保
険
医
療
協

議
会
揖
成
メ
ン
パ
ー
の
見
直
し
に
つ
い
て
以
下
の
様
に
我
々
の
見
解
を
述
べ
る
。

一
一
、
中
央
社
会
保
険
医
療
協
議
会
（
以
下
中
医
協
と
言
う
）
は
、
健
康
保
険
法
第
四
十
三
条
ノ
十
四
第
一
項
に
よ
っ
て
定
め
ら

れ
た
厚
生
大
三
一
の
諮
問
機
関
で
あ
る
。
専
ら
社
会
保
険
の
診
療
報
捌
に
つ
い
て
建
議
し
、
厚
生
大
臣
は
こ
れ
に
基
づ
い
て
社
会

保
険
診
療
報
副
を
定
め
て
い
る
。
従
っ
て
中
医
協
は
事
実
上
の
診
療
報
酬
の
決
定
機
関
で
あ
る
（
責
料
１
）
。
こ
の
中
医
協
は

安
料
２
の
よ
う
に
社
会
保
険
の
支
払
者
側
で
あ
る
団
体
の
代
表
者
と
、
こ
の
支
払
い
を
受
け
る
側
の
団
体
の
代
表
及
び
第
三
者

た
る
公
益
委
員
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
る
。
と
こ
ろ
で
、
こ
こ
で
注
目
す
べ
き
は
、
支
払
者
側
が
明
硬
に
団
体
の
性
格
を
示

し
て
い
る
の
に
対
し
て
、
支
払
い
を
受
け
る
側
の
団
体
の
性
塔
が
必
ず
し
も
明
示
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
で
あ
る
。

診
療
報
酬
の
請
求
は
診
療
所
や
病
院
の
開
設
者
又
は
施
設
長
が
行
う
も
の
で
あ
り
、
医
師
一
般
が
行
う
も
の
で
は
な
い
。
こ

の
観
点
で
平
成
六
一
一
エ
ホ
現
在
の
業
務
別
医
師
数
を
み
れ
ば
（
安
料
３
）
、
二
十
一
一
一
万
の
医
師
の
う
ち
約
十
一
一
一
万
の
医
師
が
診
療

報
酬
の
謂
求
を
で
き
な
い
こ
と
が
わ
か
る
（
同
じ
こ
と
は
薬
剤
師
会
に
つ
い
て
も
言
え
る
が
こ
こ
で
は
論
じ
な
い
）
。
中
医
協

の
性
洛
上
、
そ
の
嵐
成
メ
ン
バ
ー
は
支
払
者
と
請
求
者
及
び
第
三
者
で
あ
り
、
社
会
保
険
医
療
協
議
会
法
の
条
文
を
そ
の
よ
う

に
解
釈
し
な
け
れ
ば
、
中
医
協
は
国
民
の
た
め
の
医
療
費
を
定
め
る
た
め
の
現
実
的
且
つ
有
効
な
審
議
を
為
し
得
な
い
こ
と
は

火
を
見
る
よ
り
も
明
ら
か
で
あ
る
。

一
一
「
平
成
六
年
度
に
様
々
な
保
険
者
及
び
被
保
険
者
か
ら
支
払
わ
れ
た
国
民
医
療
費
は
二
十
五
兆
七
千
九
百
八
億
円
だ
っ
た
。

そ
の
内
容
は
一
投
診
療
医
療
費
二
十
一
兆
五
千
七
百
六
十
五
憧
円
（
八
一
一
一
・
七
％
）
、
歯
科
診
療
医
療
費
二
兆
一
一
一
千
五
百
一
一

十
一
一
一
癒
円
（
九
・
｜
％
）
、
薬
局
調
剤
医
療
費
一
兆
六
百
八
十
七
億
円
（
四
・
｜
％
）
等
で
あ
る
（
資
料
４
）
。
更
に
詳
し
く

見
る
と
、
一
般
診
療
医
療
費
の
う
ち
病
院
は
入
院
と
外
来
を
併
せ
て
十
四
兆
八
千
百
億
円
（
国
民
医
療
費
の
五
七
・
四
％
、
一

投
診
療
医
療
費
の
六
八
・
六
％
）
で
あ
り
、
診
療
所
は
入
院
と
外
来
を
併
せ
て
六
兆
七
千
六
百
六
十
五
億
円
（
国
民
医
療
費
の

二
六
・
二
％
、
｜
没
診
療
医
療
費
の
一
一
一
一
・
四
％
）
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
数
字
を
通
覧
す
れ
ば
、
中
医
協
に
は
当
然
病
院
の
開

設
者
ま
た
は
病
院
長
が
集
う
病
院
団
体
の
代
表
者
が
加
わ
っ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
誰
で
も
わ
か
る
筈
で
あ
る
。
し

か
し
、
中
医
温
の
嵩
成
メ
ン
バ
ー
の
な
か
に
病
院
団
体
の
代
表
者
は
い
な
い
（
責
料
５
）
。
こ
れ
は
極
め
て
異
常
な
状
態
で
あ

る
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四
、
病
院
は
チ
ー
ム
医
療
を
旨
と
す
る
。
病
院
の
規
模
が
大
き
く
な
れ
ば
、
医
師
数
、
看
護
婦
（
士
）
数
、
そ
の
他
の
ス
タ
ッ

フ
も
碧
大
す
る
。
そ
の
医
療
も
よ
り
高
度
化
し
、
二
次
救
急
・
’
’
一
次
救
急
を
扱
い
、
エ
イ
ズ
拠
点
病
院
、
特
定
機
能
病
院
、
窒

床
研
修
病
院
な
ど
様
々
な
機
能
を
有
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
複
雑
多
様
化
し
高
度
化
す
る
国
民
の
医
療
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
に
応

え
る
も
の
で
あ
る
。
一
方
、
わ
が
国
の
病
院
は
国
立
か
ら
個
人
に
至
る
ま
で
、
そ
の
設
立
母
体
は
非
常
に
多
い
。
従
っ
て
こ
れ

ら
の
条
件
を
網
羅
し
て
充
た
し
て
い
る
病
院
団
体
の
代
表
が
中
医
協
に
加
わ
っ
て
こ
そ
、
は
じ
め
て
国
民
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し

た
診
療
報
酬
に
つ
い
て
審
議
で
き
る
。

現
在
、
殖
か
に
病
院
経
営
者
も
中
医
協
に
加
わ
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
は
日
本
医
師
会
の
代
表
と
し
て
で
あ
り
、
病
院

団
体
の
代
表
者
で
な
い
点
、
遺
憾
で
あ
る
と
言
う
外
な
い
。

五
、
こ
の
度
の
具
体
的
提
言
は
正
に
こ
の
点
を
指
滴
し
て
、
見
直
す
よ
う
求
め
た
も
の
で
あ
る
。

か
っ
て
昭
和
三
十
一
一
一
代
前
半
室
で
（
当
時
は
責
料
４
か
ら
窺
え
る
よ
う
に
、
一
般
診
療
医
療
費
の
う
ち
、
病
院
と
診
療
所
と

は
ほ
ぼ
同
領
か
、
む
し
ろ
一
投
診
療
所
の
方
が
多
か
っ
た
）
は
、
日
本
病
院
会
の
前
身
で
あ
る
日
本
病
院
協
会
の
代
表
が
日
本

医
師
会
の
准
蘭
を
受
け
て
、
中
医
協
に
加
わ
っ
て
い
た
。
そ
の
当
時
の
文
書
（
寅
料
６
）
が
示
す
よ
う
に
、
様
々
な
事
情
が
あ

っ
た
た
め
に
、
厚
生
省
の
強
い
要
請
に
も
拘
ら
ず
病
院
代
表
が
参
加
で
き
な
く
な
っ
た
経
過
が
あ
る
。

し
か
し
、
富
来
四
十
年
の
月
日
が
流
れ
た
。
現
在
は
病
院
医
療
は
国
民
医
療
費
に
絡
む
経
済
諸
問
題
を
論
ず
る
際
の
第
一
検

討
課
題
で
あ
る
。

日
本
病
院
会
は
厚
生
省
が
こ
の
三
伏
を
直
視
し
、
中
医
協
に
病
院
代
表
を
加
え
る
こ
と
、
及
び
そ
の
組
織
状
況
か
ら
み
て
、

日
本
病
院
会
を
、
代
表
を
推
蕪
す
る
団
体
と
し
て
認
め
る
こ
と
を
強
く
要
請
す
る
。
こ
れ
が
具
体
的
提
言
の
示
す
中
医
協
構
成

メ
ン
バ
ー
の
見
直
し
の
内
容
で
あ
る
こ
と
を
重
ね
て
強
調
し
た
い
。

平
成
八
年
十
一
月
二
‐
－
１
一
日

厚
生
大
臣
小
泉
純
一
郎

中
医
協
檮
成
川
、
ノ
パ
ー
の
見
直
し
を
再
度
要
望
一
一
す
；

穀

１
回
こ
’

社
団
法
人
日
本
病
院

会
長

諸
橋
芳

露



日病会発第３３３

平成９年２月３

巨
万
ｐ
Ｈ

厚生省保険

高木俊

局長

明 殿

社団法人

会長

曰本病院

諸橋芳

消費税率引き上げに伴う診療報酬の改定に関し、別紙要望書を提出いたし

ますので宜しくお取り計らい下さいますようお願い致します。

－２５２－



平成９年２月３日

消費税率引き上げに伴う診療報酬の改定について（要望）

平成９年４月消費税率引き上げに伴い、診療報酬を０．７７％改定する旨承り
ました。

そして、０．７７％に対する課税費用の原価率が４４．７％であることも併せて発
表されました。

ただ、今回の措置は、平成元年度消費税導入時の診療報酬改定０．７６％に、
税率２％引き上げ相当分として積み上げられたものであり、平成元年度の加
算数値が正しいといううえに成り立っています。

しかし、一昨年、当会が実施したアンケート調査によると、会員５５５病
院の平成６年度決算数値にもとづく控除できない支払消費税の非課税売上に
対する割合は１．６％であり、課税費用の原価率が、平成元年時の３０．４％に
比べ大きく変わったことを考えますと、消費税率５％の相当分として新たに
洗い替えし計算する必要があったと思料いたします。

つきましては、本会としては今回の措置について充分に納得するものでは
ありませんが、建物の連替え、設備投資の頻度の高い等病院の特性に鑑み、
次の事項について特に要望いたします。

＜要望事項＞

○当会前掲の調査では１．６％のなか、固定資産取得分は０．２５％に及
びます。

固定資産については、支払消費税を取得価格に含め長期に亘り減価償却
費として回収するよりは、受取消費税を上回った額を還付してくださる
方が経営安定化に資すると考えます。

従って、なんらかの還付方策を講じられますようお願いいたします。

○次善の策として、

支払消費税を減`価償却費として回収するにしても、価格に組み込まれて
はじめて消費税が消費者に転換されたものといえます。

従って、診療報酬のうちどの点数がキャピタルコストとして加算されて
いるかを明らかにしていただきたい。

今回、医業費用のなか、減価償却費は平成元年度取得以降のものを対象
に計上されていることは明らかにされておりますが、その内訳が何％で
あるかは示されておりません。

仕入時に負担した消費税が、各医療機関で過不足なく診療報酬に手当て
されているか検証できるように、審議内容の一層の透明化を図られます
ようお願いいたします。

－２５３－



平成９年２月３日

社団法人日本医師会
P

会長ゴニ唇井二さ栄苣ニデニニ殿

－－－

塁本穰Ｉ
－－ｐＰ－－￣－－

社団法人

会長

医療保険改革について(意見）

与党医療保険制度改革協議会にて、２１世紀までに医療保険制度の抜本的な改革を行う

ため、第一段階として、平成９年度は当面の緊急課題である医療保険制度の安定的運営を

確保していく改正を行うことで合意したと報道されている。

その内容について、当会としては、どうしても納得できない部分に限り意見を申し述べ

る。

政府与党が提案している一部負担見直しの内、薬剤「老人、被用者本人、家族、国保に

ついて外来薬剤１種類につき１日１５円の負担」について

このことに関して当会としては反対である。

当会としては、薬剤については定率計算（老人については定額のみ）を維持すべきと考

える。

また、特定疾患・悪性新生物等に関わる治療薬については負担割合を軽減すべきである。

(反対理由）

1.事務処理上の問題として、現在ほとんど１００％の病院に窓口会計にコンピューター

が導入されており、計算の効率化、待ち時間の解消に努めているが、「８剤以上９０

％算定」と同様の医薬品の種類の計算（剤数の計算）にならざるをえないとすると、

この負担方式では、コンピューター処理が難しく、入力者の判断に頼らざるをえない。

その結果、手作業が増え、事務処理時間が増加し患者の待ち時間が長くなる。

－２５４－



平成９年３月３日

厚生大臣小泉純一郎殿
－－－－－，

超し
社団法人日本病院会

会長諸橋芳 檮雇壜

言語療法士の国家資格制定に関する要望書

わが国で言語聴覚機能に問題をもつ者の数は約６００万人（人口の５％)、このうち

訓練、検査等が必要な言語聴覚障害者数は約２００万人とされている。聴覚言語障害

を引き起こす対象疾患は多岐にわたり、乳幼児期から老齢期までの幅広いライフステ

ージの中での援助が必要になる。また聴覚言語障害は医学的な問題のみならず、心理、

社会的な問題をも含み、その援助には幅広い知識と高度な専門性が要求される。

言語療法士とは聴覚、言語、音声、構音に障害を待つ小児および成人に対して、検

査、評価、訓練、指導、相談などさまざまな方法で援助を行う専門的な職種であり医

療、福祉、教育の現場で働いている。言語療法士の現任者数は約３０００名、そのう

ち約２０００名が医療機関に勤務し保険診療を行っている。養成は現在大学、専門学

校等で行われ、９７年現在で１５校、数年後には年間５４０人の卒業生を輩出するに

至る。

これに対し、言語聴覚障害者数から推計される言語治療士の必要数は１３０００名

であり、充足率はきわめて低い。充足率の低さの最大の原因は、患者家族、医療現場

からの要望にもかかわらず言語療法士の国家資格問題が未解決の状態にとどまってい

ることにある。

国家資格がないことにより具体的には以下のような弊害が生じている。１）聴覚言

語障害者の援助には幅広い知識と高度な専門性が要求されるが、そのような資質を国

家資格という形では保証されていない。２）言語治療士が担当する業務のなかには口

腔器官を直接操作することや嚥下障害に対しての訓練等、医行為に相当する業務があ

るにかかわらず法的な保証がなされていない。３）言語療法の保険点数の不当な低さ、

現在保険点数は理学療法の約１／３であり、言語療法が赤字部門とならざるをえない。

このため病院経営上やむをえず雇用できない状態に陥っている。また国公立病院では

国家資格がないことにより定員化ができない。４）養成校からの卒業者数は年々増加

しているにもかかわらず、病院での雇用が進まないため、就職難となるという逆説的

な状況にある。

今後高齢社会を迎えるにあたって、日本の医療・福祉は大きな転換期にさしかかっ

ている。医療界にはよりいっそう患者の全人的な援助が求められており、これを可能

にするためには、チーム医療の中で高度に専門化された職種間の連携が不可欠である。

言語聴覚暗害者に良質な医療を提供するために、早期に言語治療士の国家資格を制定

することは医療行政上の急務といわざるをえず、ここに強く要望するものである。

－２５５－
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社団
法人

自平成７年４月１日
至平成10年３月31日曰本病院会役員名簿（ ） (順不同）

平成９年３月31現在顧問、参与

役職名

顧問

所 属 連 先緒 ＴＥＬ

左奈田幸

]罰漣：
自宅

東京都多摩市落合６－１２－９

東京都世田谷区代田４－１０－１６

東京都練馬区中村南３－２４（自宅）

大阪府大阪市住之江区東加賀屋

１－１８－１８

大阪府大阪市住吉区帝塚山中１－８－９

三重県津市南新町17-22

京都府京都市山科区御陵封じ山町３－２２

愛知県春日井市廻間町字大洞681-47

愛知県名古屋市東区泉１－１７－３

第２オレンジビル８Ｆ－Ａ

長野県南佐久郡臼田町大字臼田l97

長野県南佐久郡臼田町大字臼田2211-2

滋賀県彦根市大藪町225-143（自宅）

神奈111県横浜市神奈川区入江２－１９－ｌ

神奈川県横浜市中区石Ⅱ|町２－７８

茨城県土浦市真鍋新町１１－７

東京都新宿区中落合３－２９－６,

秋田県秋田市中通１－４－３６

秋田県秋田市高陽青柳町１４－２

岡山県岡山市青江６５－１

岡山県岡山市丸の内２－１－２８

東京都文京区本駒込２－２８－１６

東京都千代田区永田町２－１－１

参議院議員会館313号室

東京都千代田区永田町２－１－２

衆議院議員第２議員会館231号室

2０６

１５５

１７６

５５９

0423-74-5691

03-3328-0830

03-3990-9589

06-685-0221

小野田

内藤

敏
景

ﾉﾉ

'ノ

:凶に病熊
558

514

607

487

461

06-673-4130

0592-27-6171

075-581-3327

0568-88-0568

052-951-2420

″

ノノ

IIJ蕊
自宅

ｉｌｆ

384-03

384-03

５２２

２２１

２２１

３００

１６１

０１０

０１０

７００

７００

１１３

１００

0267-82-3131

0267-82-2045

0749-26-2277

045-401-2411

045-6４１－４８７９

０２９８－２３－３１１１

03-3951‐1982

0188-34-3361

0188-24-4484

０８６－２２２－８８１１

086-222-4628

０３－３９４６－２１２１

０３－３５８１－３１１１

内5313

０３－３５８１－５１１１

内7231

〃

〃
〃

′′

ﾉﾉ

′'

〃
〃

自見圧三郎｜衆議院議員’1００ﾉノ

参与

″

llHilrIimijJillWji鷺自宅
東京都新宿区戸山ｌ－２３－ｌ

栃木県河内郡南河内町大字薬師寺3311-1

東京都練馬区旭ケ丘ｌ－４３－４０

東京都新宿区戸山１－２１－１

束京都文京区本郷４－２０－１４０１

神奈川県横浜市保土ケ谷区桜ケ丘１－５－２２

（自宅）

神奈川県横浜市栄区庄戸５－１７－２

（自宅）

三重県津市渋見町770-35（自宅）

愛知県瀬戸市西追分町l60

埼玉県浦和市東岸町18-18

パークハイム浦和511号（自宅）

東京都文京区千駄木ｌ－１－５

東京都足立区六月’-36-20-306

束京都渋谷区神宮前５－８－２

束京部渋谷区渋谷２－１２－１５

反）|記念会館304号

162

329-04

１１３

１６２

１１３

２４０

03-3203-5327

0285-44-2111

03-3953-9833

03-3202-7181

03-3812-6242

045-331-2938

ノノ

ノノ

牧野永城｜元聖路加国際病院院長’２４７ 045-894-0672″

岡崎通

寺田守

内田卿子

国立津病院名誉院長

公立陶生病院名誉院長

元聖路加国際病院副院長

514

489

336

0592-25-4030

0561-82-5101

０４８－８８６－３７４５

ﾉﾉ

ﾉﾉ

ﾉﾉ

kiihrJii侭驚
自宅

1１３

１２１

１５０

１５０

03-3822-2131

03-3860-2747

03-3400-8331

03-3406-0485

ﾉノ

ﾉノ

ノノ

－２５９－



会長、副会長、常任理事役
一

貝

病院名

名
長

職役
会

病院所在地 ＴＥＬ

千葉県｜諸橋芳夫｜総合病院国保旭中央病院｜市町村’289-25 旭市イのｌ３２６

ＦＡＸ

旭市イの1863

東京都目黒区中目黒１－１－１７

恵比須苑21l

浜松市住吉２－１２－１２

ＦＡＸ

浜松市幸２－１７－１

武蔵野市境南町１－２６－１

ＦＡＸ

ﾉ｣､金井市東町１－１５－１３

大阪市城東区東中浜１－３－１７

ＦＡＸ

芦屋市三条町２３－５

福井市和田中町舟橋７－１

ＦＡＸ

福井市大宮２－１０－５

室蘭市新富町１－５－１３

ＦＡＸ

室蘭市母恋｣上町２－９－１４

横手市駅前町１－３０

ＦＡＸ

横手市旭川３－３－３l

白河市横町１１４

ＦＡＸ

白河市昭ﾎﾟﾛ町249-3

111口市大字西新井宿ｌ８０

ＦＡＸ

東京都文京区小石川２－５－９

束京都新宿区戸山ｌ－２１－１

ＦＡＸ

東京都大田区東嶺町２６－４

束京都小平市天神町２－４５０

ＦＡＸ

東京都文京区関口1-47-12602号

東京都港区三田ｌ－４－１７

ＦＡＸ

東京都渋谷区広尾'－７－７－３０７

束京都新宿区百人町３－２２－１

ＦＡＸ

東京都目黒区鷹番'-13-20-206

束京都中野区中央４－５９－１６

ＦＡＸ

川崎市宮前区野川3017

相模原市渕野辺３－２－８

ＦＡＸ

ﾈ１１模原TI丁渕野辺１－８－７

0479-63-8111

0479-62-0330

0479-62-0368

03-3711-6604東二二|艀

副会長

■L｣■
053-474-2222

053-475-7596

053-474-6867

0422-32-3111

0422-32-3525

0423-83-1968

06-962-9621

06-963-2233

0797-34-0126

０７７６－２３－１１１１

０７７６－２８－８５２７

0776-21-2033

０１４３－２４－１３３１

０１４３－２４－１０６４

０１４３－２２－４２５９

０１８２－３２－５１２１

０１８２－３３－３２００

０１８２－３２－１７２５

０２４８－２２－２２１１

０２４８-２２－２２１８

０２４８－２２－１６５９

０４８－２８７-２５２５

048-280-1566

０３－３８１１－５９３７

03-3202-7181

03-3207-1038

03-3755-2902

0424-６１－００５２

０４２４－６４－７９１２

03-3267-0667

０３－３４５１－８２１１

03-3457-7949

03-3407-6794

０３－３３６４－０２５１

03-3364-5663

０３－３７１０－１６１５

03-3382-1231

03-3381-4799

０４４－７５１－３０７８

０４２７－５４－２２２２

０４２７－５７－４］７０

０４２７－５２－５１９３

″

ノノ

ノノ

常任理事

″

'′

ﾉノ

ﾉノ
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役職名

常任理事

病院名 病院所在地 ＴＥＬ

lLJ1iLH
柏崎市赤坂町３－５２

ＦＡＸ

長岡市東神田２－８－１１

名古屋市北区上飯田北町３－５７

ＦＡＸ

名古屋市北区山田北町２－２８－１５

大津市長等ｌ－１－３５

ＦＡＸ

京都市山科区四ノ宮小金塚8-337

大阪市北区豊崎３－２－１

淀川五番館十階

ＦＡＸ

西宮市愛宕山15-42

尼崎市杭瀬本町２－１９－１５

ＦＡＸ

伊丹市鈴原町７－４９－２

防府市お茶屋町２－１２

ＦＡＸ

防府市三田尻ｌ－３５

久留米市津福本町422

ＦＡＸ

久留米市西野712

長崎市深堀町１－１１－５４

ＦＡＸ

長崎市江川町448-7

那覇市安里１－７－３

ＦＡＸ

向貝本市尾ノ上２－１３－２３

0257-22-2126

0257-24-9812

0258-35-4399

052-916-3681

052-991-3112

052-914-6881

0775-22-4131

0775-25-8018

075-591-5648

''

'′

'ノ

06-375-0660

06-375-0560

0798-73-7278

06-488-1851

06-488-1854

0727-81-1785

0835-22-2310

0835-25-1675

0835-22-3882

0942-35-3322

0942-34-3115

0942-33-2809

0958-71-1515

0958-71-1510

0958-７８－３５１２

098-866-5171

098-864-1874

096-385-5013DlLITlJ
'ノ

ノノ

''

ﾉﾉ

ノノ

－２６１－



理事

病院名役職名

理事

病院所在地 ＴＥＬ

lILli繁１１釧iｌ
むつ市小川町１－２－８

むつ市金谷１－l7-63

仙台市若林区清水小路３－ｌ

仙台市青葉区木町通２－６－４６

会津若松市鶴賀町１－l

会津若松市日新町６－１７

足利市本城3-2100

足利市本城２－４００３－２

第２陽光台ハウス703号

鹿沼市下田町ｌ－１０３３

鹿沼市東町１－１－１３

佐倉市鏑木町32O

佐倉市鏑木町320

東京都葛飾区金町３－４－５

松戸市二十世紀が丘萩町196-2

東京都杉並区阿佐谷北１－７－３

東京都杉並区阿佐谷北１－７－３

東京都板橋区東坂下１－１９－９

東京都新宿区南町３３－２

横浜市港北区小机町3211

横浜市保士ケ谷区常盤台１－５２

横浜市中区根岸町２－８５

横浜市磯子区洋光台４－５－３

横浜市栄区桂町l32

横浜市栄区桂町15O

横浜市港北区高田町342

横浜市港北区高田町342

新潟市紫竹山２－６－ｌ

西蒲原郡黒埼町金巻966-1

長岡市福住２－１－５

長岡市川崎５－３７９２－２

新潟市古川町６－４

新潟市二葉町１－８２０

富山市西長江２－２－７８

富山市長江新町４－１－２３

甲府市中央１－１２－６

甲府市中央１－１２－６

多治見市前畑町５－１６１

春日井市岩成台９－ｌ２－９

美濃加茂市古井町下古井59O

美濃加茂市古井町下古井590

半田市東洋ＨＪ２－２９

稲沢１１J正明寺２－５－１４

名古屋市昭和'又妙見町２－９

名古屋市瑞穂|Ｘ汐路ulI5-l4-l

５
５
０
１
５
５
６
６

３
３
８
８
６
６
２
２

０
０
９
９
９
９
３
３

０１７５－２２－２１１１

0175-22-7356

022-266-7111

022-272-8661

0242-25-1515

0242-27-9087

0284-21-0121

0284-42-５５０６

ﾉﾉ

″

′′

蠅
酩
銀
舵
關
舵
關
酩
關
舵
蝿
翔
舵
赤
舵
鵬
院
人
舵
岫
酩
蠅
暁
關
舵
鍛
舵
噸
舵
辨
醗
關
舵
川
舵
赤
舵

厚
公
医
医
医
労
事
日
蜥
個
市
厚
医
都
医
都
医
市
日
■院
園
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院

病

総厚Ｍ峠偲（｛》》｛》褥閂咄》》川副
舗
生
柵
病

中
腸
治
念
半
洲

十
共

立
胄
妙
記
立
舵

鵬
倉
岫
北

Ⅱ

上
住
一
口
向
河
竹
横
横
横
高
新
鵬
桑
富
許
岐
木
半
名
■夫
道
螢
文
男
夫
武
憲
夫
明
教
治
也
降
孝
彰
視
介

利
正
博
節
武

光
一
昭
政

信
直
康

井
山
山
北
川
原
雪
田
原
村
山
名
野
山
藤
澤
鹿
山

大
遠
高
河
竹
桑
宗
元
荏
木
杉
桑
舘
許
伊
木
六
栗
，

県
都

県
県

県
県
県
県

〃
葉
京
〃
〃
荊
〃
〃
〃
潟
〃
〃
山
梨
阜
〃
知
〃

千
東

神
新

富
山
岐
愛

３２２

３２２

２８５

２８５

１２５

２７１

１６６

１６６

１７４

１６２

２２２

２４０

２３１

２３５

２４７

２４７

２２３

２２３

９５０

９５０－１１

９４０

９４０

９５０

９５１

９３０

９３０

４００

４００

５０７

４８７

５０５

５０５

４７５

４９２

４６６

４６７

0289-64-2161

0289-64-0552

043-484-2161

043-484-2161

03-3607-3260

0473-62-0655

０３－３３３９－２１２１

03-3339-0330

03-3966-8781

03-3260-7274

０４５－４７４－８１１１

０４５－３３３－９６１９

０４５－６２２－０１０１

０４５－８３３－７６１６

０４５－８９１－２１７１

045-894-8032

045-592-5557

045-592-6666

０２５－２４１－５１５１

０２５－３７９－１３８５

0258-35-3700

0258-32-4327

０２５－２７３－２２５１

０２５－２２３－３７４１

０７６４－２４－１５３１

0764-24-6775

０５５２－３３－５１０７

０５５２－３３－０５３４

０５７２－２２－５３１１

０５６８－９１－９７４１

０５７４－２５－２１８１

０５７４－２５－２１８１

０５６９－２２－９８８１

０５８７－３２－１９７５

０５２－８３２－１１２１

０５２－８４１‐５２７０

ﾉノ

″

″

″

ﾉノ

'ノ

ﾉﾉ

ﾉノ

ﾉｱ

ﾉﾉ

ﾉノ

ノノ

ﾉﾉ
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〃

″

ﾉノ
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役職名

理事

病院名 病院所在地 ＴＥＬ

iHLilrihj洲iii
１０

１
路
地

５
５

３
孵
鋤
羅
挿
釦
Ⅳ
野
妬
胖
２
船
４

１
８

６
１

９

６
７

１

１
５

７

’
’
１
５

７
１
一
１

冊咄樒僻州》率》》艸鐇珈咄回蠣汕辨岼州岫加和眼州緬拙峅岫州岫皿｛｛舳癖酬州妬岫櫻艸
栄
吉
央
央
見
京
正
葉
子
市
若
台
尾
尾
ケ
弥
字
字
友
新
田
成
区
区
町
央
日
居
本
野
町
町
旗
良
原
上
饒
日
加
荒

東
住
中
中
伏
下
大
楠
肥
山
市
倉
市
市
松
阿
大
大
市
市
倉
御
南
南
番
中
春
土
新
薊
上
上
元
早
久
田
豊
春
市
市

市
市
市
市
市
市
市
市
市
狭
阪
高
川
川
市
市
市
市
山
山
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
市
島
島

城
城
阪
阪
都
都
阪
方
泉
阪
大
市
古
古
石
砂
所
所
歌
歌
山
山
島
島
松
松
山
山
知
知
知
知
津
岡
村
崎
分
分
児
児

安
安
松
松
京
京
大
枚
和
大
東
堺
加
加
明
高
御
御
和
和
岡
岡
広
広
高
高
松
松
高
高
高
高
唐
福
大
長
大
大
鹿
鹿

４４６

４４６

５１５

５１５

６０１－１３

６００

0566-97-8518

0566-97-9388

0598-51-4133

0598-51-4133

075-572-６３３１

０７５－３７１－２７６５

ノノ

′′

会
宅
人
宅
人
宅
人
宅
人
宅
人
宅
人
宅
人
宅
人
宅
県
宅
県
宅
赤
宅
人
宅
会
宅
宅
県
宅
村
宅

生
自
雛
自
雛
自
離
日
雛
自
雛
自
雛
自
雛
自
自
馴
自
鮒
目
自
雛
日
生
自
国
目
馴
自
町
自

済
医
医
医
医
医
医
公
個
都
都
日
医
済
部
市

院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院

廟
病
病
病
病輕辨癖呰啼叶》尹曰肝咄》』

線
病
－

ま

雛
中
第

府
草
り
舞
津

阪大
府
若
は
明
秋
中
岡
竹
香
愛
高
田
済
国
大
鹿
■惇
繁
毅
次
武
溢
生
弘
郎
康
授
彬
正
也
美
孜
道

五
弘
素
利

了
章
辰
博

稔
勝
成
弘

田
口
合
尾
原

村
井
内
尾
松
崎
中
崎
本
木

田

武
岸
川
荒
元
南
中
士
竹
玉
重
長
田
川
寺
肥
武
■府

県
県
県
県
県
県
県
県

県
県
県
県

阪
〃
〃
庫
〃
良
珈
山
島
川
媛
知
〃
賀
崎
分
鵬

大
兵

奈
和
岡
広
香
愛
高

佐
長
大
鹿

５５１

５７３

５９４

５８９

579

590-01

６７５

６７５

６７３

６７６

６３９－２２

６３９－２２

６４０

６４０

７０３

７０３

７３４

７３４

７６０

７６０

７９０

７９０

７８０

７８０

７８０

７８０

８４７

８１４

８５６

８５０

８７０

８７０

８９２

８９０

06-552-0091

0720-55-0461

0725-43-1234

0723-66-6555

0729-88-1409

0722-94-0115

0794-23-2123

0794-23-5619

078-917-2020

0794-47-1062

07456-3-0601

07456-2-2765

0734-31-0351

0734-３３－３３２１

０８６－２７６－３２３１

０８６－２７１‐'９３９

０８２－２５１－２３２１

０８２－２５１－４９６１

０８７８－３５－２２２２

０８７８－３１－９８０３

0899-47-1111

0899-71-５７１６

０８８８－２２－１２０１

0888-45-7284

0888-22-7660

0888-75-5309

０９５５－７３－３１７５

０９２－８２１－５７３９

０９５７－５２－３１２１

0958-26-0168

０９７５－４６－７１１１

０９７５－３４－６３６９

０９９２－２４－２１０１

0992-55-8957

'′
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監事、代議員会議長・副議長

病院名 病院所在地

名
事

職役
監

ＴＥＬ

星和夫 青梅市立総合病院 市町村 青梅市東青梅４－１６－５

ＦＡＸ

東京都練`馬区向山４－１２－１８

船橋市本町２－１０－１

ＦＡＸ

船橋市本町２－１０－１

東京都 1９８ 0428-22-3191

0428-24-5126

03-3999-4078

0474-31-2662

0474-32-8578

0474-33-4566

自宅

医療法人

1７６

２７３梶原優 板倉病院千葉県〃

自宅 273

病院名 病院所在地役職名 ＴＥＬ

代議員会
議長

向野榮 福井赤十字病院 日赤 福井市月見２－４－１

ＦＡＸ

福井市月見２－４－ｌ

東京都江戸川区東小岩２－２４－１８

ＦＡＸ

東京都江戸川区東小岩３－６－２４

福井県 ９１０ 0776-36-3630

0776-36-4133

0776-36-0268

03-3673-１２２１

０３－３６７３－１２２９

０３－３６５９－８１２２

自宅

その他法人

９１０

１３３
代議員会
副議長

加藤正弘 江戸）Ⅱ病院東京都

自宅 1３３

－２６４－



代議員

役職名

代議員

″
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ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ
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ノノ

ノノ

ノノ
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病院名 病院所在地 ＴＥＬ

Ｏ１１－８２２－１８１１

０１５４－２２－７１７１

０１１－８１２－２３１１

０１７８－３３－１５５１

０１７３－３４－３３１５

0197-64-7722

0196-51-2111

022-259-1221

022-２５７－０２３１

０１８６－６２－１４５５

０１８８－３３－１１２２

０２３６－２３－４０１１

0238-24-3700

０２４５－８５－２１２１

０２４８－４２－２１２１

０２９２－３１－５２１１

0292-67-2191

０２８７－２３－１１２２

０２８５－４４－２１１１

０２７２－２１－８１６５

０２７３－４７－１１７７

０４８－８３２－４９５１

048-686-7151

0492-66-0111

043-251-５３１１

０４７４－３８－３３２１

０４７０９－２－２２１１

０４７５－２５－１１３１

船
赤
人
祉
団
人
会
人
連
人
連
人
県
人
村
人
人
赤
人
連
人
連
人
人
村
人
人
県
船
船
人
人
臥
人
県
会
人

柵
日
跳
糯
鰈
個
舳
螂
鋤
鍵
融
壗
織
鍼
耐
鍵
国
醗
日
糯
鮒
醐
州
跳
醗
国
耐
壗
脇
洲
柵
柵
辨
鍵
棚
個
洲
附
“

■

院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
一
院
院
院
院
院
院
院
院
院
一
院
院

啼一曰曰》｛小恥一句》｛（》辨酊》》》『》》『田岡伍佃》》知い》》》Ⅲ》『ト ク
病

Ⅱ
セ
ー

立
生

■
■

一
男
彦
孟
雄
之
知
直
寛
陞
士
進
章
渉
彦
穆
孝
郎
夫
治
学
男
彰
一
志
雄
忠
敏
士
士
ロ
昭
宏
夫
弘
雄
毅
三
視

宣
巨

四
裟

浩
和
邦
登
春
美
元

泰
盛
征
桂
嗣
保
善
寿
博
武
俊
正
漬
伊
雅
嘉
正
秀
弘
修
善

原
田
谷
田
村
谷
山
中
橋
部
戸
藤
科
木
田
上
澤
泉
川
上
崎
日
原
上
山
田
田
井
浦
藤
原
地
藤
橋
宮
本
島

須
谷

南
幸
石
藤
中
金
遠
田
高
岸
瀬
佐
仁
朽
会
村
會
古
長
野
山
春
漆
井
森
奥
亀
早
岡
山
佐
崎
金
加
石
小
山
松
■

道
県
県
県
県
県
県
県
県
県
県

県
都

県

海
〃
〃
森
〃
手
〃
城
〃
田
〃
形
〃
島
〃
城
〃
木
〃
馬
〃
玉
〃
〃
葉
〃
〃
〃
京
〃
〃
〃
〃
〃
〃
劇
〃
〃

北
胄
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼

千
東

神

札幌市豊平区平岸１条６－３－４O

釧路市新栄町２１－１４

札幌市白石区東札幌３条３丁目

八戸市大字白銀町字南ケ丘I

五所川原市字一ツ谷１６０

北上市花園町ｌ－６－８

盛岡市下ノ橋町６－１４

仙台市宮城野区福室字高砂１０

仙台市宮城野区東仙台６－７－ｌ

北秋田郡鷹巣町花園町１０－５

秋田市南通みその町３－１５

山形市桜町７－１７

米沢市中央６－１－２１９

伊達郡国見町大字塚野目字三本木１４

西白河郡矢吹町本町２１６

水戸市東原３－２－１

東茨城郡大洗町大貫町９１５

大田原市住吉町２－７－３

河内郡南河内町薬師寺3311-1

前橋市紅雲町１－７－１３

高崎市上佐野町786-7

浦和市北浦和４－９－３

大宮市大字片柳1550

上福岡市大字福岡931

干葉市中央区椿森４－１－２

船橋市金杉１－２１－１

W目111市東町929

茂原市町保３

東京都新宿区歌舞伎町２－４４－ｌ

東京都千代田区九段南２－１－３９

束京都目黒区中日黒２－３－８

束京都台東区元浅草２－１１－７

東京都北区中里１－５－６

東京都江戸川区東小岩2-24-18

東京都大田区下丸子３－２３－３

横浜市旭区中尾HI54-2

横浜市神奈川区富家町６－６

横浜市西区戸部本町19-11

０６２

０８５

００３

０３１

０３７

０２４

０２０

９８３

９８３

０１８－３３

０１０

９９０

９９２

9６９－１７

9６９－０２

３１０

３１１‐１３

３２４

３２９－０４

３７１

３７０

３３６

３３０

３５６

２６０

２７３

２９６

２９７

１６０

１０２

0３－５２７３－７７１１

03-3262-9191

03-3712-3151

03-3833-8381

03-3821-6433

03-3673-’221

03-3759-8888

045-391-5761

0４５－４３２－１１１１

０４５－３２１‐７３１１

1５３

lｌｌ

ｌｌ４

１３３

１４６

２４１

２２１

２２０

－２６５－



病院名役職名 病院所在地 ＴＥＬ

人
県
会
臥
赤
人
県
人
赤
人
人
赤
人
赤
人
村
赤
臥
村
村
人
人
赤
人
赤
人
県
人
人
村
赤
人
人
人
村
赤
人

雛
酬
生
他
舵
酬
雛
雛
国
難
雛
雛
町
他
町
町
舵
雛
舵
臓
酬
雛
舵
町
舵
朧
舵
町
雛

医
都
済
初
日
医
都
医
日
医
医
日
医
日
医
市
日
包
市
市
医
医
日
医
日
医
都
医
医
市
日
医
医
医
市
日
医

院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院

病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
病
脈
病
病
病
病
病
病
病
病

岼招宕》楴癖州跨》啼辨》》啼訴》坐佇》Ⅲ爬岼悟什啼叶鋤罷》癖釧啼南》一計小》
小
新
済
信
冨
万
石
辰
福
大
国
加
諏
城
高
松
沼
静
聖
稲
碧
胄
小
山
遠
長
琵
京
京
相
市
高
佐
総
中
公
姫
西
１泉
眞
郎
平
治
郎
雄
雄
榮
穂
渡
明
宴
健
彦
一
夫
栄
紀
夫
司
夫
彦
昭
男
文
明
一
一
一
進
臣
治
夫
杉
誉
光
雄
男
高

宣
自

司
由
昭
一
他
信
秀
忠

捷
英
暢
昭
牧
才
鍵
武
常
慶
裕
秀
正
幹
眞
嘉
博
槻
康

代議員

″

／′

〃

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

″

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

″

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

ノノ

″

ノノ

ノノ

″

ﾉノ

ノノ

神奈川県

新潟県

〃

″

富山県

〃

石ＩＩｌ県

〃

福井県

〃

山梨県

〃

長野県

″

岐阜県

〃

静岡県

″

小
小
後
平
前
川
大
仲
向
大
船
中
島
関
松
松
秋
福
新
奥
吉
冑
小
加
松
原
加
赤
中
相
木
加
佐
小
中
植
岡
渡

小
小
後
平
前
川
大
仲
向
大
船
中
島
関
松
松
秋
福
新
奥
吉
冑
小
加
松
原
加
赤
中
相
木
加
佐
小
中
植
岡
渡

林
山
藤
沢
田
岸
家
井
野
滝
橋
澤
田

林
山
藤
沢
田
岸
家
井
野
滝
橋
澤
田

泉
眞
郎
平
治
郎
雄
雄
榮
穂
渡
明
宴
健
彦
一
夫
栄
紀
夫
司
夫
彦
昭
男
文
明
三
進
臣
治
夫
杉
誉
光
雄
男
高

宣
自

司
由
昭
一
他
信

秀
忠

捷
英
暢

昭
牧
才
鍵
武

常
慶

裕
秀
正
幹
眞
嘉
博
稠
康

小田原市栄町ｌ－１４－１８

新発田市大手町４－５－４８

西蒲原郡黒崎町寺地字浦郷280-7

新潟市西有明町１－２７

富山市東田地方町ｌ－５－２５

高岡市西海老坂字大坪362

金沢市南新保町ヌ１５３

能美郡辰口町字下開発ル１１－ｌ

福井市月見２－４－l

福井市日光１－１－l

甲府市天神町ll-35

山梨市上神内川l309

諏訪市小和田１９－５

松本市城西１－５－１６

高山市天満町３－１１

羽島郡笠松町田代185-ｌ

沼津市東椎路字春ノ木55O

静岡市追手町８－２

浜松市三方原町3453

稲沢市御供所町ｌ－１

碧南市平和町３－６

瀬戸市南山町１－５３

碧南市新川町３－８８

度会郡御薗村大字高向８１０

津市南新町17-22

長浜市宮前町１４－７

大津市坂本ｌ－８－５

与謝郡岩滝町字男山４８１

京都市下京区東堀川通四条下ル
四条堀川町２７２－６

京都市上京区御前通今小路下ノレ
南`馬喰町９１１

豊中市岡上の町２－１－ｌ

高槻巾阿武野ｌ－ｌ－１

枚方市養父西町２４－１０

大阪市西区境川１－２－３１

大阪市旭区新森４－l3-l7

豊岡市立野町６－３５

姫路ilj龍野ｌＨＩ５－３０－ｌ

西宮市室111町10-22

250 0465-22-3161

0254-22-3121

025-233-6161

025-267-1251

0764-32-4186

0766-24-2163

0762-37-８２１１

０７６１－５１－５５５１

０７７６－３６-3630

0776-23-3215

0552-53-６１３１

０５５３－２２－２５１１

０２６６－５２－６１１１

0263-33-6400

０５７７－３２－１１１１

05838-8-0111

0559-24-５１００

０５４－２５４－４３１１

０５３－４３６－１２５１

０５８７－３２－２１１１

0566-48-5050

０５６１－８２－１１１８

０５６６－４１－０００４

０５９６－２８－２１７１

０５９２－２７－６１７１

０７４９－６３－２１１１

０７７５－７８－２０２３

０７７２－４６－３３７１

０７５－３６１－５４７１

０７５－４６３－４３０１

06-843-0101

０７２６－９６－０５７１

０７２０－５０－８７１１

０６－５８１‐１０７１

０６－９５２－４７７１

０７９６－２２－６１１１

０７９２－９４－２２５１

０７９８－７４－２６３０

957

950-11

950-21

９３０

933

920-02

923-12

９１０

９１０

４００

４０５

３９２

３９０

５０６

５０１－６１

４１０－０３

４２０

４３３

下
波
山
田
居
山
井
山
林
藤
本

下
波
山
田
居
山
井
山
林
藤
本

〃

愛知県

ノノ

ノノ

ノノ

三重県

″

滋賀県

″

京都府

″

492

４４７

４８９

４４７

５１６

５１４

５２６

５２０－０１

６２９－２２

６００

６０２

560

569-11

５７３

５５０

５３５

６６８

６７０

６６２

藤
坂
野
馬
村
藤
藤
川
野
木
田
辺

藤
坂
野
馬
村
藤
藤
川
野
木
田
辺

″

大阪府

ノノ

ノノ

″

ノノ

兵庫県

″

ﾉノ

－２６６－



役職名 病院名 病院所在地 ＴＥＬ

県
県
県
県
県
県

県
県
県
県
県
県
県
県
県
県
県
県

庫
〃
良
〃
洲
〃
〃
取
〃
根
〃
山
〃
〃
島
〃
口
〃
島
〃
川
〃
媛
〃
知
〃
岡
〃
〃
賀
〃
崎
〃
本
〃
分
〃
崎

兵
奈
和
鳥
島
岡

広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮

口
■

員議
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

代 蝿
蝿
辨
關
辨
蝿
蝸
繩
辨
癖
蝿
州
州
蝿
關
冊
州
鰄
蝿
孵
蝿
搾
》
跡
鏑
州
關
》
蝿
蝿
嚇
關
Ⅲ
辨
瀞
咄
孵
蝿
州

Ⅲ
■

院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院

硫彌蜥蜥川病蜥病荊諦辨病病噸病帰岼州孵》辨州噸辨病辨啼病時鐡坐鄙昨病啼》叶
鑛辮帯》》病叶州島州醍Ⅲ光生前愛認柿鵬心Ⅲ》州肺爬木榊福間蜥誠航善赫野州他鵬
広
姫
済
西
済
浜
山
鳥
野
松
松
岡
金
光
安
博
総
佐
小
碩
香
キ
総
松
高
細
九
西
福
唐
至
長
十
熊
高
大
天
宮

口
■

吉
春
郎
功
夫
純
毅
一
夫
勝
彦
造
箪
三
雄
剛
久
郎
夫
茂
人
一
幸
雄
熈
功
美
溶
彌
進
弘
之
正
郎
暢
博
司
六
見

太
之

俊
梅
健
良
正
和
寿
丈
徹
剛
量
敬
昭
俊
勇
恭
恒
信
秀
精
勇
弾
忠
秀
正
正
文
高

田
浦
田
本
関
田
木
島
橋
原
邊
田
能
位
杉
屋
木
森
野
馬
林
石
田
橋
木
谷
藤
木
田
口
川
木
金
野
田
本
田

々
々

安
松
島
松
井
浜
山
植
野
一
局
杉
田
石
佐
平
高
門
佐
松
矢
美
大
白
宮
高
細
武
安
佐
幸
山
江
高
松
高
清
松
永

神戸市西区北山台３－１－１

姫路市御国野町国分寺143

奈良市八条４－６４３

奈良市百楽園５－２－６

和歌山市新生町５－３５

和歌山市吹上２－４－７

和歌山市西小二里３－６－４６

鳥取市江津730

倉吉市瀬崎町2714-1

松江市母衣町200

松江市上乃木町３－４－１

岡山市築港緑町１－１０－２５

筏口郡金光町大字占見新田740

岡山市厚生町３－８－３５

広島市安佐北区可部南２－１－１

呉市本通６－２－４

山口市八幡馬場53-ｌ

山口市泉都町９－１３

小松島市中田町字新開28-ｌ

小松島市江田町字大江田４４－１

高松市桜町ｌ－１６－４

高松市鬼無町佐藤54-ｌ

松山市文京町l

松山市大手町２－６－５

高知市桜井町２－７－３３

高知市大膳町３７

福岡市南区塩原３－２３－１

福岡市西区生の松原３－１８－８

宗像郡福間町向山23１０

唐津市二夕子１－５－１

佐賀市田代２－７－２４

長崎市新地町６－３９

長崎市籠町７－１８

熊本市長嶺町2255-209

熊本市帯山４－２－８８

大分市千代町３－２－３７

大分市中戸次５１８５－２

延岡市新小路２－９－２０

673-02

671-02

６３０

６３１

６４０

６４０

６４１．

６８０

６８２

６９０

６９０

７０２

７１９－０１

７００

７３１－０２

７３７

７５３

７５３

７７３

７７３

７６０

７６１

７９０

７９０

７８０

７８０

８１５

８１４

８１１－３２

８４７

８４０

８５０

８５０

８６２

８６２

８７０

８７９－７７

８８２

O78-994-1155

0792-52-0581

0742-３６－１８８１

０７４２－４３－３３３３

０７３４－２４-5185

0734-36-2141

0734-26-0388

0857-26-2271

0858-22-6231

0852-２４－２１１１

０８５２－２７－８１１１

０８６２-62-0131

086-542-3211

086-222-６８０６

０８２－８１５－５２１１

０８２３－２３－８９１１

０８3９－２３－０１１１

０８３９－２３－８８１１

08853-2-2555

08853-2-3555

０８７８－３３－１５５１

０８７８－８１－３６３１

0899-24-ｌｌｌｌ

Ｏ８９９－４３－ｌｌ５１

０８８８－８２－１２１１

０８８８－２２－７２１１

092-541-4936

０９２－８８１－１３３１

０９４０－４２－０１４５

０９５５－７２－５１１１

0952-24-5325

０９５８－２２－３２５１

０９５８－２１－１２１４

０９６－３８４－２１１１

096-384-1011

０９７５－３２－６１８１

０９７５－９７－５５５１

０９８２－３２－６１８１

－２６７－



病院所在地病院名役職名

代議員

″

ノノ

ノノ

ノノ

ＴＥＬ

O982-52-7111

0992-61-21ll

O992-43-5111

0988-53-3134

09893-9-］３００

千代田病院

鹿児島赤十字病院

花倉病院

沖縄赤十字病院

総合病院中頭病院

医療法人

日赤

医療法人

日赤

医療法人

日向市鶴町２－９－２０

鹿児島市平川町2545

鹿児島市吉野町9846

那覇市古波蔵４－１１－ｌ

沖縄市字知花723

千代反田泉

新村健

崎元哲郎

比嘉實

大山朝弘

千代反田泉

新村健

崎元哲郎

比嘉實

大山朝弘

宮崎県

鹿児島県

″

沖縄県

″

８８３

８９１－０１

８９２

900

904-21

－２６８－



委 員

医療制度委 員 会

統 計 調 査 委 員 会

医 療 事 故 対 策 委 員 会

防 災 対 策 委 員 会

労務 ･福利厚生 ･用度委員会

給 食 委 員 会

常
任
理
事
会

勤 務 医 委 員 会

通 信 教 育 委 員 会

臨 床 予 防 医 学 委 員 会

社会保険･老人保健委員会

医 療経 済 (税 制 )委 員 会

国 際 委 員 会

委A最 北候 慶一
Iq委員長 福井 順

委員長
Iq委Jt鼻

委員長
Iq委Jt長

委員長
剛委員長

委員長

申後 勝
三宅 浩之

小津 寛二
林 茂

北村 行彦
元原 利武

武田 惇

委員長 原田 充善
Iq委員長 新村 明

一
男

滑

一
明
三
男

雄
明

六
昭

正
良

修
幸

忠
豊

賀
村

津
藤

村
本
田

田
木

伊
西

藤
連

木
山
黒

依
給

養
最

長
最

長
最

長
畏

1
糾

ま

ま

〝

1
糾

重
刑

重
刑

委
利

幸
削

委員長藤田 仁剛委員長村田寿太郎
委員長 池津 康郎
Iq委員長 武田 隆男

委員長 高橋 勝三
tq委員長 紀伊圃献三

国際病院連盟 (lHF)

アジア病院連盟 (AHF)

口
田

田

岸
原

星
梅

鼻
最

長
畏

ま

Jt
糾

委
刑

重
刑

田庸
林

最
長

1
別

宴
Iq

等 所 掌

繁
善

夫
嗣

三
人

充

和
典

耕
雅

覧 表

総 務 ･会 計 担 当

全 国 病 院 団 体 連 合

-269-

委員長 中山 耕作

委員長 織本 正慶
Iq委員長 渡辺 晃

部会長井手道雄Iq部会長高橋勝三

部会長 土屋 章
tq部会長 福田 浩三

部会長 川合 弘毅
劃部会長 南 溢

部会長 瀬田 克孝

委員長 三宅 浩之
劃委員長 里村 洋一

委員長 三宅 浩之

相当役員 高橋 勝三

作耕山中

夫
作
撃
滑

芳
耕

正

橋
山
道
津

諸
中
大
藤

事
事

紳
讐

〝

代
常



員会委 委 名簿
一

貝

(９年３月31日現在）

1．医療制度委員会（担当副会長大道學）

委員長北條慶一公立昭和病院

副委員長福井Ⅱ頂長崎記念病院

委員石井孝宜森公認会計士協同事務所

岩崎榮日本医科大学医療管理学教室

大道久日本大学医学部医療管理学教室

川合弘毅医療法人若弘会

竹田秀竹田綜合病院

西村昭男曰鋼記念病院

星和夫青梅市立総合病院

事務局大内全㈱日本病院会

院長

理事長

公認会計士

教授

教授

理事長

理事長

理事長

院長

企画調整課

都
県
都
都
都
府
県
道
都
都

京
崎
京
京
京
阪
島
海
京
京

東
長
東
東
東
大
福
北
東
東

O424-61-OO51

0958-71-151（

03-3839-596（

03-3822-213：

O3-3972-811

0729-85-548l

O242-27-551

0143-24-133ｺ

0428-22-319］

O3-3265-OO7Ii

2．統計調査委員会（担当副会長大道學）

委員長中後勝医療法人愛仁会本部

副委員長三宅浩之（肋曰本医薬情報センター

委員梅里良正日本大学医学部医療管理学教室

下間幸雄医療法人愛仁会本部

関田康慶東北大学医学部病院管理学教室

宮崎柏栃木県済生会宇都宮病院

元原禾リ武明舞中央病院

事務局中田彬仙曰本病院会

理事長

理事長

助教授

顧問

助手

名誉院長

院長

企画調整課

府
都
都
府
県
県
県
都

阪
京
京
阪
城
木
庫
京

大
東
東
大
宮
栃
兵
東

06-375-066（

03-5466-181（

03-3972-811］

06-375-066（

O22-717-812〔

O28-633-672〔

（自宅〕
078-917-202（

O3-3265-OO7〔

3．医療事故対策委員会（担当副会長大道學）

委員長小澤寛二国立療養所新潟病院

副委員長林茂聖バノレナ（病院

委員荒木和枝国立東京第二病院

大井利夫上都賀総合病院

森光徳子曰本赤十字社医療センター

山本敏博聖隷福祉事業団

事務局大内全拙曰本病院会

院長

院長

看護部長

院長

看護部長

常務理事

企画調整課

県
府
都
県
都
県
都

潟
阪
京
木
京
岡
京

新
大
東
栃
東
静
東

0257-22-212（

06-779-160（

03-3422-157（

O289-64-216］

O3-3400-13m

O53-473-215（

03-3265-007,

－２７０－



防災対策委員会（担当副会長大道學）

委員長北村行彦優生病院

副委員長元原利武明舞中央病院

委員太田正治太田総合病院

小峰建二武蔵野赤十字病院

立道清神戸市立中央市民病院

森光夫㈱兵庫県私立病院協会

渡辺高西宮渡辺病院

事務局中田彬（it、曰本病院会

院長

院長

理事長

施設課長

救急部長

事務局長

院長

企画調整課

兵庫県

兵庫県

神奈川県

東京都

兵庫県

兵庫県

兵庫県

東京都

06-488-1851

078-917-2020

044-244-0131

0422-32-3111

078-302-4321

078-341-6258

0798-74-2630

03-3265-0078

労務・福利厚生・用度委員会（担当副会長大道學）

委員長武田惇大阪府済生会泉尾病院

委員大石洋司練馬総合病院

北村信一東京都済生会向島病院

武田隆男医療法人医仁会

六鹿直視半田市立半田病院

事務局中谷一美㈱曰本病院会

院長

事務長

院長

会長

院長

企画調整課

府
都
都
府
県
都

阪
京
京
都
知
京

大
東
東
京
愛
東

06-552-0091

03-3972-1001

03-3610-3651

075-361-1351

0569-22-9881

03-3265-0078

１．給食委

委員長

副委員長

委員

員会（担当副会長藤澤正清）

原田充善川口市立医療センター

新村明篠ノ井総合病院

西村Ｈ召男曰鋼記念病院

松本晴美聖路加国際病院

山本辰芳ＨＤＳ研究所

吉野節子揃吉祥院病院

米山貞治東京術生病院

小椋敏正価曰本病院会

院長

名誉院長

理事長

栄養科長

所長

給食部長

栄養科長

企画調整課

県
県
道
都
都
府
都
都

玉
野
海
京
京
都
京
京

埼
長
北
東
東
京
東
東

048-287-2525

0262-92-2261

0143-24-1331

03-3541-5151

03-3818-3496

075-932-1806

（自宅）
03-3392-6151

事務局 03-3265-0077

－２７１－



員会（担当副会長藤澤正情）

伊賀六一東京都済生会中央病院

西村Ｈ召男曰鋼記念病院

飯田修平練馬総合病院

岩崎榮日本医科大学医療管理学教室

笹森典雄牧田総合病院

宮崎崇青梅市立総合病院

山本修三済生会神奈川県病院

小椋敏正拙日本病院会

7．勤務医委

委員長

副委員長

委貝

院長

理事長

院長

教授

副院長

脳外科部長

院長

企画調整課

東京都

北海道

東京都

東京都

東京都

東京都

神奈川県

東京都

O3-3451-821

0143-24-133

03-3972-100

03-3822-213

03-3762-3371

0428-22-319

045-432-111

03-3265-007,事務局

8．教育委員会（担当副会長藤澤正情）

委員長藤澤正漬福井県済生会病院

副委員長遠藤良一白河厚生総合病院

委員家入秀子港区立特別養護老人ホーム白金の森

樺山照一杏林大学医学部附属病院

澤島政行横浜船員保険病院

三宅浩之（助曰本医薬情報センター

山本敏博（社福）聖隷福祉事業団

事務局井上新一㈱曰本病院会

院長

院長

看護兼介護
リハビリ課長

薬剤科長

院長

理事長

常務理事

事業課

福井県

福島県

東京都

東京都

神奈川県

東京都

静岡県

東京都

O776-23-111

0248-22-221

03-3449-961

0422-47-551

045-331-125

03-5466-181（

O53-473-215（

O3-3265-OO7（

9．通信教育委員会（担当副会長中山耕作）

委員長木村明新潟市民病院

副委員長山本修三済生会神奈川県病院

副委員長黒田幸男国家公務員共済組合連合会

委員鳥羽克子聖路加国際病院

中村彰吾聖路加国際病院

三浦葉子虎の門病院

山本敏博聖隷福祉事業団

事務局北川芳兼㈱曰本病院会

院長

院長

常勤参与

医療情報
管理科長
総合
企画部長

病歴室係長

常務理事

通信教育課

新潟県

神奈川県

東京都

東京都

東京都

東京都

静岡県

東京都

025-241-515

045-432-111

03-3222-184

03-3541-515

03-5550-703

03-3588-111

053-473-2151

03-3265-0071

－２７２－



)．臨床予防医学委員会（担当副会長高橋勝三）

委員長依田忠雄総合病院岡山赤十字病院

副委員長鈴木豊明東京警察病院

委員安藤幸夫聖路加国際病院

大川日出夫日本鋼管病院

情瀬闇三井記念病院

笹森典雄牧田総合病院

田中剛二総合高津中央病院

田村政紀ＰＬ東京健康管理センター

奈良昌治足利赤十字病院

日野原茂雄聖路加国際病院予防医療センター

事務局一之瀬秀樹㈱曰本病院会

名誉院長

顧問

顧問

副院長

顧問

副院長

副院長

所長

院長

所長

事業課

岡山県

東京都

東京都

神奈川県

東京都

東京都

神奈川県

東京都

栃木県

東京都

東京都

086-222-8811

03-3263-1371

03-3541-5151

044-333-5591

03-3862-9111

03-3762-3379

044-822-6121

03-3469-1161

0284-21-0121

03-3541-5151

03-3265-0070

|、社会保険・老人保健委員会（担当副会長藤澤正情）

委員長藤田仁大津赤十字病院

副委員長村田寿太郎村田博愛病院

委員伊賀六一東京都済生会中央病院

梅津勝男曰比谷病院

遠藤良一白河厚生総合病院

渡辺晃社会福祉法人白十字会健診センター

事務局中田彬拙日本病院会

県
県
都
都
県
県
都

賀
口
京
京
島
城
京

滋
山
東
東
福
茨
東

院長

院長

院長

事務次長

院長

顧問

企画調整課

0775-22-4131

0835-22-2310

03-3451-8211

03-3502-7231

0248-22-2211

0299-92-3311

03-3265-0078

２．医療経済（税制）委員会（担当副会長高橋勝三）

委員長池澤康郎中野総合病

副委員長武田隆男医療法人医仁

委員石井暎禧狭山病

大島岡Ｉ生大島会計事務

中佳一東名厚木病

森功医眞会八尾病

山下昭雄杏雲堂病

事務局中谷一美拙曰本病院

院
会
院
所
院
院
院
会

院長

会長

院長

所長

院長

院長

事務長

企画調整課

東京都

京都府

埼玉県

東京都

神奈川県

大阪府

東京都

東京都

03-3382-1231

075-361-1351

0429-53-6611

03-3363-0811

0462-29-1771

0729-48-2500

03-3292-2051

03-3265-0078

－２７３－



員会（担当副会長高橋勝三）

高橋勝三武蔵野赤十字病院

紀伊國献三東京女子医科大学

筧淳夫国立医療・病院管理研究所

北原光夫東京都済生会中央病院

濃沼信夫東北大学医学部

高橋淑郎国際医療福祉大学医療福祉政策研究所

林洋横浜赤十字病院

千須和美直拙曰本病院会

13.国際委

委員長

副委員長

委員

院長

教授

施設計画
研究員

内科医長

病院管理
学教授

助教授

内帳Ｉ部長

企画調整課

東京都

東京都

東京都

東京都

宮城県

栃木県

神奈川県

東京都

O422-32-3111

03-5269-744E

O3-3203-5327

03-3451-821］

022-717-812（

O287-24-315〔

045-622-010］

O3-3265-OO7i事務局

14.組織委

委員長

副委員長

委員

員会（担当副会長大道學）

岸口繁府中病院

原田充善川口市立医療センター

池澤康郎中野総合病院

井手道雄聖マリア病院

西村Ｈ召男曰鋼記念病院

林雅人平鹿総合病院

前田太郎前田耳鼻咽喉科気管食道科病院

宮田信熈総合病院松山市民病院

六鹿直視半田市立半田病院

西川幸一仙曰本病院会

長
長
長
長
長
長
長
長
長
課

事
事

務

理
院
院
院
理
院
院
院
院
総

府
県
都
県
道
県
県
県
県
都

阪
玉
京
岡
海
田
重
媛
知
京

大
埼
東
福
北
秋
三
愛
愛
東

O725-43-1234

048-287-252［

03-3382-123］

O942-35-332Z

O143-24-133］

Ｏ182-32-512

0598-51-413（

O899-43-115

0569-22-988：

O3-3265-OO7事務局

員会（担当副会長中山耕作）

星和夫青梅市立総合病院

梅田典嗣国立国際医療センター

岡崎通国立津病院

佐野忠弘青山病院

波多野誠曰経ＢＰ社診療所

松峯敬夫東京都立府中病院

古畑巧㈱曰本病院会

15．学術委

委員長

副委員長

委員

院長

院長

名誉院長

院長

所長

院長

学術編集課

都
都
県
都
都
都
都

京
京
重
京
京
京
京

束
東
三
東
東
東
東

0428-22-319

03-3202-718

0592-55-312（

O3-3400-722

03-5210-840

0423-23-511

03-3265-0321事務局

－２７４－



6．広報委

委員長

副委員長

委員

員会（担当副会長中山耕作）

廣田耕三大浜第一病院

林雅人平鹿総合病院

大井利夫上都賀総合病院

行天良雄医事評論家

須磨忠昭薑'豊甕慧嘉露騨i聖
谷野浩太郎㈱社会保険研究所

名原剛日本生命保険相互会社

許山隆許山胃腸病院

江連修一㈱日本病院会

院
院
院

沖縄県

秋田県

栃木県

神奈川県

東京都

東京都

東京都

山梨県

東京都

長
長
長

O96-385-5013

（自宅）
O182-32-5121

028964-2161

045-331-2938

（自宅）
O3-3820-3750事務局長

編集課長

専務取締役

院長

広報課

03-3256-8934

03-3507-9274

0552-33-5107

03-3265-0328事務局

7．総務（企画・規程検討）委員会（担当副会長中山耕作）

委員長中山耕作総合病院聖隷浜松病院

委員大道學医療法人大道会

高橋勝三武蔵野赤十字病院

藤澤正清福井県済生会病院

長南篤㈱曰本病院会

事務局浜田一美㈱曰本病院会

総長

理事長

院長

院長

事務局長

総務課

県
府
都
県
都
都

岡
阪
京
井
京
京

静
大
東
福
東
東

053-474-2222

06-962-9621

0422-32-3111

0776-23-1111

03-3265-0077

03-3265-0077

8．中小病院委員会（担当副会長藤澤正清）

委員長織本正慶織本病院

副委員長渡辺晃白十字総合病院

木村篇人立川中央病院

佐藤眞杉佐藤病院

関田康慶東北大学医学部病院管理学教室

中村仁国保八日市場市民総合病院

廣田耕三大浜第一病院

事務局大内全㈱曰本病院会

都
県
都
府
県
県
県
都

京
城
京
阪
城
葉
縄
京

東
茨
東
大
宮
千
沖
東

名誉理事長

顧問

院長

理事長

助手

院長

院長

企画調整課

0424-91-2121

0294-36-2551

0425-22-7171

0720-50-8711

022-717-8128

0479-72-1525

098-866-5171

03-3265-0077

－２７５－



会〕〔部

1．看護教育施設部会（担当副会長中山耕作）

部会長井手道雄聖マリア病院

副部会長高橋勝三武蔵野赤十字病院

委員伊賀六一東京都済生会中央病院

遠藤良一白河厚生総合病院

木村明新潟市民病院

寺本成美国立長崎中央病院

西村Ｈ召男曰鋼記念病院

事務局中田彬（itt）曰本病院会

福岡県

東京都

東京都

福島県

新潟県

長崎県

北海道

東京都

理事長

院長

院長

院長

院長

院長

理事長

企画調整課

0942-35-332

0422-32-311

03-3451-821

0248-22-221

025-241-515

0957-52-312

0143-24-133

03-3265-007

大道學）

渕野辺総合病院

上飯田第二病院

中野総合病院

聖マリア病院

医療法人大道会

優生病院

医療法人愛仁会

総合病院聖隷浜松病院

曰鋼記念病院

大浜第一病院

長崎記念病院

村田博愛病院

仙日本病院会

2．私的病院部会（担当副会長

章 理事長

院長

院長

理事長

理事長

院長

理事長

総長

理事長

院長

理事長

院長

企画調整課

神奈川県

愛知県

東京都

福岡県

大阪府

兵庫県

大阪府

静岡県

北海道

沖縄県

長崎県

山口県

東京都

屋
田
澤
手
道
村
後
山
村
田
井
田
椋

士
福
池
井
大
北
中
中
西
廣
福
村
小

部会長

副部会長

委貝

0427-54-222

052-991-311

03-3382-123

0942-35-332

06-962-962

06-488-185

06-315-057

053-474-222

0143-24-133

098-866-517

0958-71-151

0835-22-231

03-3265-007

一
一
一
郎
雄
學
彦
勝
作
男
三
順
郎
正

太
浩
康
道

一
丁

耕
昭
耕

寿
敏

／
Ｉ

事務局

－２７６－



〕、老人保健施設部会（担当副会長中山耕作）

部会長川合弘毅医療法人若弘

副部会長南溢秋津鴻池病

委員漆原彰大宮共立病

河北博文河北総合病

岸口繁府中病

遠山正道佐倉厚生

中村彰吾聖路加国際病

事務局大内全拙日本病院

府
県
県
都
府
県
都
都

阪
良
玉
京
阪
葉
京
京

大
奈
埼
東
大
千
東
東

会
院
院
院
院
園
院
会

理事長

理事長

理事長

理事長

理事長

園長

総合企画部長

企画調整課

0729-85-5482

07456-3-0601

048-686-7151

03-3339-2121

0725-43-1234

043-484-2161

03-5550-7034

03-3265-0077

エイズ対策部会

部会長瀬

(担当副会長 高橋勝三）

社会保険中央総合病院

東京都済生会中央病院

日本医科大学医療管理学教室

国立津病院

国立療養所福井病院

東京大学医学部感染制御学教室

河北総合病院

足利赤十字病院

総合病院土浦協同病院

青梅市立総合病院

白十字総合病院

4．

瀬
伊
岩
岡
河
木
田
奈
藤
星
渡

孝
一
榮
通
之
哲
夫
治
臣
夫
晃

克
六

則
昌
昌
秀
和

院長

院長

教授

名誉院長

院長

教授

院長

院長

副院長

院長

病院顧問

都
都
都
県
県
都
都
県
県
都
県

京
京
京
重
井
京
京
木
城
京
城

東
東
東
三
福
東
東
栃
茨
東
茨

田
賀
崎
崎
崎
村
所
良
原

03-3364-0251

03-3451-8211

03-3822-2131

0592-55-3120

0770-45-1131

03-3815-5411

03-3339-2121

0284-21-0121

0298-23-3111

0428-22-3191

0294-36-2551

委 貝

辺

(オブザーバー）

相川直樹

大江健二

菅野治重

紀伊國献三

斎藤毅

嵯峨清喜

高柳和江

慶應義塾大学医学部

国保旭中央病院

千葉大学医学部付属病院

東京女子医科大学

日本大学歯学部

嵯峨法律事務所

日本医科大学医療管理学教室

救急部教授

輸血部長

腓検査医学
講座講師

教授

保存学教授

弁護士

助教授

都
県
県
都
都
都
都

京
葉
葉
京
京
京
京

東
千
千
東
東
東
東

03-3353-1211

0479-63-8111

043-222-7171

03-5269-7445

03-3219-8000

03-3496-5120

03-3822-2１３１

事務局千須和美直 ㈱曰本病院会 東京都企画調整課 03-3265-0077

－２７７－



〔特別委員会〕

1．病院情報センター委員会（担当副会長高橋勝三）

委員長三宅浩之㈱曰本医薬情報センター

副委員長里村洋一千葉大学医学部附属病院

梅里良正日本大学医学部医療管理学教室

河北博文河北総合病院

桑原武夫横浜労災病院

小宮弘穀神奈川県立がんセンター

谷口正和ポーダレスヒューマンセンター㈱

事務局小椋敏正仙曰本病院会

理事長

医療情報部
教授

助教授

理事長

院長

所長

代表取締役

企画調整課

東京都

千葉県

東京都

東京都

神奈川県

神奈川県

東京都

東京都

03-5466-181’

０43-222-717

03-3972-811

03-3339-212

045-474-837

045-391-576

03-3505-881

03-3265-007

骨（担当副会長高橋勝二）

(助曰本医薬情報センター

2．国際モダンホスピタルショウ委員会

理事長

院長

事務局長

企画調整課

都
都
都
都

一
只
一
只
一
只
一
泉

東
東
東
東

宅
藤
南
内

浩
正

之
弘
篤
全

委員長

委員

03-5466-181

03-3673-122

03-3265-007

03-3265-007

川病

本病院

本病院

院
会
会

加
長
大

江
㈱
㈹

Ｐ
曰
曰

事務局

－２７８－



研究 会 委員名簿
(９年３月31曰現在）

１．診療システム研究会

委員長澤島政

副委員長園嵜秀

岡庭

加藤正

杉浦昌

諏訪城

新納憲

星和

松本泰

(045)331-1251

(03)3633-6151

(03)3831-2181

(０３)3673-1221

(０３)3261-4079
（自宅）

(045)711-2351

(045)401-2411

(0428)22-3191

(03)3891-5291

横浜船員保険病院

東京都立墨東病院

東京曰立病院

江戸川病院

㈲東京都立広尾病院

神奈川県立こども医療センター

大口東総合病院

青梅市立総合病院

㈲曰暮里上宮病院

院
副
院
院
院
院
院
院
院

長
長
長
長
長
長
長
長
長

行
吉
弘
弘
也

院

司
夫

(03)3265-0070事業課事務局井上新 仙曰本病院会

事務管理研究会２．事務

顧問

委員長

副委員長

(045)771-3002
（自宅）

(053)473-2150

(0242)27-5511

(０６）581-1071

(０３)3438-1311

(03)3339-3602

(0427)78-3080

(０３)3541-5151

(０３)3813-3111

(03)3292-2051

事務部長

常務理事
本部事務局長

理事長

理事事務局長

総務局
組織推進部長

理事・事務本部長

事務局長

企画情報課長

事務部長

事務長

益田

山本

竹田

海北

川上

佐々木

玉木

中村

安田

山下

㈱横浜赤十字病院

社会福祉法人聖隷福祉事業団

竹田綜合病院

特定医療法人きっこう会

曰本赤十字社

河北総合病院

田名病院

聖路加国際病院

順天堂大学医学部附属順天堂医院

佐々木研究所附属杏雲堂病院

啓
敏

作
博
秀
男
男
男
朗
吾
之
雄

幸
静
和
義
彰
尚
昭

編集委員

(03)3265-0070事業課仙曰本病院会事務局 吉川肇

－２７９－



３．医事研究会

委員長藤田

副委員長松本

合羽井

編集委員武田

平良

松本

吉丼

久米川病院

総合病院聖隷浜松病院

永寿総合病院

中野総合病院

佐々木研究所附属杏雲堂病院

済生会川口総合病院

曰比谷病院

事務長

次長

事務部長

医事課係長

医事課主任

医事課係長

医事課主任

(０３)3383-1281

(053)474-2222

(０３)3833-8381

(045)902-0001

(03)3292-2051

(048)253-1551

(03)3502-7231

弘
一
雄
弘
一
三
吾

勝
洋
昭
匡
秀
祐
文

㈱曰本病院会 事業課 (０３)3265-0070事務局吉川肇

４．総務研究会

顧問青

委員長田

垂

松

渡

岡三井記念病院

聖隷三方原病院

㈱東京都教職員互助会(三楽病院）

東京警察病院

個鉄蕉会亀田クリニック

(03)3759-5347
（自宅）

(053)436-1251

(０３)3292-0665

(０３)3263-1371

(04709)9-2211
山
鳥
水
田
辺

博

誠一

正紀

言刀
ロロ

謙太目旧

総務課長

事務長

互助事業課

調査官

副事務長

㈱曰本病院会 事業課事務局一之瀬秀樹 (03)3265-0070

５．人事労務研究会

顧問稲垣武

委員長斉藤正夫

井上彰造

河野政美

斉藤寿明

篠塚功

宮崎恭一

事務局一之瀬秀樹

㈹全国病院理学療法協会

石和温泉病院

賛青会病院

虎の門病院

聖路加国際病院

河北総合病院

東京衛生病院

事務所長

統括企画室長

総務課長

総務係長

人事課長

財団本部事務
シニアマネージャー

人事課長

(０３)3494-1948

(0552)63-0111

(０３)3622-9191

(03)3588-1111

(03)3541-5151

(03)3339-2983

(０３)3392-6151

㈱曰本病院会 事業課 (03)3265-0070
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６．用度研究会

委員長塩

副委員長梅

大

平

松

山
事
事
事
経
用
経

(03)3541-5151

(０３)3502-7231

(03)3972-1001

(0424)61-0052

(0485)93-1212

(03)3946-5151

雅
勝
洋
和
雅
敏

山
津
石
林
島
口

英
男
司
玄
夫
雄

聖路加国際病院

曰比谷病院

練馬総合病院

公立昭和病院

北里研究所メディカルセンター病院

日本通運健康保険組合東京病院

務次

務次

長
長
長
長
長
長

務

課
課
課

理
度
理

(03)3265-0078事務局大内全 ㈱曰本病院会 企画調整課

７．施設研究会

顧問上

顧問倉

委員長中

副委員長小

工

小

佐

鈴

瀬

聖路加国際病院

国立医療・病院管理研究所

前北品川総合病院

武蔵野赤十字病院

横浜市立大学付属病院

聖路加国際病院

賛育会病院

学校法人順天堂

河」上総合病院

事務部顧問

客員講師

施設課長

施設課長

管理部業務課
施設係

施設課長補佐

施設管理課長

施設係長

財団本部部長

(03)3542-9746

(0422)44-3433
（自宅）

(03)3474-1831

(0422)32-3111

(045)787-2800

(０３)5550-7020

(０３)3588-1111

(03)5802-1169

(０３)3339-2121

林三郎

持一雄

島昭二郎

峰建二

藤牧子

室克夫

藤辰夫

木周二

川篤宏

(０３)3265-0078企画調整課㈱曰本病院会事務局千須和美直

８．会計経理研究会

顧問酒泉

委員長小沢

鬚蕊横山
内海

大鷲

中村

(03)3337-0029
（自宅）

(0425)62-1411

(03)3541-5151

(03)3588-1111

(０３)3382-1231

(０３)3292-3981

北総合病

大和病

路加国際病

の門病

野総合病

楽病

院
院
院
院
院
院

財団事務局顧問

顧問

新病院建設本部
経理総務部長

会計課係長

経理課長

財政課係長

春
武
達
康
雅
明

雄
男
治
秀
昌
良

河
東
聖
虎
中

(03)3265-0329

(03)3265-0329

〈
室
〈
三

事務局 章

宏
豊

㈱曰本病院

仙日本病院

〈
云
〈
室

十
十

一
一
一
一
口
一
一
一
一
口

課
課

原
杵

同
日

－２８１－



９．看護管理研究会

顧問内田

委員長家人

副委員長宮越

大久保

北林

編集委員木部

鴫崎

竹内

達子

由井

㈲聖路加国際病院

港区立特別養老人ホーム白金の森

鶴川さくら病院老健施設
町田「さぐらんぼ」

ブース記念老人保健施設｢グレイス」

東京都看護協会

北里研究所病院

北里大学保健衛生専門学院

曰本赤十字社

新宿石川病院

(社)全国社会保険協会連合会

副院長･総婦長

看護・介護課長

看護・介護部長

療養課長

(048)886-3745
（自宅）

(03)3449-9611

(0427)35-2621

(03)3380-1248

(03)5466-9413

(０３)3444-6161

(0257)79-4511

(03)3438-1311

(03)3371-1161

(０３)3445-0800

卿子

秀子

和子

和恵

悦子

玲子

佐智子

幸枝

房

尚美

教育担当婦長

副学院長

看護教育部課長

看護部長

看護課長

㈱曰本病院会事務局井上新 事業課 (０３)3265-0070

10．薬事管理研究会

杏林大学医学部附属病院

同愛記念病院

武蔵野赤十字病院

東京警察病院

仙東京都薬剤師会

日本赤十字社医療センター

東京都立大塚病院

㈲東京厚生年金病院

㈲国立水戸病院

東京女子医科大学付属第二病院

薬
薬
薬
薬
相
薬
薬
薬
薬
薬

委員長

副委員長
山
下

沼
山
野
内
丼
戸
宇

木
老

古
樺
八
巖
海
片
佐
竹
永
牧
谷

科
科
部
部

剤
剤
剤
剤

(0422)47-5511

(03)3625-6381

(0422)32-3111

(03)3263-1371

(０３)3398-7311
（自宅）

(03)3400-1311

(０３)3941-3211

(03)3269-8111

(029)231-5211

(03)3810-1111

照
将

長
長
長
長
役
長
長
長
長
長

也
藏
広

孝

壽

談

夫
美
具
行
秀

部
科
部
科
部

Ｉ
－
１
１
－

斉
斉
斉
斉
斉

岸

宏

編集委員

事務局 ㈱曰本病院会 事業課吉川薑 (03)3265-0070

－２８２－



11．栄養管理研究会

顧問馬場

委員長佐藤

副委員長長崎

副委員長米山

編集委員字井

下

住田

中川

中西

吉田

昂
夫
三
治
子
子
子
男
子
子

代
寿

津
節
洋
貞
美
房
佳
渉
靖
美

文教大学女子短期大学部

順天堂大学医学部附属||頂天堂医院

健保総合川崎中央病院

東京衛生病院

揃聖路加国際病院

関越病院

心臓血管研究所附属病院

江東病院

河北総合病院

東京都立駒込病院

講師

栄養部長

栄養課長

栄養科長

栄養科長

栄養科

栄養管理室長

栄養課長

栄養科長

栄養科長

(0423)43-1573
（自宅）

(０３)3813-3111

(044)288-2601

(03)3392-6151

(03)3717-5390
（自宅）

(0492)85-3161

(03)3408-2151

(03)3685-2166

(03)3339-2121

(03)3823-2101

事務局井上新 ㈱曰本病院会 (03)3265-0070事業課

12．調理研究会

委員長佐

副委員長小

杉

倍

吉

藤
林
本
賞
川

東邦大学医学部附属大森病院

都立駒込病院

田三楽病院

東京術生病院

国立療養所東京病院

(０３)3762-4151

(０３)3823-2101

(044)411-5254
（自宅）

(03)3392-6151

(0424)91-2111

調理上席室長

技能長

調理主任

調理主任

調理師

曰

武夫

和治

玉之助

恒司

事務局井上新 ㈱曰本病院会 事業課 (03)3265-0070

13．診療録管理研究会

顧問三竹年世子

委員長木村明

副委員長桜井勉

逸見弘子

大島京子

霞堂直史

河野牧子

吉崎悦子

済生会神奈川県病院

新潟市民病院

慶応義塾大学病院

社会保険埼玉中央病院

北里研究所病院

東海大学医学部附属病院

武蔵野赤十字病院

済生会神奈川県病院

病歴室顧問

院長

中央病歴室
課長代理

病歴室

病歴室

医療情報管理センター
#i歴情報管理室室長補佐

病歴室診療録管理士

病歴図書室係長

(045)432-1111

(025)241-5151

(03)3353-1211

(048)832-4951

(03)3444-6161

(0463)93-1121

(0422)32-3111

(045)432-1111

㈱曰本病院会 (０３)3265-0079事務局北川芳兼 通信教育課

－２８３－



14．病院管理総合研究会

顧問小林保

委員長矢作忠政

副委員長金地嘉夫

伊藤勇二

金森頼長

熊澤宏光

坂本すが

編集委員外池美和子

中村彰吾

ｉｉｉ吉川病院

京浜総合病院

金地病院

新東京病院

白鬚橋病院

京浜総合病院

関東逓信病院

朝日生命成人病研究所附属病院

聖路加国際病院

企画室長

理事長

理事長

企画室長

事務長

事務局次長

副看護部長

病院情報管理室長

企画情報課長

(0480)59-2771
（自宅）

(044)777-3251

(０３)3821-6433

(0473)65-1218

(03)3611-6363

(044)777-3251

(０３)3448-6021

(０３)3343-2151

(０３)3541-5151

事務局一之瀬秀樹 ㈱曰本病院会 事業課 (０３)3265-0070

放射線研究会15．放射

顧問

顧問

顧問

委員長

副委員長

崎
渡
田
越
藤
部
部
泉
尾
田

夫
二
夫
光
義
士
敏
枝
憲
功
敏

都
達
勇
義
秀
尚
剛

美
敏

和

日本医科大学付属病院

東京既製服健康保険組合診療所

㈲佼成病院

曰本医科大学附属病院

早稲田大学健康管理センター

東京医科大学付属霞ケ浦病院

東京都立神経病院

聖マリアンナ医大東横病院

国立東京第二病院

浦和市立病院

狭山病院

隈
虎
西
村
佐
阿
阿
小
杉
藤
松

放射線科主任教授

診療放射線技師

健康管理相談室長

放射線科副技師長

診療放射線技師

放射線科係長

放射線科技師長

放射線部係長

放射線科副技師長

診療放射線技師

コメディカル部次長

(０３)3822-2131

(03)3862-7541

(０３)3321-9736
（自宅）

(０３)3822-2131

(０３)3203-4141

(0298)87-1161

(0423)23-5110

(044)722-2121

(０３)3411-0111

(048)873-4111

(0429)53-6611編集委員

事務局

兀〕

一之瀬秀樹 ㈱曰本病院会 事業課 (03)3265-0070

－２８４－



16．臨床検査管理研究会

顧問佐藤和

委員長宇津木道

副委員長高橋貞

川越

川畑貞

島袋宏

成田周

前畑英

身
弘
嗣
功
美
明
市
介

㈲駿河台曰本大学病院

東京医科大学病院

済生会横浜市南部病院

浜松赤十字病院

順天堂大学医学部附属順天堂浦安病院

曰本大学医学部附属板橋病院

板橋中央総合病院

三井記念病院

技術長

臨床検査技師長

臨床検査技師長

検査部技師長

臨床検査技師長

臨床検査部主任

検査科次長

臨床検査技師長

(045)881-3869
（自宅）

(03)3342-6111

(045)832-1111

(053)472-1151

(0473)53-3111

(03)3972-8111

(03)3967-1181

(03)3862-9111

事務局井上新 ㈱曰本病院会 事業課 (０３)3265-0070

17．ハウスキーピング研究会

委員長
編集委員

副委員長

井
神
安
伊
粕
栗
高
水
山

上加代子

山金刀

藤進

藤ユキ子

谷良

原君代

崎とし子

野淑子

本昇

㈲杏林大学医学部付属病院

関東中央病院

順天堂大学医学部付属順天堂医院

同東京都立府中病院

田虎の門病院

済生会横浜市南部病院

虎の門病院分院

岡順天堂大学医学部附属順天堂医院

東京衛生病院

庶務課次長

保情係長

管理課係長

家政係長

整備課長

業務課環境整備係長
ハウスキーパー

分院総務課調査役

管理課リネン係長

ﾊｳｽキーﾋﾟﾝｸ課長

(044)976-3988
（自宅）

(03)3429-1171

(03)3813-3111

(0422)48-2268
（自宅）

(0423)21-1894
（自宅）

(045)832-1111

(044)877-5111

(03)3309-1355
（自宅）

(０３)3392-6151

事務局 井上新 ㈱曰本病院会 事業課 (03)3265-0070
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18．図書室研究会

顧問石澤

委員長篠原

副委員長奥出

飯田

編集委員上原

直江

野原

安田

吉冨

和気

東京厚生年金病院

川崎市立川崎病院

川崎製鉄健康保険組合千葉病院

浜松赤十字病院

三井記念病院

旭川市立旭川病院

済生会下関総合病院

信楽園病院

竹田綜合病院

藤沢市民病院

(03)3269-8111

(044)233-5521

(043)261-5111

(053)472-1151

(03)3862-9111

(0166)24-3181

(0832)31-5201

(025)267-1251

(0242)27-5511

(0466)25-3111

事務主任

司害

司書

主事

事務副主任

事務吏員

事務員

事務員

事務員

事務吏員

枝
江
里
子
り
子
鶴
子
子
子

美
ど

ち
か

實
寿
麻
育
み
理
千
裕
ま
た

(03)3265-0070㈱曰本病院会 事業課事務局吉川肇

19．職場リーダー研修会

物品管理
センター長

放射線技師長

事務部長

臨床検査技師長

栄養科科長補佐

総務課係長

加国際病院

和大学病院

野赤十字病院

成病院

医科大学病院

成病院

(03)5550-7013
（直通）

(0429)49-8232
（自宅）

(0422)32-3111

(03)3383-1281

(03)3342-6111

(０３)3383-1281

藤
田
方
楽
井
辺

内
神
緒
設
平
渡

均
助
市
登
枝
孝

路
昭
蔵

委員長

副委員長

聖
㈹
武
佼
東
佼

幸
廣
正
千
修 万ミ

㈱曰本病院会 (03)3265-0077総務課事務局 西川幸

平成８年度事業報告書
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